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個人の事業税
固定資産税（償却資産）
所得税・復興特別所得税
住民税
消費税・地方消費税
事業所税
（事業用に使用してい
　る場合）

固定資産税（土地･家屋）

都市計画税

事業所税（事業用に使用している場合）

固定資産税（償却資産）
（事業用に使用している場合）

贈与税
不動産取得税

■令和7年度当初予算（都税収入見込額）

■不動産と関係のある税金
　土地や建物などの不動産と税金との関係は、次の
ようになります。
●不動産を購入又は新築・増築・改築した場合
　不動産取得税、消費税・地方消費税、印紙税、個人か
ら時価よりも著しく低い価額で購入した場合の贈与税
●不動産を保有している場合
　固定資産税（土地･家屋）・都市計画税、不動産を賃
貸している場合等の事業用資産に係る固定資産税（償
却資産）及び不動産所得等に係る所得税・復興特別所
得税、住民税、消費税・地方消費税、個人の事業税

●不動産を事業用に使用している場合
  事業所税
●不動産を売却した場合
譲渡所得に係る所得税・復興特別所得税、住民税、
消費税・地方消費税、印紙税
●不動産を相続した場合
  相続税
●不動産の贈与を受けた場合
  贈与税、不動産取得税、印紙税
●不動産の登記をする場合
  登録免許税

■お読みになる前に（用語の解説）
不動産の取得　　不動産の所有権を取得する
ことをいいますが、必ずしも代金を支払った時
又は登記をした時が取得の時期とは限りません。
売買契約上、所有権の移転日を決めている場合
はその日が取得の日となります。特に決めてい
ない場合は、契約内容から総合的に判断しますが、
一般的には契約の成立した日が取得の日となり
ます。

不動産の価格　　不動産の価格には、実際の
売買価格のほか、地価公示法に基づく公示価格
や、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づ
いて各地方公共団体が調査し決定した固定資産
税・都市計画税、不動産取得税に用いられる価
格（評価額）があります。
　また、相続税、贈与税に用いられる価格につい
ては、市街地の宅地は原則として相続税路線価
により算出し、その他の土地と家屋は固定資産税
に用いられる価格に一定率を乗じて算出します。

課税標準

免 税 点

普通徴収

申告納付

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合があります。

　　　　　　課税の対象になる物や行為（課
税客体）を、金額や量の形で数量化したものをい
い、これに税率を乗じて税額を算出します。

　　　　　　特定の税金については、その課
税標準が一定額以下又は未満の場合には課税で
きないと定められており、その一定額をいいます。

　　　　　　都税事務所長等が、課税標準額、
税額、納期限などを決めて納税通知書を発送し、
これによって納税する方法をいいます。

　　　　　　納税義務者が、自分で納める税
額を計算し、申告期限までに申告するとともに納
税する方法をいいます。

（　　）は構成比％

不動産と税金（目次）

相続税

契　約

契　約

契　約

印紙税
印紙税

不動産取得税

消費税・地方消費税

不動産取得税

消費税・地方消費税

登録免許税

譲渡所得に係る所得税・復興特別所得税

住民税
消費税・地方消費税

登録免許税
贈与

購入 新・増・改築

相続

不動産
の

取　得

不動産
の

譲　渡
登　記 登　記

賃　貸

保　有

印紙税

■不動産と関係のある税金
■お読みになる前に（用語の解説）
■知っておきたい税金のあらまし
　　不動産取得税
　　固定資産税（土地・家屋）
　　固定資産税（償却資産）
　　都市計画税
　　事業所税
　　不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税
　　特別土地保有税
　　土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）
　　所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除
　　相続税（国税）
　　贈与税（国税）
　　消費税（国税）
　　地方消費税
　　登録免許税（国税）
　　印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
　　都税の納付方法
■不動産と都税の減免
■令和7年度税制改正等のあらまし（不動産関係のうち主なものを抜粋）
■官公庁のご案内
■税金に関するご相談は
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法人事業税
1兆6,543億円
（23.9％）

繰入地方消費税
8,159億円
（11.8％）

法人都民税
8,820億円
（12.7％）

個人都民税
1兆2,451億円
（18.0％）

固定資産税
1兆5,284億円
（22.1％）

 
 
 

 
 

 

 
 

都民税利子割 310億円 (0.4％)
軽油引取税 357億円 (0.5％)
個人事業税 628億円 (0.9％)
自動車税種別割 986億円 (1.4％)
不動産取得税 1,027億円 (1.5％)
事業所税 1,317億円 (1.9％)
都市計画税 2,962億円 (4.3％)

自動車税環境性能割 207億円 (0.3％)
都たばこ税 170億円 (0.2％)
宿泊税 69億円 (0.1％)
ゴルフ場利用税 7億円 (0.0％)
その他の税 0億円 (0.0％)

令和7年度
都税収入見込額
6兆9,296億円
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　　登録免許税（国税）
　　印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
　　都税の納付方法
■不動産と都税の減免
■令和7年度税制改正等のあらまし（不動産関係のうち主なものを抜粋）
■官公庁のご案内
■税金に関するご相談は
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法人事業税
1兆6,543億円
（23.9％）

繰入地方消費税
8,159億円
（11.8％）

法人都民税
8,820億円
（12.7％）

個人都民税
1兆2,451億円
（18.0％）

固定資産税
1兆5,284億円
（22.1％）

 
 
 

 
 

 

 
 

都民税利子割 310億円 (0.4％)
軽油引取税 357億円 (0.5％)
個人事業税 628億円 (0.9％)
自動車税種別割 986億円 (1.4％)
不動産取得税 1,027億円 (1.5％)
事業所税 1,317億円 (1.9％)
都市計画税 2,962億円 (4.3％)

自動車税環境性能割 207億円 (0.3％)
都たばこ税 170億円 (0.2％)
宿泊税 69億円 (0.1％)
ゴルフ場利用税 7億円 (0.0％)
その他の税 0億円 (0.0％)

令和7年度
都税収入見込額
6兆9,296億円
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個人の事業税
固定資産税（償却資産）
所得税・復興特別所得税
住民税
消費税・地方消費税
事業所税
（事業用に使用してい
　る場合）

固定資産税（土地･家屋）

都市計画税

事業所税（事業用に使用している場合）

固定資産税（償却資産）
（事業用に使用している場合）

贈与税
不動産取得税

■令和7年度当初予算（都税収入見込額）

■不動産と関係のある税金
　土地や建物などの不動産と税金との関係は、次の
ようになります。
●不動産を購入又は新築・増築・改築した場合
　不動産取得税、消費税・地方消費税、印紙税、個人か
ら時価よりも著しく低い価額で購入した場合の贈与税
●不動産を保有している場合
　固定資産税（土地･家屋）・都市計画税、不動産を賃
貸している場合等の事業用資産に係る固定資産税（償
却資産）及び不動産所得等に係る所得税・復興特別所
得税、住民税、消費税・地方消費税、個人の事業税

●不動産を事業用に使用している場合
  事業所税
●不動産を売却した場合
譲渡所得に係る所得税・復興特別所得税、住民税、
消費税・地方消費税、印紙税
●不動産を相続した場合
  相続税
●不動産の贈与を受けた場合
  贈与税、不動産取得税、印紙税
●不動産の登記をする場合
  登録免許税

■お読みになる前に（用語の解説）
不動産の取得　　不動産の所有権を取得する
ことをいいますが、必ずしも代金を支払った時
又は登記をした時が取得の時期とは限りません。
売買契約上、所有権の移転日を決めている場合
はその日が取得の日となります。特に決めてい
ない場合は、契約内容から総合的に判断しますが、
一般的には契約の成立した日が取得の日となり
ます。

不動産の価格　　不動産の価格には、実際の
売買価格のほか、地価公示法に基づく公示価格
や、総務大臣が定めた固定資産評価基準に基づ
いて各地方公共団体が調査し決定した固定資産
税・都市計画税、不動産取得税に用いられる価
格（評価額）があります。
　また、相続税、贈与税に用いられる価格につい
ては、市街地の宅地は原則として相続税路線価
により算出し、その他の土地と家屋は固定資産税
に用いられる価格に一定率を乗じて算出します。

課税標準

免 税 点

普通徴収

申告納付

（注）各計数については、表示単位未満を四捨五入しているため、合計と内訳が一致しない場合があります。

　　　　　　課税の対象になる物や行為（課
税客体）を、金額や量の形で数量化したものをい
い、これに税率を乗じて税額を算出します。

　　　　　　特定の税金については、その課
税標準が一定額以下又は未満の場合には課税で
きないと定められており、その一定額をいいます。

　　　　　　都税事務所長等が、課税標準額、
税額、納期限などを決めて納税通知書を発送し、
これによって納税する方法をいいます。

　　　　　　納税義務者が、自分で納める税
額を計算し、申告期限までに申告するとともに納
税する方法をいいます。

（　　）は構成比％

不動産と税金（目次）

相続税

契　約

契　約

契　約

印紙税
印紙税

不動産取得税

消費税・地方消費税

不動産取得税

消費税・地方消費税

登録免許税

譲渡所得に係る所得税・復興特別所得税

住民税
消費税・地方消費税

登録免許税
贈与

購入 新・増・改築

相続

不動産
の

取　得

不動産
の

譲　渡
登　記 登　記

賃　貸

保　有

印紙税

■不動産と関係のある税金
■お読みになる前に（用語の解説）
■知っておきたい税金のあらまし
　　不動産取得税
　　固定資産税（土地・家屋）
　　固定資産税（償却資産）
　　都市計画税
　　事業所税
　　不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税
　　特別土地保有税
　　土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）
　　所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除
　　相続税（国税）
　　贈与税（国税）
　　消費税（国税）
　　地方消費税
　　登録免許税（国税）
　　印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
　　都税の納付方法
■不動産と都税の減免
■令和7年度税制改正等のあらまし（不動産関係のうち主なものを抜粋）
■官公庁のご案内
■税金に関するご相談は
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法人事業税
1兆6,543億円
（23.9％）

繰入地方消費税
8,159億円
（11.8％）

法人都民税
8,820億円
（12.7％）

個人都民税
1兆2,451億円
（18.0％）

固定資産税
1兆5,284億円
（22.1％）

 
 
 

 
 

 

 
 

都民税利子割 310億円 (0.4％)
軽油引取税 357億円 (0.5％)
個人事業税 628億円 (0.9％)
自動車税種別割 986億円 (1.4％)
不動産取得税 1,027億円 (1.5％)
事業所税 1,317億円 (1.9％)
都市計画税 2,962億円 (4.3％)

自動車税環境性能割 207億円 (0.3％)
都たばこ税 170億円 (0.2％)
宿泊税 69億円 (0.1％)
ゴルフ場利用税 7億円 (0.0％)
その他の税 0億円 (0.0％)

令和7年度
都税収入見込額
6兆9,296億円
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不動産取得税
　計算の仕組み

◎不動産の価格
　不動産の価格とは、総務大臣が定めた固定資産評
価基準により評価、決定された価格（評価額）で、新・
増築家屋等を除き、原則として固定資産課税台帳に
登録されている価格をいいます。したがって、不動
産の購入価格や建築工事費ではありません。
　また、土地や家屋の贈与を受けたり、交換により
取得したりした場合も、固定資産課税台帳に登録さ
れている価格となります。
　なお、令和9年3月31日までに宅地等＊を取得し
た場合は、取得した不動産の価格  ×1/2を課税標準
額とします。
＊宅地等とは、宅地及び宅地評価された土地をいいます。

◎税率

　免税点
　課税標準となるべき額が次の金額に満たないときは、不動産取得税は課税されません。
　土地　…………………………10万円
　家屋　新築・増築・改築   …23万円　　　　その他（売買など）   …12万円
　非課税
　次の場合には、不動産取得税は課税されません（一部抜粋）。
　・相続（包括遺贈及び被相続人から相続人に対してなされた遺贈を含む。）による不動産の取得
　 　 （注）ただし、死因贈与は相続に含まれません。
　・法人の合併又は政令で定める分割による不動産の取得　など

　住宅の取得に対する軽減
1　新築住宅の場合（増築・改築を含む。）
 （1）要件　床面積＊１が次の要件に該当していれば、住宅の価格から一定額が控除されます。

  （2）控除額
　　1,200万円＊3（価格が1,200万円未満である場合はその額）

  （3）納める額
　　　 税額   ＝   （住宅の価格－控除額）  ×    税率3％

平成20年4月1日から
令和9年3月31日まで

2　中古住宅の場合
 （1）要件　
　次の①から③までの全ての要件に該当していれ
ば、住宅の価格から一定額が控除されます。

　①個人が自己の居住用として取得したもの
 （住宅以外の家屋を住宅にリフォームする場合は、
取得前に当該リフォームが完了している必要が
あります。）

　②床面積が50㎡以上240㎡以下であること
　③次のいずれかの要件に該当していること

 （2）控除額

 （3）納める額

　　 税額　＝   （住宅の価格－控除額）＊  ×   税率 3％

　家屋の建築（新築・増築・改築）、土地や家屋の購入、
贈与、交換などで不動産を取得したときに、登記の有
無にかかわらず、取得した方に課税されます。
　なお、相続により取得した場合等、一定の場合には
課税されません。

　納める時期と方法
　都税事務所・支庁から送付する納税通知書で、納税
通知書に記載されている納期限までに納めます。納付
方法については、73～76ページをご覧ください。

　申告
　不動産を取得したときは、取得した日から30日以
内に「不動産取得税申告書」を、不動産の所在地を所管
する都税事務所・都税支所・支庁へ提出してください。
　未登記物件を取得した場合も同様に提出してください。
　なお、5ページ以降の軽減制度に該当する場合には、
10ページに記載された書類を添付して申告してください。
　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を
申請した場合には、原則として申告は不要となります。

昭和57年1月1日以後に新築されたもの
上記アに該当しない住宅で、建築士等による
耐震診断で新耐震基準に適合していることの
証明がされたもの（ただし、証明に係る調査が、
住宅の取得日前2年以内に終了していること
が必要です。）

現況の床面積で判定しますので、登記床面積と異なる場合が
あります。マンション等は共用部分の床面積を専有部分の
床面積割合によりあん分した床面積も含みます。

一戸建以外の住宅とは、マンション等の区分所有住宅又はア
パート等の構造上独立した区画を有する住宅をいいます。
なお、床面積要件の判定は、独立した区画ごとに行います。

一戸建以外の住宅については、独立した区画ごとに控除されます。なお、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する、
認定長期優良住宅を新築した場合については、1,300万円となります（令和8年3月31日までの間に取得した場合に限ります。）。

（注）上記の要件のうち③の要件を満たさない中古住宅（平成
26年4月1日以降の取得に限る。）であっても、取得後6
か月以内に耐震改修を行い、新耐震基準に適合するこ
とにつき証明を受け、自己の居住の用に供し、かつ耐
震改修が自己の居住の用に供する前に完了している場
合は、住宅の税額から一定額が減額されます。
また、その敷地についても軽減を受けられる場合があり
ます（平成30年4月1日以降の敷地の取得に限る。）。　 

詳しい内容や手続については、所管の都税事務所・支
庁にお問い合わせください（79～81ページ参照）。

取　得　日 土　地 家屋（住宅） 家屋（非住宅） 

3／100 4／100

下限
上限一戸建住宅 一戸建以外の住宅＊2 

貸家以外 50㎡以上 50㎡以上

50㎡以上 40㎡以上

240㎡以下

240㎡以下貸家

＊1

＊3

＊2

ア
イ

新築された日 控除額

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日＊

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日＊

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日＊

昭和51年1月1日～昭和56年6月30日＊

昭和56年7月1日～昭和60年6月30日＊

昭和60年7月1日～平成 元 年3月31日

平成 元 年4月1日～平成  9  年3月31日

平成  9  年4月1日以後

100万円

150万円

230万円

350万円

420万円

450万円

1,000万円

1,200万円
＊昭和56年12月31日以前に新築された中古住宅については、新耐震
基準に適合していることの証明がされたものに限ります。詳しくは、
左記（1）③イの要件をご覧ください。

＊住宅の持分を取得した場合は、住宅の価格及び控除額にその持分を
乗じた額となります。

＊１ 東京ゼロエミ住宅指針第4 の基準に適合し、東京ゼロエミ住宅認証書に記載されているものに限ります。
＊２ 東京ゼロエミ住宅指針第3 に規定する水準2 又は水準3 のことを指します。

・東京ゼロエミ住宅導入促進事業助成金交付要綱の助成対象のうち、次の①、②のいずれかに該当すること
①発電出力50kW未満の太陽光発電システム＊1を設置していること
②水準２又は水準３の基準＊2を満たしていること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

①又は②を満たす場合 住宅に係る不動産取得税の5割（①及び②いずれも満たす場合 10割）

　東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免（家屋）
　次のいずれかの要件を満たす新築の東京ゼロエミ住宅にかかる不動産取得税を減免します。

減免の要件

減免割合

・東京ゼロエミ住宅普及促進事業助成金交付要綱の助成対象であること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

・水準A　住宅に係る不動産取得税の10割
・水準B　住宅に係る不動産取得税の 8割
・水準C　住宅に係る不動産取得税の 5割
※東京ゼロエミ住宅指針第3に規定する水準A、水準B又は水準Cのことを指します。

減免の要件

減免割合

1　 令和４年４月１日から令和６年９月30日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

2　 令和６年10月１日から令和11年３月31日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

■知っておきたい税金のあらまし
税額 税率取得した不動産の価格（課税標準額）＝ ×
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不動産取得税
　計算の仕組み

◎不動産の価格
　不動産の価格とは、総務大臣が定めた固定資産評
価基準により評価、決定された価格（評価額）で、新・
増築家屋等を除き、原則として固定資産課税台帳に
登録されている価格をいいます。したがって、不動
産の購入価格や建築工事費ではありません。
　また、土地や家屋の贈与を受けたり、交換により
取得したりした場合も、固定資産課税台帳に登録さ
れている価格となります。
　なお、令和9年3月31日までに宅地等＊を取得し
た場合は、取得した不動産の価格  ×1/2を課税標準
額とします。
＊宅地等とは、宅地及び宅地評価された土地をいいます。

◎税率

　免税点
　課税標準となるべき額が次の金額に満たないときは、不動産取得税は課税されません。
　土地　…………………………10万円
　家屋　新築・増築・改築   …23万円　　　　その他（売買など）   …12万円
　非課税
　次の場合には、不動産取得税は課税されません（一部抜粋）。
　・相続（包括遺贈及び被相続人から相続人に対してなされた遺贈を含む。）による不動産の取得
　 　 （注）ただし、死因贈与は相続に含まれません。
　・法人の合併又は政令で定める分割による不動産の取得　など

　住宅の取得に対する軽減
1　新築住宅の場合（増築・改築を含む。）
 （1）要件　床面積＊１が次の要件に該当していれば、住宅の価格から一定額が控除されます。

  （2）控除額
　　1,200万円＊3（価格が1,200万円未満である場合はその額）

  （3）納める額
　　　 税額   ＝   （住宅の価格－控除額）  ×    税率3％

平成20年4月1日から
令和9年3月31日まで

2　中古住宅の場合
 （1）要件　
　次の①から③までの全ての要件に該当していれ
ば、住宅の価格から一定額が控除されます。
　①個人が自己の居住用として取得したもの
 （住宅以外の家屋を住宅にリフォームする場合は、
取得前に当該リフォームが完了している必要が
あります。）

　②床面積が50㎡以上240㎡以下であること
　③次のいずれかの要件に該当していること

 （2）控除額

 （3）納める額

　　 税額　＝   （住宅の価格－控除額）＊  ×   税率 3％

　家屋の建築（新築・増築・改築）、土地や家屋の購入、
贈与、交換などで不動産を取得したときに、登記の有
無にかかわらず、取得した方に課税されます。
　なお、相続により取得した場合等、一定の場合には
課税されません。

　納める時期と方法
　都税事務所・支庁から送付する納税通知書で、納税
通知書に記載されている納期限までに納めます。納付
方法については、73～76ページをご覧ください。

　申告
　不動産を取得したときは、取得した日から30日以
内に「不動産取得税申告書」を、不動産の所在地を所管
する都税事務所・都税支所・支庁へ提出してください。
　未登記物件を取得した場合も同様に提出してください。
　なお、5ページ以降の軽減制度に該当する場合には、
10ページに記載された書類を添付して申告してください。
　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を
申請した場合には、原則として申告は不要となります。

昭和57年1月1日以後に新築されたもの
上記アに該当しない住宅で、建築士等による
耐震診断で新耐震基準に適合していることの
証明がされたもの（ただし、証明に係る調査が、
住宅の取得日前2年以内に終了していること
が必要です。）

現況の床面積で判定しますので、登記床面積と異なる場合が
あります。マンション等は共用部分の床面積を専有部分の
床面積割合によりあん分した床面積も含みます。

一戸建以外の住宅とは、マンション等の区分所有住宅又はア
パート等の構造上独立した区画を有する住宅をいいます。
なお、床面積要件の判定は、独立した区画ごとに行います。

一戸建以外の住宅については、独立した区画ごとに控除されます。なお、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する、
認定長期優良住宅を新築した場合については、1,300万円となります（令和8年3月31日までの間に取得した場合に限ります。）。

（注）上記の要件のうち③の要件を満たさない中古住宅（平成
26年4月1日以降の取得に限る。）であっても、取得後6
か月以内に耐震改修を行い、新耐震基準に適合するこ
とにつき証明を受け、自己の居住の用に供し、かつ耐
震改修が自己の居住の用に供する前に完了している場
合は、住宅の税額から一定額が減額されます。
また、その敷地についても軽減を受けられる場合があり
ます（平成30年4月1日以降の敷地の取得に限る。）。　 

詳しい内容や手続については、所管の都税事務所・支
庁にお問い合わせください（79～81ページ参照）。

取　得　日 土　地 家屋（住宅） 家屋（非住宅） 

3／100 4／100

下限
上限一戸建住宅 一戸建以外の住宅＊2 

貸家以外 50㎡以上 50㎡以上

50㎡以上 40㎡以上

240㎡以下

240㎡以下貸家

＊1

＊3

＊2

ア
イ

新築された日 控除額

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日＊

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日＊

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日＊

昭和51年1月1日～昭和56年6月30日＊

昭和56年7月1日～昭和60年6月30日＊

昭和60年7月1日～平成 元 年3月31日

平成 元 年4月1日～平成  9  年3月31日

平成  9  年4月1日以後

100万円

150万円

230万円

350万円

420万円

450万円

1,000万円

1,200万円
＊昭和56年12月31日以前に新築された中古住宅については、新耐震
基準に適合していることの証明がされたものに限ります。詳しくは、
左記（1）③イの要件をご覧ください。

＊住宅の持分を取得した場合は、住宅の価格及び控除額にその持分を
乗じた額となります。

＊１ 東京ゼロエミ住宅指針第4 の基準に適合し、東京ゼロエミ住宅認証書に記載されているものに限ります。
＊２ 東京ゼロエミ住宅指針第3 に規定する水準2 又は水準3 のことを指します。

・東京ゼロエミ住宅導入促進事業助成金交付要綱の助成対象のうち、次の①、②のいずれかに該当すること
①発電出力50kW未満の太陽光発電システム＊1を設置していること
②水準２又は水準３の基準＊2を満たしていること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

①又は②を満たす場合 住宅に係る不動産取得税の5割（①及び②いずれも満たす場合 10割）

　東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免（家屋）
　次のいずれかの要件を満たす新築の東京ゼロエミ住宅にかかる不動産取得税を減免します。

減免の要件

減免割合

・東京ゼロエミ住宅普及促進事業助成金交付要綱の助成対象であること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

・水準A　住宅に係る不動産取得税の10割
・水準B　住宅に係る不動産取得税の 8割
・水準C　住宅に係る不動産取得税の 5割
※東京ゼロエミ住宅指針第3に規定する水準A、水準B又は水準Cのことを指します。

減免の要件

減免割合

1　 令和４年４月１日から令和６年９月30日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

2　 令和６年10月１日から令和11年３月31日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

■知っておきたい税金のあらまし
税額 税率取得した不動産の価格（課税標準額）＝ ×
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不動産取得税
　計算の仕組み

◎不動産の価格
　不動産の価格とは、総務大臣が定めた固定資産評
価基準により評価、決定された価格（評価額）で、新・
増築家屋等を除き、原則として固定資産課税台帳に
登録されている価格をいいます。したがって、不動
産の購入価格や建築工事費ではありません。
　また、土地や家屋の贈与を受けたり、交換により
取得したりした場合も、固定資産課税台帳に登録さ
れている価格となります。
　なお、令和9年3月31日までに宅地等＊を取得し
た場合は、取得した不動産の価格  ×1/2を課税標準
額とします。
＊宅地等とは、宅地及び宅地評価された土地をいいます。

◎税率

　免税点
　課税標準となるべき額が次の金額に満たないときは、不動産取得税は課税されません。
　土地　…………………………10万円
　家屋　新築・増築・改築   …23万円　　　　その他（売買など）   …12万円
　非課税
　次の場合には、不動産取得税は課税されません（一部抜粋）。
　・相続（包括遺贈及び被相続人から相続人に対してなされた遺贈を含む。）による不動産の取得
　 　 （注）ただし、死因贈与は相続に含まれません。
　・法人の合併又は政令で定める分割による不動産の取得　など

　住宅の取得に対する軽減
1　新築住宅の場合（増築・改築を含む。）
 （1）要件　床面積＊１が次の要件に該当していれば、住宅の価格から一定額が控除されます。

  （2）控除額
　　1,200万円＊3（価格が1,200万円未満である場合はその額）

  （3）納める額
　　　 税額   ＝   （住宅の価格－控除額）  ×    税率3％

平成20年4月1日から
令和9年3月31日まで

2　中古住宅の場合
 （1）要件　
　次の①から③までの全ての要件に該当していれ
ば、住宅の価格から一定額が控除されます。

　①個人が自己の居住用として取得したもの
 （住宅以外の家屋を住宅にリフォームする場合は、
取得前に当該リフォームが完了している必要が
あります。）

　②床面積が50㎡以上240㎡以下であること
　③次のいずれかの要件に該当していること

 （2）控除額

 （3）納める額

　　 税額　＝   （住宅の価格－控除額）＊  ×   税率 3％

　家屋の建築（新築・増築・改築）、土地や家屋の購入、
贈与、交換などで不動産を取得したときに、登記の有
無にかかわらず、取得した方に課税されます。
　なお、相続により取得した場合等、一定の場合には
課税されません。

　納める時期と方法
　都税事務所・支庁から送付する納税通知書で、納税
通知書に記載されている納期限までに納めます。納付
方法については、73～76ページをご覧ください。

　申告
　不動産を取得したときは、取得した日から30日以
内に「不動産取得税申告書」を、不動産の所在地を所管
する都税事務所・都税支所・支庁へ提出してください。
　未登記物件を取得した場合も同様に提出してください。
　なお、5ページ以降の軽減制度に該当する場合には、
10ページに記載された書類を添付して申告してください。
　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を
申請した場合には、原則として申告は不要となります。

昭和57年1月1日以後に新築されたもの
上記アに該当しない住宅で、建築士等による
耐震診断で新耐震基準に適合していることの
証明がされたもの（ただし、証明に係る調査が、
住宅の取得日前2年以内に終了していること
が必要です。）

現況の床面積で判定しますので、登記床面積と異なる場合が
あります。マンション等は共用部分の床面積を専有部分の
床面積割合によりあん分した床面積も含みます。

一戸建以外の住宅とは、マンション等の区分所有住宅又はア
パート等の構造上独立した区画を有する住宅をいいます。
なお、床面積要件の判定は、独立した区画ごとに行います。

一戸建以外の住宅については、独立した区画ごとに控除されます。なお、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する、
認定長期優良住宅を新築した場合については、1,300万円となります（令和8年3月31日までの間に取得した場合に限ります。）。

（注）上記の要件のうち③の要件を満たさない中古住宅（平成
26年4月1日以降の取得に限る。）であっても、取得後6
か月以内に耐震改修を行い、新耐震基準に適合するこ
とにつき証明を受け、自己の居住の用に供し、かつ耐
震改修が自己の居住の用に供する前に完了している場
合は、住宅の税額から一定額が減額されます。
また、その敷地についても軽減を受けられる場合があり
ます（平成30年4月1日以降の敷地の取得に限る。）。　 

詳しい内容や手続については、所管の都税事務所・支
庁にお問い合わせください（79～81ページ参照）。

取　得　日 土　地 家屋（住宅） 家屋（非住宅） 

3／100 4／100

下限
上限一戸建住宅 一戸建以外の住宅＊2 

貸家以外 50㎡以上 50㎡以上

50㎡以上 40㎡以上

240㎡以下

240㎡以下貸家

＊1

＊3

＊2

ア
イ

新築された日 控除額

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日＊

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日＊

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日＊

昭和51年1月1日～昭和56年6月30日＊

昭和56年7月1日～昭和60年6月30日＊

昭和60年7月1日～平成 元 年3月31日

平成 元 年4月1日～平成  9  年3月31日

平成  9  年4月1日以後

100万円

150万円

230万円

350万円

420万円

450万円

1,000万円

1,200万円
＊昭和56年12月31日以前に新築された中古住宅については、新耐震
基準に適合していることの証明がされたものに限ります。詳しくは、
左記（1）③イの要件をご覧ください。

＊住宅の持分を取得した場合は、住宅の価格及び控除額にその持分を
乗じた額となります。

＊１ 東京ゼロエミ住宅指針第4 の基準に適合し、東京ゼロエミ住宅認証書に記載されているものに限ります。
＊２ 東京ゼロエミ住宅指針第3 に規定する水準2 又は水準3 のことを指します。

・東京ゼロエミ住宅導入促進事業助成金交付要綱の助成対象のうち、次の①、②のいずれかに該当すること
①発電出力50kW未満の太陽光発電システム＊1を設置していること
②水準２又は水準３の基準＊2を満たしていること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

①又は②を満たす場合 住宅に係る不動産取得税の5割（①及び②いずれも満たす場合 10割）

　東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免（家屋）
　次のいずれかの要件を満たす新築の東京ゼロエミ住宅にかかる不動産取得税を減免します。

減免の要件

減免割合

・東京ゼロエミ住宅普及促進事業助成金交付要綱の助成対象であること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

・水準A　住宅に係る不動産取得税の10割
・水準B　住宅に係る不動産取得税の 8割
・水準C　住宅に係る不動産取得税の 5割
※東京ゼロエミ住宅指針第3に規定する水準A、水準B又は水準Cのことを指します。

減免の要件

減免割合

1　 令和４年４月１日から令和６年９月30日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

2　 令和６年10月１日から令和11年３月31日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

■知っておきたい税金のあらまし
税額 税率取得した不動産の価格（課税標準額）＝ ×
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6

不動産取得税
　計算の仕組み

◎不動産の価格
　不動産の価格とは、総務大臣が定めた固定資産評
価基準により評価、決定された価格（評価額）で、新・
増築家屋等を除き、原則として固定資産課税台帳に
登録されている価格をいいます。したがって、不動
産の購入価格や建築工事費ではありません。
　また、土地や家屋の贈与を受けたり、交換により
取得したりした場合も、固定資産課税台帳に登録さ
れている価格となります。
　なお、令和9年3月31日までに宅地等＊を取得し
た場合は、取得した不動産の価格  ×1/2を課税標準
額とします。
＊宅地等とは、宅地及び宅地評価された土地をいいます。

◎税率

　免税点
　課税標準となるべき額が次の金額に満たないときは、不動産取得税は課税されません。
　土地　…………………………10万円
　家屋　新築・増築・改築   …23万円　　　　その他（売買など）   …12万円
　非課税
　次の場合には、不動産取得税は課税されません（一部抜粋）。
　・相続（包括遺贈及び被相続人から相続人に対してなされた遺贈を含む。）による不動産の取得
　 　 （注）ただし、死因贈与は相続に含まれません。
　・法人の合併又は政令で定める分割による不動産の取得　など

　住宅の取得に対する軽減
1　新築住宅の場合（増築・改築を含む。）
 （1）要件　床面積＊１が次の要件に該当していれば、住宅の価格から一定額が控除されます。

  （2）控除額
　　1,200万円＊3（価格が1,200万円未満である場合はその額）

  （3）納める額
　　　 税額   ＝   （住宅の価格－控除額）  ×    税率3％

平成20年4月1日から
令和9年3月31日まで

2　中古住宅の場合
 （1）要件　
　次の①から③までの全ての要件に該当していれ
ば、住宅の価格から一定額が控除されます。
　①個人が自己の居住用として取得したもの
 （住宅以外の家屋を住宅にリフォームする場合は、
取得前に当該リフォームが完了している必要が
あります。）

　②床面積が50㎡以上240㎡以下であること
　③次のいずれかの要件に該当していること

 （2）控除額

 （3）納める額

　　 税額　＝   （住宅の価格－控除額）＊  ×   税率 3％

　家屋の建築（新築・増築・改築）、土地や家屋の購入、
贈与、交換などで不動産を取得したときに、登記の有
無にかかわらず、取得した方に課税されます。
　なお、相続により取得した場合等、一定の場合には
課税されません。

　納める時期と方法
　都税事務所・支庁から送付する納税通知書で、納税
通知書に記載されている納期限までに納めます。納付
方法については、73～76ページをご覧ください。

　申告
　不動産を取得したときは、取得した日から30日以
内に「不動産取得税申告書」を、不動産の所在地を所管
する都税事務所・都税支所・支庁へ提出してください。
　未登記物件を取得した場合も同様に提出してください。
　なお、5ページ以降の軽減制度に該当する場合には、
10ページに記載された書類を添付して申告してください。
　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を
申請した場合には、原則として申告は不要となります。

昭和57年1月1日以後に新築されたもの
上記アに該当しない住宅で、建築士等による
耐震診断で新耐震基準に適合していることの
証明がされたもの（ただし、証明に係る調査が、
住宅の取得日前2年以内に終了していること
が必要です。）

現況の床面積で判定しますので、登記床面積と異なる場合が
あります。マンション等は共用部分の床面積を専有部分の
床面積割合によりあん分した床面積も含みます。

一戸建以外の住宅とは、マンション等の区分所有住宅又はア
パート等の構造上独立した区画を有する住宅をいいます。
なお、床面積要件の判定は、独立した区画ごとに行います。

一戸建以外の住宅については、独立した区画ごとに控除されます。なお、長期優良住宅の普及の促進に関する法律に規定する、
認定長期優良住宅を新築した場合については、1,300万円となります（令和8年3月31日までの間に取得した場合に限ります。）。

（注）上記の要件のうち③の要件を満たさない中古住宅（平成
26年4月1日以降の取得に限る。）であっても、取得後6
か月以内に耐震改修を行い、新耐震基準に適合するこ
とにつき証明を受け、自己の居住の用に供し、かつ耐
震改修が自己の居住の用に供する前に完了している場
合は、住宅の税額から一定額が減額されます。
また、その敷地についても軽減を受けられる場合があり
ます（平成30年4月1日以降の敷地の取得に限る。）。　 

詳しい内容や手続については、所管の都税事務所・支
庁にお問い合わせください（79～81ページ参照）。

取　得　日 土　地 家屋（住宅） 家屋（非住宅） 

3／100 4／100

下限
上限一戸建住宅 一戸建以外の住宅＊2 

貸家以外 50㎡以上 50㎡以上

50㎡以上 40㎡以上

240㎡以下

240㎡以下貸家

＊1

＊3

＊2

ア
イ

新築された日 控除額

昭和29年7月1日～昭和38年12月31日＊

昭和39年1月1日～昭和47年12月31日＊

昭和48年1月1日～昭和50年12月31日＊

昭和51年1月1日～昭和56年6月30日＊

昭和56年7月1日～昭和60年6月30日＊

昭和60年7月1日～平成 元 年3月31日

平成 元 年4月1日～平成  9  年3月31日

平成  9  年4月1日以後

100万円

150万円

230万円

350万円

420万円

450万円

1,000万円

1,200万円
＊昭和56年12月31日以前に新築された中古住宅については、新耐震
基準に適合していることの証明がされたものに限ります。詳しくは、
左記（1）③イの要件をご覧ください。

＊住宅の持分を取得した場合は、住宅の価格及び控除額にその持分を
乗じた額となります。

＊１ 東京ゼロエミ住宅指針第4 の基準に適合し、東京ゼロエミ住宅認証書に記載されているものに限ります。
＊２ 東京ゼロエミ住宅指針第3 に規定する水準2 又は水準3 のことを指します。

・東京ゼロエミ住宅導入促進事業助成金交付要綱の助成対象のうち、次の①、②のいずれかに該当すること
①発電出力50kW未満の太陽光発電システム＊1を設置していること
②水準２又は水準３の基準＊2を満たしていること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

①又は②を満たす場合 住宅に係る不動産取得税の5割（①及び②いずれも満たす場合 10割）

　東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免（家屋）
　次のいずれかの要件を満たす新築の東京ゼロエミ住宅にかかる不動産取得税を減免します。

減免の要件

減免割合

・東京ゼロエミ住宅普及促進事業助成金交付要綱の助成対象であること
・新築において、最初の不動産取得税の課税対象となっていること
・東京ゼロエミ住宅認証書、東京ゼロエミ住宅設計確認書、その他の必要書類を添えて減免申請がされたこと

・水準A　住宅に係る不動産取得税の10割
・水準B　住宅に係る不動産取得税の 8割
・水準C　住宅に係る不動産取得税の 5割
※東京ゼロエミ住宅指針第3に規定する水準A、水準B又は水準Cのことを指します。

減免の要件

減免割合

1　 令和４年４月１日から令和６年９月30日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

2　 令和６年10月１日から令和11年３月31日までの間に「東京ゼロエミ住宅の認証に関する要綱」に基づく
　　設計確認申請を行った住宅

■知っておきたい税金のあらまし
税額 税率取得した不動産の価格（課税標準額）＝ ×
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⑴

＊令和8年3月31日までに土地を取得した場合で、土地の取得から3年以内に住宅が新築されることが困難なものとして政令で定める場合（1棟につき100
　戸以上の住宅を有する共同住宅等で新築までの期間が3年を超えることについてやむを得ない事情があると認められる場合）には4年以内

土地を取得後3年以内＊にその土地の上に住宅が新築されていること（ただし、①土地の取得者が住宅の新築まで
その土地を引き続き所有している場合、②土地の取得者からその土地を取得した方（譲渡の相手方）が住宅を新築
した場合のいずれかに限ります。）。

⑵
（ア）住宅を新築した方が、新築後1年以内にその敷地を取得していること。

（イ）新築未使用の住宅とその敷地を、住宅の新築から1年以内（同時取得を含む。）に同じ方が取得していること。

土地を取得した方が、土地を取得した日から1年以内（同時取得を含む。）にその土地の上にある住宅を取得して
いること。⑴

⑵ 住宅を取得した方が、住宅の取得後1年以内にその敷地を取得していること。

　住宅用土地の取得に対する軽減
　住宅用の土地を取得したときは、次のいずれかの要件に該当していれば、土地の税額から一定額が減額され
ます。ただし、この減額を受けるためには、いずれも土地の上にある住宅が「住宅の取得に対する軽減」（5、6
ページ参照）の要件に該当する住宅であることが必要です。

区　分

住宅の新築より先に
土地を取得した場合

住宅の新築より後に
土地を取得した場合

区　分
住宅より先に土地を
取得した場合
住宅より後に土地を
取得した場合

要　　　　　　件

要　　　　　　件

1　 新築住宅の敷地の場合

2　 中古住宅の敷地の場合

8
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④×1/2（4ページ参照）
⑤÷土地の面積
⑤×税率3％
（9ページ「3軽減される額Ⅰ」参照）
⑥×（住宅の床面積×2（一戸につき200㎡が限度））×税率3％
⑧か⑨のいずれか高い方の金額
⑦－⑩（マイナスとなる場合は課税されません。）

 3　軽減される額
　次のⅠ又はⅡのいずれか高い方の金額が税額から減額されます。
　Ⅰ　45,000円（税額が45,000円未満である場合はその額）
　Ⅱ    土地1㎡当たりの価格＊   ×   住宅の床面積の2倍（1戸につき200㎡が限度）   ×    税率3％
　　　＊令和9年3月31日までに宅地等（宅地及び宅地評価された土地）を取得した場合は、価格を2分の1にした額から1㎡当たりの価格を算出します。

 （注）住宅の持分を取得した場合には、上記Ⅱで算出された金額にその持分を乗じた金額となります。

　軽減を受けるための手続
　原則として、住宅や住宅用土地を取得した日から
60日以内に、10ページに記載された書類を添付して、
土地、家屋の所在地を所管する都税事務所・都税支
所・支庁へ申告してください（79～81ページ参照）。

　徴収猶予
　「住宅用土地の取得に対する軽減」（8ページ参照）
の要件のうち、1⑴、2⑴に該当する予定の土地の取
得については、住宅の新築又は取得までの期間を限
度として徴収猶予の申請をすることができます。
　また、これらの事例以外にも微収猶予の申請をす
ることができる場合があります。詳しい内容及び手
続については、所管の都税事務所・支庁にお問い合わ
せください（79～81ページ参照）。

◆不動産取得税の計算方法
 〔設例〕令和7年5月に土地付新築住宅を購入しました。
　　　  土地の面積は125㎡で、住宅の延床面積は100㎡です。
　　　  価格（評価額）は、土地が72,000,000円、家屋が11,800,000円です。
　　　  納める税額はいくらでしょうか。

価格
住宅取得の軽減
課税標準額
納める額

① 11,800,000円
② 11,800,000円
③ 0円
 0円
④ 72,000,000円
⑤ 36,000,000円
⑥ 288,000円
⑦ 1,080,000円
⑧ 45,000円
⑨ 1,728,000円
⑩ 1,728,000円
 0円

価格
課税標準額
 1㎡当たりの価格
税額
住宅用土地の軽減
住宅用土地の軽減
軽減額
納める額

5ページ「住宅の取得に対する軽減」の要件を確認
（5ページ「控除額」参照）
①－②
③×税率3％

 2　 新築未使用の住宅とその敷地を、住宅の新築か
ら1年以内に同じ方が取得した場合（同時取得を
含む。）
□　登記事項証明書（建物）
□　平面図＊〔共同住宅（アパート・マンション）、

店舗・事務所等との併用住宅を取得した場合〕
□　長期優良住宅認定通知書〔取得した住宅が

認定長期優良住宅である場合〕

1　土地を取得後3年以内にその土地の上に住宅が
新築された場合

3　土地を取得した方が、土地を取得後1年以内（同
時取得を含む。）に当該土地の上にある自己居住
用の中古住宅を取得した場合
□　住民票（マイナンバーの記載のないもの）など
□　昭和56年以前新築の場合は、耐震基準に適
合していることを証する書類（耐震基準適合
証明書（原本）など）

□　平面図＊〔共同住宅（アパート・マンション）、店
舗・事務所等との併用住宅を新築した場合〕

□　長期優良住宅認定通知書〔新築した住宅が
認定長期優良住宅である場合〕

○　下記の書類については、原本と記載されてい
るものを除いて、全て写しで結構です。

○　必要に応じて、下記以外の書類（売買契約書・
最終代金領収書等）を提出していただく場合
があります。

○　詳細やその他軽減制度については、所管の都
税事務所・支庁にお問い合わせください。

　　□　建築工事請負契約書
　　□　次のいずれか

ａ 検査済証
ｂ 登記事項証明書（建物）
ｃ 建物引渡証明書〔建築業者等の印鑑証明書
   （原本）添付〕

　住宅＝1,400万円  土地＝4,800万円

　住宅の税額は
　（価格1,400万円－控除額1,200万円）×税率3％＝６万円   
　土地の税額は
　１  価格4,800万円×1/2×税率3％＝72万円   
　２  住宅が軽減の対象に該当するので、住宅用土地の軽減額は

　３  したがって
　　   72万円－120万円＝  

　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を申請した場
合には、原則として申告は不要となります。 

〇軽減の申告に必要な添付書類（写し）の例 
　１　土地付建物売買契約書 
　２　最終代金領収書 
　３　登記事項証明書（建物）

（令和７年５月）

住宅100㎡　土地120㎡

＊平面図は各部屋の床面積が確認できるもの

（令和７年６月）

●不動産取得税の仕組みと軽減の内容

●取得した時における不動産の価格（評価額）

軽減措置を受けるための申告に必要な添付書類

家  

屋

土
　地

したがって、納める額は、家屋0円 ＋土地0円＝0円です。
なお、納める額が0円の場合、納税通知書は送付されません。

目で見る都税 不動産取得税の軽減…建売住宅の場合
●不動産業者が住宅を新築

●新築後、土地付
　建物を売り出す

●納付 ●
納
税
通
知
書
送
付

住
宅

土
地

●土地付建物
　売買契約締結 

〇軽減の要件
住宅    床面積…50㎡以上240㎡以下 
土地　１　不動産業者が新築してから1年以内に購入したもの
　　　２　住宅が軽減の要件（5ページ参照）を満たしているもの

〇都税事務所・都税支所・支庁に申告をしてください。

マイナスとなり課税されません。＊

土地1㎡当たりの価格  
4,800万円×1/2÷120㎡  

住宅の床面積の2倍
100㎡×２ ×税率3％＝120万円（9ページ「３　軽減される額Ⅱ」参照）×

＊マイナスとなっても税金が還付されるわけで
　はありません。

銀行、郵便局などの
窓口、
スマートフォン決済
アプリの利用　他
（注）納付方法は
　　73～76ページ
　　参照

●課税されないため、納税
　通知書は送付されません。

12 9

1110

⑴

＊令和8年3月31日までに土地を取得した場合で、土地の取得から3年以内に住宅が新築されることが困難なものとして政令で定める場合（1棟につき100
　戸以上の住宅を有する共同住宅等で新築までの期間が3年を超えることについてやむを得ない事情があると認められる場合）には4年以内

土地を取得後3年以内＊にその土地の上に住宅が新築されていること（ただし、①土地の取得者が住宅の新築まで
その土地を引き続き所有している場合、②土地の取得者からその土地を取得した方（譲渡の相手方）が住宅を新築
した場合のいずれかに限ります。）。

⑵
（ア）住宅を新築した方が、新築後1年以内にその敷地を取得していること。

（イ）新築未使用の住宅とその敷地を、住宅の新築から1年以内（同時取得を含む。）に同じ方が取得していること。

土地を取得した方が、土地を取得した日から1年以内（同時取得を含む。）にその土地の上にある住宅を取得して
いること。⑴

⑵ 住宅を取得した方が、住宅の取得後1年以内にその敷地を取得していること。

　住宅用土地の取得に対する軽減
　住宅用の土地を取得したときは、次のいずれかの要件に該当していれば、土地の税額から一定額が減額され
ます。ただし、この減額を受けるためには、いずれも土地の上にある住宅が「住宅の取得に対する軽減」（5、6
ページ参照）の要件に該当する住宅であることが必要です。

区　分

住宅の新築より先に
土地を取得した場合

住宅の新築より後に
土地を取得した場合
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取得した場合
住宅より後に土地を
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1　 新築住宅の敷地の場合

2　 中古住宅の敷地の場合
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8 9

1110

④×1/2（4ページ参照）
⑤÷土地の面積
⑤×税率3％
（9ページ「3軽減される額Ⅰ」参照）
⑥×（住宅の床面積×2（一戸につき200㎡が限度））×税率3％
⑧か⑨のいずれか高い方の金額
⑦－⑩（マイナスとなる場合は課税されません。）

 3　軽減される額
　次のⅠ又はⅡのいずれか高い方の金額が税額から減額されます。
　Ⅰ　45,000円（税額が45,000円未満である場合はその額）
　Ⅱ    土地1㎡当たりの価格＊   ×   住宅の床面積の2倍（1戸につき200㎡が限度）   ×    税率3％
　　　＊令和9年3月31日までに宅地等（宅地及び宅地評価された土地）を取得した場合は、価格を2分の1にした額から1㎡当たりの価格を算出します。

 （注）住宅の持分を取得した場合には、上記Ⅱで算出された金額にその持分を乗じた金額となります。

　軽減を受けるための手続
　原則として、住宅や住宅用土地を取得した日から
60日以内に、10ページに記載された書類を添付して、
土地、家屋の所在地を所管する都税事務所・都税支
所・支庁へ申告してください（79～81ページ参照）。

　徴収猶予
　「住宅用土地の取得に対する軽減」（8ページ参照）
の要件のうち、1⑴、2⑴に該当する予定の土地の取
得については、住宅の新築又は取得までの期間を限
度として徴収猶予の申請をすることができます。
　また、これらの事例以外にも微収猶予の申請をす
ることができる場合があります。詳しい内容及び手
続については、所管の都税事務所・支庁にお問い合わ
せください（79～81ページ参照）。

◆不動産取得税の計算方法
 〔設例〕令和7年5月に土地付新築住宅を購入しました。
　　　  土地の面積は125㎡で、住宅の延床面積は100㎡です。
　　　  価格（評価額）は、土地が72,000,000円、家屋が11,800,000円です。
　　　  納める税額はいくらでしょうか。

価格
住宅取得の軽減
課税標準額
納める額

① 11,800,000円
② 11,800,000円
③ 0円
 0円
④ 72,000,000円
⑤ 36,000,000円
⑥ 288,000円
⑦ 1,080,000円
⑧ 45,000円
⑨ 1,728,000円
⑩ 1,728,000円
 0円

価格
課税標準額
 1㎡当たりの価格
税額
住宅用土地の軽減
住宅用土地の軽減
軽減額
納める額

5ページ「住宅の取得に対する軽減」の要件を確認
（5ページ「控除額」参照）
①－②
③×税率3％

 2　 新築未使用の住宅とその敷地を、住宅の新築か
ら1年以内に同じ方が取得した場合（同時取得を
含む。）
□　登記事項証明書（建物）
□　平面図＊〔共同住宅（アパート・マンション）、

店舗・事務所等との併用住宅を取得した場合〕
□　長期優良住宅認定通知書〔取得した住宅が

認定長期優良住宅である場合〕

1　土地を取得後3年以内にその土地の上に住宅が
新築された場合

3　土地を取得した方が、土地を取得後1年以内（同
時取得を含む。）に当該土地の上にある自己居住
用の中古住宅を取得した場合
□　住民票（マイナンバーの記載のないもの）など
□　昭和56年以前新築の場合は、耐震基準に適
合していることを証する書類（耐震基準適合
証明書（原本）など）

□　平面図＊〔共同住宅（アパート・マンション）、店
舗・事務所等との併用住宅を新築した場合〕

□　長期優良住宅認定通知書〔新築した住宅が
認定長期優良住宅である場合〕

○　下記の書類については、原本と記載されてい
るものを除いて、全て写しで結構です。

○　必要に応じて、下記以外の書類（売買契約書・
最終代金領収書等）を提出していただく場合
があります。

○　詳細やその他軽減制度については、所管の都
税事務所・支庁にお問い合わせください。

　　□　建築工事請負契約書
　　□　次のいずれか

ａ 検査済証
ｂ 登記事項証明書（建物）
ｃ 建物引渡証明書〔建築業者等の印鑑証明書
   （原本）添付〕

　住宅＝1,400万円  土地＝4,800万円

　住宅の税額は
　（価格1,400万円－控除額1,200万円）×税率3％＝６万円   
　土地の税額は
　１  価格4,800万円×1/2×税率3％＝72万円   
　２  住宅が軽減の対象に該当するので、住宅用土地の軽減額は

　３  したがって
　　   72万円－120万円＝  

　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を申請した場
合には、原則として申告は不要となります。 

〇軽減の申告に必要な添付書類（写し）の例 
　１　土地付建物売買契約書 
　２　最終代金領収書 
　３　登記事項証明書（建物）

（令和７年５月）

住宅100㎡　土地120㎡

＊平面図は各部屋の床面積が確認できるもの

（令和７年６月）

●不動産取得税の仕組みと軽減の内容

●取得した時における不動産の価格（評価額）

軽減措置を受けるための申告に必要な添付書類

家  

屋

土
　地

したがって、納める額は、家屋0円 ＋土地0円＝0円です。
なお、納める額が0円の場合、納税通知書は送付されません。

目で見る都税 不動産取得税の軽減…建売住宅の場合
●不動産業者が住宅を新築

●新築後、土地付
　建物を売り出す

●納付 ●
納
税
通
知
書
送
付

住
宅

土
地

●土地付建物
　売買契約締結 

〇軽減の要件
住宅    床面積…50㎡以上240㎡以下 
土地　１　不動産業者が新築してから1年以内に購入したもの
　　　２　住宅が軽減の要件（5ページ参照）を満たしているもの

〇都税事務所・都税支所・支庁に申告をしてください。

マイナスとなり課税されません。＊

土地1㎡当たりの価格  
4,800万円×1/2÷120㎡  

住宅の床面積の2倍
100㎡×２ ×税率3％＝120万円（9ページ「３　軽減される額Ⅱ」参照）×

＊マイナスとなっても税金が還付されるわけで
　はありません。

銀行、郵便局などの
窓口、
スマートフォン決済
アプリの利用　他
（注）納付方法は
　　73～76ページ
　　参照

●課税されないため、納税
　通知書は送付されません。
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の要件のうち、1⑴、2⑴に該当する予定の土地の取
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度として徴収猶予の申請をすることができます。
　また、これらの事例以外にも微収猶予の申請をす
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続については、所管の都税事務所・支庁にお問い合わ
せください（79～81ページ参照）。
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新築された場合
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　　□　建築工事請負契約書
　　□　次のいずれか

ａ 検査済証
ｂ 登記事項証明書（建物）
ｃ 建物引渡証明書〔建築業者等の印鑑証明書
   （原本）添付〕
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　住宅の税額は
　（価格1,400万円－控除額1,200万円）×税率3％＝６万円   
　土地の税額は
　１  価格4,800万円×1/2×税率3％＝72万円   
　２  住宅が軽減の対象に該当するので、住宅用土地の軽減額は

　３  したがって
　　   72万円－120万円＝  

　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を申請した場
合には、原則として申告は不要となります。 

〇軽減の申告に必要な添付書類（写し）の例 
　１　土地付建物売買契約書 
　２　最終代金領収書 
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●取得した時における不動産の価格（評価額）

軽減措置を受けるための申告に必要な添付書類
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土地　１　不動産業者が新築してから1年以内に購入したもの
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マイナスとなり課税されません。＊
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舗・事務所等との併用住宅を新築した場合〕

□　長期優良住宅認定通知書〔新築した住宅が
認定長期優良住宅である場合〕

○　下記の書類については、原本と記載されてい
るものを除いて、全て写しで結構です。

○　必要に応じて、下記以外の書類（売買契約書・
最終代金領収書等）を提出していただく場合
があります。

○　詳細やその他軽減制度については、所管の都
税事務所・支庁にお問い合わせください。

　　□　建築工事請負契約書
　　□　次のいずれか

ａ 検査済証
ｂ 登記事項証明書（建物）
ｃ 建物引渡証明書〔建築業者等の印鑑証明書
   （原本）添付〕

　住宅＝1,400万円  土地＝4,800万円

　住宅の税額は
　（価格1,400万円－控除額1,200万円）×税率3％＝６万円   
　土地の税額は
　１  価格4,800万円×1/2×税率3％＝72万円   
　２  住宅が軽減の対象に該当するので、住宅用土地の軽減額は

　３  したがって
　　   72万円－120万円＝  

　ただし、不動産を取得した日から30日以内に登記を申請した場
合には、原則として申告は不要となります。 

〇軽減の申告に必要な添付書類（写し）の例 
　１　土地付建物売買契約書 
　２　最終代金領収書 
　３　登記事項証明書（建物）

（令和７年５月）

住宅100㎡　土地120㎡

＊平面図は各部屋の床面積が確認できるもの

（令和７年６月）

●不動産取得税の仕組みと軽減の内容

●取得した時における不動産の価格（評価額）

軽減措置を受けるための申告に必要な添付書類

家  

屋

土
　地

したがって、納める額は、家屋0円 ＋土地0円＝0円です。
なお、納める額が0円の場合、納税通知書は送付されません。

目で見る都税 不動産取得税の軽減…建売住宅の場合
●不動産業者が住宅を新築

●新築後、土地付
　建物を売り出す

●納付 ●
納
税
通
知
書
送
付

住
宅

土
地

●土地付建物
　売買契約締結 

〇軽減の要件
住宅    床面積…50㎡以上240㎡以下 
土地　１　不動産業者が新築してから1年以内に購入したもの
　　　２　住宅が軽減の要件（5ページ参照）を満たしているもの

〇都税事務所・都税支所・支庁に申告をしてください。

マイナスとなり課税されません。＊

土地1㎡当たりの価格  
4,800万円×1/2÷120㎡  

住宅の床面積の2倍
100㎡×２ ×税率3％＝120万円（9ページ「３　軽減される額Ⅱ」参照）×

＊マイナスとなっても税金が還付されるわけで
　はありません。

銀行、郵便局などの
窓口、
スマートフォン決済
アプリの利用　他
（注）納付方法は
　　73～76ページ
　　参照

●課税されないため、納税
　通知書は送付されません。
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　土地と家屋の価格
　3年に一度、全件について評価の見直しを行い、価
格を決定します。これを評価替えといい、評価替え
を行う年度を基準年度といいます。

　なお、第2年度（令和7年度）、第3年度（令和8年度）
は、原則として基準年度（令和6年度）の価格を据え置
きます。ただし、分合筆等のあった土地及び新築、増
改築等のあった家屋などは、新たに評価を行い、新し
い価格を決定します。

◎課税標準額
　土地については、価格をそのまま課税標準額に
すると税負担が急増する場合があることから、こ
れを緩和するために税負担の調整措置がとられて
います。土地の課税標準額は、17ページの方法で
計算します。
　家屋については、固定資産課税台帳に登録され
ている価格が、そのまま課税標準額になります。

　免税点
　区市町村の各区域内に、同一人が所有する固定資
産の課税標準額の合計額が、それぞれ次の金額に満
たない場合には、固定資産税は課税されません。
　土地…30万円　　　家屋…20万円　
 　住宅用地の特例措置 
　住宅用地とは、毎年1月1日（賦課期日）現在、次の
いずれかに該当するものをいいます。

＊住宅の戸数は、原則1棟を1戸としますが、共同住宅の一
室など、居住のために独立的に区画された部分が複数あ
る場合は、その数とします。　

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」における
「特定空家等」又は「管理不全空家等」に該当し、賦課
期日（1月1日）までに区からの勧告に対する必要な
措置が講じられない家屋の敷地については、課税標
準の特例措置の適用対象から除外されます。

　住宅用地の申告
　次のような場合には、翌年の1月31日（令和7年度
は令和8年2月2日）までに「固定資産税の住宅用地等
申告書」を土地が所在する区にある都税事務所に提
出する必要があります。
（1）住宅を新築又は増築した場合
（2）住宅の全部又は一部を取り壊した場合
（3）住宅を建て替える場合※１

（4）家屋の全部又は一部の用途を変更した場合（住宅
から店舗に、店舗から住宅に変更した場合など）

（5）土地の用途（利用状況）を変更した場合（住宅の庭
であった土地を駐車場として利用するようにな
った場合など）

（6）住宅が災害等の事由により滅失・損壊した場合※2

　※1　（3）の「住宅を建て替える場合」について
賦課期日（1月1日）現在、住宅を建築中又は建築予定
の土地は、原則として住宅用地にはなりません。ただ
し、既存の住宅を取り壊して住宅を建て替える等、一
定の要件を満たす場合には、申告に基づき、住宅用地
として課税標準の特例措置が継続して適用されます。
詳しい内容や手続については、所有する土地が所在す
る都税事務所土地班にお問い合わせください。

　※2　「固定資産税の被災住宅用地等申告書」をご提出くだ
さい。

　宅地の負担調整措置
 1　負担水準の均衡化
　固定資産税・都市計画税は、原則として、価格又
は特例額（住宅用地の場合は、特例措置を適用した額
（本則課税標準額））を基に税額を算出します。 　　
　しかし、土地については、評価替え等によって税
額が急激に上昇することを抑えるために、負担調整
措置を適用した課税標準額により算出します。 
　また、非住宅用地については、負担水準（価格と課
税標準額との乖離の程度）を均衡化するため、負担水

準が60％以上70％以下の場合、課税標準額を前年度
に据え置く措置が継続されています。

 2　負担水準と課税標準額
　負担水準により、土地に対する固定資産税の課税
標準額は、以下のように調整されます。
（1）住宅用地
　　●負担水準が100％以上
　　 本則課税標準額（価格×1/6又は1/3）
　　 ●負担水準が100％未満
　　  徐々に引上げ

（2）商業地等
　　●負担水準が70％超
　　　課税標準額の法定上限（価格の70％）まで引下げ＊

　　●負担水準が60％以上70％以下
　　　前年度課税標準額等に据置き＊

　　●負担水準が60％未満
　　  徐々に引上げ　　

　計算の仕組み

◎固定資産の価格
　固定資産の価格とは、総務大臣が定めた固定資
産評価基準に基づいて評価、決定され、固定資産
課税台帳に登録されたものです。課税標準額は、
原則として固定資産の価格（評価額）です。

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第１期
の納付月にお送りします。
　なお、納税通知書と同時に、固定資産税（土地・家
屋）の課税明細書をお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

住宅用地で住宅1戸＊に
つき200㎡までの部分
小規模住宅用地以外の
住宅用地

負担水準＝ 　　　　　　　　　　　 ×100
（％）

令和6年度課税標準額等＊1

令和7年度価格等＊2

＊1 令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似
する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。

＊2　価格等とは次のいずれかです。
●住宅用地
　15ページ左上の表の特例措置を適用した額（本則課税
　標準額）
●市街化区域農地
　価格×1/3
●上記以外
　  価格

1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上
1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上3/4（75％）未満
3/4（75％）以上

率

　＊居住部分の割合＝居住部分の床面積／家屋の床面積

①専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地
の用に供されている土地で、その上に存在する家
屋の床面積の10倍までの土地
②併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋で、そ
の家屋の床面積に対する居住部分の割合が4分の1
以上あるもの）の敷地の用に供されている土地のう
ち、その面積に下表の率を乗じて得た面積（ただし、
敷地の面積がその上に存在する家屋の床面積の10
倍を超えているときは、床面積の10倍の面積に下
表の率を乗じた面積となります。）

　住宅用地については、税負担の軽減のため、課税
標準の特例措置が設けられています。
　住宅用地の特例措置を適用した額（本則課税標準
額）は、住宅用地の区分、固定資産税・都市計画税の
別に応じて次の表のとおり算出されます。

税額 課税標準額 税率1.4％固定資産
の価格等＝ ×

併用住宅の種類
下に掲げる家屋
以外の家屋

0.5
1.0
0.5
0.75
1.0

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

居住部分の割合＊

区　　　分 固定資産税 都市計画税
小規模
住宅用地 価格×1/6

価格×1/3

価格×1/3

価格×2/3一　般
住宅用地

・・・

　この税金は、毎年1月1日（賦課期日）現在、固定資
産課税台帳に所有者として登録されている方（土地
や建物の登記簿に所有者として登記されている方。
登記していない場合には実際の所有者）に、普通徴収
の方法で課税される市町村税です。
　ただし、23区内は特例で、都税として東京都が課
税しています。

　納税義務者
　令和7年度については、令和7年1月1日現在、固定
資産課税台帳に所有者として登録されている方が納
税義務者となります。
　したがって、令和7年1月2日以降、家屋を取り壊
したり、売買などで土地や家屋の所有権が移転した
ような場合でも、納税義務者は変わりません（当事者
間の契約による負担義務とは別です。）。契約による
引渡しの時期以前に表示登記をした場合も、1月1日
現在の所有者（登記名義人）にその年の4月1日から始
まる年度分の固定資産税が課税されます。

固定資産税（土地・家屋）

＊昨年度に引き続き、23区内の商業地等（住宅用地以外の
宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度
額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％
に引き下げる減額措置を行っています。

　この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価
格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽
減されます。
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　土地と家屋の価格
　3年に一度、全件について評価の見直しを行い、価
格を決定します。これを評価替えといい、評価替え
を行う年度を基準年度といいます。

　なお、第2年度（令和7年度）、第3年度（令和8年度）
は、原則として基準年度（令和6年度）の価格を据え置
きます。ただし、分合筆等のあった土地及び新築、増
改築等のあった家屋などは、新たに評価を行い、新し
い価格を決定します。

◎課税標準額
　土地については、価格をそのまま課税標準額に
すると税負担が急増する場合があることから、こ
れを緩和するために税負担の調整措置がとられて
います。土地の課税標準額は、17ページの方法で
計算します。
　家屋については、固定資産課税台帳に登録され
ている価格が、そのまま課税標準額になります。

　免税点
　区市町村の各区域内に、同一人が所有する固定資
産の課税標準額の合計額が、それぞれ次の金額に満
たない場合には、固定資産税は課税されません。
　土地…30万円　　　家屋…20万円　
 　住宅用地の特例措置 
　住宅用地とは、毎年1月1日（賦課期日）現在、次の
いずれかに該当するものをいいます。

＊住宅の戸数は、原則1棟を1戸としますが、共同住宅の一
室など、居住のために独立的に区画された部分が複数あ
る場合は、その数とします。　

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」における
「特定空家等」又は「管理不全空家等」に該当し、賦課
期日（1月1日）までに区からの勧告に対する必要な
措置が講じられない家屋の敷地については、課税標
準の特例措置の適用対象から除外されます。

　住宅用地の申告
　次のような場合には、翌年の1月31日（令和7年度
は令和8年2月2日）までに「固定資産税の住宅用地等
申告書」を土地が所在する区にある都税事務所に提
出する必要があります。
（1）住宅を新築又は増築した場合
（2）住宅の全部又は一部を取り壊した場合
（3）住宅を建て替える場合※１

（4）家屋の全部又は一部の用途を変更した場合（住宅
から店舗に、店舗から住宅に変更した場合など）

（5）土地の用途（利用状況）を変更した場合（住宅の庭
であった土地を駐車場として利用するようにな
った場合など）

（6）住宅が災害等の事由により滅失・損壊した場合※2

　※1　（3）の「住宅を建て替える場合」について
賦課期日（1月1日）現在、住宅を建築中又は建築予定
の土地は、原則として住宅用地にはなりません。ただ
し、既存の住宅を取り壊して住宅を建て替える等、一
定の要件を満たす場合には、申告に基づき、住宅用地
として課税標準の特例措置が継続して適用されます。
詳しい内容や手続については、所有する土地が所在す
る都税事務所土地班にお問い合わせください。

　※2　「固定資産税の被災住宅用地等申告書」をご提出くだ
さい。

　宅地の負担調整措置
 1　負担水準の均衡化
　固定資産税・都市計画税は、原則として、価格又
は特例額（住宅用地の場合は、特例措置を適用した額
（本則課税標準額））を基に税額を算出します。 　　
　しかし、土地については、評価替え等によって税
額が急激に上昇することを抑えるために、負担調整
措置を適用した課税標準額により算出します。 
　また、非住宅用地については、負担水準（価格と課
税標準額との乖離の程度）を均衡化するため、負担水

準が60％以上70％以下の場合、課税標準額を前年度
に据え置く措置が継続されています。

 2　負担水準と課税標準額
　負担水準により、土地に対する固定資産税の課税
標準額は、以下のように調整されます。
（1）住宅用地
　　●負担水準が100％以上
　　 本則課税標準額（価格×1/6又は1/3）
　　 ●負担水準が100％未満
　　  徐々に引上げ

（2）商業地等
　　●負担水準が70％超
　　　課税標準額の法定上限（価格の70％）まで引下げ＊

　　●負担水準が60％以上70％以下
　　　前年度課税標準額等に据置き＊

　　●負担水準が60％未満
　　  徐々に引上げ　　

　計算の仕組み

◎固定資産の価格
　固定資産の価格とは、総務大臣が定めた固定資
産評価基準に基づいて評価、決定され、固定資産
課税台帳に登録されたものです。課税標準額は、
原則として固定資産の価格（評価額）です。

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第１期
の納付月にお送りします。
　なお、納税通知書と同時に、固定資産税（土地・家
屋）の課税明細書をお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

住宅用地で住宅1戸＊に
つき200㎡までの部分
小規模住宅用地以外の
住宅用地

負担水準＝ 　　　　　　　　　　　 ×100
（％）

令和6年度課税標準額等＊1

令和7年度価格等＊2

＊1 令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似
する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。

＊2　価格等とは次のいずれかです。
●住宅用地
　15ページ左上の表の特例措置を適用した額（本則課税
　標準額）
●市街化区域農地
　価格×1/3
●上記以外
　  価格

1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上
1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上3/4（75％）未満
3/4（75％）以上

率

　＊居住部分の割合＝居住部分の床面積／家屋の床面積

①専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地
の用に供されている土地で、その上に存在する家
屋の床面積の10倍までの土地
②併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋で、そ
の家屋の床面積に対する居住部分の割合が4分の1
以上あるもの）の敷地の用に供されている土地のう
ち、その面積に下表の率を乗じて得た面積（ただし、
敷地の面積がその上に存在する家屋の床面積の10
倍を超えているときは、床面積の10倍の面積に下
表の率を乗じた面積となります。）

　住宅用地については、税負担の軽減のため、課税
標準の特例措置が設けられています。
　住宅用地の特例措置を適用した額（本則課税標準
額）は、住宅用地の区分、固定資産税・都市計画税の
別に応じて次の表のとおり算出されます。

税額 課税標準額 税率1.4％固定資産
の価格等＝ ×

併用住宅の種類
下に掲げる家屋
以外の家屋

0.5
1.0
0.5
0.75
1.0

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

居住部分の割合＊

区　　　分 固定資産税 都市計画税
小規模
住宅用地 価格×1/6

価格×1/3

価格×1/3

価格×2/3一　般
住宅用地

・・・

　この税金は、毎年1月1日（賦課期日）現在、固定資
産課税台帳に所有者として登録されている方（土地
や建物の登記簿に所有者として登記されている方。
登記していない場合には実際の所有者）に、普通徴収
の方法で課税される市町村税です。
　ただし、23区内は特例で、都税として東京都が課
税しています。

　納税義務者
　令和7年度については、令和7年1月1日現在、固定
資産課税台帳に所有者として登録されている方が納
税義務者となります。
　したがって、令和7年1月2日以降、家屋を取り壊
したり、売買などで土地や家屋の所有権が移転した
ような場合でも、納税義務者は変わりません（当事者
間の契約による負担義務とは別です。）。契約による
引渡しの時期以前に表示登記をした場合も、1月1日
現在の所有者（登記名義人）にその年の4月1日から始
まる年度分の固定資産税が課税されます。

固定資産税（土地・家屋）

＊昨年度に引き続き、23区内の商業地等（住宅用地以外の
宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度
額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％
に引き下げる減額措置を行っています。

　この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価
格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽
減されます。
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　土地と家屋の価格
　3年に一度、全件について評価の見直しを行い、価
格を決定します。これを評価替えといい、評価替え
を行う年度を基準年度といいます。

　なお、第2年度（令和7年度）、第3年度（令和8年度）
は、原則として基準年度（令和6年度）の価格を据え置
きます。ただし、分合筆等のあった土地及び新築、増
改築等のあった家屋などは、新たに評価を行い、新し
い価格を決定します。

◎課税標準額
　土地については、価格をそのまま課税標準額に
すると税負担が急増する場合があることから、こ
れを緩和するために税負担の調整措置がとられて
います。土地の課税標準額は、17ページの方法で
計算します。
　家屋については、固定資産課税台帳に登録され
ている価格が、そのまま課税標準額になります。

　免税点
　区市町村の各区域内に、同一人が所有する固定資
産の課税標準額の合計額が、それぞれ次の金額に満
たない場合には、固定資産税は課税されません。
　土地…30万円　　　家屋…20万円　
 　住宅用地の特例措置 
　住宅用地とは、毎年1月1日（賦課期日）現在、次の
いずれかに該当するものをいいます。

＊住宅の戸数は、原則1棟を1戸としますが、共同住宅の一
室など、居住のために独立的に区画された部分が複数あ
る場合は、その数とします。　

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」における
「特定空家等」又は「管理不全空家等」に該当し、賦課
期日（1月1日）までに区からの勧告に対する必要な
措置が講じられない家屋の敷地については、課税標
準の特例措置の適用対象から除外されます。

　住宅用地の申告
　次のような場合には、翌年の1月31日（令和7年度
は令和8年2月2日）までに「固定資産税の住宅用地等
申告書」を土地が所在する区にある都税事務所に提
出する必要があります。
（1）住宅を新築又は増築した場合
（2）住宅の全部又は一部を取り壊した場合
（3）住宅を建て替える場合※１

（4）家屋の全部又は一部の用途を変更した場合（住宅
から店舗に、店舗から住宅に変更した場合など）

（5）土地の用途（利用状況）を変更した場合（住宅の庭
であった土地を駐車場として利用するようにな
った場合など）

（6）住宅が災害等の事由により滅失・損壊した場合※2

　※1　（3）の「住宅を建て替える場合」について
賦課期日（1月1日）現在、住宅を建築中又は建築予定
の土地は、原則として住宅用地にはなりません。ただ
し、既存の住宅を取り壊して住宅を建て替える等、一
定の要件を満たす場合には、申告に基づき、住宅用地
として課税標準の特例措置が継続して適用されます。
詳しい内容や手続については、所有する土地が所在す
る都税事務所土地班にお問い合わせください。

　※2　「固定資産税の被災住宅用地等申告書」をご提出くだ
さい。

　宅地の負担調整措置
 1　負担水準の均衡化
　固定資産税・都市計画税は、原則として、価格又
は特例額（住宅用地の場合は、特例措置を適用した額
（本則課税標準額））を基に税額を算出します。 　　
　しかし、土地については、評価替え等によって税
額が急激に上昇することを抑えるために、負担調整
措置を適用した課税標準額により算出します。 
　また、非住宅用地については、負担水準（価格と課
税標準額との乖離の程度）を均衡化するため、負担水

準が60％以上70％以下の場合、課税標準額を前年度
に据え置く措置が継続されています。

 2　負担水準と課税標準額
　負担水準により、土地に対する固定資産税の課税
標準額は、以下のように調整されます。
（1）住宅用地
　　●負担水準が100％以上
　　 本則課税標準額（価格×1/6又は1/3）
　　 ●負担水準が100％未満
　　  徐々に引上げ

（2）商業地等
　　●負担水準が70％超
　　　課税標準額の法定上限（価格の70％）まで引下げ＊

　　●負担水準が60％以上70％以下
　　　前年度課税標準額等に据置き＊

　　●負担水準が60％未満
　　  徐々に引上げ　　

　計算の仕組み

◎固定資産の価格
　固定資産の価格とは、総務大臣が定めた固定資
産評価基準に基づいて評価、決定され、固定資産
課税台帳に登録されたものです。課税標準額は、
原則として固定資産の価格（評価額）です。

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第１期
の納付月にお送りします。
　なお、納税通知書と同時に、固定資産税（土地・家
屋）の課税明細書をお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

住宅用地で住宅1戸＊に
つき200㎡までの部分
小規模住宅用地以外の
住宅用地

負担水準＝ 　　　　　　　　　　　 ×100
（％）

令和6年度課税標準額等＊1

令和7年度価格等＊2

＊1 令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似
する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。

＊2　価格等とは次のいずれかです。
●住宅用地
　15ページ左上の表の特例措置を適用した額（本則課税
　標準額）
●市街化区域農地
　価格×1/3
●上記以外
　  価格

1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上
1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上3/4（75％）未満
3/4（75％）以上

率

　＊居住部分の割合＝居住部分の床面積／家屋の床面積

①専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地
の用に供されている土地で、その上に存在する家
屋の床面積の10倍までの土地
②併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋で、そ
の家屋の床面積に対する居住部分の割合が4分の1
以上あるもの）の敷地の用に供されている土地のう
ち、その面積に下表の率を乗じて得た面積（ただし、
敷地の面積がその上に存在する家屋の床面積の10
倍を超えているときは、床面積の10倍の面積に下
表の率を乗じた面積となります。）

　住宅用地については、税負担の軽減のため、課税
標準の特例措置が設けられています。
　住宅用地の特例措置を適用した額（本則課税標準
額）は、住宅用地の区分、固定資産税・都市計画税の
別に応じて次の表のとおり算出されます。

税額 課税標準額 税率1.4％固定資産
の価格等＝ ×

併用住宅の種類
下に掲げる家屋
以外の家屋

0.5
1.0
0.5
0.75
1.0

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

居住部分の割合＊

区　　　分 固定資産税 都市計画税
小規模
住宅用地 価格×1/6

価格×1/3

価格×1/3

価格×2/3一　般
住宅用地

・・・

　この税金は、毎年1月1日（賦課期日）現在、固定資
産課税台帳に所有者として登録されている方（土地
や建物の登記簿に所有者として登記されている方。
登記していない場合には実際の所有者）に、普通徴収
の方法で課税される市町村税です。
　ただし、23区内は特例で、都税として東京都が課
税しています。

　納税義務者
　令和7年度については、令和7年1月1日現在、固定
資産課税台帳に所有者として登録されている方が納
税義務者となります。
　したがって、令和7年1月2日以降、家屋を取り壊
したり、売買などで土地や家屋の所有権が移転した
ような場合でも、納税義務者は変わりません（当事者
間の契約による負担義務とは別です。）。契約による
引渡しの時期以前に表示登記をした場合も、1月1日
現在の所有者（登記名義人）にその年の4月1日から始
まる年度分の固定資産税が課税されます。

固定資産税（土地・家屋）

＊昨年度に引き続き、23区内の商業地等（住宅用地以外の
宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度
額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％
に引き下げる減額措置を行っています。

　この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価
格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽
減されます。
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　土地と家屋の価格
　3年に一度、全件について評価の見直しを行い、価
格を決定します。これを評価替えといい、評価替え
を行う年度を基準年度といいます。

　なお、第2年度（令和7年度）、第3年度（令和8年度）
は、原則として基準年度（令和6年度）の価格を据え置
きます。ただし、分合筆等のあった土地及び新築、増
改築等のあった家屋などは、新たに評価を行い、新し
い価格を決定します。

◎課税標準額
　土地については、価格をそのまま課税標準額に
すると税負担が急増する場合があることから、こ
れを緩和するために税負担の調整措置がとられて
います。土地の課税標準額は、17ページの方法で
計算します。
　家屋については、固定資産課税台帳に登録され
ている価格が、そのまま課税標準額になります。

　免税点
　区市町村の各区域内に、同一人が所有する固定資
産の課税標準額の合計額が、それぞれ次の金額に満
たない場合には、固定資産税は課税されません。
　土地…30万円　　　家屋…20万円　
 　住宅用地の特例措置 
　住宅用地とは、毎年1月1日（賦課期日）現在、次の
いずれかに該当するものをいいます。

＊住宅の戸数は、原則1棟を1戸としますが、共同住宅の一
室など、居住のために独立的に区画された部分が複数あ
る場合は、その数とします。　

　「空家等対策の推進に関する特別措置法」における
「特定空家等」又は「管理不全空家等」に該当し、賦課
期日（1月1日）までに区からの勧告に対する必要な
措置が講じられない家屋の敷地については、課税標
準の特例措置の適用対象から除外されます。

　住宅用地の申告
　次のような場合には、翌年の1月31日（令和7年度
は令和8年2月2日）までに「固定資産税の住宅用地等
申告書」を土地が所在する区にある都税事務所に提
出する必要があります。
（1）住宅を新築又は増築した場合
（2）住宅の全部又は一部を取り壊した場合
（3）住宅を建て替える場合※１

（4）家屋の全部又は一部の用途を変更した場合（住宅
から店舗に、店舗から住宅に変更した場合など）

（5）土地の用途（利用状況）を変更した場合（住宅の庭
であった土地を駐車場として利用するようにな
った場合など）

（6）住宅が災害等の事由により滅失・損壊した場合※2

　※1　（3）の「住宅を建て替える場合」について
賦課期日（1月1日）現在、住宅を建築中又は建築予定
の土地は、原則として住宅用地にはなりません。ただ
し、既存の住宅を取り壊して住宅を建て替える等、一
定の要件を満たす場合には、申告に基づき、住宅用地
として課税標準の特例措置が継続して適用されます。
詳しい内容や手続については、所有する土地が所在す
る都税事務所土地班にお問い合わせください。

　※2　「固定資産税の被災住宅用地等申告書」をご提出くだ
さい。

　宅地の負担調整措置
 1　負担水準の均衡化
　固定資産税・都市計画税は、原則として、価格又
は特例額（住宅用地の場合は、特例措置を適用した額
（本則課税標準額））を基に税額を算出します。 　　
　しかし、土地については、評価替え等によって税
額が急激に上昇することを抑えるために、負担調整
措置を適用した課税標準額により算出します。 
　また、非住宅用地については、負担水準（価格と課
税標準額との乖離の程度）を均衡化するため、負担水

準が60％以上70％以下の場合、課税標準額を前年度
に据え置く措置が継続されています。

 2　負担水準と課税標準額
　負担水準により、土地に対する固定資産税の課税
標準額は、以下のように調整されます。
（1）住宅用地
　　●負担水準が100％以上
　　 本則課税標準額（価格×1/6又は1/3）
　　 ●負担水準が100％未満
　　  徐々に引上げ

（2）商業地等
　　●負担水準が70％超
　　　課税標準額の法定上限（価格の70％）まで引下げ＊

　　●負担水準が60％以上70％以下
　　　前年度課税標準額等に据置き＊

　　●負担水準が60％未満
　　  徐々に引上げ　　

　計算の仕組み

◎固定資産の価格
　固定資産の価格とは、総務大臣が定めた固定資
産評価基準に基づいて評価、決定され、固定資産
課税台帳に登録されたものです。課税標準額は、
原則として固定資産の価格（評価額）です。

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第１期
の納付月にお送りします。
　なお、納税通知書と同時に、固定資産税（土地・家
屋）の課税明細書をお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

住宅用地で住宅1戸＊に
つき200㎡までの部分
小規模住宅用地以外の
住宅用地

負担水準＝ 　　　　　　　　　　　 ×100
（％）

令和6年度課税標準額等＊1

令和7年度価格等＊2

＊1 令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似
する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。

＊2　価格等とは次のいずれかです。
●住宅用地
　15ページ左上の表の特例措置を適用した額（本則課税
　標準額）
●市街化区域農地
　価格×1/3
●上記以外
　  価格

1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上
1/4（25％）以上1/2（50％）未満
1/2（50％）以上3/4（75％）未満
3/4（75％）以上

率

　＊居住部分の割合＝居住部分の床面積／家屋の床面積

①専用住宅（専ら人の居住の用に供する家屋）の敷地
の用に供されている土地で、その上に存在する家
屋の床面積の10倍までの土地
②併用住宅（一部を人の居住の用に供する家屋で、そ
の家屋の床面積に対する居住部分の割合が4分の1
以上あるもの）の敷地の用に供されている土地のう
ち、その面積に下表の率を乗じて得た面積（ただし、
敷地の面積がその上に存在する家屋の床面積の10
倍を超えているときは、床面積の10倍の面積に下
表の率を乗じた面積となります。）

　住宅用地については、税負担の軽減のため、課税
標準の特例措置が設けられています。
　住宅用地の特例措置を適用した額（本則課税標準
額）は、住宅用地の区分、固定資産税・都市計画税の
別に応じて次の表のとおり算出されます。

税額 課税標準額 税率1.4％固定資産
の価格等＝ ×

併用住宅の種類
下に掲げる家屋
以外の家屋

0.5
1.0
0.5
0.75
1.0

地上階数5以上を有する
耐火建築物である家屋

居住部分の割合＊

区　　　分 固定資産税 都市計画税
小規模
住宅用地 価格×1/6

価格×1/3

価格×1/3

価格×2/3一　般
住宅用地

・・・

　この税金は、毎年1月1日（賦課期日）現在、固定資
産課税台帳に所有者として登録されている方（土地
や建物の登記簿に所有者として登記されている方。
登記していない場合には実際の所有者）に、普通徴収
の方法で課税される市町村税です。
　ただし、23区内は特例で、都税として東京都が課
税しています。

　納税義務者
　令和7年度については、令和7年1月1日現在、固定
資産課税台帳に所有者として登録されている方が納
税義務者となります。
　したがって、令和7年1月2日以降、家屋を取り壊
したり、売買などで土地や家屋の所有権が移転した
ような場合でも、納税義務者は変わりません（当事者
間の契約による負担義務とは別です。）。契約による
引渡しの時期以前に表示登記をした場合も、1月1日
現在の所有者（登記名義人）にその年の4月1日から始
まる年度分の固定資産税が課税されます。

固定資産税（土地・家屋）

＊昨年度に引き続き、23区内の商業地等（住宅用地以外の
宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度
額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％
に引き下げる減額措置を行っています。

　この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価
格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽
減されます。
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＊令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。
  （注）その他、土地に対する軽減等は18、19ページをご覧ください。

商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負
担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　23区内の商業地等における令和7年度分の固定資
産税・都市計画税について、課税限度額（負担水準の
上限）を条例により価格の70％から65％に引き下げ
る減額措置を行っています。
 （注）負担水準が65％を超える商業地等が対象となります。

負担水準については15、16ページをご覧ください。

税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する固
定資産税・都市計画税の条例減額（23区内）
　土地の価格の上昇に伴う急激な税額の上昇を抑制
するため、平成21年度から、固定資産税・都市計画税
の税額が前年度の税額に1.1を乗じて得た額を超える
場合には、条例により当該超える額に相当する税額を
減額する措置を行っています。
　なお、土地の分合筆により価格が変更された場合
や、用途変更により土地の認定が変更された場合、前
年度の1.1倍を超えることがあります。

小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計
画税の減免（23区内）
　昨年度に引き続き、令和7年度についても、23区内
の小規模非住宅用地＊のうち、200㎡までの固定資産
税・都市計画税を2割減免します。
＊一画地における非住宅用地の面積が400㎡以下であるもの。
ただし、個人又は資本金若しくは出資金の額が1億円以下の
法人が所有するものに限ります。
　令和7年12月26日（金曜日）までに申請があった
ものに対して、令和7年度分の固定資産税・都市計
画税を減免します。
　なお、減免を受けるためには所有する土地が所在
する区ごとに所管の都税事務所へ申請をすることが
必要です。
　ただし、令和6年度に同一区内で減免を受けた方に
ついては、今年度新たに申請する必要はありません。

不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

　東京都では、地震発生時における大規模な市街地
火災の発生や都市機能の低下を防ぐため、木造住宅
密集地域のうち、特に改善を必要としている地区を
不燃化推進特定整備地区（以下「不燃化特区」とい
う。）に指定し、区と連携して不燃化促進に取り組ん
でいます。不燃化特区に対する特別の支援の一つと
して、不燃化のために老朽住宅を除却した土地にか
かる固定資産税・都市計画税を最長5年度分、住宅
の敷地並みになるよう8割減免します。
≪減免要件≫
①取り壊した老朽住宅が耐用年限の3分の2を超過
している老朽建築物であること

②老朽住宅が不燃化特区に指定された日から令和8
年3月31日までの間に取り壊されていること　
③老朽住宅の取壊しにより、土地の認定が小規模住
宅用地から非住宅用地に変更されたこと

④防災上有効な空地として、適正に管理されている
と区から証明されていること（家屋等の建設工事

に着工している場合等は防災上有効な空地として
認められません。）
⑤老朽住宅を取り壊した日における土地所有者が、
減免を受けようとする年の1月1日時点において、
当該土地を引き続き所有していること
⑥減免を受けようとする年度の固定資産税・都市計
画税の第1期分の納期限（6月30日（土曜日、日曜
日、国民の休日又はその他の休日の場合は翌開庁
日））までに「固定資産税減免申請書」により申請が
あったもの

（注）減免要件に関する詳細は、土地が所在する区にある都税事
　　 務所にお問い合わせください。 一戸建

住　宅※1
住宅に店舗などが含
まれている併用住宅※1

居住部分の床面積

貸家の場合 貸家の場合

床面積

アパートなどの共同住宅※1 マンションなどの区分所有の住宅※2

独立的に区画された居住部分ごとの床
面積に、廊下や階段などの共用部分の
面積をあん分し、加えた床面積

専有部分のうち居住部分の床面積に、
廊下や階段などの共用部分の床面積を
あん分し、加えた床面積

平成17年1月2日
～令和8年3月31日

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

　新築住宅の固定資産税の減額
　新築された住宅が、下表の床面積要件を満たす場
合は、新たに課税される年度から3年度分（3階建以
上の耐火・準耐火住宅は5年度分＊1）に限り、当該住宅
に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を2分の1減額します。
　また、平成21年6月4日以降に認定された長期優
良住宅＊2については、下表の床面積要件を満たす場
合に、新たに課税される年度から5年度分（3階建以
上の耐火・準耐火建築物は7年度分＊1）に限り、当該

住宅に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり
120㎡相当分までを限度）を2分の1減額します。
＊1  3階建以上の木造家屋のうち、準耐火建築物に該当するも

のは、木造準耐火建築物であることの確認を行いますの
で、「建築確認申請書（写）」及び「検査済証（写）」又は「建
設住宅性能評価書（写）」を添付した「固定資産税減額申告
書」の提出をお願いします。

＊2 認定長期優良住宅の減額を受けるためには、住宅が新築
された年の翌年（1月1日新築の場合はその年）の1月31日
（令和7年度は令和8年2月2日）までに申告が必要です。

（注）区から適正な立地を促すための勧告を受けた家屋について
は、減額対象から除外される場合があります。詳しくは資産
が所在する区にある都税事務所にお問い合わせください。

※1  居住部分の床面積が全体の1/2以上であるものに限る。
※2  専有部分のうち居住部分がその専有部分の1/2以上であるものに限る。

価格×70％※1
前年度課税標準額に据置※1

※1

※1

前年度課税標準額＋（価格×5％）＝Ａ※2
※1  23区内の商業地等（住宅用地以外の宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％に引き下
　　　げる減額措置を行っています。この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽減されます。
※2  Aが価格×60％を上回る場合には60％相当額
　    Aが価格×20％を下回る場合には20％相当額

60％未満

70％以下
60％以上

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/6

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準の求め方

負担水準
100％以上

商業地等

100％未満

区　　分

小　規　模
住宅１戸当たり
200㎡までの部分

一　　　般
小規模住宅用地
以外の住宅用地

住
宅
用
地

宅
　地
　等

　
　

課 税 標 準 額 （令 和 7 年 度）

負担調整措置等
本則課税標準額    （価格×1/6又は価格×1/3）
前年度課税標準額＋（本則課税標準額    ×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

※1  住宅用地に係る都市計画税の本則課税標準額については14、15ページをご覧ください。

※1  都市計画税の場合は価格×2／ 3

負担調整措置等

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格

負担水準
70％超

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格
令和6年度課税標準額×負担調整率
（ただし、令和7年度の価格を限度とする。）

保全する農地
（生産緑地）

農

地
　
　 　　90％以上

　　80％以上90％未満
　　70％以上80％未満
　　70％未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.025
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.075
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1

100％未満
100％以上 本則課税標準額（価格×1/3）※1

前年度課税標準額＋（本則課税標準額×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

負担調整率負担水準

宅地並み課税の農地
（市街化区域農地）

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準 負担調整措置等

◆土地の課税標準額の算出方法（固定資産税（23区内）） ・・・

・・・

住宅の区分

≪床面積要件≫

新築年月日

16 17

1918
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＊令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。
  （注）その他、土地に対する軽減等は18、19ページをご覧ください。

商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負
担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　23区内の商業地等における令和7年度分の固定資
産税・都市計画税について、課税限度額（負担水準の
上限）を条例により価格の70％から65％に引き下げ
る減額措置を行っています。
 （注）負担水準が65％を超える商業地等が対象となります。

負担水準については15、16ページをご覧ください。

税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する固
定資産税・都市計画税の条例減額（23区内）

　土地の価格の上昇に伴う急激な税額の上昇を抑制
するため、平成21年度から、固定資産税・都市計画税
の税額が前年度の税額に1.1を乗じて得た額を超える
場合には、条例により当該超える額に相当する税額を
減額する措置を行っています。
　なお、土地の分合筆により価格が変更された場合
や、用途変更により土地の認定が変更された場合、前
年度の1.1倍を超えることがあります。

小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計
画税の減免（23区内）

　昨年度に引き続き、令和7年度についても、23区内
の小規模非住宅用地＊のうち、200㎡までの固定資産
税・都市計画税を2割減免します。
＊一画地における非住宅用地の面積が400㎡以下であるもの。
ただし、個人又は資本金若しくは出資金の額が1億円以下の
法人が所有するものに限ります。
　令和7年12月26日（金曜日）までに申請があった
ものに対して、令和7年度分の固定資産税・都市計
画税を減免します。
　なお、減免を受けるためには所有する土地が所在
する区ごとに所管の都税事務所へ申請をすることが
必要です。
　ただし、令和6年度に同一区内で減免を受けた方に
ついては、今年度新たに申請する必要はありません。

不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　東京都では、地震発生時における大規模な市街地
火災の発生や都市機能の低下を防ぐため、木造住宅
密集地域のうち、特に改善を必要としている地区を
不燃化推進特定整備地区（以下「不燃化特区」とい
う。）に指定し、区と連携して不燃化促進に取り組ん
でいます。不燃化特区に対する特別の支援の一つと
して、不燃化のために老朽住宅を除却した土地にか
かる固定資産税・都市計画税を最長5年度分、住宅
の敷地並みになるよう8割減免します。
≪減免要件≫
①取り壊した老朽住宅が耐用年限の3分の2を超過
している老朽建築物であること
②老朽住宅が不燃化特区に指定された日から令和8
年3月31日までの間に取り壊されていること　

③老朽住宅の取壊しにより、土地の認定が小規模住
宅用地から非住宅用地に変更されたこと
④防災上有効な空地として、適正に管理されている
と区から証明されていること（家屋等の建設工事

に着工している場合等は防災上有効な空地として
認められません。）

⑤老朽住宅を取り壊した日における土地所有者が、
減免を受けようとする年の1月1日時点において、
当該土地を引き続き所有していること

⑥減免を受けようとする年度の固定資産税・都市計
画税の第1期分の納期限（6月30日（土曜日、日曜
日、国民の休日又はその他の休日の場合は翌開庁
日））までに「固定資産税減免申請書」により申請が
あったもの

（注）減免要件に関する詳細は、土地が所在する区にある都税事
　　 務所にお問い合わせください。 一戸建

住　宅※1
住宅に店舗などが含
まれている併用住宅※1

居住部分の床面積

貸家の場合 貸家の場合

床面積

アパートなどの共同住宅※1 マンションなどの区分所有の住宅※2

独立的に区画された居住部分ごとの床
面積に、廊下や階段などの共用部分の
面積をあん分し、加えた床面積

専有部分のうち居住部分の床面積に、
廊下や階段などの共用部分の床面積を
あん分し、加えた床面積

平成17年1月2日
～令和8年3月31日

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

　新築住宅の固定資産税の減額
　新築された住宅が、下表の床面積要件を満たす場
合は、新たに課税される年度から3年度分（3階建以
上の耐火・準耐火住宅は5年度分＊1）に限り、当該住宅
に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を2分の1減額します。
　また、平成21年6月4日以降に認定された長期優
良住宅＊2については、下表の床面積要件を満たす場
合に、新たに課税される年度から5年度分（3階建以
上の耐火・準耐火建築物は7年度分＊1）に限り、当該

住宅に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり
120㎡相当分までを限度）を2分の1減額します。
＊1  3階建以上の木造家屋のうち、準耐火建築物に該当するも

のは、木造準耐火建築物であることの確認を行いますの
で、「建築確認申請書（写）」及び「検査済証（写）」又は「建
設住宅性能評価書（写）」を添付した「固定資産税減額申告
書」の提出をお願いします。

＊2 認定長期優良住宅の減額を受けるためには、住宅が新築
された年の翌年（1月1日新築の場合はその年）の1月31日
（令和7年度は令和8年2月2日）までに申告が必要です。

（注）区から適正な立地を促すための勧告を受けた家屋について
は、減額対象から除外される場合があります。詳しくは資産
が所在する区にある都税事務所にお問い合わせください。

※1  居住部分の床面積が全体の1/2以上であるものに限る。
※2  専有部分のうち居住部分がその専有部分の1/2以上であるものに限る。

価格×70％※1
前年度課税標準額に据置※1

※1

※1

前年度課税標準額＋（価格×5％）＝Ａ※2
※1  23区内の商業地等（住宅用地以外の宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％に引き下
　　　げる減額措置を行っています。この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽減されます。
※2  Aが価格×60％を上回る場合には60％相当額
　    Aが価格×20％を下回る場合には20％相当額

60％未満

70％以下
60％以上

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/6

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準の求め方

負担水準
100％以上

商業地等

100％未満

区　　分

小　規　模
住宅１戸当たり
200㎡までの部分

一　　　般
小規模住宅用地
以外の住宅用地

住
宅
用
地

宅
　地
　等

　
　

課 税 標 準 額 （令 和 7 年 度）

負担調整措置等
本則課税標準額    （価格×1/6又は価格×1/3）
前年度課税標準額＋（本則課税標準額    ×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

※1  住宅用地に係る都市計画税の本則課税標準額については14、15ページをご覧ください。

※1  都市計画税の場合は価格×2／ 3

負担調整措置等

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格

負担水準
70％超

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格
令和6年度課税標準額×負担調整率
（ただし、令和7年度の価格を限度とする。）

保全する農地
（生産緑地）

農

地
　
　 　　90％以上

　　80％以上90％未満
　　70％以上80％未満
　　70％未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.025
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.075
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1

100％未満
100％以上 本則課税標準額（価格×1/3）※1

前年度課税標準額＋（本則課税標準額×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

負担調整率負担水準

宅地並み課税の農地
（市街化区域農地）

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準 負担調整措置等

◆土地の課税標準額の算出方法（固定資産税（23区内）） ・・・

・・・

住宅の区分

≪床面積要件≫

新築年月日

16 17

1918

18



＊令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。
  （注）その他、土地に対する軽減等は18、19ページをご覧ください。

商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負
担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　23区内の商業地等における令和7年度分の固定資
産税・都市計画税について、課税限度額（負担水準の
上限）を条例により価格の70％から65％に引き下げ
る減額措置を行っています。
 （注）負担水準が65％を超える商業地等が対象となります。

負担水準については15、16ページをご覧ください。

税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する固
定資産税・都市計画税の条例減額（23区内）
　土地の価格の上昇に伴う急激な税額の上昇を抑制
するため、平成21年度から、固定資産税・都市計画税
の税額が前年度の税額に1.1を乗じて得た額を超える
場合には、条例により当該超える額に相当する税額を
減額する措置を行っています。
　なお、土地の分合筆により価格が変更された場合
や、用途変更により土地の認定が変更された場合、前
年度の1.1倍を超えることがあります。

小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計
画税の減免（23区内）
　昨年度に引き続き、令和7年度についても、23区内
の小規模非住宅用地＊のうち、200㎡までの固定資産
税・都市計画税を2割減免します。
＊一画地における非住宅用地の面積が400㎡以下であるもの。
ただし、個人又は資本金若しくは出資金の額が1億円以下の
法人が所有するものに限ります。
　令和7年12月26日（金曜日）までに申請があった
ものに対して、令和7年度分の固定資産税・都市計
画税を減免します。
　なお、減免を受けるためには所有する土地が所在
する区ごとに所管の都税事務所へ申請をすることが
必要です。
　ただし、令和6年度に同一区内で減免を受けた方に
ついては、今年度新たに申請する必要はありません。

不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　東京都では、地震発生時における大規模な市街地
火災の発生や都市機能の低下を防ぐため、木造住宅
密集地域のうち、特に改善を必要としている地区を
不燃化推進特定整備地区（以下「不燃化特区」とい
う。）に指定し、区と連携して不燃化促進に取り組ん
でいます。不燃化特区に対する特別の支援の一つと
して、不燃化のために老朽住宅を除却した土地にか
かる固定資産税・都市計画税を最長5年度分、住宅
の敷地並みになるよう8割減免します。
≪減免要件≫
①取り壊した老朽住宅が耐用年限の3分の2を超過
している老朽建築物であること

②老朽住宅が不燃化特区に指定された日から令和8
年3月31日までの間に取り壊されていること　
③老朽住宅の取壊しにより、土地の認定が小規模住
宅用地から非住宅用地に変更されたこと

④防災上有効な空地として、適正に管理されている
と区から証明されていること（家屋等の建設工事

に着工している場合等は防災上有効な空地として
認められません。）
⑤老朽住宅を取り壊した日における土地所有者が、
減免を受けようとする年の1月1日時点において、
当該土地を引き続き所有していること
⑥減免を受けようとする年度の固定資産税・都市計
画税の第1期分の納期限（6月30日（土曜日、日曜
日、国民の休日又はその他の休日の場合は翌開庁
日））までに「固定資産税減免申請書」により申請が
あったもの

（注）減免要件に関する詳細は、土地が所在する区にある都税事
　　 務所にお問い合わせください。 一戸建

住　宅※1
住宅に店舗などが含
まれている併用住宅※1

居住部分の床面積

貸家の場合 貸家の場合

床面積

アパートなどの共同住宅※1 マンションなどの区分所有の住宅※2

独立的に区画された居住部分ごとの床
面積に、廊下や階段などの共用部分の
面積をあん分し、加えた床面積

専有部分のうち居住部分の床面積に、
廊下や階段などの共用部分の床面積を
あん分し、加えた床面積

平成17年1月2日
～令和8年3月31日

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

　新築住宅の固定資産税の減額
　新築された住宅が、下表の床面積要件を満たす場
合は、新たに課税される年度から3年度分（3階建以
上の耐火・準耐火住宅は5年度分＊1）に限り、当該住宅
に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を2分の1減額します。
　また、平成21年6月4日以降に認定された長期優
良住宅＊2については、下表の床面積要件を満たす場
合に、新たに課税される年度から5年度分（3階建以
上の耐火・準耐火建築物は7年度分＊1）に限り、当該

住宅に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり
120㎡相当分までを限度）を2分の1減額します。
＊1  3階建以上の木造家屋のうち、準耐火建築物に該当するも

のは、木造準耐火建築物であることの確認を行いますの
で、「建築確認申請書（写）」及び「検査済証（写）」又は「建
設住宅性能評価書（写）」を添付した「固定資産税減額申告
書」の提出をお願いします。

＊2 認定長期優良住宅の減額を受けるためには、住宅が新築
された年の翌年（1月1日新築の場合はその年）の1月31日
（令和7年度は令和8年2月2日）までに申告が必要です。

（注）区から適正な立地を促すための勧告を受けた家屋について
は、減額対象から除外される場合があります。詳しくは資産
が所在する区にある都税事務所にお問い合わせください。

※1  居住部分の床面積が全体の1/2以上であるものに限る。
※2  専有部分のうち居住部分がその専有部分の1/2以上であるものに限る。

価格×70％※1
前年度課税標準額に据置※1

※1

※1

前年度課税標準額＋（価格×5％）＝Ａ※2
※1  23区内の商業地等（住宅用地以外の宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％に引き下
　　　げる減額措置を行っています。この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽減されます。
※2  Aが価格×60％を上回る場合には60％相当額
　    Aが価格×20％を下回る場合には20％相当額

60％未満

70％以下
60％以上

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/6

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準の求め方

負担水準
100％以上

商業地等

100％未満

区　　分

小　規　模
住宅１戸当たり
200㎡までの部分

一　　　般
小規模住宅用地
以外の住宅用地

住
宅
用
地

宅
　地
　等

　
　

課 税 標 準 額 （令 和 7 年 度）

負担調整措置等
本則課税標準額    （価格×1/6又は価格×1/3）
前年度課税標準額＋（本則課税標準額    ×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

※1  住宅用地に係る都市計画税の本則課税標準額については14、15ページをご覧ください。

※1  都市計画税の場合は価格×2／ 3

負担調整措置等

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格

負担水準
70％超

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格
令和6年度課税標準額×負担調整率
（ただし、令和7年度の価格を限度とする。）

保全する農地
（生産緑地）

農

地
　
　 　　90％以上

　　80％以上90％未満
　　70％以上80％未満
　　70％未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.025
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.075
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1

100％未満
100％以上 本則課税標準額（価格×1/3）※1

前年度課税標準額＋（本則課税標準額×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

負担調整率負担水準

宅地並み課税の農地
（市街化区域農地）

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準 負担調整措置等

◆土地の課税標準額の算出方法（固定資産税（23区内）） ・・・

・・・

住宅の区分

≪床面積要件≫

新築年月日

16 17

191819



＊令和6年中に分合筆等があった場合は、その土地に類似する土地の令和6年度課税標準額に比準する額とします。
  （注）その他、土地に対する軽減等は18、19ページをご覧ください。

商業地等に対する固定資産税・都市計画税の負
担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　23区内の商業地等における令和7年度分の固定資
産税・都市計画税について、課税限度額（負担水準の
上限）を条例により価格の70％から65％に引き下げ
る減額措置を行っています。
 （注）負担水準が65％を超える商業地等が対象となります。

負担水準については15、16ページをご覧ください。

税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する固
定資産税・都市計画税の条例減額（23区内）

　土地の価格の上昇に伴う急激な税額の上昇を抑制
するため、平成21年度から、固定資産税・都市計画税
の税額が前年度の税額に1.1を乗じて得た額を超える
場合には、条例により当該超える額に相当する税額を
減額する措置を行っています。
　なお、土地の分合筆により価格が変更された場合
や、用途変更により土地の認定が変更された場合、前
年度の1.1倍を超えることがあります。

小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計
画税の減免（23区内）

　昨年度に引き続き、令和7年度についても、23区内
の小規模非住宅用地＊のうち、200㎡までの固定資産
税・都市計画税を2割減免します。
＊一画地における非住宅用地の面積が400㎡以下であるもの。
ただし、個人又は資本金若しくは出資金の額が1億円以下の
法人が所有するものに限ります。
　令和7年12月26日（金曜日）までに申請があった
ものに対して、令和7年度分の固定資産税・都市計
画税を減免します。
　なお、減免を受けるためには所有する土地が所在
する区ごとに所管の都税事務所へ申請をすることが
必要です。
　ただし、令和6年度に同一区内で減免を受けた方に
ついては、今年度新たに申請する必要はありません。

不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

　東京都では、地震発生時における大規模な市街地
火災の発生や都市機能の低下を防ぐため、木造住宅
密集地域のうち、特に改善を必要としている地区を
不燃化推進特定整備地区（以下「不燃化特区」とい
う。）に指定し、区と連携して不燃化促進に取り組ん
でいます。不燃化特区に対する特別の支援の一つと
して、不燃化のために老朽住宅を除却した土地にか
かる固定資産税・都市計画税を最長5年度分、住宅
の敷地並みになるよう8割減免します。
≪減免要件≫
①取り壊した老朽住宅が耐用年限の3分の2を超過
している老朽建築物であること
②老朽住宅が不燃化特区に指定された日から令和8
年3月31日までの間に取り壊されていること　

③老朽住宅の取壊しにより、土地の認定が小規模住
宅用地から非住宅用地に変更されたこと
④防災上有効な空地として、適正に管理されている
と区から証明されていること（家屋等の建設工事

に着工している場合等は防災上有効な空地として
認められません。）

⑤老朽住宅を取り壊した日における土地所有者が、
減免を受けようとする年の1月1日時点において、
当該土地を引き続き所有していること

⑥減免を受けようとする年度の固定資産税・都市計
画税の第1期分の納期限（6月30日（土曜日、日曜
日、国民の休日又はその他の休日の場合は翌開庁
日））までに「固定資産税減免申請書」により申請が
あったもの

（注）減免要件に関する詳細は、土地が所在する区にある都税事
　　 務所にお問い合わせください。 一戸建

住　宅※1
住宅に店舗などが含
まれている併用住宅※1

居住部分の床面積

貸家の場合 貸家の場合

床面積

アパートなどの共同住宅※1 マンションなどの区分所有の住宅※2

独立的に区画された居住部分ごとの床
面積に、廊下や階段などの共用部分の
面積をあん分し、加えた床面積

専有部分のうち居住部分の床面積に、
廊下や階段などの共用部分の床面積を
あん分し、加えた床面積

平成17年1月2日
～令和8年3月31日

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

40㎡以上
280㎡以下

50㎡以上
280㎡以下

　新築住宅の固定資産税の減額
　新築された住宅が、下表の床面積要件を満たす場
合は、新たに課税される年度から3年度分（3階建以
上の耐火・準耐火住宅は5年度分＊1）に限り、当該住宅
に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を2分の1減額します。
　また、平成21年6月4日以降に認定された長期優
良住宅＊2については、下表の床面積要件を満たす場
合に、新たに課税される年度から5年度分（3階建以
上の耐火・準耐火建築物は7年度分＊1）に限り、当該

住宅に対する固定資産税額（居住部分で1戸当たり
120㎡相当分までを限度）を2分の1減額します。
＊1  3階建以上の木造家屋のうち、準耐火建築物に該当するも

のは、木造準耐火建築物であることの確認を行いますの
で、「建築確認申請書（写）」及び「検査済証（写）」又は「建
設住宅性能評価書（写）」を添付した「固定資産税減額申告
書」の提出をお願いします。

＊2 認定長期優良住宅の減額を受けるためには、住宅が新築
された年の翌年（1月1日新築の場合はその年）の1月31日
（令和7年度は令和8年2月2日）までに申告が必要です。

（注）区から適正な立地を促すための勧告を受けた家屋について
は、減額対象から除外される場合があります。詳しくは資産
が所在する区にある都税事務所にお問い合わせください。

※1  居住部分の床面積が全体の1/2以上であるものに限る。
※2  専有部分のうち居住部分がその専有部分の1/2以上であるものに限る。

価格×70％※1
前年度課税標準額に据置※1

※1

※1

前年度課税標準額＋（価格×5％）＝Ａ※2
※1  23区内の商業地等（住宅用地以外の宅地等）の固定資産税・都市計画税額に対し、課税限度額（負担水準の上限）を条例により価格の70％から65％に引き下
　　　げる減額措置を行っています。この結果、負担水準が65％超の場合、課税標準額が価格の65％まで引き下げられた場合と同様の税負担に軽減されます。
※2  Aが価格×60％を上回る場合には60％相当額
　    Aが価格×20％を下回る場合には20％相当額

60％未満

70％以下
60％以上

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/6

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準の求め方

負担水準
100％以上

商業地等

100％未満

区　　分

小　規　模
住宅１戸当たり
200㎡までの部分

一　　　般
小規模住宅用地
以外の住宅用地

住
宅
用
地

宅
　地
　等

　
　

課 税 標 準 額 （令 和 7 年 度）

負担調整措置等
本則課税標準額    （価格×1/6又は価格×1/3）
前年度課税標準額＋（本則課税標準額    ×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

※1  住宅用地に係る都市計画税の本則課税標準額については14、15ページをご覧ください。

※1  都市計画税の場合は価格×2／ 3

負担調整措置等

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格

負担水準
70％超

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格
令和6年度課税標準額×負担調整率
（ただし、令和7年度の価格を限度とする。）

保全する農地
（生産緑地）

農

地
　
　 　　90％以上

　　80％以上90％未満
　　70％以上80％未満
　　70％未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.025
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.05
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.075
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1.1

100％未満
100％以上 本則課税標準額（価格×1/3）※1

前年度課税標準額＋（本則課税標準額×5％）＝Ａ※2

※2  Aが本則課税標準額を上回る場合には本則課税標準額
　  Aが本則課税標準額×20％を下回る場合には20％相当額

負担調整率負担水準

宅地並み課税の農地
（市街化区域農地）

令和6年度課税標準額等＊

令和7年度価格×1/3

負担水準 負担調整措置等

◆土地の課税標準額の算出方法（固定資産税（23区内）） ・・・

・・・

住宅の区分

≪床面積要件≫

新築年月日

16 17

1918 20



④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること

②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊
③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  
④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること

③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。
≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること
④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること
②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊

③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  

④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。
≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること
④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること

②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊
③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  
④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。

≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること

③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること

④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること

②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊
③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  
④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。

≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること

③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること

④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること

②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊
③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  
④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること

③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。
≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること
④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること
②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊

③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  

④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。
≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること

②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること
④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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④改修が完了した日から3か月以内に「固定資産税減
額申告書兼減免申請書」により申告があったもの

 （注）耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する都独
自の固定資産税・都市計画税の減免（23区内）については、
23、24ページをご覧ください。

 2　 要安全確認計画記載建築物等の耐震改修に伴う
　　固定資産税の減額
　建築物の耐震改修の促進に関する法律に規定する
要安全確認計画記載建築物又は要緊急安全確認大規
模建築物について、政府の補助を受けて、令和8年3
月31日までに建築基準法に基づく現行の耐震基準に
適合させるよう改修工事を行った場合、改修工事が
完了した年の翌年度から2年度分の当該家屋に対す
る固定資産税額（当該額が当該補助対象改修工事に係
る工事費の5％に相当する金額を超える場合は、5％
に相当する金額）の2分の1を減額します。
  （注）減額を受けるためには、改修が完了した日から3か月以内に
　申告が必要です。

 3　住宅のバリアフリー改修に伴う固定資産税の減額
　新築された日から10年以上を経過した住宅のう
ち、65歳以上の方、介護保険法の要介護若しくは要
支援の認定を受けている方又は障害者の方が居住す
るもの（賃貸部分を除く。）について、令和8年3月31
日までの間に一定のバリアフリー改修工事（改修後の
家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事に
要した費用の額（補助金等を控除した額）が1戸当た
り50万円を超えていること）を施した場合、当該住
宅に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその
年度分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり100
㎡相当分までを限度）を3分の1減額します。
（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の書類
（バリアフリー改修工事が行われたことを証する書類等）を添
付の上、改修が完了した日から3か月以内に申告が必要です。

 4　住宅の省エネ（熱損失防止）改修に伴う固定資産 
税の減額

　平成26年4月1日以前からある住宅（賃貸部分を除
く。）について、令和8年3月31日までの間に、窓の断熱
改修工事を含む一定の省エネ（熱損失防止）改修工事（改
修後の家屋の床面積が50㎡以上280㎡以下で、改修工事
に要した費用の額（補助金等を控除した額）が１戸当た

り60万円を超えていること）＊1を施した場合、当該住宅
に対する翌年度分（1月1日工事完了の場合はその年度
分）の固定資産税額（居住部分で、1戸当たり120㎡相当
分までを限度）を3分の1＊2減額します。
＊１  改修工事に要した費用の額が次のいずれかに当てはまるこ

とが必要です。
　・断熱改修に係る工事費が60万円超であること
　・断熱改修に係る工事費が50万円超、太陽光発電設備、高
効率空調機、高効率給湯器、太陽熱利用システムの設置
に係る工事費と合わせて60万円超であること

＊2  改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は3分の2

（注）減額を受けるためには、一定の要件を満たすほか、一定の
書類（改修後のそれぞれの部位が省エネ基準に適合するこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3
か月以内に申告が必要です。

 5　マンションの長寿命化に資する大規模修繕工事
に伴う固定資産税の減額

　新築された日から20年以上を経過したマンション
（管理計画認定マンション＊1又は助言指導に係る管
理者等の管理組合に係るマンション＊2で、いずれも
総戸数が10戸以上に限る。）について、令和9年3月
31日までの間に、長寿命化工事＊3が行われた場合、
当該マンションに係る翌年度分（1月1日工事完了の

⑥新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）
の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの
＊該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。詳しくは建替え後の住宅が所在する区にある
都税事務所にお問い合わせください。

　
2　改修
ア昭和57年1月1日以前からある住宅で、令和8年3
月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐震基
準に適合させるよう一定の要件を満たす改修工事
を施した場合、工事完了日の翌年度（1月1日工事
完了の場合はその年度）1年度分＊、固定資産税・
都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡相当分
までを限度）を全額（地方税法に基づく住宅耐震改
修に伴う減額適用後の税額）減免します。
＊住宅が耐震改修の完了前に、建築物の耐震改修の促進に関する
法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する場合
は2年度分

イ昭和57年1月2日から平成13年1月1日までの間
に在来軸組工法により新築された平家建て又は2
階建ての木造の住宅で、令和6年4月1日から令和
8年3月31日までの間に建築基準法に基づく現行
の耐震基準に適合させるよう一定の要件を満たす
改修工事を施した場合、工事完了日の翌年度（1月

耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に
対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）

 １　建替え 
　昭和57年1月1日以前からある家屋を取り壊し、
当該家屋に代えて令和8年3月31日までに住宅を新
築した場合、新築後新たに課税される年度から3年度
分、居住部分に対する固定資産税・都市計画税を全
額（地方税法に基づく新築住宅減額が適用される場
合は、減額適用後の税額）減免します。
（注１）減免の対象となる戸数は、建替え前の家屋により異な

ります。  
（注２）新築マンションを購入した場合も、要件に該当すれば

対象となります。
≪減免要件≫
①新築された家屋の居住部分の割合が当該家屋の2
分の1以上であること

②建替え前の家屋を取り壊した日の前後各1年以内
に新築された住宅であること＊
③建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに23区内
にあること  
④新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は同日）において、建替え前の家屋を取
り壊した日の属する年の1月1日における所有者
と、同一の者が所有する住宅であること＊
⑤新築された住宅について、検査済証の交付を受け
ていること

場合はその年度分）の固定資産税額（居住部分がその
専有部分の2分の1以上である居住部分で、1戸当た
り100㎡相当分までを限度）について、条例で定める
割合（23区内の場合は2 分の1）を減額します。
＊1  管理計画認定マンションとは、管理計画の認定基準に適合

し、都道府県等から認定を受けたマンションのことです。
この場合は、令和3年9月1日以降に修繕積立金の額を管理
計画の認定基準まで引き上げたことが必要です。

＊2  助言指導に係る管理者等の管理組合に係るマンションと
は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律の規定
による、地方公共団体の助言又は指導を受けたマンション
のことです。この場合は、長期修繕計画に係る助言又は指
導を受けて、長期修繕計画の作成又は見直しを行い、長期
修繕計画が一定の基準に適合することとなったことが必要
です。

＊3  長寿命化工事とは、外壁塗装等工事、床防水工事及び屋根
防水工事の全てを満たす工事のことです。申告の対象とな
る工事とは別に、過去に長寿命化工事を行っていることが
必要です。

※減額を受けるためには、一定書類（長寿命化工事が行われたこ
とを証する書類等）を添付の上、改修が完了した日から3か月
以内に申告が必要です。

　住宅等の改修工事に伴う減額 
１　住宅耐震改修に伴う固定資産税の減額
　昭和57年1月1日以前からある住宅について、令和
8年3月31日までに、建築基準法に基づく現行の耐
震基準に適合させるよう一定の耐震改修を施した場
合、工事完了日の翌年度（1月1日工事完了の場合
はその年度）1年度分（改修前の住宅が、建築物の耐
震改修の促進に関する法律に規定する通行障害既存
耐震不適格建築物に該当する場合は2年度分）、当
該住宅に対する固定資産税額（居住部分で、１戸当
たり120㎡相当分までを限度）を2分の1＊減額しま
す。
＊改修後の住宅が認定長期優良住宅に該当することとなった
場合は翌年度分に限り3分の2

≪減額要件≫
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上あること（居住部分で、1戸当たり120㎡
の床面積相当分までが減額対象）
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること
③耐震基準に適合した工事であることの証明を受け
ていること

1日工事完了の場合はその年度）1年度分、固定資
産税・都市計画税（居住部分で、1戸当たり120㎡
相当分までを限度）を全額減免します。

≪減免要件≫（①から③まではアイ共通）
①耐震改修後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の
2分の1以上であること
②耐震改修に要した費用の額が1戸当たり50万円を
超えていること

③現行の耐震基準に適合した工事であることの証明
を受けていること

④アについては「固定資産税減額申告書兼減免申請
書」、イについては「固定資産税減免申請書」によ
り、改修が完了した日から3か月以内に申請があっ
たもの
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った
住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免（23区内）
　不燃化特区制度における特別の支援の一つとし
て、不燃化のために建替えを行った住宅に対して、
新築後新たに課税される年度から5年度分、居住部
分に対する固定資産税・都市計画税を全額（地方税
法に基づく新築住宅の減額が適用される場合は、減
額適用後の税額）減免します（減免の対象となる戸数
は、建替え前の家屋により異なります。）。
　また、新築マンションを購入した場合も、要件に該
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当すれば対象となります。
≪減免要件≫
①建替え後の家屋の居住部分の割合が当該家屋の２
分の1以上であること
②建替え前の家屋と建替え後の住宅がともに不燃化
特区内に所在すること
③建替え前の家屋が耐用年限の3分の2を超過してい
る老朽建築物であること
④建替え前の家屋が不燃化特区の指定期間中に取り
壊され、滅失登記が完了していること（ただし、住
宅を新築した後に家屋を取り壊す場合には、住宅
を新築した日から1年以内に取り壊されている必要
があります。）
⑤建替え後の住宅の新築年月日が不燃化特区の指定
日から令和8年3月31日までであること
⑥建替え後の住宅が耐火建築物又は準耐火建築物等
であること
⑦新築された日の属する年の翌年の1月1日（1月1日
新築の場合は、同日）において、建替え前の家屋の
滅失登記が完了した日における所有者（※）と、同
一の者が所有する住宅であること

※固定資産税課税台帳（家屋課税台帳又は家屋補充課税台帳）
に所有者として登録されている方をいいます。
⑧建替え後の住宅が検査済証の交付を受けていること
⑨新築された年の翌々年（1月1日新築の場合は翌年）

の2月末日までに「固定資産税減免申請書」により
申請があったもの

（注）該当しない場合であっても、一定の要件を満たせば対象となる
場合があります。その他、要件に関する詳細は建替え後の住宅
が所在する区にある都税事務所にお問い合わせください。

　道路の非課税（23区内）
　道路（セットバック部分等）として利用されている土地
で、所定の要件を満たす場合は、地方税法の規定により道
路部分の固定資産税・都市計画税が非課税になります。原
則として、年内に非課税の申告があった土地について、都
税事務所にて現地調査等により要件を満たしていることを
確認した場合に、その翌年の4月に始まる年度から非課税
を適用します。
◆本制度で非課税となる主な対象
（1）道路法にいう道路（高速自動車国道、一般国道、都道、区道）
（2）以下の要件を満たす私道（注：家屋建築時に敷地面積

に算入されているものを除きます。）
　①利用上の制約を設けず不特定多数の人の利用に供さ
れていること

　②客観的に道路として認定できる形態を有すること
　③以下のいずれかに該当すること
　　〇「通り抜け私道」（道路の起点がそれぞれ別の公道

に接する道路）の場合、道路全体を通して幅員が
1.8ｍ程度以上あること

　　〇「行き止まり私道」、「コの字型私道」の場合、2以上
の家屋が利用し、専ら通行のために使用されてお
り、道路幅員が4.0ｍ以上あること（従前から存在し
ていた道路の場合は1.8ｍ以上あること）
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　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。
・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】

　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。
・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。
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縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】
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　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。

・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】

　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。

・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。
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縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】
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　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。
・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】

　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。
・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】
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　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。

・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】

　路線価の公開
　路線価とは、市街地において道路に付けられた価
格のことで、具体的には、道路に接する標準的な宅
地の1㎡当たりの価格をいいます。宅地の評価額は、
この路線価を基にしてそれぞれの宅地の奥行、形状、
利用上の法的制限などに応じて求められます。
　土地の評価に対するご理解を深めていただくた
めに、評価額の基礎となる固定資産税路線価を無料
で、どなたにも公開しています。最新の路線価等に
ついては、各都税事務所でご確認ください。

（3）上記（1）又は（2）と一体となって道路の効用を果たし
ている以下の土地※

　　〇セットバック部分…特別区が整備した細街路等の拡
幅部分、建築基準法第42条第2項、第3項及び第5
項の規定により設けられた道路の拡幅部分等

　　〇隅切り部分…東京都建築安全条例第2条の規定によ
り設けられた隅切り部分

　マンション敷地の分割課税
　共有物件に対する固定資産税は、共有者が連帯し
て納税の義務を負うこととされています。ただし、
マンションなどの区分所有家屋の敷地とされてい
る共有の土地で、次の二つの要件に該当するものに
ついては、共有者ごとに土地の持分割合などであん
分した税額を負担していただく「分割課税」の取扱
いとなります。
①マンションなどの区分所有家屋の所有者全員で
共有されている土地であること
②共有者ごとに、土地の持分割合が区分所有家屋の
専有部分の床面積割合と一致すること

住宅・商業・工業等の地区に区分

用途地区ごとに、街路・交通機関
等の接近、家屋の疎密度等の状況
の類似した地区に区分

状況類似地区ごとに、街路の状況
等が標準的な街路に沿接する宅
地の中から標準宅地を選定

標準宅地に沿接する街路の路線価
に比準して、同じ状況類似地区内
のその他の街路に路線価を付設

各土地について、画地補正率を乗
じて単位地積当たり価額を求める

各土地の単位当たり価額に地積を
乗じて評価額を算出

地価公示価格等の7割を目途に、標
準宅地の適正な時価を評定し、標準
宅地に沿接する街路に路線価を付設

◆家屋評価の仕組み（23区内）
　再建築価格方式により家屋の評価額を求めます。
　この方式は、評価の時点において、評価の対象と
なった家屋と同一のものをその場所に新築するもの
とした場合に必要とされる建築費を求め、その家屋
の建築後の年数の経過によって生じる損耗の状況に
よる減価を考慮し（必要に応じて更に需給事情による
減価も考慮し）、その家屋の価格を求めるものです。
　具体的には、単位当たり再建築費評点を付設し、
経年（損耗）の状況による減点補正率を乗じ、更に床
面積及び設計管理費等を考慮した評点一点当たりの
価額を乗じて、評価額（価格）を求めます。

評価額＝　単位当たり再建築費評点　×

　　　　　 経年（損耗）の状況による減点補正率

　　　　 （×　需給事情による減点補正率（必要に応じて）    ）

　　　　　×　床面積　×　評点一点当たりの価額

  

 

当該区市町村内で課税される全ての土
地の所在地番、地目、地積、価格
当該区市町村内で課税される全ての家屋の
所在、家屋番号、種類、構造、床面積、価格

土 地 価 格 等
縦 覧 帳 簿
家 屋 価 格 等
縦 覧 帳 簿

当該区市町村内に所在する土地に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方
当該区市町村内に所在する家屋に対して固定資産税が課税さ
れる納税者の方

　縦覧帳簿の縦覧
　固定資産税の納税者が、自己の土地や家屋の価格と、同一区市町村内の他の土地や家屋の価格とを比較できるよ
うにするため、縦覧期間中に都税事務所にて縦覧帳簿を見ることができます。縦覧帳簿の種類、記載されている内
容は下表のとおりです。縦覧の際は、運転免許証など納税者ご本人であることが確認できるもの＊をご持参ください。

なお、縦覧期間は自治体によって異なります。23区内では、毎年4月1日から6月30日（土曜日、日曜日、国
民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日）までです。
　価格に対する審査の申出（23区内）
　固定資産税の納税者の方は、固定資産税・都市計画税に関する事項のうち、固定資産課税台帳に登録された「価格」
について不服があるときは､固定資産課税台帳に価格等が登録された旨の公示の日（令和7年度は4月1日）から､納税
通知書を受け取った日後3か月以内(ただし､上記公示の日以後に価格等の決定又は修正等があった場合、その通知書
を受け取った日後3か月以内）に､東京都固定資産評価審査委員会に対し、「審査の申出」をすることができます。
　なお、土地及び家屋については、令和7年度の価格は、原則として基準年度である令和6年度の価格が据え置
かれるため、審査の申出ができるのは、以下の場合に限られます。
・土地の分合筆、家屋の新築等により新たに決定された価格に不服があるとき。
・土地の地目の変換、家屋の増改築等により評価替えが行われた価格に不服があるとき又はこの評価替えが
行われるべきであるとする申立てをするとき。

・地価の下落に伴う特例措置により修正された土地の価格に不服があるとき又はこの特例措置による修正の
適用を受けるべきであるとする申立てをするとき。

　償却資産については、年度にかかわらず、全ての償却資産について固定資産課税台帳に登録された価格が、審
査の申出の対象となります。
　また、審査の決定に不服がある場合、決定の取消しの訴えを提起することができます。

＊23区内の固定資産に係る縦覧時の本人確認方法については35ページをご覧ください。

　　※道路部分と敷地との境界が塀、縁石、目地などで明確
に区分されており、かつ、利用上の制約が設けられて
いない必要があります。
〈 イメージ図 〉 …該当部分

通り抜け
私道 

行き止まり
私道 

コの字型私道

セットバック 隅切り

◆必要な手続
　所有する土地が所在する区にある都税事務所土地班へ、以
下の書類を提出してください。
・ 「固定資産税・都市計画税非課税申告書（公共の用に供す
る道路）」

・ 道路部分の位置と面積の算定方法を正確に確認でき
る図面（例：道路部分の面積を測量した測量図、求積図
など）

　なお、上記②の要件が満たされない場合でも①に
該当するときは、共有者全員の合意によって税額の
あん分方法を定めた「あん分申出書」を都税事務所
長に提出し、この申出の内容が適当と認められれ
ば、分割課税の取扱いが受けられます。
　現所有者申告制度（23区内）
　土地・家屋の所有者が亡くなられた場合、相続人
などの新たな所有者（現所有者）となった方は、ご自身
が現所有者であることを申告する必要があります｡＊1
「固定資産（土地・家屋）現所有者申告書」と添付書
類＊2を、ご自身が現所有者であることを知った日の
翌日から3か月以内に、土地・家屋が所在する区に
ある都税事務所へご提出ください｡＊3 不動産登記簿
のご名義が変更されるまでは、申告に基づき、現所
有者の方に固定資産税・都市計画税を課税します。
＊1　相続登記などにより不動産登記簿のご名義を変更された場合は、申

告の必要はありません。なお、令和6年4月1日より相続登記が義務
化されましたので、お早めの登記をお願いします。登記については
東京法務局（本局・支局・出張所）へご相談ください（詳しくは85ペ
ージをご覧ください。）。

＊2　添付書類とは、住民票・戸籍謄本・遺言書など、①登記名義人の
方が亡くなられたことが分かる書類、②申告される方が現所有
者であることが分かる書類、③申告者の現住所が分かる書類で
す。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧いただくか、所
管の都税事務所にお問い合わせください。

＊3　23区外の土地・家屋については、資産の所在する各市町村の担
当窓口へお問い合わせください。

24
25

27
26

縦覧帳簿の種類 記載されている内容 縦覧できる方

用途地区の区分

状況類似地区の区分

標準宅地の選定

標準宅地に沿接する
街路への路線価付設

その他の街路への
路線価付設

画地計算

各土地の
評価額の算出

◆宅地評価の仕組み（23区内）

〇 〇  ×  ×

〇  ×  ×  ×
〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇  ×

閲覧できる場所

令和６基準
年度～令和
３基準年度
路線価図

平 成30基
準年度路
線価図

平成27基準
年度～平成
24基準年度
路線価図

平成21基準
年度～平成
３基準年度
路線価図

備考

主税局ホームぺージ
「路線価公開」
都民情報ルーム
都立中央図書館

23区都税事務所

コピーサービス有
（有料）
・ 最新の内容を
  確認可
・ 所管する区の
  み閲覧可
・ 貸出可

※平成3基準年度（代表的な地点のみ）及び平成6基準年度（主要な街路のみ）
は、固定資産税路線価公開台帳という名称で、現行の路線価図とは内容が
異なっておりますので、あらかじめご了承ください。

【路線価図の公開場所】
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閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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3130  

固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索
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閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索
　固定資産に関する証明（23区内）
　固定資産課税台帳を閲覧できる方は、その閲覧できる部分について、固定資産課税台帳登録事項の証明（固定資
産評価証明）を取得することができます。
　また、以下の（1）又は（2）の方は、固定資産関係（公課）証明の申請ができます。
　（1）固定資産税の納税義務者（共有者も含みます。）、その相続人 
　（2）その他法令等に基づく正当な理由を有する方（破産管財人等）
　23区内の固定資産に関する証明の申請は、23区内の全ての都税事務所で申請できます。
　申請の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊1をご持参ください。納税
義務者以外の方が申請される場合、本人確認書類以外にも必要書類のご提示が必要となります。詳しくは、東京都
主税局ホームページをご覧いただくか、所管の都税事務所にお問い合わせください。
　なお、都税事務所では、証明1件につき＊2400円＊3の手数料がかかります。
　＊1　23区内の固定資産に関する証明申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
　＊2 　土地にあっては1筆ごと、家屋にあっては1棟ごと、償却資産にあっては資産の種類ごとに、それぞれ1件と数えます。
　＊3　固定資産評価証明・固定資産関係証明・固定資産物件証明については、1回の申請で同一種類の証明を2件以上申請された場合、「土地又は家屋」、

「償却資産」の別ごとに 2 件目以降 1 件につき100円となります（ただし、同一の所有者で、かつ資産の所在が同じ区内のものを申請された場合
に限ります。）。

閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索
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○手数料計算例
①　Ａ所有のX区所在の土地 2 筆・家屋 1 棟の評価証明を申請する場合

　400 円 ＋ 100 円 ＋ 100 円 ＝　 600 円 ＊  同一の所有者については、2 件目以降、1 件につき 100 円になります。

② 　Ａ単独所有のX区所在の土地 1 筆・家屋 1 棟と、Ａ及びＢ共有のX区所在の土地 1 筆・家屋 1 棟の評価証明を申請する場合

Ａ単独所有　400 円 ＋ 100 円　　1,000 円Ａ・Ｂ共有　400 円 ＋ 100 円

＊ 所有者が異なる場合は、所有者ごとに 1 件目は 400 円かかります。
＊  同一の所有者（納税通知書番号が同一の所有者）については、2 件目以降、

1 件につき 100 円になります。

③　Ａ所有のX区所在の土地 1 筆と、Y区所在の土地 2 筆の評価証明を申請する場合

X 区　400 円
Y 区　400 円 ＋ 100 円　　900 円 ＊  同一の所有者の物件であっても、物件所在区が異なる場合は、区ごとに

1 件目は 400 円かかります。

④　Ａ所有のX区所在の土地 1 筆・家屋 1 棟について、評価証明と関係証明を申請する場合

評価証明　400 円 ＋ 100 円　　1,000 円関係証明　400 円 ＋ 100 円　
＊  同一の所有者の物件であっても、証明の種類が異なる場合は、証明の種類

ごとに 1 件目は 400 円かかります。

}

}

}

32



　郵送による証明等の申請
　東京都では、郵送による都税の証明等の発行業務を「都税証明郵送受付センター」で集中して行っております。
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、以下の宛先にお送りください。

郵　送　時　の　送　付　先
〒 112-8787　　東京都文京区春日 1-16-21　　都税証明郵送受付センター

都税証明郵送受付センターで取り扱う証明等 申請に必要なもの
・納税証明
・自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）＊
・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23 区内の固定資産（土地・家屋）
　評価証明・関係証明・物件証明
・23 区内の土地 ･ 家屋課税台帳
・23 区内の土地 ･ 家屋名寄帳
＊ 運輸支局等において電子的に納税確認が可能となったため、車検

時に納税証明の提示が省略できるようになっています。納付後最
大 10日程度かかります。

①申請書
②手数料＊（定額小為替（無記名））
③返信用封筒（宛先を記入、郵便切手を貼ったもの）
④ その他（本人以外の請求や都税事務所届出住所以外へ送付する場合な

どは確認書類が必要） 
＊ 自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）の手数料は無料です。
※申請書には必ず日中に連絡がとれる電話番号を記載してください。

　上記以外の証明・閲覧、公用照会（固定資産評価証明書交付依頼書による申請を含む。）などは、都税証明郵送受付センター
ではお取り扱いできませんので、所管の都税事務所にご申請をお願いします。
　なお、媒介契約書による申請は、郵送ではお取り扱いできませんので、窓口にてご申請ください。
　申請を受け付けてから発送までに概ね1週間〜10日程度かかりますので、あらかじめご了承ください。
※ 手数料は過不足のないように送付してください（ご不明な点は、東京都主税局ホームページをご覧いただくか都税事務

所等でご確認ください。）。
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閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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3130  

固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索

閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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3130  

固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索
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閲覧できる部分
固定資産課税台帳のうち、当該納税義務に係る固定資産につい
て記載された部分

　固定資産課税台帳の閲覧
　固定資産課税台帳は、年間を通じて閲覧することができます。ただし、閲覧できる方とその閲覧できる部分は、
下表のとおりです。

　また、借地人・借家人の方は、賃貸借契約書＊3など借地人・借家人であることが確認できる書類（ただし、対
価を支払っていることが分かるものに限る。）と、運転免許証など借地人・借家人ご本人であることが確認でき
るもの＊2をご持参ください。
＊1　土地・家屋・償却資産の種類ごとに、それぞれ1回と数えます。
＊2　23区内の固定資産に関する公簿の閲覧申請時の本人確認方法については35ページをご覧ください。
＊3　転借権を有する者の場合、転貸借契約書及び所有権者と借地人・借家人の賃貸借契約書等
       所有者の代理人と契約締結している場合、借地人・借家人の賃貸借契約書等と所有者と代理人の契約に係る委任関係を証する書類（委任状等）

　土地・家屋名寄帳の閲覧（23区内）
　納税義務者の方は、土地・家屋名寄帳（固定資産（補充）課税台帳に基づき、納税義務者ごとにその土地及び家
屋に関する登録事項を一覧にした帳簿）を閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊につき300円の手数料がかかります。　　＊所有者（納税通知書番号）ごとにそれぞれ１回と数えます。

　令和7年度の価格は、固定資産の価格等を固定資産課税台帳に登録した旨を市町村長（23区内は各都税事務所
長）が公示した日（23区内では、令和7年度は4月1日です。）から、閲覧することができます。
　なお、閲覧1回＊1につき300円の手数料がかかります。
　閲覧の際は、納税義務者の方は、運転免許証などご本人であることが確認できるもの＊2をご持参ください。

閲覧できる方

　パソコン、スマートフォンからの証明等の申請　　
　（電子申請）
　都税に関する証明等を電子申請することができます。
「LoGoフォーム」による電子申請では、ご自宅やオフィ
スのパソコン及びスマートフォンから申請、手数料の納
付ができますので、東京都主税局ホームページから申請
手続のページにアクセスしてご利用ください。

電子申請できる証明等

・納税証明
  ※自動車税（種別割）納税証明（継続検査等用）は申請で
きません。郵送又は窓口で申請してください。

・滞納処分を受けたことのないことの証明
・酒類製造販売の免許申請のための証明
・23区内の土地・家屋名寄帳
・23区内の固定資産（土地・家屋）評価証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）関係（公課）証明
・23区内の固定資産（土地・家屋）物件証明
・23区内の土地・家屋（補充）課税台帳

申請できる方
・納税義務者本人
・法令等に基づき証明等の申請をすることについて正当な理由を有するもの
・上記の代理人

申請に必要なもの

・パソコン又はスマートフォン
　※推奨環境は東京都主税局ホームページをご確認ください。
・申請者が個人の場合はマイナンバーカード、法人の場合は商業登記電子証明書
　※納税義務者本人以外からの申請は、上記に加え、委任状等の確認資料を申請フォームに添付してください。

手数料、郵送料の
納付方法

・クレジットカード（対応ブランドは、VISA、Mastercard、AmericanExpress、JCB、DinersClubです。）
・PayPayアプリ

都税に関する証明等の申請時の本人確認書類
　23区内の固定資産税・都市計画税に関する公簿の
閲覧及び証明を申請する際に必要となる本人確認書
類は次のとおりです。
≪窓口で申請される場合≫
　申請される方の｢本人確認書類｣として、申請され
る方が本人と確認できる官公署が発行した顔写真付
きの書類（Ａ）であれば1種類の提示、それ以外の書類
（Ｂ・Ｃ）であれば、Ｂから2種類又はＢとＣからそれ
ぞれ1種類の提示が必要になります（Cから2種類は
不可）。

≪郵送で申請される場合≫
・原則として、①都税の納税通知書送付先、②都税事
務所に届けている住所（本店又は主たる事務所の所
在地）のいずれかにお送りします。

・申請書の記載内容が課税台帳等と一致している場
合は、申請者の「本人確認書類」等は不要です。

・上記①又は②以外への送付を希望される場合は、「本
人確認書類」が必要です。
　詳細は東京都主税局ホームページをご確認くださ
い。

https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/applicatio
n/yuusou

　都税証明郵送受付センターからのお知らせ

Ａ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真付き）

　　例）マイナンバーカード（個人番号カード）、運転免許証
など

Ｂ：申請される方が本人と確認できる官公署が発行した書
類（顔写真なし）

　　例）各種健康保険等の資格確認書又は被保険者証＊   
など

　　＊有効期限は最長2025年12月1日まで。
 Ｃ：Ａ・Ｂ以外の特定の本人名義の書類
　　例）国税又は地方税の納税通知書、金融機関のキャッ

シュカード、クレジットカード、法人が発行した身
分証明書（顔写真付き）  など
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3130  

固定資産税の納税義務者

土地について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借地人等）

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である土地について
記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である家屋及びその
敷地である土地について記載された部分

固定資産課税台帳のうち、当該権利の目的である固定資産につ 
いて記載された部分

家屋について賃借権その他の使用又は収益
を目的とする権利（対価が支払われるもの
に限る。）を有する者（借家人等）
その他法令等に基づく正当な理由を有する一
定の者（総務省令で定められた者。賦課期日
後に固定資産を取得した者、破産管財人等）

　不服の申立てや訴訟
　都税の課税や徴収などに不服がある場合には、地方税法、行政不服審査法及び行政事件訴訟法により、不服申
立てや取消訴訟の権利が保障されています。
　納税通知書、更正・決定等通知書、督促状などに、不服申立て及び取消訴訟の提起期間等についての記載があ
りますのでご覧ください。

（注）Ａ～Ｃは、いずれも原本の提示が必要です。A及びBについては、
原則として写しをとらせていただきますのでご了承ください。

都税証明　電子申請 検 索

都税証明　郵送 検 索
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≪パソコン、スマートフォンから申請される場合（電子申請）≫
　本人確認は、各種電子証明書により行います。次のものをご準備ください。

パソコン・スマートフォンからの申請が可能です。
①マイナンバーカード
 本人確認（電子署名）のために利用します。また、手続の中で、以下の暗証番号を求めます。
 ・券面事項入力補助用暗証番号（マイナンバーカード発行時にご自身で設定した数字4桁の暗証番号です。）
 ・署名用電子証明書暗証番号（マイナンバーカード発行時にご自身で設定した英数字6桁～16桁の暗証番号で
す。）

②「マイナサイン」アプリをインストールしたスマートフォン
 「マイナサイン」アプリはマイナンバーカードを読み取るために利用します。
 パソコンから申請する場合も「マイナサイン」アプリをインストールしたスマートフォンが必要です。

パソコンからの申請が可能です。
①商業登記電子証明書
　詳細は法務省WEBサイト商業登記に基づく電子認証制度をご覧ください。
②LoGoフォーム電子署名用ブラウザ拡張機能
　ブラウザでLoGoフォーム電子署名用ソフトを使用するために利用します。
③LoGoフォーム電子署名用ソフト
　電子署名を行うために利用します。
④.NET8.0Desktop Runtime（令和7年4月1日時点のものになります。）
　LoGoフォーム電子署名用ソフトを作動させるために利用します。

個人

法人
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 ・券面事項入力補助用暗証番号（マイナンバーカード発行時にご自身で設定した数字4桁の暗証番号です。）
 ・署名用電子証明書暗証番号（マイナンバーカード発行時にご自身で設定した英数字6桁～16桁の暗証番号で
す。）

②「マイナサイン」アプリをインストールしたスマートフォン
 「マイナサイン」アプリはマイナンバーカードを読み取るために利用します。
 パソコンから申請する場合も「マイナサイン」アプリをインストールしたスマートフォンが必要です。

パソコンからの申請が可能です。
①商業登記電子証明書
　詳細は法務省WEBサイト商業登記に基づく電子認証制度をご覧ください。
②LoGoフォーム電子署名用ブラウザ拡張機能
　ブラウザでLoGoフォーム電子署名用ソフトを使用するために利用します。
③LoGoフォーム電子署名用ソフト
　電子署名を行うために利用します。
④.NET8.0Desktop Runtime（令和7年4月1日時点のものになります。）
　LoGoフォーム電子署名用ソフトを作動させるために利用します。

個人

法人

　固定資産税・都市計画税の計算は
［設例］
　令和5年2月に23区内の土地に住宅を新築しました。土地の面積は150㎡、家屋の床面積は100㎡（木造 2階建）です。
　土地及び家屋の価格（評価額）などは、それぞれ次のとおりです。令和 7年度の税額はどのように求めるのでしょうか。
　●土地……令和 7 年度価格　　　　　　　　 45,000,000円
　　　　　　令和 6 年度固定資産税課税標準額 6,750,000円
　　　　　　令和 6 年度都市計画税課税標準額 14,700,000円
　●家屋……令和 7 年度価格 9,000,000円

［計算］
■土地

内　　　容 設例の場合 説　　　明

固定資産税

令和 7 年度価格① 45,000,000 円
本則課税標準額② 7,500,000 円 ①× 1 ／ 6（小規模住宅用地）
前年度課税標準額③ 6,750,000 円
負担水準④ 90％ ③÷②× 100
負担調整措置⑤ 7,125,000 円 ③＋（②× 5％）

令和 7 年度課税標準額⑥ 7,125,000 円 ⑤＞②の場合は②、⑤＜②× 20％の場合は②× 20％
今回⑤は②（7,500,000 円）を上回らないため、⑥＝⑤

当初税額 A 99,750 円 ⑥×税率（1.4％）（円未満切捨て）
条例附則第 15 条の 3 7,425,000 円 ③× 1.1減額の適用可否＊⑦

B 103,950 円 ⑦×税率（1.4％）（円未満切捨て）
A ＜ B のため、減額適用なし

相当税額 99,750 円
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内　　　容 設例の場合 説　　　明

都市計画税

本則課税標準額⑧ 15,000,000 円 ①× 1 ／ 3（小規模住宅用地）
前年度課税標準額⑨ 14,700,000 円
負担水準⑩ 98％ ⑨÷⑧× 100
負担調整措置⑪ 15,450,000 円 ⑨＋（⑧× 5％）

令和 7 年度課税標準額⑫ 15,000,000 円 ⑪＞⑧の場合は⑧、⑪＜⑧× 20％の場合は⑧× 20％
今回⑪は⑧ （15,000,000 円）を上回るため、⑫＝⑧

当初税額 C 45,000 円 ⑫×税率（0.3％）（円未満切捨て）
条例附則第 20 条の 3 16,170,000 円 ⑨× 1.1減額の適用可否＊⑬

D 48,510 円 ⑬×税率（0.3％）（円未満切捨て）C ＜ D のため、減
額適用なし

軽減額⑭ 22,500 円 C × 1 ／ 2（円未満切上げ）「小規模住宅用地に対する
軽減（23 区内）」（40 ページ参照）

相当税額 22,500 円 C －⑭
＊税額が前年度の 1.1 倍を超える土地に対する条例減額（18 ページ参照）。なお、令和 6 年度は同減額の適用はなかったものとします。

■家屋
内　　　容 設例の場合 説　　　明

固定資産税

令和 7 年度価格① 9,000,000 円
令和 7 年度課税標準額② 9,000,000 円 ②＝①
当初税額③ 126,000 円 ②×税率（1.4％）（円未満切捨て）
新築住宅減額④ 63,000 円 ③× 1 ／ 2
相当税額⑤ 63,000 円 ③－④

都市計画税 令和 7 年度課税標準額⑥ 9,000,000 円 ⑥＝①
相当税額⑦ 27,000 円 ⑥×税率（0.3％）（円未満切捨て）

（注）上記算出例は土地 1 筆、家屋 1 戸ごとの相当税額ですので、実際の納付税額とは端数処理で一致しない場合があります。
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都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費
用に充てるための目的税で、地方税法で定められた
都市においてのみ課税される市町村税です。東京都
では、23区内において特例で都税として課税される
ほか、武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市の4市＊
で課税されます。

　事業所税の申告（納税のための申告）
 1　納税義務者
（1） 資産割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の床面積の合計が1,000㎡（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

（2） 従業者割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の従業者数の合計が100人（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

＊免税点の判定は、法人の場合は事業年度末日の現況により、
個人の場合は12月31日の現況により、資産割、従業者割ご
とに判定します。

 2　納める額
 （1）資産割
　　税額 ＝ 事業所床面積（㎡） × 税率600円

 （2）従業者割
　　税額 ＝ 従業者給与総額 × 税率0.25％

 3　納める時期と方法
法人の場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個

人の場合は事業を行った年の翌年3月15日までに、申
告して納めます。なお、法人の事業税・法人の都民税
等とは異なり、申告期限の延長制度はありません。

◎申告先
①23区内に所在する事業所等で事業を行う場合は
主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所

　（43ページ参照）
  （注）23区内の事業所税の納付申告については、eLTAX（エル

タックス）を利用した電子申告・電子納税を受け付けてい
ます。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧ください。

②武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市に所
在する事業所等で事業を行う場合は各市役所
（82ページ参照）

＊当該4市の事業所税については、各市役所にお問い合わせください。

　この税金は、原則として都市計画法による市街化
区域内に所在する土地・家屋の所有者として、毎年 
1月1日（賦課期日）現在、固定資産課税台帳に登録さ
れている方に課税されます。
　固定資産税と同様に市町村税ですが、23区内では
特例で、都税として都が課税しています。
　
　

　免税点
　固定資産税が課税されない場合は、都市計画税も
課税されません（14ページ参照）。
　納める時期と方法
　土地・家屋の固定資産税と併せて課税されます。納
税通知書には、固定資産税と都市計画税の税額が記
載されています。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

　住宅用地に対する課税標準の特例措置
　固定資産税と同様に特例措置が設けられています
（14、15ページ参照）。
　宅地の負担調整措置
　固定資産税と同様の負担調整措置が設けられてい
ます（15～17ページ参照）。
　小規模住宅用地に対する軽減（23区内）
　東京都では、小規模住宅用地（1戸につき200㎡ま
での住宅用地）に対する都市計画税について、税額の
2分の1を軽減しています。
　商業地等に対する負担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　18ページをご覧ください。
税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額（23
区内）
　18ページをご覧ください。
　小規模非住宅用地に対する減免（23区内）
　18ページをご覧ください。
不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対する減免（23区内）
　19ページをご覧ください。
耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する減免（23区内）
　23、24ページをご覧ください。
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った住宅に対する減免（23区内）
　24、25ページをご覧ください。

•  ・  ・

  区市町村
23区内
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
青梅市
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市

 税率
0.30
0.27
0.235
0.20
0.225
0.25
0.20
0.25
0.24
0.27
0.27
0.24
0.27
0.29
0.27
0.26 
0.24
0.25
0.26
0.25

  区市町村
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
檜原村
奥多摩町
大島町
利島村
新島村
神津島村
三宅村
御蔵島村
八丈町
青ヶ島村
小笠原村

税率
0.24
0.27
0.20
0.27
0.25
0.27
0.25
0.27
0.27
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

◆固定資産税の納期と都市計画税の税率等（令和7年度）

　償却資産とは、土地・家屋以外の事業用の資産の
ことで、土地・家屋と同様に固定資産税が課税され
ます。償却資産の例としては、事業用の機械装置や
工具、器具備品などが挙げられますが、不動産貸付
業や駐車場業等に係る資産の中にも、土地・家屋以
外の事業用の資産として、固定資産税（償却資産）の
課税対象となるものがあります。
 （注）23区内の固定資産税については、特例で都税として都が課税しています。

≪不動産貸付業・駐車場業に係る償却資産の例≫
○不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視設備、電力引込設備、
ガス引込設備、屋外給排水設備、外灯設備、ソーラーパネル、看板、
壁掛型ルームエアコン、門・塀・緑化施設等の外構工事　など
○駐車場業
機械式駐車設備、発券機・精算機、駐輪ラック、フェンス、看板、舗
装路面　など

　申告書の提出
　毎年、1月1日（賦課期日）現在の償却資産の所有状
況について、その年の1月31日までに申告が必要で

す。申告書には、資産の種類、名称、数量、取得年月、
取得価額、耐用年数など、評価額の算出に必要とな
る事項を記載します。
  （注１）23区内においては、資産の所在する区にある都税事務所に申

告書を提出します。
  （注２）23区内の固定資産税（償却資産）の申告については、eLTAX（エ

ルタックス）による電子申告もご利用いただけます。

　計算の仕組み
　税額 ＝ 課税標準額   ×  税率1.4％
  （注１）課税標準額が150万円（免税点）未満の場合は、課税されません。

　課税標準額は、各資産の評価額を、資産の所在す
る区ごとに合算した額です。評価額は、資産一品ご
とに以下の計算式により算出します。
（前年中に取得した資産）
　評価額　＝　取得価額　×  （１－ｒ／２） 
（前年前に取得した資産）
　評価額　＝　前年度評価額　× （１－ｒ） 
  （注２）ｒ＝耐用年数に応ずる減価率（固定資産評価基準 別表第15）

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第1期
の納付月にお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

税額

　計算の仕組み

　＊税率は市町村によって異なります（41ページ参照）。
◎課税標準額
　固定資産課税台帳に登録されている価格です。た
だし、土地については固定資産税と同様に負担調整
措置が設けられています（15～17ページ参照）。

（注1）固定資産税の税率は、23区内・各市町村とも1.4％です。
（注2）納期限が土曜日、日曜日、国民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日がその期限となります。

固定資産税（償却資産） 都市計画税

事業所税

課税標準額＝ × 税率＊

第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期
6 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

9 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

第 1 期 第 2 期   第 3 期 第 4 期
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
 9 月
 9 月
 9 月
11月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
12月
12月
11月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

32 33

3535
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都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費
用に充てるための目的税で、地方税法で定められた
都市においてのみ課税される市町村税です。東京都
では、23区内において特例で都税として課税される
ほか、武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市の4市＊
で課税されます。

　事業所税の申告（納税のための申告）
 1　納税義務者
（1） 資産割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の床面積の合計が1,000㎡（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

（2） 従業者割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の従業者数の合計が100人（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

＊免税点の判定は、法人の場合は事業年度末日の現況により、
個人の場合は12月31日の現況により、資産割、従業者割ご
とに判定します。

 2　納める額
 （1）資産割
　　税額 ＝ 事業所床面積（㎡） × 税率600円

 （2）従業者割
　　税額 ＝ 従業者給与総額 × 税率0.25％

 3　納める時期と方法
法人の場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個

人の場合は事業を行った年の翌年3月15日までに、申
告して納めます。なお、法人の事業税・法人の都民税
等とは異なり、申告期限の延長制度はありません。

◎申告先
①23区内に所在する事業所等で事業を行う場合は
主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所

　（43ページ参照）
  （注）23区内の事業所税の納付申告については、eLTAX（エル

タックス）を利用した電子申告・電子納税を受け付けてい
ます。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧ください。

②武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市に所
在する事業所等で事業を行う場合は各市役所
（82ページ参照）

＊当該4市の事業所税については、各市役所にお問い合わせください。

　この税金は、原則として都市計画法による市街化
区域内に所在する土地・家屋の所有者として、毎年 
1月1日（賦課期日）現在、固定資産課税台帳に登録さ
れている方に課税されます。
　固定資産税と同様に市町村税ですが、23区内では
特例で、都税として都が課税しています。
　
　

　免税点
　固定資産税が課税されない場合は、都市計画税も
課税されません（14ページ参照）。
　納める時期と方法
　土地・家屋の固定資産税と併せて課税されます。納
税通知書には、固定資産税と都市計画税の税額が記
載されています。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

　住宅用地に対する課税標準の特例措置
　固定資産税と同様に特例措置が設けられています
（14、15ページ参照）。
　宅地の負担調整措置
　固定資産税と同様の負担調整措置が設けられてい
ます（15～17ページ参照）。
　小規模住宅用地に対する軽減（23区内）
　東京都では、小規模住宅用地（1戸につき200㎡ま
での住宅用地）に対する都市計画税について、税額の
2分の1を軽減しています。
　商業地等に対する負担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　18ページをご覧ください。
税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額（23
区内）
　18ページをご覧ください。
　小規模非住宅用地に対する減免（23区内）
　18ページをご覧ください。
不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対する減免（23区内）
　19ページをご覧ください。
耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する減免（23区内）
　23、24ページをご覧ください。
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った住宅に対する減免（23区内）
　24、25ページをご覧ください。

•  ・  ・

  区市町村
23区内
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
青梅市
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市

 税率
0.30
0.27
0.235
0.20
0.225
0.25
0.20
0.25
0.24
0.27
0.27
0.24
0.27
0.29
0.27
0.26 
0.24
0.25
0.26
0.25

  区市町村
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
檜原村
奥多摩町
大島町
利島村
新島村
神津島村
三宅村
御蔵島村
八丈町
青ヶ島村
小笠原村

税率
0.24
0.27
0.20
0.27
0.25
0.27
0.25
0.27
0.27
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

◆固定資産税の納期と都市計画税の税率等（令和7年度）

　償却資産とは、土地・家屋以外の事業用の資産の
ことで、土地・家屋と同様に固定資産税が課税され
ます。償却資産の例としては、事業用の機械装置や
工具、器具備品などが挙げられますが、不動産貸付
業や駐車場業等に係る資産の中にも、土地・家屋以
外の事業用の資産として、固定資産税（償却資産）の
課税対象となるものがあります。
 （注）23区内の固定資産税については、特例で都税として都が課税しています。

≪不動産貸付業・駐車場業に係る償却資産の例≫
○不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視設備、電力引込設備、
ガス引込設備、屋外給排水設備、外灯設備、ソーラーパネル、看板、
壁掛型ルームエアコン、門・塀・緑化施設等の外構工事　など
○駐車場業
機械式駐車設備、発券機・精算機、駐輪ラック、フェンス、看板、舗
装路面　など

　申告書の提出
　毎年、1月1日（賦課期日）現在の償却資産の所有状
況について、その年の1月31日までに申告が必要で

す。申告書には、資産の種類、名称、数量、取得年月、
取得価額、耐用年数など、評価額の算出に必要とな
る事項を記載します。
  （注１）23区内においては、資産の所在する区にある都税事務所に申

告書を提出します。
  （注２）23区内の固定資産税（償却資産）の申告については、eLTAX（エ

ルタックス）による電子申告もご利用いただけます。

　計算の仕組み
　税額 ＝ 課税標準額   ×  税率1.4％
  （注１）課税標準額が150万円（免税点）未満の場合は、課税されません。

　課税標準額は、各資産の評価額を、資産の所在す
る区ごとに合算した額です。評価額は、資産一品ご
とに以下の計算式により算出します。
（前年中に取得した資産）
　評価額　＝　取得価額　×  （１－ｒ／２） 
（前年前に取得した資産）
　評価額　＝　前年度評価額　× （１－ｒ） 
  （注２）ｒ＝耐用年数に応ずる減価率（固定資産評価基準 別表第15）

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第1期
の納付月にお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

税額

　計算の仕組み

　＊税率は市町村によって異なります（41ページ参照）。
◎課税標準額
　固定資産課税台帳に登録されている価格です。た
だし、土地については固定資産税と同様に負担調整
措置が設けられています（15～17ページ参照）。

（注1）固定資産税の税率は、23区内・各市町村とも1.4％です。
（注2）納期限が土曜日、日曜日、国民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日がその期限となります。

固定資産税（償却資産） 都市計画税

事業所税

課税標準額＝ × 税率＊

第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期
6 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

9 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

第 1 期 第 2 期   第 3 期 第 4 期
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
 9 月
 9 月
 9 月
11月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
12月
12月
11月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

32 33

3535

40



都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費
用に充てるための目的税で、地方税法で定められた
都市においてのみ課税される市町村税です。東京都
では、23区内において特例で都税として課税される
ほか、武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市の4市＊
で課税されます。

　事業所税の申告（納税のための申告）
 1　納税義務者
（1） 資産割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の床面積の合計が1,000㎡（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

（2） 従業者割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の従業者数の合計が100人（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

＊免税点の判定は、法人の場合は事業年度末日の現況により、
個人の場合は12月31日の現況により、資産割、従業者割ご
とに判定します。

 2　納める額
 （1）資産割
　　税額 ＝ 事業所床面積（㎡） × 税率600円

 （2）従業者割
　　税額 ＝ 従業者給与総額 × 税率0.25％

 3　納める時期と方法
法人の場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個

人の場合は事業を行った年の翌年3月15日までに、申
告して納めます。なお、法人の事業税・法人の都民税
等とは異なり、申告期限の延長制度はありません。

◎申告先
①23区内に所在する事業所等で事業を行う場合は
主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所

　（43ページ参照）
  （注）23区内の事業所税の納付申告については、eLTAX（エル

タックス）を利用した電子申告・電子納税を受け付けてい
ます。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧ください。

②武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市に所
在する事業所等で事業を行う場合は各市役所
（82ページ参照）

＊当該4市の事業所税については、各市役所にお問い合わせください。

　この税金は、原則として都市計画法による市街化
区域内に所在する土地・家屋の所有者として、毎年 
1月1日（賦課期日）現在、固定資産課税台帳に登録さ
れている方に課税されます。
　固定資産税と同様に市町村税ですが、23区内では
特例で、都税として都が課税しています。
　
　

　免税点
　固定資産税が課税されない場合は、都市計画税も
課税されません（14ページ参照）。
　納める時期と方法
　土地・家屋の固定資産税と併せて課税されます。納
税通知書には、固定資産税と都市計画税の税額が記
載されています。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

　住宅用地に対する課税標準の特例措置
　固定資産税と同様に特例措置が設けられています
（14、15ページ参照）。
　宅地の負担調整措置
　固定資産税と同様の負担調整措置が設けられてい
ます（15～17ページ参照）。
　小規模住宅用地に対する軽減（23区内）
　東京都では、小規模住宅用地（1戸につき200㎡ま
での住宅用地）に対する都市計画税について、税額の
2分の1を軽減しています。
　商業地等に対する負担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　18ページをご覧ください。
税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額（23
区内）
　18ページをご覧ください。
　小規模非住宅用地に対する減免（23区内）
　18ページをご覧ください。
不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対する減免（23区内）
　19ページをご覧ください。
耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する減免（23区内）
　23、24ページをご覧ください。
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った住宅に対する減免（23区内）
　24、25ページをご覧ください。

•  ・  ・

  区市町村
23区内
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
青梅市
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市

 税率
0.30
0.27
0.235
0.20
0.225
0.25
0.20
0.25
0.24
0.27
0.27
0.24
0.27
0.29
0.27
0.26 
0.24
0.25
0.26
0.25

  区市町村
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
檜原村
奥多摩町
大島町
利島村
新島村
神津島村
三宅村
御蔵島村
八丈町
青ヶ島村
小笠原村

税率
0.24
0.27
0.20
0.27
0.25
0.27
0.25
0.27
0.27
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

◆固定資産税の納期と都市計画税の税率等（令和7年度）

　償却資産とは、土地・家屋以外の事業用の資産の
ことで、土地・家屋と同様に固定資産税が課税され
ます。償却資産の例としては、事業用の機械装置や
工具、器具備品などが挙げられますが、不動産貸付
業や駐車場業等に係る資産の中にも、土地・家屋以
外の事業用の資産として、固定資産税（償却資産）の
課税対象となるものがあります。
 （注）23区内の固定資産税については、特例で都税として都が課税しています。

≪不動産貸付業・駐車場業に係る償却資産の例≫
○不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視設備、電力引込設備、
ガス引込設備、屋外給排水設備、外灯設備、ソーラーパネル、看板、
壁掛型ルームエアコン、門・塀・緑化施設等の外構工事　など
○駐車場業
機械式駐車設備、発券機・精算機、駐輪ラック、フェンス、看板、舗
装路面　など

　申告書の提出
　毎年、1月1日（賦課期日）現在の償却資産の所有状
況について、その年の1月31日までに申告が必要で

す。申告書には、資産の種類、名称、数量、取得年月、
取得価額、耐用年数など、評価額の算出に必要とな
る事項を記載します。
  （注１）23区内においては、資産の所在する区にある都税事務所に申

告書を提出します。
  （注２）23区内の固定資産税（償却資産）の申告については、eLTAX（エ

ルタックス）による電子申告もご利用いただけます。

　計算の仕組み
　税額 ＝ 課税標準額   ×  税率1.4％
  （注１）課税標準額が150万円（免税点）未満の場合は、課税されません。

　課税標準額は、各資産の評価額を、資産の所在す
る区ごとに合算した額です。評価額は、資産一品ご
とに以下の計算式により算出します。
（前年中に取得した資産）
　評価額　＝　取得価額　×  （１－ｒ／２） 
（前年前に取得した資産）
　評価額　＝　前年度評価額　× （１－ｒ） 
  （注２）ｒ＝耐用年数に応ずる減価率（固定資産評価基準 別表第15）

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第1期
の納付月にお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

税額

　計算の仕組み

　＊税率は市町村によって異なります（41ページ参照）。
◎課税標準額
　固定資産課税台帳に登録されている価格です。た
だし、土地については固定資産税と同様に負担調整
措置が設けられています（15～17ページ参照）。

（注1）固定資産税の税率は、23区内・各市町村とも1.4％です。
（注2）納期限が土曜日、日曜日、国民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日がその期限となります。

固定資産税（償却資産） 都市計画税

事業所税

課税標準額＝ × 税率＊

第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期
6 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

9 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

第 1 期 第 2 期   第 3 期 第 4 期
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
 9 月
 9 月
 9 月
11月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
12月
12月
11月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

32 33

353541



都市環境の整備及び改善に関する事業に要する費
用に充てるための目的税で、地方税法で定められた
都市においてのみ課税される市町村税です。東京都
では、23区内において特例で都税として課税される
ほか、武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市の4市＊
で課税されます。

　事業所税の申告（納税のための申告）
 1　納税義務者
（1） 資産割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の床面積の合計が1,000㎡（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

（2） 従業者割
　同一市内（23区内の場合は23区内全域）の事業
所等の従業者数の合計が100人（免税点＊）を超え
る規模で事業を行う法人又は個人

＊免税点の判定は、法人の場合は事業年度末日の現況により、
個人の場合は12月31日の現況により、資産割、従業者割ご
とに判定します。

 2　納める額
 （1）資産割
　　税額 ＝ 事業所床面積（㎡） × 税率600円

 （2）従業者割
　　税額 ＝ 従業者給与総額 × 税率0.25％

 3　納める時期と方法
法人の場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個

人の場合は事業を行った年の翌年3月15日までに、申
告して納めます。なお、法人の事業税・法人の都民税
等とは異なり、申告期限の延長制度はありません。

◎申告先
①23区内に所在する事業所等で事業を行う場合は
主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所

　（43ページ参照）
  （注）23区内の事業所税の納付申告については、eLTAX（エル

タックス）を利用した電子申告・電子納税を受け付けてい
ます。詳しくは東京都主税局ホームページをご覧ください。

②武蔵野市、三鷹市、八王子市及び町田市に所
在する事業所等で事業を行う場合は各市役所
（82ページ参照）

＊当該4市の事業所税については、各市役所にお問い合わせください。

　この税金は、原則として都市計画法による市街化
区域内に所在する土地・家屋の所有者として、毎年 
1月1日（賦課期日）現在、固定資産課税台帳に登録さ
れている方に課税されます。
　固定資産税と同様に市町村税ですが、23区内では
特例で、都税として都が課税しています。
　
　

　免税点
　固定資産税が課税されない場合は、都市計画税も
課税されません（14ページ参照）。
　納める時期と方法
　土地・家屋の固定資産税と併せて課税されます。納
税通知書には、固定資産税と都市計画税の税額が記
載されています。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

　住宅用地に対する課税標準の特例措置
　固定資産税と同様に特例措置が設けられています
（14、15ページ参照）。
　宅地の負担調整措置
　固定資産税と同様の負担調整措置が設けられてい
ます（15～17ページ参照）。
　小規模住宅用地に対する軽減（23区内）
　東京都では、小規模住宅用地（1戸につき200㎡ま
での住宅用地）に対する都市計画税について、税額の
2分の1を軽減しています。
　商業地等に対する負担水準上限引下げ条例減額（23区内）
　18ページをご覧ください。
税額が前年度の1.1倍を超える土地に対する条例減額（23
区内）

　18ページをご覧ください。
　小規模非住宅用地に対する減免（23区内）
　18ページをご覧ください。
不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対する減免（23区内）

　19ページをご覧ください。
耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対する減免（23区内）

　23、24ページをご覧ください。
不燃化特区内において不燃化のための建替えを行った住宅に対する減免（23区内）

　24、25ページをご覧ください。

•  ・  ・

  区市町村
23区内
八王子市
立川市
武蔵野市
三鷹市
青梅市
府中市
昭島市
調布市
町田市
小金井市
小平市
日野市
東村山市
国分寺市
国立市
福生市
狛江市
東大和市
清瀬市

 税率
0.30
0.27
0.235
0.20
0.225
0.25
0.20
0.25
0.24
0.27
0.27
0.24
0.27
0.29
0.27
0.26 
0.24
0.25
0.26
0.25

  区市町村
東久留米市
武蔵村山市
多摩市
稲城市
羽村市
あきる野市
西東京市
瑞穂町
日の出町
檜原村
奥多摩町
大島町
利島村
新島村
神津島村
三宅村
御蔵島村
八丈町
青ヶ島村
小笠原村

税率
0.24
0.27
0.20
0.27
0.25
0.27
0.25
0.27
0.27
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

◆固定資産税の納期と都市計画税の税率等（令和7年度）

　償却資産とは、土地・家屋以外の事業用の資産の
ことで、土地・家屋と同様に固定資産税が課税され
ます。償却資産の例としては、事業用の機械装置や
工具、器具備品などが挙げられますが、不動産貸付
業や駐車場業等に係る資産の中にも、土地・家屋以
外の事業用の資産として、固定資産税（償却資産）の
課税対象となるものがあります。
 （注）23区内の固定資産税については、特例で都税として都が課税しています。

≪不動産貸付業・駐車場業に係る償却資産の例≫
○不動産貸付業
受変電設備、発電機設備、蓄電池設備、中央監視設備、電力引込設備、
ガス引込設備、屋外給排水設備、外灯設備、ソーラーパネル、看板、
壁掛型ルームエアコン、門・塀・緑化施設等の外構工事　など
○駐車場業
機械式駐車設備、発券機・精算機、駐輪ラック、フェンス、看板、舗
装路面　など

　申告書の提出
　毎年、1月1日（賦課期日）現在の償却資産の所有状
況について、その年の1月31日までに申告が必要で

す。申告書には、資産の種類、名称、数量、取得年月、
取得価額、耐用年数など、評価額の算出に必要とな
る事項を記載します。
  （注１）23区内においては、資産の所在する区にある都税事務所に申

告書を提出します。
  （注２）23区内の固定資産税（償却資産）の申告については、eLTAX（エ

ルタックス）による電子申告もご利用いただけます。

　計算の仕組み
　税額 ＝ 課税標準額   ×  税率1.4％
  （注１）課税標準額が150万円（免税点）未満の場合は、課税されません。

　課税標準額は、各資産の評価額を、資産の所在す
る区ごとに合算した額です。評価額は、資産一品ご
とに以下の計算式により算出します。
（前年中に取得した資産）
　評価額　＝　取得価額　×  （１－ｒ／２） 
（前年前に取得した資産）
　評価額　＝　前年度評価額　× （１－ｒ） 
  （注２）ｒ＝耐用年数に応ずる減価率（固定資産評価基準 別表第15）

　納める時期と方法
　23区内・各市町村ごとに定められた年4回の納期
（41ページ参照）に納めます。納税通知書は、第1期
の納付月にお送りします。
　納付の方法については、73～76ページをご覧ください。

税額

　計算の仕組み

　＊税率は市町村によって異なります（41ページ参照）。
◎課税標準額
　固定資産課税台帳に登録されている価格です。た
だし、土地については固定資産税と同様に負担調整
措置が設けられています（15～17ページ参照）。

（注1）固定資産税の税率は、23区内・各市町村とも1.4％です。
（注2）納期限が土曜日、日曜日、国民の休日又はその他の休日に当たるときは、その翌日がその期限となります。

固定資産税（償却資産） 都市計画税

事業所税

課税標準額＝ × 税率＊

第 1 期 第 2 期 第 3 期 第 4 期
6 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

9 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月

第 1 期 第 2 期   第 3 期 第 4 期
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月
5 月

7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月
7 月

12月
12月
12月
12月
12月
 9 月
12月
 9 月
 9 月
 9 月
11月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月
12月

 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
12月
 2 月
12月
12月
11月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
 2 月
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土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）

　課税譲渡所得

◎取得費
　売却した土地や建物を取得したときの購入代金
や購入手数料などです。実際の取得費が譲渡価額
の5％未満のときは、譲渡価額の5％とすることが
できます。

◎譲渡費用
　土地や建物を売却するために直接支出した費用
で、仲介手数料、印紙代、借家人を立ち退かせる場
合の立退料、建物を取り壊して土地を売却する場
合の取壊し費用などです。

個人が土地や建物などを譲渡したときに生ずる所
得（譲渡所得）に対しては、他の所得と分離して国税
である所得税・復興特別所得税、地方税である住民
税（都民税・区市町村民税）が課税されます。　
この譲渡所得は、その対象となる土地や建物など

の所有期間が、譲渡した年の1月1日現在で
①5年を超える場合が長期譲渡所得
②5年以下の場合が短期譲渡所得
　となり、税額の計算も別々に行います。

譲
渡
価
額

課税譲渡所得
取  

得  

費

譲
渡
費
用

特
別
控
除
額

－ －＋ ＝

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

特別土地保有税
　この税金は、宅地の供給促進や地価の抑制を図るた
め、一定規模以上の土地を取得した方又は保有する方
に課税される市町村税ですが、23区内では都税として
課税されます。
　ただし、現在の経済情勢等を踏まえ、特別土地保
有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止してい
ます。

　納める時期と方法
　原則として、8月、11月の年2回。8月に都税事
務所・支庁から送付する納税通知書により各納期に
納めます。
　納付方法については73～76ページをご覧くださ
い。

◆個人事業税（23区内）の都税事務所の所管区域

  （注）八王子都税事務所・立川都税事務所の所管区域につ
いては80ページをご覧ください。

都税事務所
千代田都税事務所
中央都税事務所
港都税事務所
新宿都税事務所
台東都税事務所
品川都税事務所
渋谷都税事務所
豊島都税事務所
荒川都税事務所

所管区域
千代田区、文京区
中央区、江東区、江戸川区
港区
新宿区、中野区、杉並区
台東区、墨田区、葛飾区
品川区、大田区
渋谷区、目黒区、世田谷区
豊島区、板橋区、練馬区
荒川区、北区、足立区

≪不動産貸付業・駐車場業の認定基準≫ 不動産の貸付け又は駐車場を提供している場合に
は、貸付不動産の規模、賃貸料収入及び管理等の状
況などを総合的に勘案して、不動産貸付業・駐車場
業の認定を行い、課税します。
　なお、共有物件は、持分にかかわりなく、共有物件
全体の貸付状況により認定し、税額は、持分に応じ
て計算します。また、信託物件も貸付件数等に含み
ます。

　納める額
　税額は、税務署等に提出した確定申告書等の所得
金額を基に計算します。
　具体的には、次の計算式により計算します。

＊1　独立的に区画された2以上の室を有する建物は、一棟貸しの場合でも
室数により認定します。

＊2　土地の貸付件数は、一つの契約において2画地以上の土地を貸し付け
ている場合、それぞれを1件と認定します。

＊3　土地を駐車場用地として一括して貸し付け、貸し付けた相手方が駐車
せず、第三者に駐車させている場合、住宅用以外の土地の貸付けと認
定します。

駐
車
場
業

貸付用建物の総床面積が600㎡以上
であり、かつ、当該貸付用建物の賃貸
料収入金額が年1,000万円以上の場
合（権利金、名義書換料、更新料、礼
金、共益費、管理費等は除きます。）
競技、遊技、娯楽、集会等のために基
本的設備を施した不動産（劇場、映画
館、ゴルフ練習場など）
一定規模の旅館、ホテル、病院など
特定業務の用途に供される建物

駐車可能台数が1台以上（駐車可能
台数は問いません。）

寄託を受けて保管行為を
行う駐車場

駐車可能台数が10台以上上記以外の駐車場＊3

建築物・機械式等である
駐車場

36 37

3938

23区内では、納税のための申告のほか、次の申
告も必要です。

 1 　免税点以下申告
　次の①～③のいずれかに該当するときは、法人の
場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個人の場
合は事業を行った年の翌年3月15日までに申告が必
要です。
①前事業年度又は前年の個人に係る課税期間にお
いて納税義務を有していた場合

②23区内全域の事業所等の床面積の合計が800㎡
を超え1,000㎡以下の場合

③23区内全域の事業所等の従業者数の合計が80
人を超え100人以下の場合

 2 　事業所等の新設・廃止申告
　23区内において事業所等を新設又は廃止した方が
申告義務者となり、新設又は廃止した日から1か月以
内に申告が必要です。

 3 　事業所用家屋の貸付等申告
　23区内において事業所税の納税義務者（事業を行
う法人・個人）に事業所用家屋を貸し付けている方
が申告義務者となります。
①新たに貸付けを行うこととなった場合
新たに貸付けを行った日から2か月以内に申告
が必要です。

②貸付内容に異動が生じた場合
貸付内容に異動が生じた日から1か月以内に申
告が必要です。

◎23区内における左記1～3の申告書の提出先
1　　：主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所
2・3 ：新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けて

いる事業所用家屋の所在地を所管する都税事務所

　◆事業所税（23区内）の都税事務所の所管区域
都税事務所 所管区域

千代田都税事務所 千代田区、文京区、北区、
荒川区、足立区

中央都税事務所 中央区、台東区、墨田区、
江東区、葛飾区、江戸川区

港 都 税 事 務 所

新宿都税事務所

港区、品川区、大田区
新宿区、目黒区、世田谷区、
渋谷区、中野区、杉並区、
豊島区、板橋区、練馬区

  （注）23区内の事業所税に係る上記の申告については、eLTAX
（エルタックス）を利用した電子申告、電子申請・届出を
受け付けています。詳しくは東京都主税局ホームページ
をご覧ください。

（注1）納税のための申告及び免税点以下申告については、主たる事業
　  　所等が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。

不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税

事業所得
 又は（及び） 
不動産所得

＋ － － ＝×＋
所得税の
事業専従者
給与（控除）額

個人の事業税
の事業専従者
給与（控除）額

青色申告
特別
控除額

各種控除額 税率
5% 税額

種類・用途等

住宅 ①一戸建
②一戸建以外
③独立家屋
④独立家屋以外

棟数が10以上
室数が10以上
棟数が 5 以上
室数が10以上

⑤住宅用
⑥住宅用以外

契約件数が10以上又は貸付総面積が
2,000㎡以上
契約件数が10以上
①～⑥の総合計が10以上又は①～⑥
いずれかの基準を満たす場合

⑦上記①～⑥の貸付用不動産
　を複数種保有している場合

住宅
以外

貸付用不動産の規模等（空室などを含む｡）

建
物
＊1

土
地

不
動
産
貸
付
業

＊2

⑧上記①～⑦の基準未満
であっても規模等から
みて、不動産貸付業と
認定される場合

（注2）事業所等の新設・廃止申告及び事業所用家屋の貸付等申告につい
ては、新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けている事業所
用家屋が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。
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土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）

　課税譲渡所得

◎取得費
　売却した土地や建物を取得したときの購入代金
や購入手数料などです。実際の取得費が譲渡価額
の5％未満のときは、譲渡価額の5％とすることが
できます。

◎譲渡費用
　土地や建物を売却するために直接支出した費用
で、仲介手数料、印紙代、借家人を立ち退かせる場
合の立退料、建物を取り壊して土地を売却する場
合の取壊し費用などです。

個人が土地や建物などを譲渡したときに生ずる所
得（譲渡所得）に対しては、他の所得と分離して国税
である所得税・復興特別所得税、地方税である住民
税（都民税・区市町村民税）が課税されます。　
この譲渡所得は、その対象となる土地や建物など

の所有期間が、譲渡した年の1月1日現在で
①5年を超える場合が長期譲渡所得
②5年以下の場合が短期譲渡所得
　となり、税額の計算も別々に行います。

譲
渡
価
額

課税譲渡所得
取  

得  

費

譲
渡
費
用

特
別
控
除
額

－ －＋ ＝

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

特別土地保有税
　この税金は、宅地の供給促進や地価の抑制を図るた
め、一定規模以上の土地を取得した方又は保有する方
に課税される市町村税ですが、23区内では都税として
課税されます。
　ただし、現在の経済情勢等を踏まえ、特別土地保
有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止してい
ます。

　納める時期と方法
　原則として、8月、11月の年2回。8月に都税事
務所・支庁から送付する納税通知書により各納期に
納めます。
　納付方法については73～76ページをご覧くださ
い。

◆個人事業税（23区内）の都税事務所の所管区域

  （注）八王子都税事務所・立川都税事務所の所管区域につ
いては80ページをご覧ください。

都税事務所
千代田都税事務所
中央都税事務所
港都税事務所
新宿都税事務所
台東都税事務所
品川都税事務所
渋谷都税事務所
豊島都税事務所
荒川都税事務所

所管区域
千代田区、文京区
中央区、江東区、江戸川区
港区
新宿区、中野区、杉並区
台東区、墨田区、葛飾区
品川区、大田区
渋谷区、目黒区、世田谷区
豊島区、板橋区、練馬区
荒川区、北区、足立区

≪不動産貸付業・駐車場業の認定基準≫ 不動産の貸付け又は駐車場を提供している場合に
は、貸付不動産の規模、賃貸料収入及び管理等の状
況などを総合的に勘案して、不動産貸付業・駐車場
業の認定を行い、課税します。
　なお、共有物件は、持分にかかわりなく、共有物件
全体の貸付状況により認定し、税額は、持分に応じ
て計算します。また、信託物件も貸付件数等に含み
ます。

　納める額
　税額は、税務署等に提出した確定申告書等の所得
金額を基に計算します。
　具体的には、次の計算式により計算します。

＊1　独立的に区画された2以上の室を有する建物は、一棟貸しの場合でも
室数により認定します。

＊2　土地の貸付件数は、一つの契約において2画地以上の土地を貸し付け
ている場合、それぞれを1件と認定します。

＊3　土地を駐車場用地として一括して貸し付け、貸し付けた相手方が駐車
せず、第三者に駐車させている場合、住宅用以外の土地の貸付けと認
定します。

駐
車
場
業

貸付用建物の総床面積が600㎡以上
であり、かつ、当該貸付用建物の賃貸
料収入金額が年1,000万円以上の場
合（権利金、名義書換料、更新料、礼
金、共益費、管理費等は除きます。）
競技、遊技、娯楽、集会等のために基
本的設備を施した不動産（劇場、映画
館、ゴルフ練習場など）
一定規模の旅館、ホテル、病院など
特定業務の用途に供される建物

駐車可能台数が1台以上（駐車可能
台数は問いません。）

寄託を受けて保管行為を
行う駐車場

駐車可能台数が10台以上上記以外の駐車場＊3

建築物・機械式等である
駐車場

36 37

3938

23区内では、納税のための申告のほか、次の申
告も必要です。
 1 　免税点以下申告
　次の①～③のいずれかに該当するときは、法人の
場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個人の場
合は事業を行った年の翌年3月15日までに申告が必
要です。
①前事業年度又は前年の個人に係る課税期間にお
いて納税義務を有していた場合

②23区内全域の事業所等の床面積の合計が800㎡
を超え1,000㎡以下の場合

③23区内全域の事業所等の従業者数の合計が80
人を超え100人以下の場合

 2 　事業所等の新設・廃止申告
　23区内において事業所等を新設又は廃止した方が
申告義務者となり、新設又は廃止した日から1か月以
内に申告が必要です。

 3 　事業所用家屋の貸付等申告
　23区内において事業所税の納税義務者（事業を行
う法人・個人）に事業所用家屋を貸し付けている方
が申告義務者となります。
①新たに貸付けを行うこととなった場合
新たに貸付けを行った日から2か月以内に申告
が必要です。

②貸付内容に異動が生じた場合
貸付内容に異動が生じた日から1か月以内に申
告が必要です。

◎23区内における左記1～3の申告書の提出先
1　　：主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所
2・3 ：新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けて

いる事業所用家屋の所在地を所管する都税事務所

　◆事業所税（23区内）の都税事務所の所管区域
都税事務所 所管区域

千代田都税事務所 千代田区、文京区、北区、
荒川区、足立区

中央都税事務所 中央区、台東区、墨田区、
江東区、葛飾区、江戸川区

港 都 税 事 務 所

新宿都税事務所

港区、品川区、大田区
新宿区、目黒区、世田谷区、
渋谷区、中野区、杉並区、
豊島区、板橋区、練馬区

  （注）23区内の事業所税に係る上記の申告については、eLTAX
（エルタックス）を利用した電子申告、電子申請・届出を
受け付けています。詳しくは東京都主税局ホームページ
をご覧ください。

（注1）納税のための申告及び免税点以下申告については、主たる事業
　  　所等が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。

不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税

事業所得
 又は（及び） 
不動産所得

＋ － － ＝×＋
所得税の
事業専従者
給与（控除）額

個人の事業税
の事業専従者
給与（控除）額

青色申告
特別
控除額

各種控除額 税率
5% 税額

種類・用途等

住宅 ①一戸建
②一戸建以外
③独立家屋
④独立家屋以外

棟数が10以上
室数が10以上
棟数が 5 以上
室数が10以上

⑤住宅用
⑥住宅用以外

契約件数が10以上又は貸付総面積が
2,000㎡以上
契約件数が10以上
①～⑥の総合計が10以上又は①～⑥
いずれかの基準を満たす場合

⑦上記①～⑥の貸付用不動産
　を複数種保有している場合

住宅
以外

貸付用不動産の規模等（空室などを含む｡）

建
物
＊1

土
地

不
動
産
貸
付
業

＊2

⑧上記①～⑦の基準未満
であっても規模等から
みて、不動産貸付業と
認定される場合

（注2）事業所等の新設・廃止申告及び事業所用家屋の貸付等申告につい
ては、新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けている事業所
用家屋が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。
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土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）

　課税譲渡所得

◎取得費
　売却した土地や建物を取得したときの購入代金
や購入手数料などです。実際の取得費が譲渡価額
の5％未満のときは、譲渡価額の5％とすることが
できます。

◎譲渡費用
　土地や建物を売却するために直接支出した費用
で、仲介手数料、印紙代、借家人を立ち退かせる場
合の立退料、建物を取り壊して土地を売却する場
合の取壊し費用などです。

個人が土地や建物などを譲渡したときに生ずる所
得（譲渡所得）に対しては、他の所得と分離して国税
である所得税・復興特別所得税、地方税である住民
税（都民税・区市町村民税）が課税されます。　
この譲渡所得は、その対象となる土地や建物など

の所有期間が、譲渡した年の1月1日現在で
①5年を超える場合が長期譲渡所得
②5年以下の場合が短期譲渡所得
　となり、税額の計算も別々に行います。

譲
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詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

特別土地保有税
　この税金は、宅地の供給促進や地価の抑制を図るた
め、一定規模以上の土地を取得した方又は保有する方
に課税される市町村税ですが、23区内では都税として
課税されます。
　ただし、現在の経済情勢等を踏まえ、特別土地保
有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止してい
ます。

　納める時期と方法
　原則として、8月、11月の年2回。8月に都税事
務所・支庁から送付する納税通知書により各納期に
納めます。
　納付方法については73～76ページをご覧くださ
い。

◆個人事業税（23区内）の都税事務所の所管区域

  （注）八王子都税事務所・立川都税事務所の所管区域につ
いては80ページをご覧ください。

都税事務所
千代田都税事務所
中央都税事務所
港都税事務所
新宿都税事務所
台東都税事務所
品川都税事務所
渋谷都税事務所
豊島都税事務所
荒川都税事務所

所管区域
千代田区、文京区
中央区、江東区、江戸川区
港区
新宿区、中野区、杉並区
台東区、墨田区、葛飾区
品川区、大田区
渋谷区、目黒区、世田谷区
豊島区、板橋区、練馬区
荒川区、北区、足立区

≪不動産貸付業・駐車場業の認定基準≫ 不動産の貸付け又は駐車場を提供している場合に
は、貸付不動産の規模、賃貸料収入及び管理等の状
況などを総合的に勘案して、不動産貸付業・駐車場
業の認定を行い、課税します。
　なお、共有物件は、持分にかかわりなく、共有物件
全体の貸付状況により認定し、税額は、持分に応じ
て計算します。また、信託物件も貸付件数等に含み
ます。

　納める額
　税額は、税務署等に提出した確定申告書等の所得
金額を基に計算します。
　具体的には、次の計算式により計算します。

＊1　独立的に区画された2以上の室を有する建物は、一棟貸しの場合でも
室数により認定します。

＊2　土地の貸付件数は、一つの契約において2画地以上の土地を貸し付け
ている場合、それぞれを1件と認定します。

＊3　土地を駐車場用地として一括して貸し付け、貸し付けた相手方が駐車
せず、第三者に駐車させている場合、住宅用以外の土地の貸付けと認
定します。

駐
車
場
業

貸付用建物の総床面積が600㎡以上
であり、かつ、当該貸付用建物の賃貸
料収入金額が年1,000万円以上の場
合（権利金、名義書換料、更新料、礼
金、共益費、管理費等は除きます。）
競技、遊技、娯楽、集会等のために基
本的設備を施した不動産（劇場、映画
館、ゴルフ練習場など）
一定規模の旅館、ホテル、病院など
特定業務の用途に供される建物

駐車可能台数が1台以上（駐車可能
台数は問いません。）

寄託を受けて保管行為を
行う駐車場

駐車可能台数が10台以上上記以外の駐車場＊3

建築物・機械式等である
駐車場

36 37

3938

23区内では、納税のための申告のほか、次の申
告も必要です。

 1 　免税点以下申告
　次の①～③のいずれかに該当するときは、法人の
場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個人の場
合は事業を行った年の翌年3月15日までに申告が必
要です。
①前事業年度又は前年の個人に係る課税期間にお
いて納税義務を有していた場合

②23区内全域の事業所等の床面積の合計が800㎡
を超え1,000㎡以下の場合

③23区内全域の事業所等の従業者数の合計が80
人を超え100人以下の場合

 2 　事業所等の新設・廃止申告
　23区内において事業所等を新設又は廃止した方が
申告義務者となり、新設又は廃止した日から1か月以
内に申告が必要です。

 3 　事業所用家屋の貸付等申告
　23区内において事業所税の納税義務者（事業を行
う法人・個人）に事業所用家屋を貸し付けている方
が申告義務者となります。
①新たに貸付けを行うこととなった場合
新たに貸付けを行った日から2か月以内に申告
が必要です。

②貸付内容に異動が生じた場合
貸付内容に異動が生じた日から1か月以内に申
告が必要です。

◎23区内における左記1～3の申告書の提出先
1　　：主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所
2・3 ：新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けて

いる事業所用家屋の所在地を所管する都税事務所

　◆事業所税（23区内）の都税事務所の所管区域
都税事務所 所管区域

千代田都税事務所 千代田区、文京区、北区、
荒川区、足立区

中央都税事務所 中央区、台東区、墨田区、
江東区、葛飾区、江戸川区

港 都 税 事 務 所

新宿都税事務所

港区、品川区、大田区
新宿区、目黒区、世田谷区、
渋谷区、中野区、杉並区、
豊島区、板橋区、練馬区

  （注）23区内の事業所税に係る上記の申告については、eLTAX
（エルタックス）を利用した電子申告、電子申請・届出を
受け付けています。詳しくは東京都主税局ホームページ
をご覧ください。

（注1）納税のための申告及び免税点以下申告については、主たる事業
　  　所等が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。

不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税

事業所得
 又は（及び） 
不動産所得

＋ － － ＝×＋
所得税の
事業専従者
給与（控除）額

個人の事業税
の事業専従者
給与（控除）額

青色申告
特別
控除額

各種控除額 税率
5% 税額

種類・用途等

住宅 ①一戸建
②一戸建以外
③独立家屋
④独立家屋以外

棟数が10以上
室数が10以上
棟数が 5 以上
室数が10以上

⑤住宅用
⑥住宅用以外

契約件数が10以上又は貸付総面積が
2,000㎡以上
契約件数が10以上
①～⑥の総合計が10以上又は①～⑥
いずれかの基準を満たす場合

⑦上記①～⑥の貸付用不動産
　を複数種保有している場合

住宅
以外

貸付用不動産の規模等（空室などを含む｡）

建
物
＊1

土
地

不
動
産
貸
付
業

＊2

⑧上記①～⑦の基準未満
であっても規模等から
みて、不動産貸付業と
認定される場合

（注2）事業所等の新設・廃止申告及び事業所用家屋の貸付等申告につい
ては、新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けている事業所
用家屋が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。
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土地・建物等の譲渡に係る所得税（国税）・住民税（地方税）

　課税譲渡所得

◎取得費
　売却した土地や建物を取得したときの購入代金
や購入手数料などです。実際の取得費が譲渡価額
の5％未満のときは、譲渡価額の5％とすることが
できます。

◎譲渡費用
　土地や建物を売却するために直接支出した費用
で、仲介手数料、印紙代、借家人を立ち退かせる場
合の立退料、建物を取り壊して土地を売却する場
合の取壊し費用などです。

個人が土地や建物などを譲渡したときに生ずる所
得（譲渡所得）に対しては、他の所得と分離して国税
である所得税・復興特別所得税、地方税である住民
税（都民税・区市町村民税）が課税されます。　
この譲渡所得は、その対象となる土地や建物など

の所有期間が、譲渡した年の1月1日現在で
①5年を超える場合が長期譲渡所得
②5年以下の場合が短期譲渡所得
　となり、税額の計算も別々に行います。

譲
渡
価
額

課税譲渡所得
取  

得  

費

譲
渡
費
用

特
別
控
除
額

－ －＋ ＝

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

特別土地保有税
　この税金は、宅地の供給促進や地価の抑制を図るた
め、一定規模以上の土地を取得した方又は保有する方
に課税される市町村税ですが、23区内では都税として
課税されます。
　ただし、現在の経済情勢等を踏まえ、特別土地保
有税は、平成15年度以後、新たな課税を停止してい
ます。

　納める時期と方法
　原則として、8月、11月の年2回。8月に都税事
務所・支庁から送付する納税通知書により各納期に
納めます。
　納付方法については73～76ページをご覧くださ
い。

◆個人事業税（23区内）の都税事務所の所管区域

  （注）八王子都税事務所・立川都税事務所の所管区域につ
いては80ページをご覧ください。

都税事務所
千代田都税事務所
中央都税事務所
港都税事務所
新宿都税事務所
台東都税事務所
品川都税事務所
渋谷都税事務所
豊島都税事務所
荒川都税事務所

所管区域
千代田区、文京区
中央区、江東区、江戸川区
港区
新宿区、中野区、杉並区
台東区、墨田区、葛飾区
品川区、大田区
渋谷区、目黒区、世田谷区
豊島区、板橋区、練馬区
荒川区、北区、足立区

≪不動産貸付業・駐車場業の認定基準≫ 不動産の貸付け又は駐車場を提供している場合に
は、貸付不動産の規模、賃貸料収入及び管理等の状
況などを総合的に勘案して、不動産貸付業・駐車場
業の認定を行い、課税します。
　なお、共有物件は、持分にかかわりなく、共有物件
全体の貸付状況により認定し、税額は、持分に応じ
て計算します。また、信託物件も貸付件数等に含み
ます。

　納める額
　税額は、税務署等に提出した確定申告書等の所得
金額を基に計算します。
　具体的には、次の計算式により計算します。

＊1　独立的に区画された2以上の室を有する建物は、一棟貸しの場合でも
室数により認定します。

＊2　土地の貸付件数は、一つの契約において2画地以上の土地を貸し付け
ている場合、それぞれを1件と認定します。

＊3　土地を駐車場用地として一括して貸し付け、貸し付けた相手方が駐車
せず、第三者に駐車させている場合、住宅用以外の土地の貸付けと認
定します。

駐
車
場
業

貸付用建物の総床面積が600㎡以上
であり、かつ、当該貸付用建物の賃貸
料収入金額が年1,000万円以上の場
合（権利金、名義書換料、更新料、礼
金、共益費、管理費等は除きます。）
競技、遊技、娯楽、集会等のために基
本的設備を施した不動産（劇場、映画
館、ゴルフ練習場など）
一定規模の旅館、ホテル、病院など
特定業務の用途に供される建物

駐車可能台数が1台以上（駐車可能
台数は問いません。）

寄託を受けて保管行為を
行う駐車場

駐車可能台数が10台以上上記以外の駐車場＊3

建築物・機械式等である
駐車場

36 37

3938

23区内では、納税のための申告のほか、次の申
告も必要です。
 1 　免税点以下申告
　次の①～③のいずれかに該当するときは、法人の
場合は事業年度終了の日から2か月以内に、個人の場
合は事業を行った年の翌年3月15日までに申告が必
要です。
①前事業年度又は前年の個人に係る課税期間にお
いて納税義務を有していた場合

②23区内全域の事業所等の床面積の合計が800㎡
を超え1,000㎡以下の場合

③23区内全域の事業所等の従業者数の合計が80
人を超え100人以下の場合

 2 　事業所等の新設・廃止申告
　23区内において事業所等を新設又は廃止した方が
申告義務者となり、新設又は廃止した日から1か月以
内に申告が必要です。

 3 　事業所用家屋の貸付等申告
　23区内において事業所税の納税義務者（事業を行
う法人・個人）に事業所用家屋を貸し付けている方
が申告義務者となります。
①新たに貸付けを行うこととなった場合
新たに貸付けを行った日から2か月以内に申告
が必要です。

②貸付内容に異動が生じた場合
貸付内容に異動が生じた日から1か月以内に申
告が必要です。

◎23区内における左記1～3の申告書の提出先
1　　：主たる事業所等の所在地を所管する都税事務所
2・3 ：新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けて

いる事業所用家屋の所在地を所管する都税事務所

　◆事業所税（23区内）の都税事務所の所管区域
都税事務所 所管区域

千代田都税事務所 千代田区、文京区、北区、
荒川区、足立区

中央都税事務所 中央区、台東区、墨田区、
江東区、葛飾区、江戸川区

港 都 税 事 務 所

新宿都税事務所

港区、品川区、大田区
新宿区、目黒区、世田谷区、
渋谷区、中野区、杉並区、
豊島区、板橋区、練馬区

  （注）23区内の事業所税に係る上記の申告については、eLTAX
（エルタックス）を利用した電子申告、電子申請・届出を
受け付けています。詳しくは東京都主税局ホームページ
をご覧ください。

（注1）納税のための申告及び免税点以下申告については、主たる事業
　  　所等が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。

不動産貸付業・駐車場業に係る個人の事業税

事業所得
 又は（及び） 
不動産所得

＋ － － ＝×＋
所得税の
事業専従者
給与（控除）額

個人の事業税
の事業専従者
給与（控除）額

青色申告
特別
控除額

各種控除額 税率
5% 税額

種類・用途等

住宅 ①一戸建
②一戸建以外
③独立家屋
④独立家屋以外

棟数が10以上
室数が10以上
棟数が 5 以上
室数が10以上

⑤住宅用
⑥住宅用以外

契約件数が10以上又は貸付総面積が
2,000㎡以上
契約件数が10以上
①～⑥の総合計が10以上又は①～⑥
いずれかの基準を満たす場合

⑦上記①～⑥の貸付用不動産
　を複数種保有している場合

住宅
以外

貸付用不動産の規模等（空室などを含む｡）

建
物
＊1

土
地

不
動
産
貸
付
業

＊2

⑧上記①～⑦の基準未満
であっても規模等から
みて、不動産貸付業と
認定される場合

（注2）事業所等の新設・廃止申告及び事業所用家屋の貸付等申告につい
ては、新設若しくは廃止した事業所等又は貸し付けている事業所
用家屋が所在する区にある都税事務所でも受付を行っています。
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所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

6,000万円以下の部分

6,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

40 41

4342

居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税
率の特例
　以下の要件に当てはまる場合には、通常よりも低
い税率で計算する軽減税率の特例が受けられます。
　なお、居住用財産の譲渡に関する3,000万円（被相
続人が居住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡
した場合を除く。）の特別控除とは重複して適用する
ことができますが、居住用財産の買換えの特例とは重
複して適用できません。
≪主な適用要件≫
①譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

②譲渡した年の前年又は前々年にこの特例を受けて
いないこと

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④現に自己の居住の用に供している家屋やその敷地
の譲渡であること＊

 3　特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算及び　
　 繰越控除の特例（借家に住み替える場合等）
　居住用財産の譲渡で譲渡損失が発生し、以下の要
件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡による
所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した年の翌
年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲渡した年
の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総所得金額等
から、その損失（住宅ローンの残高から譲渡価額を控
除した残高が限度となります。）を控除する特例が受
けられます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡契約締結日の前日に住宅借入金等（償還期間
10年以上）の残高を有すること

④譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
⑤譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲渡
に関する3,000万円の特別控除（被相続人の居住用
財産に係る譲渡所得の特別控除の特例を除く。）な
ど、他の居住用財産の特例を受けていないこと

⑥譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は前ページ2の特例を受けていないこと

⑦繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

以前に自己の居住の用に供していた家屋やその敷地の譲
渡の場合には、居住しなくなった日から3年目の年の12
月31日までに譲渡していること

＊

◎税率

 2　居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益
　 通算及び繰越控除の特例
　居住用財産の買換えで譲渡損失が発生し、以下
の要件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡に
よる所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した
年の翌年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲
渡した年の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総
所得金額等からその損失額を控除する特例が受けら
れます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④譲渡した年の前年1月1日から翌年12月31日まで
の間に、国内にある買換資産を取得すること

⑤取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑥買換資産を取得した年及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年＊の12月31日において、買換資産の取得

に係る住宅借入金等（償還期間10年以上）を有するこ
と
＊住民税の場合は、損益通算及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年の前年

⑦買換資産を取得した年の翌年12月31日までに、
居住の用に供すること又は供する見込みである
こと

⑧譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲
渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場
合を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けてい
ないこと
⑨譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は次ページ3の特例を受けていないこと

⑩繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

　　なお、繰越控除の適用を受ける場合、譲渡資産
である土地等のうち、面積が500㎡を超える部分
の損失は除きます。

　居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例
 1　特定の居住用財産の買換えの特例
　令和7年12月31日までに、以下の要件に該当する
自己の居住用財産を譲渡して、代わりの住宅を取得
した場合には、譲渡資産の売却価額から新しい住宅
の取得価額を差し引いた額にのみ課税される、買換
えの特例が受けられます。したがって、買換資産の
取得価額が譲渡資産の売却価額を上回るときは、課
税対象となりません。なお、譲渡益が非課税となる
わけではなく、課税は将来における買換資産の譲渡
時に繰り延べられます。
≪主な適用要件≫
①譲渡資産及び買換資産が、ともに日本国内にある
こと
②譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

③譲渡する日現在で、譲渡者の居住期間が10年以上
であること
④譲渡資産の譲渡に係る対価の額が1億円以下であること
⑤譲渡先が親族など特別の間柄でないこと
⑥譲渡した年の前年から譲渡した年の翌年までの3
年間に、買い換える住宅を取得すること

⑦取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑧取得する土地の面積が500㎡以下であること
⑨取得する住宅が中古住宅である場合には、新築後
経過年数が25年以内であること

　※ただし、中古住宅の取得をした場合で、当該中古住宅が地
震に対する安全上必要な構造方法に関する技術的基準又
はこれに準ずるものに適合する一定の建築物である場合
は、建築年数の制限はありません。

⑩買い換えた住宅を、その取得した年の翌年12月31
日まで＊に自己の居住の用に供すること又は供す
る見込みであること
＊譲渡した年の前年に取得した場合には、譲渡した年の翌
年の 12月31日まで

⑪譲渡した年、その年の前年及び前々年に居住用財産
の譲渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場合
を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けていな
いこと
⑫買換資産が令和6年1月1日以後に建築確認を受ける
住宅（登記簿上の建築日付が同年6月30日以前のも
のを除く。）又は建築確認を受けない住宅で登記簿上
の建築日付が同年7月1日以降のものである場合、そ
の住宅が一定の省エネ基準を満たすものであること

　納める額
1　長期譲渡所得の場合

（注1）居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税率の
特例は50ページをご覧ください。

（注2）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合
の長期譲渡所得の特例は51ページをご覧ください。

2　短期譲渡所得の場合

（注）国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡に係る短
期譲渡所得については、所得税・復興特別所得税
15.315％、住民税5％となります。

◎特別控除額
　次のいずれかに該当する金額です。

  （注1）上記①から⑥までは、短期・長期どちらの譲渡所得か
らも、上記⑦は、長期の譲渡所得のみから、控除する
ことができます。なお、特別控除額は、その年の譲渡
益の全体を通じて、合計5,000万円が限度となります。

  （注2）上記②及び③に該当する譲渡があった場合の特別
控除額は、それらの譲渡に係る譲渡所得の金額に
対して3,000万円が限度となります。

  （注3）上記③は、平成28年4月1日から令和9年12月31
日までの間に譲渡した場合に、適用されます。

税額 ＝ 課税長期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

税額 ＝ 課税短期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税30.63％、住民税9％

①収用対象事業のために土地や建
　物を譲渡した場合
②自己の居住の用に供している家
　屋やその敷地を譲渡した場合
③被相続人の居住の用に供していた
　家屋やその敷地を譲渡した場合
④特定土地区画整理事業などのた
　めに土地等を譲渡した場合
⑤特定住宅地造成事業などのため
　に土地等を譲渡した場合
⑥農地保有の合理化などのために
　農地等を譲渡した場合
⑦低未利用土地等を譲渡した場合

5,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

1,500万円

800万円

100万円

種　　　　　類 控除額

　　令和6年1月1日以後の譲渡については、被相続人の
居住の用に供していた家屋やその敷地を取得した相
続人の人数が3人以上である場合における特別控除
額が2,000万円となりました。

（注4）上記⑦は、令和2年7月1日から令和7年12月31日
までの間に譲渡した場合に、適用されます。

（注5）平成21年1月1日から平成22年12月31日までの間
に取得した土地等で、譲渡した年の1月1日において
所有期間が5年を超えるものを譲渡した場合には、そ
の年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額から1,000
万円（その譲渡所得の金額が1,000万円に満たない
場合は、その譲渡所得の金額）が控除されます。
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所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

6,000万円以下の部分

6,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

40 41

4342

居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税
率の特例
　以下の要件に当てはまる場合には、通常よりも低
い税率で計算する軽減税率の特例が受けられます。
　なお、居住用財産の譲渡に関する3,000万円（被相
続人が居住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡
した場合を除く。）の特別控除とは重複して適用する
ことができますが、居住用財産の買換えの特例とは重
複して適用できません。
≪主な適用要件≫
①譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

②譲渡した年の前年又は前々年にこの特例を受けて
いないこと

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④現に自己の居住の用に供している家屋やその敷地
の譲渡であること＊

 3　特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算及び　
　 繰越控除の特例（借家に住み替える場合等）
　居住用財産の譲渡で譲渡損失が発生し、以下の要
件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡による
所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した年の翌
年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲渡した年
の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総所得金額等
から、その損失（住宅ローンの残高から譲渡価額を控
除した残高が限度となります。）を控除する特例が受
けられます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡契約締結日の前日に住宅借入金等（償還期間
10年以上）の残高を有すること

④譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
⑤譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲渡
に関する3,000万円の特別控除（被相続人の居住用
財産に係る譲渡所得の特別控除の特例を除く。）な
ど、他の居住用財産の特例を受けていないこと

⑥譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は前ページ2の特例を受けていないこと

⑦繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

以前に自己の居住の用に供していた家屋やその敷地の譲
渡の場合には、居住しなくなった日から3年目の年の12
月31日までに譲渡していること

＊

◎税率

 2　居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益
　 通算及び繰越控除の特例
　居住用財産の買換えで譲渡損失が発生し、以下
の要件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡に
よる所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した
年の翌年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲
渡した年の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総
所得金額等からその損失額を控除する特例が受けら
れます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること
②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること
③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④譲渡した年の前年1月1日から翌年12月31日まで
の間に、国内にある買換資産を取得すること

⑤取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること
⑥買換資産を取得した年及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年＊の12月31日において、買換資産の取得

に係る住宅借入金等（償還期間10年以上）を有するこ
と
＊住民税の場合は、損益通算及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年の前年

⑦買換資産を取得した年の翌年12月31日までに、
居住の用に供すること又は供する見込みである
こと

⑧譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲
渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場
合を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けてい
ないこと

⑨譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は次ページ3の特例を受けていないこと

⑩繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

　　なお、繰越控除の適用を受ける場合、譲渡資産
である土地等のうち、面積が500㎡を超える部分
の損失は除きます。

　居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例
 1　特定の居住用財産の買換えの特例
　令和7年12月31日までに、以下の要件に該当する
自己の居住用財産を譲渡して、代わりの住宅を取得
した場合には、譲渡資産の売却価額から新しい住宅
の取得価額を差し引いた額にのみ課税される、買換
えの特例が受けられます。したがって、買換資産の
取得価額が譲渡資産の売却価額を上回るときは、課
税対象となりません。なお、譲渡益が非課税となる
わけではなく、課税は将来における買換資産の譲渡
時に繰り延べられます。
≪主な適用要件≫
①譲渡資産及び買換資産が、ともに日本国内にある
こと

②譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること
③譲渡する日現在で、譲渡者の居住期間が10年以上
であること

④譲渡資産の譲渡に係る対価の額が1億円以下であること
⑤譲渡先が親族など特別の間柄でないこと
⑥譲渡した年の前年から譲渡した年の翌年までの3
年間に、買い換える住宅を取得すること

⑦取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑧取得する土地の面積が500㎡以下であること
⑨取得する住宅が中古住宅である場合には、新築後
経過年数が25年以内であること
　※ただし、中古住宅の取得をした場合で、当該中古住宅が地

震に対する安全上必要な構造方法に関する技術的基準又
はこれに準ずるものに適合する一定の建築物である場合
は、建築年数の制限はありません。

⑩買い換えた住宅を、その取得した年の翌年12月31
日まで＊に自己の居住の用に供すること又は供す
る見込みであること
＊譲渡した年の前年に取得した場合には、譲渡した年の翌
年の 12月31日まで

⑪譲渡した年、その年の前年及び前々年に居住用財産
の譲渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場合
を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けていな
いこと
⑫買換資産が令和6年1月1日以後に建築確認を受ける
住宅（登記簿上の建築日付が同年6月30日以前のも
のを除く。）又は建築確認を受けない住宅で登記簿上
の建築日付が同年7月1日以降のものである場合、そ
の住宅が一定の省エネ基準を満たすものであること

　納める額
1　長期譲渡所得の場合

（注1）居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税率の
特例は50ページをご覧ください。

（注2）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合
の長期譲渡所得の特例は51ページをご覧ください。

2　短期譲渡所得の場合

（注）国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡に係る短
期譲渡所得については、所得税・復興特別所得税
15.315％、住民税5％となります。

◎特別控除額
　次のいずれかに該当する金額です。

  （注1）上記①から⑥までは、短期・長期どちらの譲渡所得か
らも、上記⑦は、長期の譲渡所得のみから、控除する
ことができます。なお、特別控除額は、その年の譲渡
益の全体を通じて、合計5,000万円が限度となります。

  （注2）上記②及び③に該当する譲渡があった場合の特別
控除額は、それらの譲渡に係る譲渡所得の金額に
対して3,000万円が限度となります。

  （注3）上記③は、平成28年4月1日から令和9年12月31
日までの間に譲渡した場合に、適用されます。

税額 ＝ 課税長期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

税額 ＝ 課税短期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税30.63％、住民税9％

①収用対象事業のために土地や建
　物を譲渡した場合
②自己の居住の用に供している家
　屋やその敷地を譲渡した場合
③被相続人の居住の用に供していた
　家屋やその敷地を譲渡した場合
④特定土地区画整理事業などのた
　めに土地等を譲渡した場合
⑤特定住宅地造成事業などのため
　に土地等を譲渡した場合
⑥農地保有の合理化などのために
　農地等を譲渡した場合
⑦低未利用土地等を譲渡した場合

5,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

1,500万円

800万円

100万円

種　　　　　類 控除額

　　令和6年1月1日以後の譲渡については、被相続人の
居住の用に供していた家屋やその敷地を取得した相
続人の人数が3人以上である場合における特別控除
額が2,000万円となりました。

（注4）上記⑦は、令和2年7月1日から令和7年12月31日
までの間に譲渡した場合に、適用されます。

（注5）平成21年1月1日から平成22年12月31日までの間
に取得した土地等で、譲渡した年の1月1日において
所有期間が5年を超えるものを譲渡した場合には、そ
の年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額から1,000
万円（その譲渡所得の金額が1,000万円に満たない
場合は、その譲渡所得の金額）が控除されます。
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所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

6,000万円以下の部分

6,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

40 41

4342

居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税
率の特例
　以下の要件に当てはまる場合には、通常よりも低
い税率で計算する軽減税率の特例が受けられます。
　なお、居住用財産の譲渡に関する3,000万円（被相
続人が居住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡
した場合を除く。）の特別控除とは重複して適用する
ことができますが、居住用財産の買換えの特例とは重
複して適用できません。
≪主な適用要件≫
①譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

②譲渡した年の前年又は前々年にこの特例を受けて
いないこと

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④現に自己の居住の用に供している家屋やその敷地
の譲渡であること＊

 3　特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算及び　
　 繰越控除の特例（借家に住み替える場合等）
　居住用財産の譲渡で譲渡損失が発生し、以下の要
件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡による
所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した年の翌
年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲渡した年
の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総所得金額等
から、その損失（住宅ローンの残高から譲渡価額を控
除した残高が限度となります。）を控除する特例が受
けられます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡契約締結日の前日に住宅借入金等（償還期間
10年以上）の残高を有すること

④譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
⑤譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲渡
に関する3,000万円の特別控除（被相続人の居住用
財産に係る譲渡所得の特別控除の特例を除く。）な
ど、他の居住用財産の特例を受けていないこと

⑥譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は前ページ2の特例を受けていないこと

⑦繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

以前に自己の居住の用に供していた家屋やその敷地の譲
渡の場合には、居住しなくなった日から3年目の年の12
月31日までに譲渡していること

＊

◎税率

 2　居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益
　 通算及び繰越控除の特例
　居住用財産の買換えで譲渡損失が発生し、以下
の要件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡に
よる所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した
年の翌年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲
渡した年の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総
所得金額等からその損失額を控除する特例が受けら
れます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④譲渡した年の前年1月1日から翌年12月31日まで
の間に、国内にある買換資産を取得すること

⑤取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑥買換資産を取得した年及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年＊の12月31日において、買換資産の取得

に係る住宅借入金等（償還期間10年以上）を有するこ
と
＊住民税の場合は、損益通算及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年の前年

⑦買換資産を取得した年の翌年12月31日までに、
居住の用に供すること又は供する見込みである
こと

⑧譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲
渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場
合を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けてい
ないこと
⑨譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は次ページ3の特例を受けていないこと

⑩繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

　　なお、繰越控除の適用を受ける場合、譲渡資産
である土地等のうち、面積が500㎡を超える部分
の損失は除きます。

　居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例
 1　特定の居住用財産の買換えの特例
　令和7年12月31日までに、以下の要件に該当する
自己の居住用財産を譲渡して、代わりの住宅を取得
した場合には、譲渡資産の売却価額から新しい住宅
の取得価額を差し引いた額にのみ課税される、買換
えの特例が受けられます。したがって、買換資産の
取得価額が譲渡資産の売却価額を上回るときは、課
税対象となりません。なお、譲渡益が非課税となる
わけではなく、課税は将来における買換資産の譲渡
時に繰り延べられます。
≪主な適用要件≫
①譲渡資産及び買換資産が、ともに日本国内にある
こと
②譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

③譲渡する日現在で、譲渡者の居住期間が10年以上
であること
④譲渡資産の譲渡に係る対価の額が1億円以下であること
⑤譲渡先が親族など特別の間柄でないこと
⑥譲渡した年の前年から譲渡した年の翌年までの3
年間に、買い換える住宅を取得すること

⑦取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑧取得する土地の面積が500㎡以下であること
⑨取得する住宅が中古住宅である場合には、新築後
経過年数が25年以内であること

　※ただし、中古住宅の取得をした場合で、当該中古住宅が地
震に対する安全上必要な構造方法に関する技術的基準又
はこれに準ずるものに適合する一定の建築物である場合
は、建築年数の制限はありません。

⑩買い換えた住宅を、その取得した年の翌年12月31
日まで＊に自己の居住の用に供すること又は供す
る見込みであること
＊譲渡した年の前年に取得した場合には、譲渡した年の翌
年の 12月31日まで

⑪譲渡した年、その年の前年及び前々年に居住用財産
の譲渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場合
を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けていな
いこと
⑫買換資産が令和6年1月1日以後に建築確認を受ける
住宅（登記簿上の建築日付が同年6月30日以前のも
のを除く。）又は建築確認を受けない住宅で登記簿上
の建築日付が同年7月1日以降のものである場合、そ
の住宅が一定の省エネ基準を満たすものであること

　納める額
1　長期譲渡所得の場合

（注1）居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税率の
特例は50ページをご覧ください。

（注2）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合
の長期譲渡所得の特例は51ページをご覧ください。

2　短期譲渡所得の場合

（注）国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡に係る短
期譲渡所得については、所得税・復興特別所得税
15.315％、住民税5％となります。

◎特別控除額
　次のいずれかに該当する金額です。

  （注1）上記①から⑥までは、短期・長期どちらの譲渡所得か
らも、上記⑦は、長期の譲渡所得のみから、控除する
ことができます。なお、特別控除額は、その年の譲渡
益の全体を通じて、合計5,000万円が限度となります。

  （注2）上記②及び③に該当する譲渡があった場合の特別
控除額は、それらの譲渡に係る譲渡所得の金額に
対して3,000万円が限度となります。

  （注3）上記③は、平成28年4月1日から令和9年12月31
日までの間に譲渡した場合に、適用されます。

税額 ＝ 課税長期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

税額 ＝ 課税短期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税30.63％、住民税9％

①収用対象事業のために土地や建
　物を譲渡した場合
②自己の居住の用に供している家
　屋やその敷地を譲渡した場合
③被相続人の居住の用に供していた
　家屋やその敷地を譲渡した場合
④特定土地区画整理事業などのた
　めに土地等を譲渡した場合
⑤特定住宅地造成事業などのため
　に土地等を譲渡した場合
⑥農地保有の合理化などのために
　農地等を譲渡した場合
⑦低未利用土地等を譲渡した場合

5,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

1,500万円

800万円

100万円

種　　　　　類 控除額

　　令和6年1月1日以後の譲渡については、被相続人の
居住の用に供していた家屋やその敷地を取得した相
続人の人数が3人以上である場合における特別控除
額が2,000万円となりました。

（注4）上記⑦は、令和2年7月1日から令和7年12月31日
までの間に譲渡した場合に、適用されます。

（注5）平成21年1月1日から平成22年12月31日までの間
に取得した土地等で、譲渡した年の1月1日において
所有期間が5年を超えるものを譲渡した場合には、そ
の年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額から1,000
万円（その譲渡所得の金額が1,000万円に満たない
場合は、その譲渡所得の金額）が控除されます。
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所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

6,000万円以下の部分

6,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

40 41

4342

居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税
率の特例
　以下の要件に当てはまる場合には、通常よりも低
い税率で計算する軽減税率の特例が受けられます。
　なお、居住用財産の譲渡に関する3,000万円（被相
続人が居住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡
した場合を除く。）の特別控除とは重複して適用する
ことができますが、居住用財産の買換えの特例とは重
複して適用できません。
≪主な適用要件≫
①譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること

②譲渡した年の前年又は前々年にこの特例を受けて
いないこと

③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④現に自己の居住の用に供している家屋やその敷地
の譲渡であること＊

 3　特定の居住用財産の譲渡損失の損益通算及び　
　 繰越控除の特例（借家に住み替える場合等）
　居住用財産の譲渡で譲渡損失が発生し、以下の要
件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡による
所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した年の翌
年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲渡した年
の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総所得金額等
から、その損失（住宅ローンの残高から譲渡価額を控
除した残高が限度となります。）を控除する特例が受
けられます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること

②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること

③譲渡契約締結日の前日に住宅借入金等（償還期間
10年以上）の残高を有すること

④譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
⑤譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲渡
に関する3,000万円の特別控除（被相続人の居住用
財産に係る譲渡所得の特別控除の特例を除く。）な
ど、他の居住用財産の特例を受けていないこと

⑥譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は前ページ2の特例を受けていないこと

⑦繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

以前に自己の居住の用に供していた家屋やその敷地の譲
渡の場合には、居住しなくなった日から3年目の年の12
月31日までに譲渡していること

＊

◎税率

 2　居住用財産の買換えの場合の譲渡損失の損益
　 通算及び繰越控除の特例
　居住用財産の買換えで譲渡損失が発生し、以下
の要件に該当する場合には、土地・建物等の譲渡に
よる所得以外の所得と通算する特例及び譲渡した
年の翌年以後3年内の各年分（住民税の場合は、譲
渡した年の翌々年度以後3年度間の各年度分）の総
所得金額等からその損失額を控除する特例が受けら
れます。
≪主な適用要件≫
①令和7年12月31日までに居住用財産の譲渡が行わ
れていること
②譲渡した年の1月1日現在で、所有期間が5年を超
える自己の居住用財産（国内）であること
③譲渡先が親族など特別な間柄でないこと
④譲渡した年の前年1月1日から翌年12月31日まで
の間に、国内にある買換資産を取得すること

⑤取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること
⑥買換資産を取得した年及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年＊の12月31日において、買換資産の取得

に係る住宅借入金等（償還期間10年以上）を有するこ
と
＊住民税の場合は、損益通算及び繰越控除の適用を受けよ
うとする年の前年

⑦買換資産を取得した年の翌年12月31日までに、
居住の用に供すること又は供する見込みである
こと

⑧譲渡した年の前年又は前々年に居住用財産の譲
渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場
合を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けてい
ないこと

⑨譲渡した年の前年以前3年以内の年にこの特例又
は次ページ3の特例を受けていないこと

⑩繰越控除を受ける場合は、その年の合計所得金額
が3,000万円以下であること

　　なお、繰越控除の適用を受ける場合、譲渡資産
である土地等のうち、面積が500㎡を超える部分
の損失は除きます。

　居住用財産の譲渡所得に係る課税の特例
 1　特定の居住用財産の買換えの特例
　令和7年12月31日までに、以下の要件に該当する
自己の居住用財産を譲渡して、代わりの住宅を取得
した場合には、譲渡資産の売却価額から新しい住宅
の取得価額を差し引いた額にのみ課税される、買換
えの特例が受けられます。したがって、買換資産の
取得価額が譲渡資産の売却価額を上回るときは、課
税対象となりません。なお、譲渡益が非課税となる
わけではなく、課税は将来における買換資産の譲渡
時に繰り延べられます。
≪主な適用要件≫
①譲渡資産及び買換資産が、ともに日本国内にある
こと

②譲渡した年の1月1日において、譲渡した居住用財
産の所有期間が10年を超えていること
③譲渡する日現在で、譲渡者の居住期間が10年以上
であること

④譲渡資産の譲渡に係る対価の額が1億円以下であること
⑤譲渡先が親族など特別の間柄でないこと
⑥譲渡した年の前年から譲渡した年の翌年までの3
年間に、買い換える住宅を取得すること

⑦取得する家屋の居住部分の床面積が50㎡以上であ
ること

⑧取得する土地の面積が500㎡以下であること
⑨取得する住宅が中古住宅である場合には、新築後
経過年数が25年以内であること
　※ただし、中古住宅の取得をした場合で、当該中古住宅が地

震に対する安全上必要な構造方法に関する技術的基準又
はこれに準ずるものに適合する一定の建築物である場合
は、建築年数の制限はありません。

⑩買い換えた住宅を、その取得した年の翌年12月31
日まで＊に自己の居住の用に供すること又は供す
る見込みであること
＊譲渡した年の前年に取得した場合には、譲渡した年の翌
年の 12月31日まで

⑪譲渡した年、その年の前年及び前々年に居住用財産
の譲渡に関する3,000万円の特別控除（被相続人が居
住の用に供していた家屋やその敷地を譲渡した場合
を除く。）など、他の居住用財産の特例を受けていな
いこと
⑫買換資産が令和6年1月1日以後に建築確認を受ける
住宅（登記簿上の建築日付が同年6月30日以前のも
のを除く。）又は建築確認を受けない住宅で登記簿上
の建築日付が同年7月1日以降のものである場合、そ
の住宅が一定の省エネ基準を満たすものであること

　納める額
1　長期譲渡所得の場合

（注1）居住用財産の譲渡に係る長期譲渡所得の軽減税率の
特例は50ページをご覧ください。

（注2）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合
の長期譲渡所得の特例は51ページをご覧ください。

2　短期譲渡所得の場合

（注）国又は地方公共団体等に対する土地等の譲渡に係る短
期譲渡所得については、所得税・復興特別所得税
15.315％、住民税5％となります。

◎特別控除額
　次のいずれかに該当する金額です。

  （注1）上記①から⑥までは、短期・長期どちらの譲渡所得か
らも、上記⑦は、長期の譲渡所得のみから、控除する
ことができます。なお、特別控除額は、その年の譲渡
益の全体を通じて、合計5,000万円が限度となります。

  （注2）上記②及び③に該当する譲渡があった場合の特別
控除額は、それらの譲渡に係る譲渡所得の金額に
対して3,000万円が限度となります。

  （注3）上記③は、平成28年4月1日から令和9年12月31
日までの間に譲渡した場合に、適用されます。

税額 ＝ 課税長期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

税額 ＝ 課税短期譲渡所得金額 

 × 所得税・復興特別所得税30.63％、住民税9％

①収用対象事業のために土地や建
　物を譲渡した場合
②自己の居住の用に供している家
　屋やその敷地を譲渡した場合
③被相続人の居住の用に供していた
　家屋やその敷地を譲渡した場合
④特定土地区画整理事業などのた
　めに土地等を譲渡した場合
⑤特定住宅地造成事業などのため
　に土地等を譲渡した場合
⑥農地保有の合理化などのために
　農地等を譲渡した場合
⑦低未利用土地等を譲渡した場合

5,000万円

3,000万円

3,000万円

2,000万円

1,500万円

800万円

100万円

種　　　　　類 控除額

　　令和6年1月1日以後の譲渡については、被相続人の
居住の用に供していた家屋やその敷地を取得した相
続人の人数が3人以上である場合における特別控除
額が2,000万円となりました。

（注4）上記⑦は、令和2年7月1日から令和7年12月31日
までの間に譲渡した場合に、適用されます。

（注5）平成21年1月1日から平成22年12月31日までの間
に取得した土地等で、譲渡した年の1月1日において
所有期間が5年を超えるものを譲渡した場合には、そ
の年中の当該譲渡に係る譲渡所得の金額から1,000
万円（その譲渡所得の金額が1,000万円に満たない
場合は、その譲渡所得の金額）が控除されます。
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⑨その他必要な書類は最寄りの税務署にお問い合わせくだ
さい。

（2）中古住宅
前記（1）①から⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥土地及び家屋の売買契約書の写し＊3
⑦債務の承継がある場合はその契約書の写し
⑧新耐震基準に適合していることが確認できる書類

 （注1）登記簿上の建築日付が昭和57年１月１日以降の家屋
については新耐震基準に適合している住宅の用に供
する家屋とみなします。

（注2）前記2⑦（注）のとおり適用を受ける場合は、別途書類が
必要です。

（3）増改築等
前記（1）①から③、⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥家屋の登記事項証明書等で床面積等を明らかにする書類
⑦増改築等の工事請負契約書の写し＊3
⑧建築確認済証の写し、検査済証の写し又は増改築等工事
証明書

＊1  添付義務はありませんが、給与所得のある方は、税務署等で確定
申告書を作成する場合には、所得金額を計算するための参考とし
て、源泉徴収票等が必要ですので忘れずにお持ちください。（確定
申告書には、源泉徴収票等の内容を記載する必要がありますの
で、確定申告書第二表等に必ず記載してください。）

＊2  原本に代えて不動産番号の記載又は写しの添付でも可。税務署
等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成するた
めに原本又は写しが必要ですので忘れずにお持ちください。

＊3  調書方式に対応した金融機関からの借入の場合は、添付不要。税
務署等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成す
るために、金額等が確認できるものを忘れずにお持ちください。

 3　増改築等の場合
　前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること。
⑥自己が所有し、居住の用に供する家屋の増改築等で
あること

⑦増改築等をした後の家屋の床面積が50㎡以上であること
⑧増改築後6か月以内に入居し、居住日以後その年の
12月31日まで引き続き居住していること

⑨工事費用の支出額が100万円を超えるものであること
⑩自己の居住の用に供している部分の工事費用が、工
事費用の総額の2分の1以上であること

 2　中古住宅の場合
　認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（②の要件については、家屋の登記床面積が
50㎡以上のものに限る。）の要件に加えて、次の要件を満
たしていること。
⑦新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋
（登記簿上の建築日付が昭和57年1月1日以降の家
屋については、新耐震基準に適合している住宅の用
に供する家屋とみなす。）であること
（注）上記に該当しない家屋の場合でも、一定の要件を満

たすことで適用を受けることができます。

≪控除対象借入限度額等≫

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

　所得税の住宅ローン控除
　個人が、住宅ローン等を利用して住宅を新築、取得又は
増改築した場合、一定の要件に該当していれば、入居した
年分以後の一定の期間における各年分の所得税額から一
定額が控除されます。
　民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など
のローン等を利用し、その返済期間が10年以上の割賦返
済である場合で、次の要件に該当する方に適用されます。
　また、住宅ローン控除の適用がある方で、所得税から
控除しきれない額がある場合は、個人住民税からも控除
できます（55ページ参照）。
　ただし、次の期間に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除（空き家に係る譲渡所得の特別控除を除く。）、
買換え・交換の特例など）の適用があるときは、この控除
の適用はありません。
〇令和2年4月1日以後に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前2年・後3年の計6年間
〇令和2年3月31日以前に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫
 1　新築住宅の場合
（1）認定住宅等＊
＊認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH水
準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅
以下①～⑥の要件を満たしていること。
①住宅を新築又は取得した日から6か月以内に入居し、
居住日以後その年の12月31日まで引き続き居住し
ていること

②家屋の登記床面積（区分所有家屋の場合は、専有部分
の床面積）が50㎡以上（令和7年12月31日以前に建
築確認を受けたものの新築等については40㎡以上
（合計所得金額が1,000万円以下の年に限る。））であ
ること

③控除を受ける年分の合計所得金額が2,000万円以下
であること

④床面積の2分の1以上の部分が専ら自己の居住の用
に供するものであること

⑤住宅の取得等に係る住宅借入金等を有していること
⑥以下の期間に居住の用に供し、かつ、当該認定住宅
等であると証明されたものであること

所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得の特例
令和7年12月31日までに、譲渡した年の1月1日

現在で所有期間が5年を超える土地等を、以下のよう
に優良な住宅地の供給等に寄与するために譲渡した
場合などは、一般の長期譲渡所得の場合より低い税
率が適用されます。
≪適用される譲渡の例≫
①国、地方公共団体等に対する土地等の譲渡
②都市再生機構などが行う住宅建設又は宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

③収用交換などによる土地等の譲渡
④第一種市街地再開発事業の用に供するために土地
等が当該事業の施行者に買い取られた場合

⑤都市計画法の開発許可を受けて行う住宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

（注）次の特例等を適用した場合には、当該税率は適用されません。
①収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例
②換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例そ
の他の課税の繰延措置並びに収用交換等の5,000万円特
別控除

③居住用財産の3,000万円特別控除
④特定土地区画整理事業等のための2,000万円特別控除
⑤特定住宅地造成事業等のための1,500万円特別控除
⑥特定土地等の1,000万円特別控除
⑦農地保有合理化等のための800万円特別控除
⑧低未利用土地等を譲渡した場合の100万円の特別控除

所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

2,000万円以下の部分

2,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

平成21年6月4日から令和7年12月31日まで
平成24年12月4日から令和7年12月31日まで

認定長期優良住宅

令和4年1月1日から令和7年12月31日までZEH水準省エネ住宅
令和4年1月1日から令和7年12月31日まで省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

　申告と納税
　譲渡をした翌年の2月16日から3月15日までに申
告時の住所地を所轄する税務署に所得税の確定申告
をして納めます。
　なお、47ページの特別控除や48ページの買換えの
特例の適用を受けることによって納める額がなくな
る場合でも、確定申告をしないとこれらの特例の適
用を受けることはできません。
　住民税は、所得税の申告を基に区市町村が税額を
計算し、納税通知書を送付しますので、それによっ
て納めます。

   ＊1  19歳未満の子を有する世帯又は夫婦のいずれかが40歳未満の世帯につ
いては、令和7年12月末までに入居した場合、以下のとおりとなります。

　　認定住宅：5,000万円
　　ZEH水準省エネ住宅：4,500万円
　　省エネ基準適合住宅：4,000万円

   ＊2  令和5年12月31日までに建築確認を受けたもの又は令和6
年6月30日までに建築されたもの

（2）その他の住宅
　前記①～⑤の要件を満たしていること。
　なお、令和6年1月1日以後に建築確認を受ける住宅の
用に供する家屋（登記簿上の建築日付が同年6月30日以
前のものを除く。）又は建築確認を受けない住宅の用に供
する家屋で登記簿上の建築日付が同年7月1日以降のもの
のうち、一定の省エネ基準を満たさないものの新築住宅
については、住宅ローン控除の適用はありません。

≪申告の手続と必要書類≫
　控除を受けるためには、所得税の確定申告書に以下
の必要書類を添付して納税地（原則として住所地）を
所轄する税務署に申告します。
（1）新築住宅
①住宅借入金等特別控除額の計算明細書
②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
③給与所得者の場合は源泉徴収票＊1
④土地及び家屋の登記事項証明書＊2等で床面積等を明ら
かにする書類
⑤補助金等の交付を受けるときは、補助金等の額を証する書類
⑥土地及び家屋の売買契約書の写しや工事請負契約書の写し
⑦認定長期優良住宅に該当する場合は長期優良住宅建築等
計画の認定通知書の写し及び住宅用家屋証明書若しくは
その写し又は認定長期優良住宅建築証明書
⑧認定低炭素住宅に該当する場合　　　　　　　　　　　
ア　低炭素建築物の場合
　　　低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し及び住
　宅用家屋証明書若しくはその写し又は認定低炭素住宅
　建築証明書
　イ　低炭素建築物とみなされる特定建築物の場合
　　　特定建築物用の住宅用家屋証明書
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入居年 控除対象
借入限度額住宅の種類 控除

率
控除
期間

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月

認定住宅

ZEH水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円
4,500万円
4,500万円
3,500万円
4,000万円
3,000万円
3,000万円
0円（2,000万円＊2）

13年間

13年間

13年間

13年間
10年間

　（注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得である場合の限度額等であり、それ以外の場合に
おける限度額等は、以下のとおりとなります。

　・認定住宅等（中古住宅の場合）
　　控除対象借入限度額：3,000万円　控除期間：10年間
　・その他の住宅（中古住宅又は増改築等の場合）
　　控除対象借入限度額：2,000万円　控除期間：10年間
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⑨その他必要な書類は最寄りの税務署にお問い合わせくだ
さい。

（2）中古住宅
前記（1）①から⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥土地及び家屋の売買契約書の写し＊3
⑦債務の承継がある場合はその契約書の写し
⑧新耐震基準に適合していることが確認できる書類

 （注1）登記簿上の建築日付が昭和57年１月１日以降の家屋
については新耐震基準に適合している住宅の用に供
する家屋とみなします。

（注2）前記2⑦（注）のとおり適用を受ける場合は、別途書類が
必要です。

（3）増改築等
前記（1）①から③、⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥家屋の登記事項証明書等で床面積等を明らかにする書類
⑦増改築等の工事請負契約書の写し＊3
⑧建築確認済証の写し、検査済証の写し又は増改築等工事
証明書

＊1  添付義務はありませんが、給与所得のある方は、税務署等で確定
申告書を作成する場合には、所得金額を計算するための参考とし
て、源泉徴収票等が必要ですので忘れずにお持ちください。（確定
申告書には、源泉徴収票等の内容を記載する必要がありますの
で、確定申告書第二表等に必ず記載してください。）

＊2  原本に代えて不動産番号の記載又は写しの添付でも可。税務署
等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成するた
めに原本又は写しが必要ですので忘れずにお持ちください。

＊3  調書方式に対応した金融機関からの借入の場合は、添付不要。税
務署等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成す
るために、金額等が確認できるものを忘れずにお持ちください。

 3　増改築等の場合
　前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること。
⑥自己が所有し、居住の用に供する家屋の増改築等で
あること

⑦増改築等をした後の家屋の床面積が50㎡以上であること
⑧増改築後6か月以内に入居し、居住日以後その年の
12月31日まで引き続き居住していること

⑨工事費用の支出額が100万円を超えるものであること
⑩自己の居住の用に供している部分の工事費用が、工
事費用の総額の2分の1以上であること

 2　中古住宅の場合
　認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（②の要件については、家屋の登記床面積が
50㎡以上のものに限る。）の要件に加えて、次の要件を満
たしていること。
⑦新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋
（登記簿上の建築日付が昭和57年1月1日以降の家
屋については、新耐震基準に適合している住宅の用
に供する家屋とみなす。）であること
（注）上記に該当しない家屋の場合でも、一定の要件を満

たすことで適用を受けることができます。

≪控除対象借入限度額等≫

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

　所得税の住宅ローン控除
　個人が、住宅ローン等を利用して住宅を新築、取得又は
増改築した場合、一定の要件に該当していれば、入居した
年分以後の一定の期間における各年分の所得税額から一
定額が控除されます。
　民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など
のローン等を利用し、その返済期間が10年以上の割賦返
済である場合で、次の要件に該当する方に適用されます。
　また、住宅ローン控除の適用がある方で、所得税から
控除しきれない額がある場合は、個人住民税からも控除
できます（55ページ参照）。
　ただし、次の期間に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除（空き家に係る譲渡所得の特別控除を除く。）、
買換え・交換の特例など）の適用があるときは、この控除
の適用はありません。
〇令和2年4月1日以後に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前2年・後3年の計6年間
〇令和2年3月31日以前に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫
 1　新築住宅の場合
（1）認定住宅等＊
＊認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH水
準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅
以下①～⑥の要件を満たしていること。
①住宅を新築又は取得した日から6か月以内に入居し、
居住日以後その年の12月31日まで引き続き居住し
ていること

②家屋の登記床面積（区分所有家屋の場合は、専有部分
の床面積）が50㎡以上（令和7年12月31日以前に建
築確認を受けたものの新築等については40㎡以上
（合計所得金額が1,000万円以下の年に限る。））であ
ること

③控除を受ける年分の合計所得金額が2,000万円以下
であること

④床面積の2分の1以上の部分が専ら自己の居住の用
に供するものであること

⑤住宅の取得等に係る住宅借入金等を有していること
⑥以下の期間に居住の用に供し、かつ、当該認定住宅
等であると証明されたものであること

所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得の特例
令和7年12月31日までに、譲渡した年の1月1日

現在で所有期間が5年を超える土地等を、以下のよう
に優良な住宅地の供給等に寄与するために譲渡した
場合などは、一般の長期譲渡所得の場合より低い税
率が適用されます。
≪適用される譲渡の例≫
①国、地方公共団体等に対する土地等の譲渡
②都市再生機構などが行う住宅建設又は宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

③収用交換などによる土地等の譲渡
④第一種市街地再開発事業の用に供するために土地
等が当該事業の施行者に買い取られた場合

⑤都市計画法の開発許可を受けて行う住宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

（注）次の特例等を適用した場合には、当該税率は適用されません。
①収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例
②換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例そ
の他の課税の繰延措置並びに収用交換等の5,000万円特
別控除

③居住用財産の3,000万円特別控除
④特定土地区画整理事業等のための2,000万円特別控除
⑤特定住宅地造成事業等のための1,500万円特別控除
⑥特定土地等の1,000万円特別控除
⑦農地保有合理化等のための800万円特別控除
⑧低未利用土地等を譲渡した場合の100万円の特別控除

所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

2,000万円以下の部分

2,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

平成21年6月4日から令和7年12月31日まで
平成24年12月4日から令和7年12月31日まで

認定長期優良住宅

令和4年1月1日から令和7年12月31日までZEH水準省エネ住宅
令和4年1月1日から令和7年12月31日まで省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

　申告と納税
　譲渡をした翌年の2月16日から3月15日までに申
告時の住所地を所轄する税務署に所得税の確定申告
をして納めます。
　なお、47ページの特別控除や48ページの買換えの
特例の適用を受けることによって納める額がなくな
る場合でも、確定申告をしないとこれらの特例の適
用を受けることはできません。
　住民税は、所得税の申告を基に区市町村が税額を
計算し、納税通知書を送付しますので、それによっ
て納めます。

   ＊1  19歳未満の子を有する世帯又は夫婦のいずれかが40歳未満の世帯につ
いては、令和7年12月末までに入居した場合、以下のとおりとなります。

　　認定住宅：5,000万円
　　ZEH水準省エネ住宅：4,500万円
　　省エネ基準適合住宅：4,000万円

   ＊2  令和5年12月31日までに建築確認を受けたもの又は令和6
年6月30日までに建築されたもの

（2）その他の住宅
　前記①～⑤の要件を満たしていること。
　なお、令和6年1月1日以後に建築確認を受ける住宅の
用に供する家屋（登記簿上の建築日付が同年6月30日以
前のものを除く。）又は建築確認を受けない住宅の用に供
する家屋で登記簿上の建築日付が同年7月1日以降のもの
のうち、一定の省エネ基準を満たさないものの新築住宅
については、住宅ローン控除の適用はありません。

≪申告の手続と必要書類≫
　控除を受けるためには、所得税の確定申告書に以下
の必要書類を添付して納税地（原則として住所地）を
所轄する税務署に申告します。
（1）新築住宅
①住宅借入金等特別控除額の計算明細書
②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
③給与所得者の場合は源泉徴収票＊1
④土地及び家屋の登記事項証明書＊2等で床面積等を明ら
かにする書類
⑤補助金等の交付を受けるときは、補助金等の額を証する書類
⑥土地及び家屋の売買契約書の写しや工事請負契約書の写し
⑦認定長期優良住宅に該当する場合は長期優良住宅建築等
計画の認定通知書の写し及び住宅用家屋証明書若しくは
その写し又は認定長期優良住宅建築証明書
⑧認定低炭素住宅に該当する場合　　　　　　　　　　　
ア　低炭素建築物の場合
　　　低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し及び住
　宅用家屋証明書若しくはその写し又は認定低炭素住宅
　建築証明書
　イ　低炭素建築物とみなされる特定建築物の場合
　　　特定建築物用の住宅用家屋証明書

51 52

5453

入居年 控除対象
借入限度額住宅の種類 控除

率
控除
期間

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月

認定住宅

ZEH水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円
4,500万円
4,500万円
3,500万円
4,000万円
3,000万円
3,000万円
0円（2,000万円＊2）

13年間

13年間

13年間

13年間
10年間

　（注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得である場合の限度額等であり、それ以外の場合に
おける限度額等は、以下のとおりとなります。

　・認定住宅等（中古住宅の場合）
　　控除対象借入限度額：3,000万円　控除期間：10年間
　・その他の住宅（中古住宅又は増改築等の場合）
　　控除対象借入限度額：2,000万円　控除期間：10年間
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⑨その他必要な書類は最寄りの税務署にお問い合わせくだ
さい。

（2）中古住宅
前記（1）①から⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥土地及び家屋の売買契約書の写し＊3
⑦債務の承継がある場合はその契約書の写し
⑧新耐震基準に適合していることが確認できる書類

 （注1）登記簿上の建築日付が昭和57年１月１日以降の家屋
については新耐震基準に適合している住宅の用に供
する家屋とみなします。

（注2）前記2⑦（注）のとおり適用を受ける場合は、別途書類が
必要です。

（3）増改築等
前記（1）①から③、⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥家屋の登記事項証明書等で床面積等を明らかにする書類
⑦増改築等の工事請負契約書の写し＊3
⑧建築確認済証の写し、検査済証の写し又は増改築等工事
証明書

＊1  添付義務はありませんが、給与所得のある方は、税務署等で確定
申告書を作成する場合には、所得金額を計算するための参考とし
て、源泉徴収票等が必要ですので忘れずにお持ちください。（確定
申告書には、源泉徴収票等の内容を記載する必要がありますの
で、確定申告書第二表等に必ず記載してください。）

＊2  原本に代えて不動産番号の記載又は写しの添付でも可。税務署
等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成するた
めに原本又は写しが必要ですので忘れずにお持ちください。

＊3  調書方式に対応した金融機関からの借入の場合は、添付不要。税
務署等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成す
るために、金額等が確認できるものを忘れずにお持ちください。

 3　増改築等の場合
　前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること。
⑥自己が所有し、居住の用に供する家屋の増改築等で
あること

⑦増改築等をした後の家屋の床面積が50㎡以上であること
⑧増改築後6か月以内に入居し、居住日以後その年の
12月31日まで引き続き居住していること

⑨工事費用の支出額が100万円を超えるものであること
⑩自己の居住の用に供している部分の工事費用が、工
事費用の総額の2分の1以上であること

 2　中古住宅の場合
　認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（②の要件については、家屋の登記床面積が
50㎡以上のものに限る。）の要件に加えて、次の要件を満
たしていること。
⑦新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋
（登記簿上の建築日付が昭和57年1月1日以降の家
屋については、新耐震基準に適合している住宅の用
に供する家屋とみなす。）であること
（注）上記に該当しない家屋の場合でも、一定の要件を満

たすことで適用を受けることができます。

≪控除対象借入限度額等≫

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

　所得税の住宅ローン控除
　個人が、住宅ローン等を利用して住宅を新築、取得又は
増改築した場合、一定の要件に該当していれば、入居した
年分以後の一定の期間における各年分の所得税額から一
定額が控除されます。
　民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など
のローン等を利用し、その返済期間が10年以上の割賦返
済である場合で、次の要件に該当する方に適用されます。
　また、住宅ローン控除の適用がある方で、所得税から
控除しきれない額がある場合は、個人住民税からも控除
できます（55ページ参照）。
　ただし、次の期間に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除（空き家に係る譲渡所得の特別控除を除く。）、
買換え・交換の特例など）の適用があるときは、この控除
の適用はありません。
〇令和2年4月1日以後に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前2年・後3年の計6年間
〇令和2年3月31日以前に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫
 1　新築住宅の場合
（1）認定住宅等＊
＊認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH水
準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅
以下①～⑥の要件を満たしていること。
①住宅を新築又は取得した日から6か月以内に入居し、
居住日以後その年の12月31日まで引き続き居住し
ていること

②家屋の登記床面積（区分所有家屋の場合は、専有部分
の床面積）が50㎡以上（令和7年12月31日以前に建
築確認を受けたものの新築等については40㎡以上
（合計所得金額が1,000万円以下の年に限る。））であ
ること

③控除を受ける年分の合計所得金額が2,000万円以下
であること

④床面積の2分の1以上の部分が専ら自己の居住の用
に供するものであること

⑤住宅の取得等に係る住宅借入金等を有していること
⑥以下の期間に居住の用に供し、かつ、当該認定住宅
等であると証明されたものであること

所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得の特例
令和7年12月31日までに、譲渡した年の1月1日

現在で所有期間が5年を超える土地等を、以下のよう
に優良な住宅地の供給等に寄与するために譲渡した
場合などは、一般の長期譲渡所得の場合より低い税
率が適用されます。
≪適用される譲渡の例≫
①国、地方公共団体等に対する土地等の譲渡
②都市再生機構などが行う住宅建設又は宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

③収用交換などによる土地等の譲渡
④第一種市街地再開発事業の用に供するために土地
等が当該事業の施行者に買い取られた場合

⑤都市計画法の開発許可を受けて行う住宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

（注）次の特例等を適用した場合には、当該税率は適用されません。
①収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例
②換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例そ
の他の課税の繰延措置並びに収用交換等の5,000万円特
別控除

③居住用財産の3,000万円特別控除
④特定土地区画整理事業等のための2,000万円特別控除
⑤特定住宅地造成事業等のための1,500万円特別控除
⑥特定土地等の1,000万円特別控除
⑦農地保有合理化等のための800万円特別控除
⑧低未利用土地等を譲渡した場合の100万円の特別控除

所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

2,000万円以下の部分

2,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

平成21年6月4日から令和7年12月31日まで
平成24年12月4日から令和7年12月31日まで

認定長期優良住宅

令和4年1月1日から令和7年12月31日までZEH水準省エネ住宅
令和4年1月1日から令和7年12月31日まで省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

　申告と納税
　譲渡をした翌年の2月16日から3月15日までに申
告時の住所地を所轄する税務署に所得税の確定申告
をして納めます。
　なお、47ページの特別控除や48ページの買換えの
特例の適用を受けることによって納める額がなくな
る場合でも、確定申告をしないとこれらの特例の適
用を受けることはできません。
　住民税は、所得税の申告を基に区市町村が税額を
計算し、納税通知書を送付しますので、それによっ
て納めます。

   ＊1  19歳未満の子を有する世帯又は夫婦のいずれかが40歳未満の世帯につ
いては、令和7年12月末までに入居した場合、以下のとおりとなります。

　　認定住宅：5,000万円
　　ZEH水準省エネ住宅：4,500万円
　　省エネ基準適合住宅：4,000万円

   ＊2  令和5年12月31日までに建築確認を受けたもの又は令和6
年6月30日までに建築されたもの

（2）その他の住宅
　前記①～⑤の要件を満たしていること。
　なお、令和6年1月1日以後に建築確認を受ける住宅の
用に供する家屋（登記簿上の建築日付が同年6月30日以
前のものを除く。）又は建築確認を受けない住宅の用に供
する家屋で登記簿上の建築日付が同年7月1日以降のもの
のうち、一定の省エネ基準を満たさないものの新築住宅
については、住宅ローン控除の適用はありません。

≪申告の手続と必要書類≫
　控除を受けるためには、所得税の確定申告書に以下
の必要書類を添付して納税地（原則として住所地）を
所轄する税務署に申告します。
（1）新築住宅
①住宅借入金等特別控除額の計算明細書
②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
③給与所得者の場合は源泉徴収票＊1
④土地及び家屋の登記事項証明書＊2等で床面積等を明ら
かにする書類
⑤補助金等の交付を受けるときは、補助金等の額を証する書類
⑥土地及び家屋の売買契約書の写しや工事請負契約書の写し
⑦認定長期優良住宅に該当する場合は長期優良住宅建築等
計画の認定通知書の写し及び住宅用家屋証明書若しくは
その写し又は認定長期優良住宅建築証明書
⑧認定低炭素住宅に該当する場合　　　　　　　　　　　
ア　低炭素建築物の場合
　　　低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し及び住
　宅用家屋証明書若しくはその写し又は認定低炭素住宅
　建築証明書
　イ　低炭素建築物とみなされる特定建築物の場合
　　　特定建築物用の住宅用家屋証明書
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入居年 控除対象
借入限度額住宅の種類 控除

率
控除
期間

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月

認定住宅

ZEH水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円
4,500万円
4,500万円
3,500万円
4,000万円
3,000万円
3,000万円
0円（2,000万円＊2）

13年間

13年間

13年間

13年間
10年間

　（注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得である場合の限度額等であり、それ以外の場合に
おける限度額等は、以下のとおりとなります。

　・認定住宅等（中古住宅の場合）
　　控除対象借入限度額：3,000万円　控除期間：10年間
　・その他の住宅（中古住宅又は増改築等の場合）
　　控除対象借入限度額：2,000万円　控除期間：10年間
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⑨その他必要な書類は最寄りの税務署にお問い合わせくだ
さい。

（2）中古住宅
前記（1）①から⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥土地及び家屋の売買契約書の写し＊3
⑦債務の承継がある場合はその契約書の写し
⑧新耐震基準に適合していることが確認できる書類

 （注1）登記簿上の建築日付が昭和57年１月１日以降の家屋
については新耐震基準に適合している住宅の用に供
する家屋とみなします。

（注2）前記2⑦（注）のとおり適用を受ける場合は、別途書類が
必要です。

（3）増改築等
前記（1）①から③、⑤までの書類に加え、次の書類も必要です。
⑥家屋の登記事項証明書等で床面積等を明らかにする書類
⑦増改築等の工事請負契約書の写し＊3
⑧建築確認済証の写し、検査済証の写し又は増改築等工事
証明書

＊1  添付義務はありませんが、給与所得のある方は、税務署等で確定
申告書を作成する場合には、所得金額を計算するための参考とし
て、源泉徴収票等が必要ですので忘れずにお持ちください。（確定
申告書には、源泉徴収票等の内容を記載する必要がありますの
で、確定申告書第二表等に必ず記載してください。）

＊2  原本に代えて不動産番号の記載又は写しの添付でも可。税務署
等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成するた
めに原本又は写しが必要ですので忘れずにお持ちください。

＊3  調書方式に対応した金融機関からの借入の場合は、添付不要。税
務署等で確定申告書を作成する場合には、計算明細書を作成す
るために、金額等が確認できるものを忘れずにお持ちください。

 3　増改築等の場合
　前記③～⑤の要件に加えて、次の要件を満たしていること。
⑥自己が所有し、居住の用に供する家屋の増改築等で
あること

⑦増改築等をした後の家屋の床面積が50㎡以上であること
⑧増改築後6か月以内に入居し、居住日以後その年の
12月31日まで引き続き居住していること

⑨工事費用の支出額が100万円を超えるものであること
⑩自己の居住の用に供している部分の工事費用が、工
事費用の総額の2分の1以上であること

 2　中古住宅の場合
　認定住宅等の場合は前記①～⑥、その他の住宅の場合
は前記①～⑤（②の要件については、家屋の登記床面積が
50㎡以上のものに限る。）の要件に加えて、次の要件を満
たしていること。
⑦新耐震基準に適合している住宅の用に供する家屋
（登記簿上の建築日付が昭和57年1月1日以降の家
屋については、新耐震基準に適合している住宅の用
に供する家屋とみなす。）であること
（注）上記に該当しない家屋の場合でも、一定の要件を満

たすことで適用を受けることができます。

≪控除対象借入限度額等≫

詳細については、所得税は所轄する税務署（83、84ページ参照）に、住民税は区市役所又は町村役場（81、82ページ参照）にお問い合わせください。

　所得税の住宅ローン控除
　個人が、住宅ローン等を利用して住宅を新築、取得又は
増改築した場合、一定の要件に該当していれば、入居した
年分以後の一定の期間における各年分の所得税額から一
定額が控除されます。
　民間の金融機関や独立行政法人住宅金融支援機構など
のローン等を利用し、その返済期間が10年以上の割賦返
済である場合で、次の要件に該当する方に適用されます。
　また、住宅ローン控除の適用がある方で、所得税から
控除しきれない額がある場合は、個人住民税からも控除
できます（55ページ参照）。
　ただし、次の期間に譲渡所得の課税の特例（3,000万円
の特別控除（空き家に係る譲渡所得の特別控除を除く。）、
買換え・交換の特例など）の適用があるときは、この控除
の適用はありません。
〇令和2年4月1日以後に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前2年・後3年の計6年間
〇令和2年3月31日以前に譲渡した場合
　その居住の用に供した年とその前後2年ずつの計5年間

≪主な適用要件≫
 1　新築住宅の場合
（1）認定住宅等＊
＊認定住宅（認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅）、ZEH水
準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅
以下①～⑥の要件を満たしていること。
①住宅を新築又は取得した日から6か月以内に入居し、
居住日以後その年の12月31日まで引き続き居住し
ていること

②家屋の登記床面積（区分所有家屋の場合は、専有部分
の床面積）が50㎡以上（令和7年12月31日以前に建
築確認を受けたものの新築等については40㎡以上
（合計所得金額が1,000万円以下の年に限る。））であ
ること

③控除を受ける年分の合計所得金額が2,000万円以下
であること

④床面積の2分の1以上の部分が専ら自己の居住の用
に供するものであること

⑤住宅の取得等に係る住宅借入金等を有していること
⑥以下の期間に居住の用に供し、かつ、当該認定住宅
等であると証明されたものであること

所得税（国税）・住民税（地方税）の住宅借入金等特別控除優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した
場合の長期譲渡所得の特例
令和7年12月31日までに、譲渡した年の1月1日

現在で所有期間が5年を超える土地等を、以下のよう
に優良な住宅地の供給等に寄与するために譲渡した
場合などは、一般の長期譲渡所得の場合より低い税
率が適用されます。
≪適用される譲渡の例≫
①国、地方公共団体等に対する土地等の譲渡
②都市再生機構などが行う住宅建設又は宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

③収用交換などによる土地等の譲渡
④第一種市街地再開発事業の用に供するために土地
等が当該事業の施行者に買い取られた場合

⑤都市計画法の開発許可を受けて行う住宅地造成の
用に供するための土地等の譲渡

（注）次の特例等を適用した場合には、当該税率は適用されません。
①収用交換等により代替資産等を取得した場合の課税の特例
②換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例そ
の他の課税の繰延措置並びに収用交換等の5,000万円特
別控除

③居住用財産の3,000万円特別控除
④特定土地区画整理事業等のための2,000万円特別控除
⑤特定住宅地造成事業等のための1,500万円特別控除
⑥特定土地等の1,000万円特別控除
⑦農地保有合理化等のための800万円特別控除
⑧低未利用土地等を譲渡した場合の100万円の特別控除

所得税・復興特別所得税10.21％、住民税4％

所得税・復興特別所得税15.315％、住民税5％

2,000万円以下の部分

2,000万円超の部分

課税長期譲渡所得 税　　率

平成21年6月4日から令和7年12月31日まで
平成24年12月4日から令和7年12月31日まで

認定長期優良住宅

令和4年1月1日から令和7年12月31日までZEH水準省エネ住宅
令和4年1月1日から令和7年12月31日まで省エネ基準適合住宅

認定低炭素住宅

認定住宅等の種類 居住期間

　申告と納税
　譲渡をした翌年の2月16日から3月15日までに申
告時の住所地を所轄する税務署に所得税の確定申告
をして納めます。
　なお、47ページの特別控除や48ページの買換えの
特例の適用を受けることによって納める額がなくな
る場合でも、確定申告をしないとこれらの特例の適
用を受けることはできません。
　住民税は、所得税の申告を基に区市町村が税額を
計算し、納税通知書を送付しますので、それによっ
て納めます。

   ＊1  19歳未満の子を有する世帯又は夫婦のいずれかが40歳未満の世帯につ
いては、令和7年12月末までに入居した場合、以下のとおりとなります。

　　認定住宅：5,000万円
　　ZEH水準省エネ住宅：4,500万円
　　省エネ基準適合住宅：4,000万円

   ＊2  令和5年12月31日までに建築確認を受けたもの又は令和6
年6月30日までに建築されたもの

（2）その他の住宅
　前記①～⑤の要件を満たしていること。
　なお、令和6年1月1日以後に建築確認を受ける住宅の
用に供する家屋（登記簿上の建築日付が同年6月30日以
前のものを除く。）又は建築確認を受けない住宅の用に供
する家屋で登記簿上の建築日付が同年7月1日以降のもの
のうち、一定の省エネ基準を満たさないものの新築住宅
については、住宅ローン控除の適用はありません。

≪申告の手続と必要書類≫
　控除を受けるためには、所得税の確定申告書に以下
の必要書類を添付して納税地（原則として住所地）を
所轄する税務署に申告します。
（1）新築住宅
①住宅借入金等特別控除額の計算明細書
②住宅取得資金に係る借入金の年末残高等証明書
③給与所得者の場合は源泉徴収票＊1
④土地及び家屋の登記事項証明書＊2等で床面積等を明ら
かにする書類
⑤補助金等の交付を受けるときは、補助金等の額を証する書類
⑥土地及び家屋の売買契約書の写しや工事請負契約書の写し
⑦認定長期優良住宅に該当する場合は長期優良住宅建築等
計画の認定通知書の写し及び住宅用家屋証明書若しくは
その写し又は認定長期優良住宅建築証明書
⑧認定低炭素住宅に該当する場合　　　　　　　　　　　
ア　低炭素建築物の場合
　　　低炭素建築物新築等計画の認定通知書の写し及び住
　宅用家屋証明書若しくはその写し又は認定低炭素住宅
　建築証明書
　イ　低炭素建築物とみなされる特定建築物の場合
　　　特定建築物用の住宅用家屋証明書
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入居年 控除対象
借入限度額住宅の種類 控除

率
控除
期間

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月＊1

令和４年１月～５年12月
令和６年１月～７年12月

認定住宅

ZEH水準
省エネ住宅

省エネ基準
適合住宅

その他の
住宅

0.7％

5,000万円
4,500万円
4,500万円
3,500万円
4,000万円
3,000万円
3,000万円
0円（2,000万円＊2）

13年間

13年間

13年間

13年間
10年間

　（注）上記控除対象借入限度額及び控除期間は、新築住宅又は宅
地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住
宅の取得である場合の限度額等であり、それ以外の場合に
おける限度額等は、以下のとおりとなります。

　・認定住宅等（中古住宅の場合）
　　控除対象借入限度額：3,000万円　控除期間：10年間
　・その他の住宅（中古住宅又は増改築等の場合）
　　控除対象借入限度額：2,000万円　控除期間：10年間
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◎債務や葬式費用の金額
　債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。ま

◎相続や遺贈により取得した財産
　土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など
◎相続や遺贈により取得したとみなされる財産
　生命保険金、退職手当金など
◎非課税財産（次の財産には相続税はかかりません。）
①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業に
供することが確実なもの
心身障害者共済制度により支給される給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ500万円
に法定相続人の数を掛けた金額までの部分
相続税の申告期限までに国・地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
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相続税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

相続税（国税）
　亡くなった方（被相続人）の財産を、相続や遺贈によ
って取得した場合に、取得した方にかかる税金です。た
だし、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に
は、課税されません。

（3）多世帯同居改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を含む増
改築等を行った場合において、その家屋を平成28年
4月1日から令和7年12月31日までの間にその者の
居住の用に供したときは、一定の要件に該当する場
合に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（4）耐久性向上改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あわせて行う一定の耐久性向上改修工事を含む増改
築等を行った場合において、その家屋を平成29年4
月1日から令和7年12月31日までの間にその者の居

　認定住宅等を新築・取得した場合の所得税の特別控除
　個人が、国内において、認定長期優良住宅を新築又
は取得（未使用のものに限る。）し、平成21年6月4日
から令和7年12月31日までの間に居住の用に供した
場合（その新築又は取得の日から6か月以内にその者
の居住の用に供した場合に限る。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る標準的な費用の額の

10％相当額が、その年分の所得税額から控除されま
す。その年分の所得税額から控除しきれない額があ
る場合には、翌年分に繰り越して控除できます。
　また、平成26年4月1日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4年1月1日以後に居住の用
に供するZEH水準省エネ住宅についてもこの適用が
受けられます。

※平成26年4月～令和3年12月の控除対象限度額、控除限度
額などの金額は、その費用の額に含まれる消費税等の税率
が8％又は10％である場合の金額となります。

住の用に供したときは、一定の要件に該当する場合
に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（5）子育て対応改修工事
　一定の個人＊が、その者の所有している居住の用
に供する家屋について、一定の子育て対応改修工事
を行った場合において、その家屋を令和６年４月1日
から令和7年12月31日までの間にその者の居住の用
に供したときは、一定の要件に該当する場合に、そ
の年分の所得税額から控除されます。
＊一定の個人とは、①40歳未満であって配偶者を有する者、
②40歳以上であって40歳未満の配偶者を有する者、③19
歳未満の扶養親族を有する者のいずれかに該当する個人
をいいます。

※当該改修工事を行った場合の控除対象限度額は57ページ
の表のとおり。

　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとおり。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

　住民税の住宅ローン控除
　平成21年から令和7年12月31日までに入居し、所得
税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除
しきれなかった住宅ローン控除額がある方は、翌年度分
の住民税（所得割）から控除されます。住民税からの控
除額は、①所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税
において控除しきれなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じて得た金額（最高9.75万
円）＊のいずれか小さい額となります。なお、この控除の
適用を受けるためには、確定申告や年末調整により所得
税の住宅ローン控除を受ける必要がありますが、個別に
区市町村へ申告する必要はありません。
＊平成26年4月1日から令和3年12月31日（一定の要件を満
たした場合には、令和4年12月31日）までに入居した場合
等は所得税の課税総所得金額等の額に7％を乗じて得た額
（最高13.65万円）となります。

（注） 令和6年1月以降に建築確認を受けた新築住宅の場合、
省エネ基準を満たす住宅でない場合は住宅ローン控除
を受けられません。
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控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅
※

居住
平成26年4月

～
令和 3 年12月

認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅 650万円 65万円

65万円650万円

令和 4 年1月
～

令和 7 年12月 10％

10％

－ ＝各人の課税価格合計額
（正味の遺産額） 基礎控除額 課税遺産

総額

◎被相続人からの3年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額
　被相続人から相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けた場合には、原則として、贈与時点での価
額を相続財産の価額に加算します。
＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで
順次延長することとされました。

 3　相続税の総額の算出
　課税遺産総額を法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続したと仮定した場合の税額を計算します。
各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 
  　　　　　 ×  税率  －  速算表の控除額

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除
（1）省エネ改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を含む増改築
等を行った場合において、その家屋を平成26年4月1
日から令和7年12月31日までの間にその者の居住の
用に供したときは、一定の要件に該当する場合に、
その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表の
とおり。

（2）バリアフリー改修工事
　50歳以上の者等一定の個人がその者の所有してい
る居住の用に供する家屋について、一定のバリアフ
リー改修工事を含む増改築等を行った場合におい
て、その家屋を平成26年4月1日から令和7年12月
31日までの間にその者の居住の用に供したときは、
一定の要件に該当する場合に、その年分の所得税額
から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

　計算の仕組み

 1　課税価格の合計額の算出
　まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1　相続時精算課税を選択していた場合に限ります。
＊2　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産については、

贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

＊3　令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順次
延長することとされました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　相続時精算課税に係る受贈者（18歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（父母又は祖父母）から
取得した贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
します（64ページ参照）。
　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産
については、贈与時の価額からその年分の利用で
きる基礎控除110万円を控除した後の残額になり
ます。

 2　課税遺産総額の算出
　各人の課税価格を合計した額から基礎控除額を差
し引き、課税遺産総額を算出します。

◎基礎控除額
　＝3,000万円＋（600万円×法定相続人の数＊）
　＊法定相続人の数は、相続の放棄をした人がいても、そ

の放棄がなかったものとして計算します。また、養
子については、実子がいる場合は1人まで、実子がい
ない場合は2人までを法定相続人の数に含めます。

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。

た、葬式費用とは、葬式に関して相続人が負担した費
用で、香典返しや墓所の購入費などは含まれません。

　この各人の税額を合計したものが、相続税の総
額となります。

◎税率（速算表）

　法定相続分とは、民法で定められている以下の
割合をいいます。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2配偶者と子の場合

配偶者と直系尊属の場合

配偶者と兄弟姉妹の場合

均等（原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　続　人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000万円以下
3,000万円以下
5,000万円以下
1億円以下
2億円以下
3億円以下
6億円以下
6億円超

0万円
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

◎法定相続分
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◎債務や葬式費用の金額
　債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。ま

◎相続や遺贈により取得した財産
　土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など
◎相続や遺贈により取得したとみなされる財産
　生命保険金、退職手当金など
◎非課税財産（次の財産には相続税はかかりません。）
①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業に
供することが確実なもの
心身障害者共済制度により支給される給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ500万円
に法定相続人の数を掛けた金額までの部分
相続税の申告期限までに国・地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
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相続税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

相続税（国税）
　亡くなった方（被相続人）の財産を、相続や遺贈によ
って取得した場合に、取得した方にかかる税金です。た
だし、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に
は、課税されません。

（3）多世帯同居改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を含む増
改築等を行った場合において、その家屋を平成28年
4月1日から令和7年12月31日までの間にその者の
居住の用に供したときは、一定の要件に該当する場
合に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（4）耐久性向上改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あわせて行う一定の耐久性向上改修工事を含む増改
築等を行った場合において、その家屋を平成29年4
月1日から令和7年12月31日までの間にその者の居

　認定住宅等を新築・取得した場合の所得税の特別控除
　個人が、国内において、認定長期優良住宅を新築又
は取得（未使用のものに限る。）し、平成21年6月4日
から令和7年12月31日までの間に居住の用に供した
場合（その新築又は取得の日から6か月以内にその者
の居住の用に供した場合に限る。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る標準的な費用の額の

10％相当額が、その年分の所得税額から控除されま
す。その年分の所得税額から控除しきれない額があ
る場合には、翌年分に繰り越して控除できます。
　また、平成26年4月1日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4年1月1日以後に居住の用
に供するZEH水準省エネ住宅についてもこの適用が
受けられます。

※平成26年4月～令和3年12月の控除対象限度額、控除限度
額などの金額は、その費用の額に含まれる消費税等の税率
が8％又は10％である場合の金額となります。

住の用に供したときは、一定の要件に該当する場合
に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（5）子育て対応改修工事
　一定の個人＊が、その者の所有している居住の用
に供する家屋について、一定の子育て対応改修工事
を行った場合において、その家屋を令和６年４月1日
から令和7年12月31日までの間にその者の居住の用
に供したときは、一定の要件に該当する場合に、そ
の年分の所得税額から控除されます。
＊一定の個人とは、①40歳未満であって配偶者を有する者、
②40歳以上であって40歳未満の配偶者を有する者、③19
歳未満の扶養親族を有する者のいずれかに該当する個人
をいいます。

※当該改修工事を行った場合の控除対象限度額は57ページ
の表のとおり。

　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとおり。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

　住民税の住宅ローン控除
　平成21年から令和7年12月31日までに入居し、所得
税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除
しきれなかった住宅ローン控除額がある方は、翌年度分
の住民税（所得割）から控除されます。住民税からの控
除額は、①所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税
において控除しきれなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じて得た金額（最高9.75万
円）＊のいずれか小さい額となります。なお、この控除の
適用を受けるためには、確定申告や年末調整により所得
税の住宅ローン控除を受ける必要がありますが、個別に
区市町村へ申告する必要はありません。
＊平成26年4月1日から令和3年12月31日（一定の要件を満
たした場合には、令和4年12月31日）までに入居した場合
等は所得税の課税総所得金額等の額に7％を乗じて得た額
（最高13.65万円）となります。

（注） 令和6年1月以降に建築確認を受けた新築住宅の場合、
省エネ基準を満たす住宅でない場合は住宅ローン控除
を受けられません。
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控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅
※

居住
平成26年4月

～
令和 3 年12月

認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅 650万円 65万円

65万円650万円

令和 4 年1月
～

令和 7 年12月 10％

10％

－ ＝各人の課税価格合計額
（正味の遺産額） 基礎控除額 課税遺産

総額

◎被相続人からの3年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額

　被相続人から相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けた場合には、原則として、贈与時点での価
額を相続財産の価額に加算します。
＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで
順次延長することとされました。

 3　相続税の総額の算出
　課税遺産総額を法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続したと仮定した場合の税額を計算します。
各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 
  　　　　　 ×  税率  －  速算表の控除額

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除
（1）省エネ改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を含む増改築
等を行った場合において、その家屋を平成26年4月1
日から令和7年12月31日までの間にその者の居住の
用に供したときは、一定の要件に該当する場合に、
その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表の
とおり。

（2）バリアフリー改修工事
　50歳以上の者等一定の個人がその者の所有してい
る居住の用に供する家屋について、一定のバリアフ
リー改修工事を含む増改築等を行った場合におい
て、その家屋を平成26年4月1日から令和7年12月
31日までの間にその者の居住の用に供したときは、
一定の要件に該当する場合に、その年分の所得税額
から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

　計算の仕組み

 1　課税価格の合計額の算出
　まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1　相続時精算課税を選択していた場合に限ります。
＊2　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産については、

贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

＊3　令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順次
延長することとされました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　相続時精算課税に係る受贈者（18歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（父母又は祖父母）から
取得した贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
します（64ページ参照）。
　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産
については、贈与時の価額からその年分の利用で
きる基礎控除110万円を控除した後の残額になり
ます。

 2　課税遺産総額の算出
　各人の課税価格を合計した額から基礎控除額を差
し引き、課税遺産総額を算出します。

◎基礎控除額
　＝3,000万円＋（600万円×法定相続人の数＊）
　＊法定相続人の数は、相続の放棄をした人がいても、そ

の放棄がなかったものとして計算します。また、養
子については、実子がいる場合は1人まで、実子がい
ない場合は2人までを法定相続人の数に含めます。

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。

た、葬式費用とは、葬式に関して相続人が負担した費
用で、香典返しや墓所の購入費などは含まれません。

　この各人の税額を合計したものが、相続税の総
額となります。

◎税率（速算表）

　法定相続分とは、民法で定められている以下の
割合をいいます。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2配偶者と子の場合

配偶者と直系尊属の場合

配偶者と兄弟姉妹の場合

均等（原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　続　人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000万円以下
3,000万円以下
5,000万円以下
1億円以下
2億円以下
3億円以下
6億円以下
6億円超

0万円
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

◎法定相続分
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必須工事
対象工事

（いずれか実施）
控除対象
限度額

控除
率

省エネ
バリアフリー
多世帯同居
耐久性向上
＋ 耐震＋省エネ
耐久性向上
＋ 耐震or省エネ
耐震
子育て対応

250万円
（350万円）
200万円
250万円
500万円

（600万円）
250万円

（350万円）
250万円
250万円

10％ ５％

対象工事 控除
率

控除対象
限度額

その他工事

必須工事の
控除対象限
度額超過分
及び一定の
増改築

必須工事に
係る標準的
な費用相当
額と同額ま
で＊2

（注）  カッコ内の金額は、太陽光発電設備を設置する場合
＊1　子育て対応改修工事については、令和６年4月1日から令和
　　  7年12月31日まで
＊2　必須工事と併せて合計1,000万円が限度

表　各改修工事の控除対象限度額及び控除率
　　（令和4年1月1日から令和7年12月31日＊1までの改修工事）
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　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとお
り。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。
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◎債務や葬式費用の金額
　債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。ま

◎相続や遺贈により取得した財産
　土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など
◎相続や遺贈により取得したとみなされる財産
　生命保険金、退職手当金など
◎非課税財産（次の財産には相続税はかかりません。）
①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業に
供することが確実なもの
心身障害者共済制度により支給される給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ500万円
に法定相続人の数を掛けた金額までの部分
相続税の申告期限までに国・地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
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相続税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

相続税（国税）
　亡くなった方（被相続人）の財産を、相続や遺贈によ
って取得した場合に、取得した方にかかる税金です。た
だし、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に
は、課税されません。

（3）多世帯同居改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を含む増
改築等を行った場合において、その家屋を平成28年
4月1日から令和7年12月31日までの間にその者の
居住の用に供したときは、一定の要件に該当する場
合に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（4）耐久性向上改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あわせて行う一定の耐久性向上改修工事を含む増改
築等を行った場合において、その家屋を平成29年4
月1日から令和7年12月31日までの間にその者の居

　認定住宅等を新築・取得した場合の所得税の特別控除
　個人が、国内において、認定長期優良住宅を新築又
は取得（未使用のものに限る。）し、平成21年6月4日
から令和7年12月31日までの間に居住の用に供した
場合（その新築又は取得の日から6か月以内にその者
の居住の用に供した場合に限る。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る標準的な費用の額の

10％相当額が、その年分の所得税額から控除されま
す。その年分の所得税額から控除しきれない額があ
る場合には、翌年分に繰り越して控除できます。
　また、平成26年4月1日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4年1月1日以後に居住の用
に供するZEH水準省エネ住宅についてもこの適用が
受けられます。

※平成26年4月～令和3年12月の控除対象限度額、控除限度
額などの金額は、その費用の額に含まれる消費税等の税率
が8％又は10％である場合の金額となります。

住の用に供したときは、一定の要件に該当する場合
に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（5）子育て対応改修工事
　一定の個人＊が、その者の所有している居住の用
に供する家屋について、一定の子育て対応改修工事
を行った場合において、その家屋を令和６年４月1日
から令和7年12月31日までの間にその者の居住の用
に供したときは、一定の要件に該当する場合に、そ
の年分の所得税額から控除されます。
＊一定の個人とは、①40歳未満であって配偶者を有する者、
②40歳以上であって40歳未満の配偶者を有する者、③19
歳未満の扶養親族を有する者のいずれかに該当する個人
をいいます。

※当該改修工事を行った場合の控除対象限度額は57ページ
の表のとおり。

　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとおり。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

　住民税の住宅ローン控除
　平成21年から令和7年12月31日までに入居し、所得
税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除
しきれなかった住宅ローン控除額がある方は、翌年度分
の住民税（所得割）から控除されます。住民税からの控
除額は、①所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税
において控除しきれなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じて得た金額（最高9.75万
円）＊のいずれか小さい額となります。なお、この控除の
適用を受けるためには、確定申告や年末調整により所得
税の住宅ローン控除を受ける必要がありますが、個別に
区市町村へ申告する必要はありません。
＊平成26年4月1日から令和3年12月31日（一定の要件を満
たした場合には、令和4年12月31日）までに入居した場合
等は所得税の課税総所得金額等の額に7％を乗じて得た額
（最高13.65万円）となります。

（注） 令和6年1月以降に建築確認を受けた新築住宅の場合、
省エネ基準を満たす住宅でない場合は住宅ローン控除
を受けられません。
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控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅
※

居住
平成26年4月

～
令和 3 年12月

認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅 650万円 65万円

65万円650万円

令和 4 年1月
～

令和 7 年12月 10％

10％

－ ＝各人の課税価格合計額
（正味の遺産額） 基礎控除額 課税遺産

総額

◎被相続人からの3年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額
　被相続人から相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けた場合には、原則として、贈与時点での価
額を相続財産の価額に加算します。
＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで
順次延長することとされました。

 3　相続税の総額の算出
　課税遺産総額を法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続したと仮定した場合の税額を計算します。
各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 
  　　　　　 ×  税率  －  速算表の控除額

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除
（1）省エネ改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を含む増改築
等を行った場合において、その家屋を平成26年4月1
日から令和7年12月31日までの間にその者の居住の
用に供したときは、一定の要件に該当する場合に、
その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表の
とおり。

（2）バリアフリー改修工事
　50歳以上の者等一定の個人がその者の所有してい
る居住の用に供する家屋について、一定のバリアフ
リー改修工事を含む増改築等を行った場合におい
て、その家屋を平成26年4月1日から令和7年12月
31日までの間にその者の居住の用に供したときは、
一定の要件に該当する場合に、その年分の所得税額
から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

　計算の仕組み

 1　課税価格の合計額の算出
　まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1　相続時精算課税を選択していた場合に限ります。
＊2　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産については、

贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

＊3　令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順次
延長することとされました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　相続時精算課税に係る受贈者（18歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（父母又は祖父母）から
取得した贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
します（64ページ参照）。
　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産
については、贈与時の価額からその年分の利用で
きる基礎控除110万円を控除した後の残額になり
ます。

 2　課税遺産総額の算出
　各人の課税価格を合計した額から基礎控除額を差
し引き、課税遺産総額を算出します。

◎基礎控除額
　＝3,000万円＋（600万円×法定相続人の数＊）
　＊法定相続人の数は、相続の放棄をした人がいても、そ

の放棄がなかったものとして計算します。また、養
子については、実子がいる場合は1人まで、実子がい
ない場合は2人までを法定相続人の数に含めます。

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。

た、葬式費用とは、葬式に関して相続人が負担した費
用で、香典返しや墓所の購入費などは含まれません。

　この各人の税額を合計したものが、相続税の総
額となります。

◎税率（速算表）

　法定相続分とは、民法で定められている以下の
割合をいいます。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2配偶者と子の場合

配偶者と直系尊属の場合

配偶者と兄弟姉妹の場合

均等（原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　続　人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000万円以下
3,000万円以下
5,000万円以下
1億円以下
2億円以下
3億円以下
6億円以下
6億円超

0万円
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

◎法定相続分
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◎債務や葬式費用の金額
　債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。ま

◎相続や遺贈により取得した財産
　土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など
◎相続や遺贈により取得したとみなされる財産
　生命保険金、退職手当金など
◎非課税財産（次の財産には相続税はかかりません。）
①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業に
供することが確実なもの
心身障害者共済制度により支給される給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ500万円
に法定相続人の数を掛けた金額までの部分
相続税の申告期限までに国・地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
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相続税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

相続税（国税）
　亡くなった方（被相続人）の財産を、相続や遺贈によ
って取得した場合に、取得した方にかかる税金です。た
だし、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に
は、課税されません。

（3）多世帯同居改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を含む増
改築等を行った場合において、その家屋を平成28年
4月1日から令和7年12月31日までの間にその者の
居住の用に供したときは、一定の要件に該当する場
合に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（4）耐久性向上改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あわせて行う一定の耐久性向上改修工事を含む増改
築等を行った場合において、その家屋を平成29年4
月1日から令和7年12月31日までの間にその者の居

　認定住宅等を新築・取得した場合の所得税の特別控除
　個人が、国内において、認定長期優良住宅を新築又
は取得（未使用のものに限る。）し、平成21年6月4日
から令和7年12月31日までの間に居住の用に供した
場合（その新築又は取得の日から6か月以内にその者
の居住の用に供した場合に限る。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る標準的な費用の額の

10％相当額が、その年分の所得税額から控除されま
す。その年分の所得税額から控除しきれない額があ
る場合には、翌年分に繰り越して控除できます。
　また、平成26年4月1日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4年1月1日以後に居住の用
に供するZEH水準省エネ住宅についてもこの適用が
受けられます。

※平成26年4月～令和3年12月の控除対象限度額、控除限度
額などの金額は、その費用の額に含まれる消費税等の税率
が8％又は10％である場合の金額となります。

住の用に供したときは、一定の要件に該当する場合
に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（5）子育て対応改修工事
　一定の個人＊が、その者の所有している居住の用
に供する家屋について、一定の子育て対応改修工事
を行った場合において、その家屋を令和６年４月1日
から令和7年12月31日までの間にその者の居住の用
に供したときは、一定の要件に該当する場合に、そ
の年分の所得税額から控除されます。
＊一定の個人とは、①40歳未満であって配偶者を有する者、
②40歳以上であって40歳未満の配偶者を有する者、③19
歳未満の扶養親族を有する者のいずれかに該当する個人
をいいます。

※当該改修工事を行った場合の控除対象限度額は57ページ
の表のとおり。

　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとおり。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

　住民税の住宅ローン控除
　平成21年から令和7年12月31日までに入居し、所得
税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除
しきれなかった住宅ローン控除額がある方は、翌年度分
の住民税（所得割）から控除されます。住民税からの控
除額は、①所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税
において控除しきれなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じて得た金額（最高9.75万
円）＊のいずれか小さい額となります。なお、この控除の
適用を受けるためには、確定申告や年末調整により所得
税の住宅ローン控除を受ける必要がありますが、個別に
区市町村へ申告する必要はありません。
＊平成26年4月1日から令和3年12月31日（一定の要件を満
たした場合には、令和4年12月31日）までに入居した場合
等は所得税の課税総所得金額等の額に7％を乗じて得た額
（最高13.65万円）となります。

（注） 令和6年1月以降に建築確認を受けた新築住宅の場合、
省エネ基準を満たす住宅でない場合は住宅ローン控除
を受けられません。

48 49

5958

控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅
※

居住
平成26年4月

～
令和 3 年12月

認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅 650万円 65万円

65万円650万円

令和 4 年1月
～

令和 7 年12月 10％

10％

－ ＝各人の課税価格合計額
（正味の遺産額） 基礎控除額 課税遺産

総額

◎被相続人からの3年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額

　被相続人から相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けた場合には、原則として、贈与時点での価
額を相続財産の価額に加算します。
＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで
順次延長することとされました。

 3　相続税の総額の算出
　課税遺産総額を法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続したと仮定した場合の税額を計算します。
各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 
  　　　　　 ×  税率  －  速算表の控除額

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除
（1）省エネ改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を含む増改築
等を行った場合において、その家屋を平成26年4月1
日から令和7年12月31日までの間にその者の居住の
用に供したときは、一定の要件に該当する場合に、
その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表の
とおり。

（2）バリアフリー改修工事
　50歳以上の者等一定の個人がその者の所有してい
る居住の用に供する家屋について、一定のバリアフ
リー改修工事を含む増改築等を行った場合におい
て、その家屋を平成26年4月1日から令和7年12月
31日までの間にその者の居住の用に供したときは、
一定の要件に該当する場合に、その年分の所得税額
から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

　計算の仕組み

 1　課税価格の合計額の算出
　まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1　相続時精算課税を選択していた場合に限ります。
＊2　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産については、

贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

＊3　令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順次
延長することとされました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　相続時精算課税に係る受贈者（18歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（父母又は祖父母）から
取得した贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
します（64ページ参照）。
　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産
については、贈与時の価額からその年分の利用で
きる基礎控除110万円を控除した後の残額になり
ます。

 2　課税遺産総額の算出
　各人の課税価格を合計した額から基礎控除額を差
し引き、課税遺産総額を算出します。

◎基礎控除額
　＝3,000万円＋（600万円×法定相続人の数＊）
　＊法定相続人の数は、相続の放棄をした人がいても、そ

の放棄がなかったものとして計算します。また、養
子については、実子がいる場合は1人まで、実子がい
ない場合は2人までを法定相続人の数に含めます。

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。

た、葬式費用とは、葬式に関して相続人が負担した費
用で、香典返しや墓所の購入費などは含まれません。

　この各人の税額を合計したものが、相続税の総
額となります。

◎税率（速算表）

　法定相続分とは、民法で定められている以下の
割合をいいます。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2配偶者と子の場合

配偶者と直系尊属の場合

配偶者と兄弟姉妹の場合

均等（原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　続　人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000万円以下
3,000万円以下
5,000万円以下
1億円以下
2億円以下
3億円以下
6億円以下
6億円超

0万円
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

◎法定相続分

◎債務や葬式費用の金額
　債務には、一般債務のほか公租公課を含みます。ま

◎相続や遺贈により取得した財産
　土地、建物、借地権、現金、預貯金、有価証券、
貴金属、貸付金、営業権、特許権など
◎相続や遺贈により取得したとみなされる財産
　生命保険金、退職手当金など
◎非課税財産（次の財産には相続税はかかりません。）
①
②

③
④

⑤

墓地や墓石、仏壇、祭具など
宗教、慈善、学術その他公益を目的とする事業に
供することが確実なもの
心身障害者共済制度により支給される給付金
生命保険金及び退職手当金等は、それぞれ500万円
に法定相続人の数を掛けた金額までの部分
相続税の申告期限までに国・地方公共団体や特
定の公益法人に寄付した財産、あるいは特定の公
益信託の信託財産とするために支出した金銭
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相続税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

相続税（国税）
　亡くなった方（被相続人）の財産を、相続や遺贈によ
って取得した場合に、取得した方にかかる税金です。た
だし、課税価格の合計額が基礎控除額以下の場合に
は、課税されません。

（3）多世帯同居改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の多世帯同居改修工事を含む増
改築等を行った場合において、その家屋を平成28年
4月1日から令和7年12月31日までの間にその者の
居住の用に供したときは、一定の要件に該当する場
合に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（4）耐久性向上改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、省エネ改修工事又は耐震改修工事と
あわせて行う一定の耐久性向上改修工事を含む増改
築等を行った場合において、その家屋を平成29年4
月1日から令和7年12月31日までの間にその者の居

　認定住宅等を新築・取得した場合の所得税の特別控除
　個人が、国内において、認定長期優良住宅を新築又
は取得（未使用のものに限る。）し、平成21年6月4日
から令和7年12月31日までの間に居住の用に供した
場合（その新築又は取得の日から6か月以内にその者
の居住の用に供した場合に限る。）は、一定の要件の
下で、その住宅の新築等に係る標準的な費用の額の

10％相当額が、その年分の所得税額から控除されま
す。その年分の所得税額から控除しきれない額があ
る場合には、翌年分に繰り越して控除できます。
　また、平成26年4月1日以後に居住の用に供する
認定低炭素住宅及び令和4年1月1日以後に居住の用
に供するZEH水準省エネ住宅についてもこの適用が
受けられます。

※平成26年4月～令和3年12月の控除対象限度額、控除限度
額などの金額は、その費用の額に含まれる消費税等の税率
が8％又は10％である場合の金額となります。

住の用に供したときは、一定の要件に該当する場合
に、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

（5）子育て対応改修工事
　一定の個人＊が、その者の所有している居住の用
に供する家屋について、一定の子育て対応改修工事
を行った場合において、その家屋を令和６年４月1日
から令和7年12月31日までの間にその者の居住の用
に供したときは、一定の要件に該当する場合に、そ
の年分の所得税額から控除されます。
＊一定の個人とは、①40歳未満であって配偶者を有する者、
②40歳以上であって40歳未満の配偶者を有する者、③19
歳未満の扶養親族を有する者のいずれかに該当する個人
をいいます。

※当該改修工事を行った場合の控除対象限度額は57ページ
の表のとおり。

　既存住宅の耐震改修をした場合の所得税額の特別控除　
　個人が昭和56年5月31日以前に建築された住宅
で、平成26年4月1日から令和7年12月31日までの
間に、その住宅の耐震改修を行い、一定の要件に該当
する場合は、その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の最大控除額等は57ページの表のとおり。

※「既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の
特別控除」及び「既存住宅の耐震改修をした場合の所得税

　住民税の住宅ローン控除
　平成21年から令和7年12月31日までに入居し、所得
税の住宅ローン控除を受けている方で、所得税から控除
しきれなかった住宅ローン控除額がある方は、翌年度分
の住民税（所得割）から控除されます。住民税からの控
除額は、①所得税の住宅ローン控除可能額のうち所得税
において控除しきれなかった金額又は②所得税の課税
総所得金額等の額に5％を乗じて得た金額（最高9.75万
円）＊のいずれか小さい額となります。なお、この控除の
適用を受けるためには、確定申告や年末調整により所得
税の住宅ローン控除を受ける必要がありますが、個別に
区市町村へ申告する必要はありません。
＊平成26年4月1日から令和3年12月31日（一定の要件を満
たした場合には、令和4年12月31日）までに入居した場合
等は所得税の課税総所得金額等の額に7％を乗じて得た額
（最高13.65万円）となります。

（注） 令和6年1月以降に建築確認を受けた新築住宅の場合、
省エネ基準を満たす住宅でない場合は住宅ローン控除
を受けられません。
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控除限度額控除対象限度額 控除率対象住宅
※

居住
平成26年4月

～
令和 3 年12月

認定住宅

認定住宅
ZEH水準省エネ住宅 650万円 65万円

65万円650万円

令和 4 年1月
～

令和 7 年12月 10％

10％

－ ＝各人の課税価格合計額
（正味の遺産額） 基礎控除額 課税遺産

総額

◎被相続人からの3年以内＊の暦年課税に係る贈与
財産の価額

　被相続人から相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けた場合には、原則として、贈与時点での価
額を相続財産の価額に加算します。
＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで
順次延長することとされました。

 3　相続税の総額の算出
　課税遺産総額を法定相続人がそれぞれ法定相続分
で相続したと仮定した場合の税額を計算します。
各人の税額   ＝   課税遺産総額   ×    法定相続分 
  　　　　　 ×  税率  －  速算表の控除額

   既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税額の特別控除
（1）省エネ改修工事
　個人が、その者の所有している居住の用に供する
家屋について、一定の省エネ改修工事を含む増改築
等を行った場合において、その家屋を平成26年4月1
日から令和7年12月31日までの間にその者の居住の
用に供したときは、一定の要件に該当する場合に、
その年分の所得税額から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表の
とおり。

（2）バリアフリー改修工事
　50歳以上の者等一定の個人がその者の所有してい
る居住の用に供する家屋について、一定のバリアフ
リー改修工事を含む増改築等を行った場合におい
て、その家屋を平成26年4月1日から令和7年12月
31日までの間にその者の居住の用に供したときは、
一定の要件に該当する場合に、その年分の所得税額
から控除されます。
※令和4年1月1日から令和7年12月31日までの間に当該改修
工事を行った場合の控除対象限度額等は57ページの表のと
おり。

　計算の仕組み

 1　課税価格の合計額の算出
　まず、相続人等ごとに、課税価格を算出します。

＊1　相続時精算課税を選択していた場合に限ります。
＊2　令和６年１月１日以後に贈与により取得する財産については、

贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

＊3　令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順次
延長することとされました。

◎相続時精算課税に係る贈与財産
　相続時精算課税に係る受贈者（18歳以上の子又は
孫）については、その贈与者（父母又は祖父母）から
取得した贈与財産価額は相続税の課税価格に算入
します（64ページ参照）。
　令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産
については、贈与時の価額からその年分の利用で
きる基礎控除110万円を控除した後の残額になり
ます。

 2　課税遺産総額の算出
　各人の課税価格を合計した額から基礎控除額を差
し引き、課税遺産総額を算出します。

◎基礎控除額
　＝3,000万円＋（600万円×法定相続人の数＊）
　＊法定相続人の数は、相続の放棄をした人がいても、そ

の放棄がなかったものとして計算します。また、養
子については、実子がいる場合は1人まで、実子がい
ない場合は2人までを法定相続人の数に含めます。

額の特別控除」については、必須工事に係る標準的な費用
の額（控除対象限度額を超えない部分に限る。）の10％相
当額に加えて、その他工事に係る費用の額（次表参照）の5
％相当額がその年分の所得税額から控除されます。

た、葬式費用とは、葬式に関して相続人が負担した費
用で、香典返しや墓所の購入費などは含まれません。

　この各人の税額を合計したものが、相続税の総
額となります。

◎税率（速算表）

　法定相続分とは、民法で定められている以下の
割合をいいます。

子、直系尊属又は兄弟姉
妹が2人以上の場合

配偶者＝1/2
子＝1/2配偶者と子の場合

配偶者と直系尊属の場合

配偶者と兄弟姉妹の場合

均等（原則）

配偶者＝3/4
兄弟姉妹＝1/4

配偶者＝2/3
直系尊属＝1/3

相　続　人 法定相続分

法定相続分に
分けた額 税率 控除額

1,000万円以下
3,000万円以下
5,000万円以下
1億円以下
2億円以下
3億円以下
6億円以下
6億円超

0万円
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

◎法定相続分
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　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。

相続税
の総額

各人の課税価格

課税価格の合計額
各相続人等
の相続税額× ＝

配
偶
者
の

相
続
税
額

相
続
税
の
総
額

配
偶
者
の

税
額
軽
減
後
の

相
続
税
額－ × ＝

　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。

60 61

6362

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の特例
18歳以上の子又は孫が、令和6年1月1日から令和

8年12月31日までの間に直系尊属（父母や祖父母な
ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
ついて、贈与税が非課税となります。
受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出する必要があります。
＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。

非課税限度額
① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
を40㎡以上に引下げ）

　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。

相続税
の総額

各人の課税価格
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　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。

60 61

6362

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の特例
18歳以上の子又は孫が、令和6年1月1日から令和

8年12月31日までの間に直系尊属（父母や祖父母な
ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
ついて、贈与税が非課税となります。
受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出する必要があります。
＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。

非課税限度額
① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
を40㎡以上に引下げ）
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　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。

相続税
の総額

各人の課税価格

課税価格の合計額
各相続人等
の相続税額× ＝

配
偶
者
の

相
続
税
額

相
続
税
の
総
額

配
偶
者
の

税
額
軽
減
後
の

相
続
税
額－ × ＝

　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。
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6362

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の特例
18歳以上の子又は孫が、令和6年1月1日から令和

8年12月31日までの間に直系尊属（父母や祖父母な
ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
ついて、贈与税が非課税となります。
受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出する必要があります。
＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。

非課税限度額
① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
を40㎡以上に引下げ）
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　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。

相続税
の総額

各人の課税価格

課税価格の合計額
各相続人等
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配
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　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。
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6362

直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の特例
18歳以上の子又は孫が、令和6年1月1日から令和

8年12月31日までの間に直系尊属（父母や祖父母な
ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
ついて、贈与税が非課税となります。
受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出する必要があります。
＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。

非課税限度額
① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
を40㎡以上に引下げ）
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　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額

＝

＝

－

－

－ ×（ ）

非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。
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　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。
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ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
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受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
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＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。
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① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
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　申告期限と納税
　贈与を受けた年の翌年2月1日から3月15日まで
に、贈与を受けた方の住所地を所轄する税務署に申
告して納めます。直系尊属から贈与により取得し
た財産が410万円を超えるときは申告書とともに、
戸籍謄本等の提出が必要となります。

（注） 直系尊属（父母や祖父母など）からの贈与により財
産を取得した受贈者（財産の贈与を受けた年の1月1
日において18歳以上の方に限ります。）については、
「特例税率」を適用して税額を計算します。

◎税率（速算表）
基礎控除後
の課税価格

（3,000万円超）

200万円以下
300万円以下
400万円以下
600万円以下
1,000万円以下
1,500万円以下
3,000万円以下
4,500万円以下
4,500万円超　

税率
一般税率 特例税率

0万円
10万円
25万円
65万円
125万円
175万円
250万円

400万円

控除額

10％
15％
20％
30％
40％
45％
50％

55％

税率
0万円

10万円

30万円
90万円
190万円
265万円
415万円
640万円

控除額
10％

15％

20％
30％
40％
45％
50％
55％

税額 課税価格

課税価格

基礎控除110万円 税率

速算表の控除額
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非課税財産の価額

本来の贈与によって取得した財産の価額
贈与によって
取得したもの
とみなされる
財産の価額

＋

贈与税は、個人から土地や家屋などの財産をもら
った場合に、もらった方にかかる税金です。また、著
しく低い価額で財産を譲り受けた場合や、債務を免除
してもらった場合など、実質的に贈与と変わらないと
きは、贈与とみなされて課税されます。

　納める額（暦年課税）

◎課税価格
　1月1日から12月31日までの1年間にもらった
財産の価額の合計額です。

贈与税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

贈与税（国税）

 1　宅地の評価
宅地の利用単位となっている一画地ごとに評価し

ます。宅地の評価方法には次の二種類があります。
（1）路線価方式
　市街地にある宅地は、原則として宅地が面する道
路の路線価を基に評価額を算出します。
（2）倍率方式
　路線価方式により評価する地域以外の宅地につい
ては、固定資産税評価額に一定の倍率をかけて評価
額を算出します。
 ※路線価及び倍率は、国税庁ホームページでご覧になれます。
 2　家屋の評価
家屋は一棟ごとに評価し、その評価額は固定資産

税評価額と同じです。ただし、貸家の場合は、固定
資産税評価額の70％となります（東京国税局管内）。

　申告期限と納税
相続の開始があったことを知った日の翌日から10

か月以内に、被相続人の死亡の時における住所地を
所轄する税務署に申告書を提出して納税します。

　相続時精算課税
64ページをご覧ください。

 

　夫婦間の居住用不動産等の贈与の特例
　夫婦間の贈与で、次の全ての条件に該当するとき
には、基礎控除110万円のほかに最高2,000万円ま
でを控除できる特例があります。

 1　適用要件
①贈与時点での婚姻期間が20年以上であること
②国内にある居住用不動産又は居住用不動産を取
得するための資金の贈与であること

③贈与を受けた配偶者が、贈与を受けた年の翌年
3月15日までに、当該不動産を居住用として使
用するとともに、その後も引き続き居住する見
込みがあること

④過去において、同一の配偶者から配偶者控除の
適用を受けていないこと

 2 　適用を受けるための手続
この特例を受けるためには、控除の結果、納める

税額がない場合でも、戸籍謄本、戸籍の附票の写し、
居住用不動産を取得したことを証する書類など必
要書類を添付して、税務署に申告する必要があり
ます。
ただし、この場合でも不動産取得税は課税されます。

不動産取得税については、4～12ページをご覧くだ
さい。

 4　各相続人等の税額計算
　相続税の総額に、課税価格の合計額に対する各人
の課税価格の割合をかけて、相続人ごとの相続税額
を算出します。

　ただし、相続人等が、被相続人の配偶者、親、子以
外の場合には、原則としてその人の相続税額が20％
加算されます。
　ここで計算された税額から、控除額を差し引いた
ものが、納付税額となります。
（注） 相続時精算課税を選択していた場合には、64ページの

「3（2）相続税額の計算」のとおりになります。
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　相続税の軽減
 1　配偶者の税額軽減

配偶者の法定相続分相
当額（最低1億6,000万
円）と配偶者の実際取
得額のうち、いずれか
少ない額

課税価格の合計額

×
申告した
贈与税額

相続税の課税価格に加算された
贈与財産価額

したがって、配偶者の課税価格が1億6,000万円以
下か、1億6,000万円を超えていても法定相続分相当
額以下であれば、原則として、配偶者に相続税はか
かりません。
 2　暦年課税分の贈与税額控除
　被相続人から、相続開始前3年以内＊に財産の贈与
を受けている場合、次の金額が控除されます。

＊令和5年度税制改正において、相続開始前7年以内まで順
次延長することとされました。

申告した贈与財産価額の総額

特定事業用宅地等
特定居住用宅地等
貸付事業用宅地等

限度面積
400㎡
330㎡
200㎡

減額割合
80％
80％
50％

　小規模宅地等の特例
　被相続人又は被相続人と生計を一にしていた親族
が事業の用又は居住の用に供していた宅地等を、相
続又は遺贈により取得した場合には、下表の限度面
積までの部分について、通常の評価額から一定割合
を減額して課税価格を計算します。

＊1  相続開始前3年以内に新たに事業の用に供された宅地等は、
一定の場合を除き除外されます。

＊2  貸付事業用宅地等とその他の種類の宅地等を選択する
場合の限度面積は一定の割合に制限されます。

（注） 相続人等が相続税の申告期限まで事業又は居住を継続
しない宅地等は適用対象から除外されます（配偶者が
取得した特定居住用宅地等以外）。

　財産の評価
　相続税や贈与税の税額を計算するための財産の価
額は、原則として、国税庁で定めた「財産評価基本通
達」により評価することになっています。

小規模宅地等の種類

＊1＊2

＊1

 3　未成年者控除
　18歳に達するまでの年数1年につき、10万円が控
除されます。
 4　 障害者控除
　85歳に達するまでの年数1年につき、10万円（特
別障害者は20万円）が控除されます。
 5　相次相続控除
　被相続人が死亡前10年以内に前の被相続人から相
続した財産について、相続税が課税されている場合
には、前回納めた相続税額のうちの一定金額が控除
されます。
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直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場
合の特例
18歳以上の子又は孫が、令和6年1月1日から令和

8年12月31日までの間に直系尊属（父母や祖父母な
ど）から住宅取得等資金＊の贈与を受け、一定の要件
に該当した場合、以下の非課税限度額までの金額に
ついて、贈与税が非課税となります。
受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌

年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出する必要があります。
＊  住宅取得等資金とは、贈与を受けた方が、自己の居住の用
に供する家屋の新築、取得又は増改築等の対価に充てるた
めの金銭をいいます。

非課税限度額
① 耐震性能・省エネ性能・バリアフリー性能のい
ずれかを有する住宅用家屋＊　…1,000万円

② ①以外の住宅用家屋＊　…500万円
＊床面積50㎡以上240㎡以下の住宅用家屋（合計
所得金額が1,000万円以下の方については、下限
を40㎡以上に引下げ）
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　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
ては、還付を受けることができます。

 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から住宅取

得等資金の贈与を令和8年12月31日までに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出することが必要です。

　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
信託受益権の贈与を受けた場合は、その信託財産（受
益権）の価格のうち、6,000万円（中軽度の知的障害者
及び障害等級2・3級の精神障害者等が贈与を受けた
場合は3,000万円）までは贈与税がかかりません（一定
の手続を要します。）。
　
　相続時精算課税
　相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する贈
与税を納め、その贈与者が亡くなった時、その贈与
財産価額と相続財産価額とを合計した価額を基に計
算した相続税額から、既に納めた贈与税相当額を控
除する方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

 1　適用対象者
　贈与者…60歳以上の父母又は祖父母
　受贈者…18歳以上の子又は孫
　（注） 年齢は贈与の年の1月1日現在のもの

 2　適用対象財産等
　贈与財産の種類・金額・贈与回数に制限はありま
せん。

 （注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行った場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ
れず、課税事業者となります。同様に、簡易課税制度
も適用されません（高額特定資産とは一の取引の単位
につき、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が
1,000万円以上の棚卸資産等をいいます。）。

　申告期限と納税
①個人の事業者は、原則として1月1日から12月
31日までの期間分を翌年の3月末日までに税務
署に申告して納めます。

②法人は、原則として事業年度終了の日の翌日か
ら2か月以内に税務署に申告して納めます。

（注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を受ける法人
は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
す。

－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）
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57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）
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　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
ては、還付を受けることができます。

 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から住宅取

得等資金の贈与を令和8年12月31日までに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出することが必要です。

　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
信託受益権の贈与を受けた場合は、その信託財産（受
益権）の価格のうち、6,000万円（中軽度の知的障害者
及び障害等級2・3級の精神障害者等が贈与を受けた
場合は3,000万円）までは贈与税がかかりません（一定
の手続を要します。）。
　
　相続時精算課税
　相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する贈
与税を納め、その贈与者が亡くなった時、その贈与
財産価額と相続財産価額とを合計した価額を基に計
算した相続税額から、既に納めた贈与税相当額を控
除する方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

 1　適用対象者
　贈与者…60歳以上の父母又は祖父母
　受贈者…18歳以上の子又は孫
　（注） 年齢は贈与の年の1月1日現在のもの

 2　適用対象財産等
　贈与財産の種類・金額・贈与回数に制限はありま
せん。

 （注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行った場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ
れず、課税事業者となります。同様に、簡易課税制度
も適用されません（高額特定資産とは一の取引の単位
につき、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が
1,000万円以上の棚卸資産等をいいます。）。

　申告期限と納税
①個人の事業者は、原則として1月1日から12月
31日までの期間分を翌年の3月末日までに税務
署に申告して納めます。

②法人は、原則として事業年度終了の日の翌日か
ら2か月以内に税務署に申告して納めます。

（注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を受ける法人
は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
す。

－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）

56

57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）
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　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
ては、還付を受けることができます。

 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から住宅取

得等資金の贈与を令和8年12月31日までに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出することが必要です。

　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
信託受益権の贈与を受けた場合は、その信託財産（受
益権）の価格のうち、6,000万円（中軽度の知的障害者
及び障害等級2・3級の精神障害者等が贈与を受けた
場合は3,000万円）までは贈与税がかかりません（一定
の手続を要します。）。
　
　相続時精算課税
　相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する贈
与税を納め、その贈与者が亡くなった時、その贈与
財産価額と相続財産価額とを合計した価額を基に計
算した相続税額から、既に納めた贈与税相当額を控
除する方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

 1　適用対象者
　贈与者…60歳以上の父母又は祖父母
　受贈者…18歳以上の子又は孫
　（注） 年齢は贈与の年の1月1日現在のもの

 2　適用対象財産等
　贈与財産の種類・金額・贈与回数に制限はありま
せん。

 （注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行った場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ
れず、課税事業者となります。同様に、簡易課税制度
も適用されません（高額特定資産とは一の取引の単位
につき、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が
1,000万円以上の棚卸資産等をいいます。）。

　申告期限と納税
①個人の事業者は、原則として1月1日から12月
31日までの期間分を翌年の3月末日までに税務
署に申告して納めます。

②法人は、原則として事業年度終了の日の翌日か
ら2か月以内に税務署に申告して納めます。

（注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を受ける法人
は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
す。

－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）

56

57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）

　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
ては、還付を受けることができます。

 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から住宅取

得等資金の贈与を令和8年12月31日までに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出することが必要です。

　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
信託受益権の贈与を受けた場合は、その信託財産（受
益権）の価格のうち、6,000万円（中軽度の知的障害者
及び障害等級2・3級の精神障害者等が贈与を受けた
場合は3,000万円）までは贈与税がかかりません（一定
の手続を要します。）。
　
　相続時精算課税
　相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する贈
与税を納め、その贈与者が亡くなった時、その贈与
財産価額と相続財産価額とを合計した価額を基に計
算した相続税額から、既に納めた贈与税相当額を控
除する方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

 1　適用対象者
　贈与者…60歳以上の父母又は祖父母
　受贈者…18歳以上の子又は孫
　（注） 年齢は贈与の年の1月1日現在のもの

 2　適用対象財産等
　贈与財産の種類・金額・贈与回数に制限はありま
せん。

 （注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行った場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ
れず、課税事業者となります。同様に、簡易課税制度
も適用されません（高額特定資産とは一の取引の単位
につき、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が
1,000万円以上の棚卸資産等をいいます。）。

　申告期限と納税
①個人の事業者は、原則として1月1日から12月
31日までの期間分を翌年の3月末日までに税務
署に申告して納めます。

②法人は、原則として事業年度終了の日の翌日か
ら2か月以内に税務署に申告して納めます。

（注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を受ける法人
は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
す。

－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）

56

57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）
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　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
ては、還付を受けることができます。

 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
18歳以上の子又は孫が父母又は祖父母から住宅取

得等資金の贈与を令和8年12月31日までに受けた場
合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
務署に申告書等を提出することが必要です。

　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
信託受益権の贈与を受けた場合は、その信託財産（受
益権）の価格のうち、6,000万円（中軽度の知的障害者
及び障害等級2・3級の精神障害者等が贈与を受けた
場合は3,000万円）までは贈与税がかかりません（一定
の手続を要します。）。
　
　相続時精算課税
　相続時精算課税は、贈与時に贈与財産に対する贈
与税を納め、その贈与者が亡くなった時、その贈与
財産価額と相続財産価額とを合計した価額を基に計
算した相続税額から、既に納めた贈与税相当額を控
除する方式です。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産については、
贈与時の価額からその年分の利用できる基礎控除110万円
を控除した後の残額になります。

 1　適用対象者
　贈与者…60歳以上の父母又は祖父母
　受贈者…18歳以上の子又は孫
　（注） 年齢は贈与の年の1月1日現在のもの

 2　適用対象財産等
　贈与財産の種類・金額・贈与回数に制限はありま
せん。

 （注） 事業者が事業者免税点制度及び簡易課税制度の適用
を受けない課税期間中に高額特定資産の仕入れ等を
行った場合には、事業者免税点制度が一定期間適用さ
れず、課税事業者となります。同様に、簡易課税制度
も適用されません（高額特定資産とは一の取引の単位
につき、課税仕入れに係る支払対価の額（税抜き）が
1,000万円以上の棚卸資産等をいいます。）。

　申告期限と納税
①個人の事業者は、原則として1月1日から12月
31日までの期間分を翌年の3月末日までに税務
署に申告して納めます。

②法人は、原則として事業年度終了の日の翌日か
ら2か月以内に税務署に申告して納めます。

（注） 法人税の申告期限の延長の特例の適用を受ける法人
は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
す。

－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）

56

57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）

　住宅の取得に関する軽減
自己の居住用の住宅を新築又は取得した場合、以

下の要件に該当していれば、登録免許税の軽減が受
けられます。
 1　適用要件
①個人が令和9年3月31日までに、住宅用家屋を
新築又は取得（未使用のものに限る。）し、自分
の住宅として使用すること

②床面積が50㎡以上であること
③新築又は取得（未使用のものに限る。）後1年以内
に登記をすること

④取得する住宅が中古住宅の場合は、新耐震基準
に適合している住宅であること

　ただし、登記簿上の建築日付が昭和57年1月1
日以降の家屋については、新耐震基準に適合し
ているものとみなします。

7.8％
2.2％

（消費税額の
22/78）

1.76％
（消費税額の
22/78）

地方消費税率

消費税率

合計 10.0％ 8.0％

6.24％
軽減税率税率区分 標準税率

地方消費税　

　消費税と同様の取引に課税されます。
　消費税・地方消費税の税率

消費税は、商品・製品の販売やサービスの提供など
の取引に対して課税される税金です。原則として個人
事業者と法人が納めますが、価格に含まれて転嫁され、
最終的には消費者が負担することになります。
　不動産の取引では、家屋については、建物の譲渡
や店舗・事務所等の貸付けによる家賃収入、仲介手
数料、建築工事費などに課税されます。
　また、土地の譲渡と貸付けについては、原則として非
課税とされていますが、次の場合などは課税されます。
①1か月未満の期間を単位として土地を貸し付ける場合
②駐車場等の貸付けを行う場合
   納める額

（注） 軽減税率の対象となるのは、①酒類・外食を除く飲食料
品及び②定期購読契約が締結された週2回以上発行さ
れる新聞です。

　中小事業者の特例
◎事業者免税点制度＊
基準期間（個人事業者の場合は前々年、法人の場

合は前々事業年度）の課税売上高（税抜き）が
1,000万円以下の事業者（適格請求書発行事業者を
除く。）は、その課税期間について、消費税を納め
る義務が免除されています。

◎簡易課税制度
　基準期間の課税売上高（税抜き）が5,000万円以
下で、簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を
事前に提出している事業者は、実際の課税仕入れ
等の税額を計算することなく、課税売上高から仕
入控除税額＊の計算を行うことができる簡易課税
制度の適用を受けることができます。
＊課税期間における課税標準額に対する消費税額に、事業
の種類ごとに定められたみなし仕入率を掛けて計算した
金額が仕入控除税額となります。

消費税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

消費税（国税）

×  7.8／110 （6.24／108）

＊基準期間の課税売上高が1,000万円以下であっても、特
定期間の課税売上高が1,000万円を超える場合は、事業
者免税点制度が適用されず、課税事業者となります（特
定期間とは、個人事業者は前年1月1日から6月30日まで
の期間、法人は原則として前事業年度開始の日以後6か
月の期間をいいます。）。

　 　なお、特定期間における1,000万円の判定は、課税売上
高に代えて給与等支払額の合計額によることもできます。

 3　税額の計算
　（1）贈与税額の計算
　　毎年利用できる基礎控除110万円＊及び複数年
にわたり利用できる特別控除額2,500万（前年以前
において、既にこの特別控除額を控除している場
合は、残額が限度額となります。）を贈与財産の課
税価格から控除した後の金額に、一律20％の税率
を乗じて算出します。
＊令和6年1月1日以後に贈与により取得する財産に係る
相続税又は贈与税について適用

（2）相続税額の計算
贈与者の相続時に、それまでの相続時精算課税

を適用した贈与財産価額と相続財産価額とを合算
して計算した相続税額から、既に納めた当該贈与
財産に係る贈与税相当額を控除します。その際、
相続税額から控除しきれない贈与税相当額につい
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 4　住宅取得等資金に係る相続時精算課税の特例
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合、一定の要件に該当すれば、60歳未満の父母又は
祖父母からの贈与にも、この制度が適用できます。
（注）住宅取得等資金については63ページをご覧ください。

 5　制度の適用を受けるための手続
　受贈者は、適用の対象となる贈与を受けた年の翌
年2月1日から3月15日までに、住所地を所轄する税
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　特定障害者に対する非課税
　特定障害者が、特定障害者扶養信託契約に基づく
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は、所定の届出書を提出することにより、申告期限
を1か月延長する特例の適用を受けることができま
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－×税額
課税期間の
課税売上高
（税抜き）

課税期間の
課税仕入高
（税込み）

＝ 7.8％
（6.24％）

◎消費税率10％（国分：7.8％、地方分：2.2％）の場合
  （軽減税率8％（国分：6.24％、地方分：1.76％））

 　

家屋を新築したとき
家屋を増築したとき

家屋を取り壊して建て直し
たとき

土地・家屋を購入・相続・
贈与等により取得したとき

住宅ローンなどのために抵
当権を設定するとき

表題登記、所有権保存登記
表題変更登記

滅失登記、表題登記、
所有権保存登記

所有権移転登記

抵当権設定登記

事     例 登記の種類

土地や家屋の所有権を第三者に主張するために
は、所有権保存登記や所有権移転登記が必要です。
　また、住宅ローンを利用する際に抵当権を設定す
るような場合にも、登記が必要となります。
登録免許税は、これらの登記をするときに課税さ

れる税金です。

　登記の種類

登録免許税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）
又は法務局（85ページ参照）にお問い合わせください。

登録免許税（国税）

56

57

5958

税額 税率 不動産の価額等＝ ×

　納める額

◎不動産の価額等
原則として、固定資産課税台帳に登録された価

格です。
登記に当たっては、23区内では都税事務所、そ

の他の市町村では市役所・町村役場で発行する固
定資産評価証明書等が使用されます。
◎税率
登記の種類によって異なります。70ページの税

率表をご覧ください。

　納める方法
現金で納付し、その領収

証書を登記等の申請書に貼
り付けて提出します。税額
が3万円以下の場合には、印
紙納付することもできます。

■令和5年10月1日からインボイス制度が開始されています。
　インボイス発行事業者になるには登録申請が必要です。また、
インボイスの発行事業者は消費税の申告が必要となります。
　インボイス制度について詳しくは国税庁ホームペー
ジの「インボイス制度特設サイト」をご覧ください。
　なお、インボイス制度についての一般的なご質問は、
以下で受け付けています。インボイスコールセンター
0120-205-553（無料）9：00～ 17：00（土日祝日及
び年末年始を除く）
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　相続登記の登録免許税の免税措置 
 1　相続により土地を取得した方が相続登記をしな 
いで死亡した場合の登録免許税の免税措置

個人が相続（相続人に対する遺贈も含みます。）に
より土地の所有権を取得した場合において、当該個
人が当該相続による当該土地の所有権の移転の登記
を受ける前に死亡したときは、平成30年4月１日か
ら令和9年3月31日までの間に当該個人を当該土地
の所有権の登記名義人とするために受ける登記につ
いては、登録免許税が課されません。
※詳しくは、法務局ホームページをご覧ください。

　登記に関する相談
　不動産の登記については、東京法務局（本局・支局・
出張所）にお問い合わせください（85ページ参照）。

登記の種別

先取特権の保存

付記登記、抹消回復登記、
更正、変更又は抹消登記

質権の設定

抵当権の設定

仮差押え・仮処分

その他の仮登記

税　　率登記の種別 税　　率

◆登録免許税の税率（不動産関係のみ抜粋）

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

0.4％

0.4％

不動産1個につき 1,000円

本登記の税率の2分の1又は、
不動産1個につき1,000円

不動産の価額の

債権金額の

0.4％債権金額の

  1％

不動産の価額の   1％

0.4％

0.4％

0.2％

不動産の価額の 0.2％

 2％

債権金額又は極度金額の

 1％

0.4％

0.4％

配偶者居住権の設定の登記 不動産の価額の 0.2％

（注1）
（注2）

（注3）

（注4）

（注5）

表示登記には登録免許税が課税されません（所有権の登記があると、課税される場合があります。）。
令和8年3月31日までの間、土地の売買による所有権の移転は1.5％、土地の所有権の信託は0.3％の税率が適用さ
れます。
認定長期優良住宅で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、
軽減措置が設けられています。
低炭素建築物で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、軽
減措置が設けられています。
宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住宅用家屋の所有権の移転登記については、令和9年3
月31日までの間、軽減措置が設けられています。

所有権
の移転

仮登記
地上権、
永小作権、
賃借権等

所有権の保存

その他の原因

設定又は転貸

相続又は法人の合併に
よる移転
共有に係る権利の分割
による移転
その他の原因による移転

相続（相続人に対する遺贈を
含む。）又は法人の合併

債権金額又は不動産工事
費用の予算金額の

共有物（その共有物について
有していた持分に応じた価額
に対応する部分に限られます。）
の分割

所有権の移転又は
所有権の移転の請
求権の保全（相続又
は法人の合併、共有物
の分割によるものを除
く。）

 2　税率
70ページの税率表にかかわらず、税率が以下のよ

うに軽減されます。
●所有権保存登記   ＝ 0.15％
●所有権移転登記＊ ＝ 0.3％
●抵当権設定登記   ＝ 0.1％
＊売買又は競落により取得した場合に限ります。
 3　軽減を受けるための手続
軽減を受けるためには、区市町村長が発行する住

宅用家屋証明書等が必要です。
なお、一度通常の税率で登記した後で住宅用家屋

証明書等を提出しても、この軽減の特例は受けられ
ませんので、ご注意ください。

 2　不動産の価額が100万円以下の土地を相続によ
り取得した場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和９年３月31日までに、土地について
所有権の保存登記（不動産登記法第２条第10号に規
定する表題部所有者の相続人が受けるものに限りま
す。）又は相続による所有権の移転登記を受ける場合
において、これらの登記に係る登録免許税の課税標
準となる不動産の価額が100万円以下であるときは、
その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に
よる所有権の移転登記については、登録免許税が課
されません。
※申請書の様式等については、法務局ホームページ
をご覧ください。

60 61

6362
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個人が相続（相続人に対する遺贈も含みます。）に
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債権金額又は極度金額の

 1％
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配偶者居住権の設定の登記 不動産の価額の 0.2％
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れます。
認定長期優良住宅で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、
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による移転
その他の原因による移転

相続（相続人に対する遺贈を
含む。）又は法人の合併

債権金額又は不動産工事
費用の予算金額の

共有物（その共有物について
有していた持分に応じた価額
に対応する部分に限られます。）
の分割

所有権の移転又は
所有権の移転の請
求権の保全（相続又
は法人の合併、共有物
の分割によるものを除
く。）

 2　税率
70ページの税率表にかかわらず、税率が以下のよ

うに軽減されます。
●所有権保存登記   ＝ 0.15％
●所有権移転登記＊ ＝ 0.3％
●抵当権設定登記   ＝ 0.1％
＊売買又は競落により取得した場合に限ります。
 3　軽減を受けるための手続
軽減を受けるためには、区市町村長が発行する住

宅用家屋証明書等が必要です。
なお、一度通常の税率で登記した後で住宅用家屋

証明書等を提出しても、この軽減の特例は受けられ
ませんので、ご注意ください。

 2　不動産の価額が100万円以下の土地を相続によ
り取得した場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和９年３月31日までに、土地について
所有権の保存登記（不動産登記法第２条第10号に規
定する表題部所有者の相続人が受けるものに限りま
す。）又は相続による所有権の移転登記を受ける場合
において、これらの登記に係る登録免許税の課税標
準となる不動産の価額が100万円以下であるときは、
その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に
よる所有権の移転登記については、登録免許税が課
されません。
※申請書の様式等については、法務局ホームページ
をご覧ください。
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個人が相続（相続人に対する遺贈も含みます。）に
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令和8年3月31日までの間、土地の売買による所有権の移転は1.5％、土地の所有権の信託は0.3％の税率が適用さ
れます。
認定長期優良住宅で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、
軽減措置が設けられています。
低炭素建築物で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、軽
減措置が設けられています。
宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住宅用家屋の所有権の移転登記については、令和9年3
月31日までの間、軽減措置が設けられています。

所有権
の移転

仮登記
地上権、
永小作権、
賃借権等

所有権の保存

その他の原因

設定又は転貸

相続又は法人の合併に
よる移転
共有に係る権利の分割
による移転
その他の原因による移転

相続（相続人に対する遺贈を
含む。）又は法人の合併

債権金額又は不動産工事
費用の予算金額の

共有物（その共有物について
有していた持分に応じた価額
に対応する部分に限られます。）
の分割

所有権の移転又は
所有権の移転の請
求権の保全（相続又
は法人の合併、共有物
の分割によるものを除
く。）

 2　税率
70ページの税率表にかかわらず、税率が以下のよ

うに軽減されます。
●所有権保存登記   ＝ 0.15％
●所有権移転登記＊ ＝ 0.3％
●抵当権設定登記   ＝ 0.1％
＊売買又は競落により取得した場合に限ります。
 3　軽減を受けるための手続
軽減を受けるためには、区市町村長が発行する住

宅用家屋証明書等が必要です。
なお、一度通常の税率で登記した後で住宅用家屋

証明書等を提出しても、この軽減の特例は受けられ
ませんので、ご注意ください。

 2　不動産の価額が100万円以下の土地を相続によ
り取得した場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和９年３月31日までに、土地について
所有権の保存登記（不動産登記法第２条第10号に規
定する表題部所有者の相続人が受けるものに限りま
す。）又は相続による所有権の移転登記を受ける場合
において、これらの登記に係る登録免許税の課税標
準となる不動産の価額が100万円以下であるときは、
その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に
よる所有権の移転登記については、登録免許税が課
されません。
※申請書の様式等については、法務局ホームページ
をご覧ください。
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　相続登記の登録免許税の免税措置 
 1　相続により土地を取得した方が相続登記をしな 
いで死亡した場合の登録免許税の免税措置

個人が相続（相続人に対する遺贈も含みます。）に
より土地の所有権を取得した場合において、当該個
人が当該相続による当該土地の所有権の移転の登記
を受ける前に死亡したときは、平成30年4月１日か
ら令和9年3月31日までの間に当該個人を当該土地
の所有権の登記名義人とするために受ける登記につ
いては、登録免許税が課されません。
※詳しくは、法務局ホームページをご覧ください。

　登記に関する相談
　不動産の登記については、東京法務局（本局・支局・
出張所）にお問い合わせください（85ページ参照）。

登記の種別

先取特権の保存

付記登記、抹消回復登記、
更正、変更又は抹消登記

質権の設定

抵当権の設定

仮差押え・仮処分

その他の仮登記

税　　率登記の種別 税　　率

◆登録免許税の税率（不動産関係のみ抜粋）

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

不動産の価額の

0.4％

0.4％

不動産1個につき 1,000円

本登記の税率の2分の1又は、
不動産1個につき1,000円

不動産の価額の

債権金額の

0.4％債権金額の

  1％

不動産の価額の   1％

0.4％

0.4％

0.2％

不動産の価額の 0.2％

 2％

債権金額又は極度金額の

 1％

0.4％

0.4％

配偶者居住権の設定の登記 不動産の価額の 0.2％

（注1）
（注2）

（注3）

（注4）

（注5）

表示登記には登録免許税が課税されません（所有権の登記があると、課税される場合があります。）。
令和8年3月31日までの間、土地の売買による所有権の移転は1.5％、土地の所有権の信託は0.3％の税率が適用さ
れます。
認定長期優良住宅で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、
軽減措置が設けられています。
低炭素建築物で住宅用家屋に該当するものの所有権保存・所有権移転については、令和9年3月31日までの間、軽
減措置が設けられています。
宅地建物取引業者により一定の増改築等が行われた一定の住宅用家屋の所有権の移転登記については、令和9年3
月31日までの間、軽減措置が設けられています。

所有権
の移転

仮登記
地上権、
永小作権、
賃借権等

所有権の保存

その他の原因

設定又は転貸

相続又は法人の合併に
よる移転
共有に係る権利の分割
による移転
その他の原因による移転

相続（相続人に対する遺贈を
含む。）又は法人の合併

債権金額又は不動産工事
費用の予算金額の

共有物（その共有物について
有していた持分に応じた価額
に対応する部分に限られます。）
の分割

所有権の移転又は
所有権の移転の請
求権の保全（相続又
は法人の合併、共有物
の分割によるものを除
く。）

 2　税率
70ページの税率表にかかわらず、税率が以下のよ

うに軽減されます。
●所有権保存登記   ＝ 0.15％
●所有権移転登記＊ ＝ 0.3％
●抵当権設定登記   ＝ 0.1％
＊売買又は競落により取得した場合に限ります。
 3　軽減を受けるための手続
軽減を受けるためには、区市町村長が発行する住

宅用家屋証明書等が必要です。
なお、一度通常の税率で登記した後で住宅用家屋

証明書等を提出しても、この軽減の特例は受けられ
ませんので、ご注意ください。

 2　不動産の価額が100万円以下の土地を相続によ
り取得した場合の登録免許税の免税措置

個人が、令和９年３月31日までに、土地について
所有権の保存登記（不動産登記法第２条第10号に規
定する表題部所有者の相続人が受けるものに限りま
す。）又は相続による所有権の移転登記を受ける場合
において、これらの登記に係る登録免許税の課税標
準となる不動産の価額が100万円以下であるときは、
その土地の所有権の保存登記又はその土地の相続に
よる所有権の移転登記については、登録免許税が課
されません。
※申請書の様式等については、法務局ホームページ
をご覧ください。
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都税の納付方法
○窓口での納付
●都税事務所・都税支所・支庁
●金融機関・郵便局 （一部、都税の取扱いをしていない金融機関があります。）
●コンビニエンスストア
 ・１枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
－利用可能なコンビニエンスストア－（50音順）
くらしハウス　スリーエイト　生活彩家　セブン‐イレブン　デイリーヤマザキ　ニューヤマザキデイリーストア　
ファミリーマート　ポプラ　ミニストップ　ヤマザキスペシャルパートナーショップ　ヤマザキデイリーストアー　
ローソン　MMK設置店＊（コンビニ以外の店舗を含む。ただし、無人端末及び金融機関内端末は除く。）

　
＊ 「ＭＭＫ設置店」とは、ＭＭＫ（マルチメディアキオスク）端末が設置されているコンビニエ
ンスストアやドラッグストア等の店舗を表します。収納可能な店舗には、「ＭＭＫ設置
店」のステッカー（右図）が店頭に表示されています。

○スマートフォン決済アプリによる納付
（1）バーコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリの請求書の支払いサービスを使用して、納付書のバーコードを読み取ることにより納
付することができます。

・利用可能なスマートフォン決済アプリは、以下のアプリです。 
 　 au PAY、d払い、J－Coin Pay、PayB、PayPay、モバイルレジ、楽天銀行アプリ、楽天ペイ
●使用できる納付書
・1枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された受取金額が 
 100万円以下のもの　  200円
 100万円を超え 200万円以下のもの 400円
 200万円を超え 300万円以下　〃　 600円
 300万円を超え 500万円以下　〃　 1千円
 500万円を超え 1千万円以下　〃　 2千円
 1千万円を超え 2千万円以下　〃　 4千円
 2千万円を超え 3千万円以下　〃　 6千円
 3千万円を超え 5千万円以下　〃　 1万円
 5千万円を超え 1億円以下　〃　 2万円
 1億円を超え 2億円以下　〃　 4万円
 2億円を超え 3億円以下　〃　 6万円
 3億円を超え 5億円以下　〃　 10万円
 5億円を超え 10億円以下　〃　 15万円
 10億円を超えるもの　  20万円
 受取金額の記載のないもの　  200円

【金銭又は有価証券の受取書】
※ 次の受取書は非課税
○記載された受取金額が5万円未満のもの
○営業に関しないもの
○有価証券、預貯金証書など特定の文書に追記した受取書

2　売上代金以外の受取書

1　売上代金に係る受取書

200円

17

収入印紙は、郵便局、郵便切手類販売所又は印紙売りさばき所で購入できます。

　印紙税は、日常の経済取引に伴って作成する契約書、受取書などに課税される税金で、契約書の内容や契約金
額、受取金額などによって税額が定められています。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された契約金額が
 　 50万円以下のもの
 50万円を超え 100万円以下　〃　
 100万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

【不動産の譲渡に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
不動産の譲渡に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

1

2

印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
印紙税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

【請負に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
建設業法第２条第1項に規定する建設工事の請負に係る契約に
基づき作成される請負に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

記載された契約金額が
 　 200万円以下のもの
 200万円を超え 300万円以下　〃　
 300万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

64 65

6766

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

（2）ＱＲコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリのQRコード読み取り機能を使用して、納付書に印字された地方税統一QRコード
（eL-QR）を読み取ることにより納付することができます。
●利用可能なスマートフォン決済アプリ及び各スマートフォン決済アプリの上限金額は地方税共同機構が
運営する「地方税お支払サイト」をご確認ください。 
　URL：https://www.payment.eltax.lta.go.jp/
●使用できる納付書
　地方税統一QRコード（eL-QR）が印字された納付書に限ります。
　※都税事務所等にて新たに発行した納付書や、納税者が自ら作成・印刷する納付書等にはeL-QRが印字されません。
　※アプリによっては利用限度額が異なるため、利用できない場合があります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
　※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

地方税お支払サイト
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都税の納付方法
○窓口での納付
●都税事務所・都税支所・支庁
●金融機関・郵便局 （一部、都税の取扱いをしていない金融機関があります。）
●コンビニエンスストア
 ・１枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
－利用可能なコンビニエンスストア－（50音順）
くらしハウス　スリーエイト　生活彩家　セブン‐イレブン　デイリーヤマザキ　ニューヤマザキデイリーストア　
ファミリーマート　ポプラ　ミニストップ　ヤマザキスペシャルパートナーショップ　ヤマザキデイリーストアー　
ローソン　MMK設置店＊（コンビニ以外の店舗を含む。ただし、無人端末及び金融機関内端末は除く。）

　
＊ 「ＭＭＫ設置店」とは、ＭＭＫ（マルチメディアキオスク）端末が設置されているコンビニエ
ンスストアやドラッグストア等の店舗を表します。収納可能な店舗には、「ＭＭＫ設置
店」のステッカー（右図）が店頭に表示されています。

○スマートフォン決済アプリによる納付
（1）バーコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリの請求書の支払いサービスを使用して、納付書のバーコードを読み取ることにより納
付することができます。

・利用可能なスマートフォン決済アプリは、以下のアプリです。 
 　 au PAY、d払い、J－Coin Pay、PayB、PayPay、モバイルレジ、楽天銀行アプリ、楽天ペイ
●使用できる納付書
・1枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された受取金額が 
 100万円以下のもの　  200円
 100万円を超え 200万円以下のもの 400円
 200万円を超え 300万円以下　〃　 600円
 300万円を超え 500万円以下　〃　 1千円
 500万円を超え 1千万円以下　〃　 2千円
 1千万円を超え 2千万円以下　〃　 4千円
 2千万円を超え 3千万円以下　〃　 6千円
 3千万円を超え 5千万円以下　〃　 1万円
 5千万円を超え 1億円以下　〃　 2万円
 1億円を超え 2億円以下　〃　 4万円
 2億円を超え 3億円以下　〃　 6万円
 3億円を超え 5億円以下　〃　 10万円
 5億円を超え 10億円以下　〃　 15万円
 10億円を超えるもの　  20万円
 受取金額の記載のないもの　  200円

【金銭又は有価証券の受取書】
※ 次の受取書は非課税
○記載された受取金額が5万円未満のもの
○営業に関しないもの
○有価証券、預貯金証書など特定の文書に追記した受取書

2　売上代金以外の受取書

1　売上代金に係る受取書

200円

17

収入印紙は、郵便局、郵便切手類販売所又は印紙売りさばき所で購入できます。

　印紙税は、日常の経済取引に伴って作成する契約書、受取書などに課税される税金で、契約書の内容や契約金
額、受取金額などによって税額が定められています。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された契約金額が
 　 50万円以下のもの
 50万円を超え 100万円以下　〃　
 100万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

【不動産の譲渡に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
不動産の譲渡に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

1

2

印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
印紙税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

【請負に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
建設業法第２条第1項に規定する建設工事の請負に係る契約に
基づき作成される請負に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

記載された契約金額が
 　 200万円以下のもの
 200万円を超え 300万円以下　〃　
 300万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

64 65

6766

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

（2）ＱＲコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリのQRコード読み取り機能を使用して、納付書に印字された地方税統一QRコード
（eL-QR）を読み取ることにより納付することができます。
●利用可能なスマートフォン決済アプリ及び各スマートフォン決済アプリの上限金額は地方税共同機構が
運営する「地方税お支払サイト」をご確認ください。 
　URL：https://www.payment.eltax.lta.go.jp/
●使用できる納付書
　地方税統一QRコード（eL-QR）が印字された納付書に限ります。
　※都税事務所等にて新たに発行した納付書や、納税者が自ら作成・印刷する納付書等にはeL-QRが印字されません。
　※アプリによっては利用限度額が異なるため、利用できない場合があります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
　※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

地方税お支払サイト

72



都税の納付方法
○窓口での納付
●都税事務所・都税支所・支庁
●金融機関・郵便局 （一部、都税の取扱いをしていない金融機関があります。）
●コンビニエンスストア
 ・１枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
－利用可能なコンビニエンスストア－（50音順）
くらしハウス　スリーエイト　生活彩家　セブン‐イレブン　デイリーヤマザキ　ニューヤマザキデイリーストア　
ファミリーマート　ポプラ　ミニストップ　ヤマザキスペシャルパートナーショップ　ヤマザキデイリーストアー　
ローソン　MMK設置店＊（コンビニ以外の店舗を含む。ただし、無人端末及び金融機関内端末は除く。）

　
＊ 「ＭＭＫ設置店」とは、ＭＭＫ（マルチメディアキオスク）端末が設置されているコンビニエ
ンスストアやドラッグストア等の店舗を表します。収納可能な店舗には、「ＭＭＫ設置
店」のステッカー（右図）が店頭に表示されています。

○スマートフォン決済アプリによる納付
（1）バーコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリの請求書の支払いサービスを使用して、納付書のバーコードを読み取ることにより納
付することができます。

・利用可能なスマートフォン決済アプリは、以下のアプリです。 
 　 au PAY、d払い、J－Coin Pay、PayB、PayPay、モバイルレジ、楽天銀行アプリ、楽天ペイ
●使用できる納付書
・1枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された受取金額が 
 100万円以下のもの　  200円
 100万円を超え 200万円以下のもの 400円
 200万円を超え 300万円以下　〃　 600円
 300万円を超え 500万円以下　〃　 1千円
 500万円を超え 1千万円以下　〃　 2千円
 1千万円を超え 2千万円以下　〃　 4千円
 2千万円を超え 3千万円以下　〃　 6千円
 3千万円を超え 5千万円以下　〃　 1万円
 5千万円を超え 1億円以下　〃　 2万円
 1億円を超え 2億円以下　〃　 4万円
 2億円を超え 3億円以下　〃　 6万円
 3億円を超え 5億円以下　〃　 10万円
 5億円を超え 10億円以下　〃　 15万円
 10億円を超えるもの　  20万円
 受取金額の記載のないもの　  200円

【金銭又は有価証券の受取書】
※ 次の受取書は非課税
○記載された受取金額が5万円未満のもの
○営業に関しないもの
○有価証券、預貯金証書など特定の文書に追記した受取書

2　売上代金以外の受取書

1　売上代金に係る受取書

200円

17

収入印紙は、郵便局、郵便切手類販売所又は印紙売りさばき所で購入できます。

　印紙税は、日常の経済取引に伴って作成する契約書、受取書などに課税される税金で、契約書の内容や契約金
額、受取金額などによって税額が定められています。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された契約金額が
 　 50万円以下のもの
 50万円を超え 100万円以下　〃　
 100万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

【不動産の譲渡に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
不動産の譲渡に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

1

2

印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
印紙税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

【請負に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
建設業法第２条第1項に規定する建設工事の請負に係る契約に
基づき作成される請負に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

記載された契約金額が
 　 200万円以下のもの
 200万円を超え 300万円以下　〃　
 300万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

64 65

6766

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

（2）ＱＲコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリのQRコード読み取り機能を使用して、納付書に印字された地方税統一QRコード
（eL-QR）を読み取ることにより納付することができます。
●利用可能なスマートフォン決済アプリ及び各スマートフォン決済アプリの上限金額は地方税共同機構が
運営する「地方税お支払サイト」をご確認ください。 
　URL：https://www.payment.eltax.lta.go.jp/
●使用できる納付書
　地方税統一QRコード（eL-QR）が印字された納付書に限ります。
　※都税事務所等にて新たに発行した納付書や、納税者が自ら作成・印刷する納付書等にはeL-QRが印字されません。
　※アプリによっては利用限度額が異なるため、利用できない場合があります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
　※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

地方税お支払サイト
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都税の納付方法
○窓口での納付
●都税事務所・都税支所・支庁
●金融機関・郵便局 （一部、都税の取扱いをしていない金融機関があります。）
●コンビニエンスストア
 ・１枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
－利用可能なコンビニエンスストア－（50音順）
くらしハウス　スリーエイト　生活彩家　セブン‐イレブン　デイリーヤマザキ　ニューヤマザキデイリーストア　
ファミリーマート　ポプラ　ミニストップ　ヤマザキスペシャルパートナーショップ　ヤマザキデイリーストアー　
ローソン　MMK設置店＊（コンビニ以外の店舗を含む。ただし、無人端末及び金融機関内端末は除く。）

　
＊ 「ＭＭＫ設置店」とは、ＭＭＫ（マルチメディアキオスク）端末が設置されているコンビニエ
ンスストアやドラッグストア等の店舗を表します。収納可能な店舗には、「ＭＭＫ設置
店」のステッカー（右図）が店頭に表示されています。

○スマートフォン決済アプリによる納付
（1）バーコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリの請求書の支払いサービスを使用して、納付書のバーコードを読み取ることにより納
付することができます。

・利用可能なスマートフォン決済アプリは、以下のアプリです。 
 　 au PAY、d払い、J－Coin Pay、PayB、PayPay、モバイルレジ、楽天銀行アプリ、楽天ペイ
●使用できる納付書
・1枚当たりの合計金額が30万円までの納付書（バーコードがあるもの）に限ります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された受取金額が 
 100万円以下のもの　  200円
 100万円を超え 200万円以下のもの 400円
 200万円を超え 300万円以下　〃　 600円
 300万円を超え 500万円以下　〃　 1千円
 500万円を超え 1千万円以下　〃　 2千円
 1千万円を超え 2千万円以下　〃　 4千円
 2千万円を超え 3千万円以下　〃　 6千円
 3千万円を超え 5千万円以下　〃　 1万円
 5千万円を超え 1億円以下　〃　 2万円
 1億円を超え 2億円以下　〃　 4万円
 2億円を超え 3億円以下　〃　 6万円
 3億円を超え 5億円以下　〃　 10万円
 5億円を超え 10億円以下　〃　 15万円
 10億円を超えるもの　  20万円
 受取金額の記載のないもの　  200円

【金銭又は有価証券の受取書】
※ 次の受取書は非課税
○記載された受取金額が5万円未満のもの
○営業に関しないもの
○有価証券、預貯金証書など特定の文書に追記した受取書

2　売上代金以外の受取書

1　売上代金に係る受取書

200円

17

収入印紙は、郵便局、郵便切手類販売所又は印紙売りさばき所で購入できます。

　印紙税は、日常の経済取引に伴って作成する契約書、受取書などに課税される税金で、契約書の内容や契約金
額、受取金額などによって税額が定められています。

文書の種類 印紙税額（1通につき）課税物件
番　　号

記載された契約金額が
 　 50万円以下のもの
 50万円を超え 100万円以下　〃　
 100万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

【不動産の譲渡に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
不動産の譲渡に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

1

2

印紙税額一覧表（不動産関係を中心に抜粋）（国税）
印紙税の詳細については、所轄する税務署（83、84ページ参照）にお問い合わせください。

【請負に関する契約書】
　平成26年4月1日～令和9年3月31日までの間に作成される
建設業法第２条第1項に規定する建設工事の請負に係る契約に
基づき作成される請負に関する契約書

　※  上記契約書には軽減税率が適用され、印紙税額は右記の
とおりとなります。上記契約書以外の契約書に係る印紙
税額につきましては、国税庁ホームページ等でご確認く
ださい。

記載された契約金額が
 　 200万円以下のもの
 200万円を超え 300万円以下　〃　
 300万円を超え 500万円以下　〃　
 500万円を超え 1千万円以下　〃　
 1千万円を超え 5千万円以下　〃　
 5千万円を超え 1億円以下　〃　
 1億円を超え 5億円以下　〃　
 5億円を超え 10億円以下　〃　
 10億円を超え 50億円以下　〃　
  50億円を超えるもの
記載された契約金額が1万円未満のものは非課税

64 65

6766

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

200円
500円
1千円
5千円
1万円
3万円
6万円
16万円
32万円
48万円

（2）ＱＲコード読み取り方式の場合
・スマートフォン決済アプリのQRコード読み取り機能を使用して、納付書に印字された地方税統一QRコード
（eL-QR）を読み取ることにより納付することができます。
●利用可能なスマートフォン決済アプリ及び各スマートフォン決済アプリの上限金額は地方税共同機構が
運営する「地方税お支払サイト」をご確認ください。 
　URL：https://www.payment.eltax.lta.go.jp/
●使用できる納付書
　地方税統一QRコード（eL-QR）が印字された納付書に限ります。
　※都税事務所等にて新たに発行した納付書や、納税者が自ら作成・印刷する納付書等にはeL-QRが印字されません。
　※アプリによっては利用限度額が異なるため、利用できない場合があります。
●注意事項
・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口又はコン
ビニエンスストアで納付してください。

・納付手続完了後に、納付を取り消すことはできません。
　※QRコードは（株）デンソーウェーブの登録商標です。
・PayPayによる納付はPayPayマネーのみが対象のため、本人確認後にチャージする必要があります。

地方税お支払サイト

74



64 65

6766

○地方税お支払サイトからのクレジットカード納付
・パソコンやスマートフォン等から、地方税お支払サイトにアクセスし、クレジットカードにより納付することが
できます（税額に応じたシステム利用料がかかります。）。詳しくは、地方税お支払サイトをご覧ください。

●クレジットカードで納付できる主な税目
・自動車税種別割、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）＊、固定資産税（償却資産）＊、不動産取得税、個人の事業税
  なお、法人の都民税・法人の事業税等の申告税目については、以下の場合に限り、クレジットカード納付できます。
　①eLTAXから発行された納付情報を基に、eLTAX上でクレジットカード納付する場合
　②事前に申告済で、都税事務所等で発行された納付書の納付情報を基に、地方税お支払サイト上でクレジッ

トカード納付する場合
　＊23区内に所在する資産が対象です。

●注意事項
・税額が1,000万円未満の納付書又はeLTAXにより納付情報を発行した場合に限り、クレジットカードで納付でき
ます。

・税額のほかに、税額に応じたシステム利用料（最初の1万円までは37円、以降税額が1万円増えるごとに75円が加
算されます（消費税別）。）がかかります。

・納付手続が完了すると、納付の取消しやシステム利用料の返金はできません（税額が還付される場合でも、システム利
用料は返金できません。）。

・都税事務所・都税支所・支庁・金融機関等の窓口やコンビニエンスストアではクレジットカードは利用できません。
その他、地方税お支払サイトに記載されている注意事項をご確認の上、ご利用ください。

地方税お支払サイト 検 索
地方税お支払サイト
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○賦課期日（1月1日）後に、固定資産を国等へ無償
で所有権移転したとき又は国等が無償で公用若
しくは公共の用に供し始めたとき（有料で借り
受けて使用する場合を除く。）　　　　　　 など

（注１）「小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計画
税の減免」については18ページをご覧ください。

（注２）「不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
19ページをご覧ください。

（注３）「耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
23、24ページをご覧ください。

（注４）「不燃化特区内において不燃化のための建替えを行っ
た住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免」につ
いては、24、25ページをご覧ください。

　事業所税（23区内）
○災害等により事業所用家屋が滅失又は甚大な損
害を受けたとき　　　　　　　　　　　　　など

　個人の事業税
○災害等により事業用資産や住宅等が滅失又は甚
大な損害を受けたとき　　　　　　　       など

　都税についての減免の手続
　　減免を受けようとする方は、原則として納期限
までに都税事務所・都税支所・支庁に、必要書類
を添付して減免申請書を提出することが必要です。

■令和7年度税制改正等のあらまし
　 （不動産関係のうち主なものを抜粋）　
　所得税・住民税
○住宅ローン減税について、子育て世帯等の借入限度
額の上乗せ及び床面積要件の緩和措置を令和7年も引
き続き実施する。
○既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税
額の特別控除について、子育て対応改修工事に係る特
例措置を令和7年も引き続き実施する。

　不動産取得税
○宅地建物取引業者が取得した既存住宅及び当該既存
住宅の用に供する土地について、一定の増改築等を行
った上、取得の日から2年以内に耐震基準適合要件を
満たすもの等として個人に販売し、自己の居住の用に
供された場合に係る不動産取得税の減額措置の適用
期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　登録免許税
○相続に係る所有権の移転登記等に対する免税措置の
適用期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　贈与税
○事業承継税制（非上場株式等に係る納税猶予の特例制
度及び個人の事業用資産に係る納税猶予制度）におけ
る役員就任要件等について、贈与の直前において（改
正前：贈与の日まで引き続き3年以上）役員等である

こととする。

<都税条例等の改正>
〇固定資産税・都市計画税（23区内）に関する軽減措置
について、以下のとおり継続する。

■不動産と都税の減免
　納税者や課税対象に特別な事情があるときには、
都税の減免が認められる場合があります。

　不動産取得税
○都市再開発法に基づく権利変換手続により不動
産を取得したとき
○取得した不動産がその不動産取得税の納期限ま
でに災害等により滅失・損壊したとき又は滅失・
損壊した不動産に代わる不動産を災害等の後
3年以内に取得したとき
○公共事業による立退きで、一定期間内に代わり
の家屋を取得したとき
○土地区画整理法による土地区画整理事業に伴
い、一定期間内に代わりの家屋を取得したとき

　など
（注）「東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免」

については、7ページをご覧ください。
　固定資産税・都市計画税（23区内）
○生活保護法により生活扶助等を受けている方が
固定資産を所有しているとき　
○相続税法の規定により所有する固定資産を物納
したとき
○災害等により固定資産が滅失又は甚大な損害を
受けたとき

・・・

○口座振替
・口座振替が利用できる都税は、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）＊、固定資産税（償却資産）＊、個人の事業税です。
    ＊23区内に所在する資産が対象です。なお、随時課税分については、口座振替の利用はできません。
・お申込みは、「都税Web口座振替申込受付サービス」が便利です。
専用サイト（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/tozei_nouzei/web_kouzafurikae）よりお申し込みくださ
い。

・その他の申込方法や詳細については、東京都主税局ホームページ（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）の
  「都税Q＆A」や「税金の支払い」をご確認ください。
・お問合せは、主税局徴収部納税推進課（☎（03）3252-0955 平日9時～17時）までご連絡ください。

○納税の猶予制度
納税が困難な場合は、所管の都税事務所等にご相談ください。
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検 索都税　Web口座振替

○ペイジー（Pay-easy）納付（金融機関・郵便局の　　（ペイジー）対応のATM、インターネットバンキング、モバイルバンキング）
・ ①　　（ペイジーマーク）の付いている都税の納付書をお持ちの場合、②eLTAXによる電子納税サービスをご利
用の場合＊に納付できます。

・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、納付書を持参の上、金融機関等の窓口又はコンビニエンス
ストアでご納付ください。なお、都では独自に「都税納税確認書」を発行しておりますので、ご希望の方は各都税
事務所までご連絡ください。
・システムの保守点検作業時には、一時的にご利用できない場合があります。詳細は東京都主税局ホームページ
（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）「税金の支払い」をご覧ください。
　＊eLTAXによる電子納税サービスは、eLTAXで電子申告を行った法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・
法人の都民税、事業所税（23区内）、都民税（利子割、配当割、株式等譲渡所得割）、都たばこ税、ゴルフ場利用税、宿泊税、
軽油取引税の納付及び法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・法人の都民税の見込・みなし納付につい
て利用できます。

令和7年度
小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置
小規模非住宅用地に対する減免措置
商業地等に対する負担水準の上限引下げ措置
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○賦課期日（1月1日）後に、固定資産を国等へ無償
で所有権移転したとき又は国等が無償で公用若
しくは公共の用に供し始めたとき（有料で借り
受けて使用する場合を除く。）　　　　　　 など

（注１）「小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計画
税の減免」については18ページをご覧ください。

（注２）「不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
19ページをご覧ください。

（注３）「耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
23、24ページをご覧ください。

（注４）「不燃化特区内において不燃化のための建替えを行っ
た住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免」につ
いては、24、25ページをご覧ください。

　事業所税（23区内）
○災害等により事業所用家屋が滅失又は甚大な損
害を受けたとき　　　　　　　　　　　　　など

　個人の事業税
○災害等により事業用資産や住宅等が滅失又は甚
大な損害を受けたとき　　　　　　　       など

　都税についての減免の手続
　　減免を受けようとする方は、原則として納期限
までに都税事務所・都税支所・支庁に、必要書類
を添付して減免申請書を提出することが必要です。

■令和7年度税制改正等のあらまし
　 （不動産関係のうち主なものを抜粋）　
　所得税・住民税
○住宅ローン減税について、子育て世帯等の借入限度
額の上乗せ及び床面積要件の緩和措置を令和7年も引
き続き実施する。
○既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税
額の特別控除について、子育て対応改修工事に係る特
例措置を令和7年も引き続き実施する。

　不動産取得税
○宅地建物取引業者が取得した既存住宅及び当該既存
住宅の用に供する土地について、一定の増改築等を行
った上、取得の日から2年以内に耐震基準適合要件を
満たすもの等として個人に販売し、自己の居住の用に
供された場合に係る不動産取得税の減額措置の適用
期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　登録免許税
○相続に係る所有権の移転登記等に対する免税措置の
適用期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　贈与税
○事業承継税制（非上場株式等に係る納税猶予の特例制
度及び個人の事業用資産に係る納税猶予制度）におけ
る役員就任要件等について、贈与の直前において（改
正前：贈与の日まで引き続き3年以上）役員等である

こととする。

<都税条例等の改正>
〇固定資産税・都市計画税（23区内）に関する軽減措置
について、以下のとおり継続する。

■不動産と都税の減免
　納税者や課税対象に特別な事情があるときには、
都税の減免が認められる場合があります。

　不動産取得税
○都市再開発法に基づく権利変換手続により不動
産を取得したとき

○取得した不動産がその不動産取得税の納期限ま
でに災害等により滅失・損壊したとき又は滅失・
損壊した不動産に代わる不動産を災害等の後
3年以内に取得したとき

○公共事業による立退きで、一定期間内に代わり
の家屋を取得したとき

○土地区画整理法による土地区画整理事業に伴
い、一定期間内に代わりの家屋を取得したとき

　など
（注）「東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免」

については、7ページをご覧ください。
　固定資産税・都市計画税（23区内）
○生活保護法により生活扶助等を受けている方が
固定資産を所有しているとき　

○相続税法の規定により所有する固定資産を物納
したとき

○災害等により固定資産が滅失又は甚大な損害を
受けたとき

・・・

○口座振替
・口座振替が利用できる都税は、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）＊、固定資産税（償却資産）＊、個人の事業税です。
    ＊23区内に所在する資産が対象です。なお、随時課税分については、口座振替の利用はできません。
・お申込みは、「都税Web口座振替申込受付サービス」が便利です。
専用サイト（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/tozei_nouzei/web_kouzafurikae）よりお申し込みくださ
い。

・その他の申込方法や詳細については、東京都主税局ホームページ（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）の
  「都税Q＆A」や「税金の支払い」をご確認ください。
・お問合せは、主税局徴収部納税推進課（☎（03）3252-0955 平日9時～17時）までご連絡ください。

○納税の猶予制度
納税が困難な場合は、所管の都税事務所等にご相談ください。
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78

検 索都税　Web口座振替

○ペイジー（Pay-easy）納付（金融機関・郵便局の　　（ペイジー）対応のATM、インターネットバンキング、モバイルバンキング）
・ ①　　（ペイジーマーク）の付いている都税の納付書をお持ちの場合、②eLTAXによる電子納税サービスをご利
用の場合＊に納付できます。

・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、納付書を持参の上、金融機関等の窓口又はコンビニエンス
ストアでご納付ください。なお、都では独自に「都税納税確認書」を発行しておりますので、ご希望の方は各都税
事務所までご連絡ください。

・システムの保守点検作業時には、一時的にご利用できない場合があります。詳細は東京都主税局ホームページ
（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）「税金の支払い」をご覧ください。
　＊eLTAXによる電子納税サービスは、eLTAXで電子申告を行った法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・
法人の都民税、事業所税（23区内）、都民税（利子割、配当割、株式等譲渡所得割）、都たばこ税、ゴルフ場利用税、宿泊税、
軽油取引税の納付及び法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・法人の都民税の見込・みなし納付につい
て利用できます。

令和7年度
小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置
小規模非住宅用地に対する減免措置
商業地等に対する負担水準の上限引下げ措置
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○賦課期日（1月1日）後に、固定資産を国等へ無償
で所有権移転したとき又は国等が無償で公用若
しくは公共の用に供し始めたとき（有料で借り
受けて使用する場合を除く。）　　　　　　 など

（注１）「小規模非住宅用地に対する固定資産税・都市計画
税の減免」については18ページをご覧ください。

（注２）「不燃化特区内における老朽住宅除却後の土地に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
19ページをご覧ください。

（注３）「耐震化のための建替え又は改修を行った住宅に対
する固定資産税・都市計画税の減免」については、
23、24ページをご覧ください。

（注４）「不燃化特区内において不燃化のための建替えを行っ
た住宅に対する固定資産税・都市計画税の減免」につ
いては、24、25ページをご覧ください。

　事業所税（23区内）
○災害等により事業所用家屋が滅失又は甚大な損
害を受けたとき　　　　　　　　　　　　　など

　個人の事業税
○災害等により事業用資産や住宅等が滅失又は甚
大な損害を受けたとき　　　　　　　       など

　都税についての減免の手続
　　減免を受けようとする方は、原則として納期限
までに都税事務所・都税支所・支庁に、必要書類
を添付して減免申請書を提出することが必要です。

■令和7年度税制改正等のあらまし
　 （不動産関係のうち主なものを抜粋）　
　所得税・住民税
○住宅ローン減税について、子育て世帯等の借入限度
額の上乗せ及び床面積要件の緩和措置を令和7年も引
き続き実施する。
○既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の所得税
額の特別控除について、子育て対応改修工事に係る特
例措置を令和7年も引き続き実施する。

　不動産取得税
○宅地建物取引業者が取得した既存住宅及び当該既存
住宅の用に供する土地について、一定の増改築等を行
った上、取得の日から2年以内に耐震基準適合要件を
満たすもの等として個人に販売し、自己の居住の用に
供された場合に係る不動産取得税の減額措置の適用
期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　登録免許税
○相続に係る所有権の移転登記等に対する免税措置の
適用期限を令和9年3月31日まで2年延長する。

　贈与税
○事業承継税制（非上場株式等に係る納税猶予の特例制
度及び個人の事業用資産に係る納税猶予制度）におけ
る役員就任要件等について、贈与の直前において（改
正前：贈与の日まで引き続き3年以上）役員等である

こととする。

<都税条例等の改正>
〇固定資産税・都市計画税（23区内）に関する軽減措置
について、以下のとおり継続する。

■不動産と都税の減免
　納税者や課税対象に特別な事情があるときには、
都税の減免が認められる場合があります。

　不動産取得税
○都市再開発法に基づく権利変換手続により不動
産を取得したとき
○取得した不動産がその不動産取得税の納期限ま
でに災害等により滅失・損壊したとき又は滅失・
損壊した不動産に代わる不動産を災害等の後
3年以内に取得したとき
○公共事業による立退きで、一定期間内に代わり
の家屋を取得したとき
○土地区画整理法による土地区画整理事業に伴
い、一定期間内に代わりの家屋を取得したとき

　など
（注）「東京ゼロエミ住宅の新築に対する不動産取得税の減免」

については、7ページをご覧ください。
　固定資産税・都市計画税（23区内）
○生活保護法により生活扶助等を受けている方が
固定資産を所有しているとき　
○相続税法の規定により所有する固定資産を物納
したとき
○災害等により固定資産が滅失又は甚大な損害を
受けたとき

・・・

○口座振替
・口座振替が利用できる都税は、固定資産税・都市計画税（土地・家屋）＊、固定資産税（償却資産）＊、個人の事業税です。
    ＊23区内に所在する資産が対象です。なお、随時課税分については、口座振替の利用はできません。
・お申込みは、「都税Web口座振替申込受付サービス」が便利です。
専用サイト（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/tozei_nouzei/web_kouzafurikae）よりお申し込みくださ
い。

・その他の申込方法や詳細については、東京都主税局ホームページ（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）の
  「都税Q＆A」や「税金の支払い」をご確認ください。
・お問合せは、主税局徴収部納税推進課（☎（03）3252-0955 平日9時～17時）までご連絡ください。

○納税の猶予制度
納税が困難な場合は、所管の都税事務所等にご相談ください。
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検 索都税　Web口座振替

○ペイジー（Pay-easy）納付（金融機関・郵便局の　　（ペイジー）対応のATM、インターネットバンキング、モバイルバンキング）
・ ①　　（ペイジーマーク）の付いている都税の納付書をお持ちの場合、②eLTAXによる電子納税サービスをご利
用の場合＊に納付できます。

・領収証書は発行されません。領収証書が必要な方は、納付書を持参の上、金融機関等の窓口又はコンビニエンス
ストアでご納付ください。なお、都では独自に「都税納税確認書」を発行しておりますので、ご希望の方は各都税
事務所までご連絡ください。
・システムの保守点検作業時には、一時的にご利用できない場合があります。詳細は東京都主税局ホームページ
（https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/）「税金の支払い」をご覧ください。
　＊eLTAXによる電子納税サービスは、eLTAXで電子申告を行った法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・
法人の都民税、事業所税（23区内）、都民税（利子割、配当割、株式等譲渡所得割）、都たばこ税、ゴルフ場利用税、宿泊税、
軽油取引税の納付及び法人の事業税・特別法人事業税・地方法人特別税・法人の都民税の見込・みなし納付につい
て利用できます。

令和7年度
小規模住宅用地に対する都市計画税の軽減措置
小規模非住宅用地に対する減免措置
商業地等に対する負担水準の上限引下げ措置
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※税務担当直通

※行政担当直通

※行政担当直通

〒100-0101 大島町元町字オンダシ222-1

〒100-1102 三宅島三宅村伊豆642 

〒100-1492 八丈島八丈町大賀郷2466-2  

〒100-2101 小笠原村父島字西町  

　区役所
〒102-8688 千代田区九段南1-2-1 　(03)3264-2111
〒104-8404 中央区築地1-1-1 　　 　(03)3543-0211
〒105-8511 港区芝公園1-5-25 　(03)3578-2111
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1  　(03)3209-1111
〒112-8555 文京区春日1-16-21 　 　(03)3812-7111
〒110-8615 台東区東上野4-5-6 　 　(03)5246-1111
〒130-8640 墨田区吾妻橋1-23-20  　(03)5608-1111
〒135-8383 江東区東陽4-11-28 　  　(03)3647-9111
〒140-8715 品川区広町2-1-36 　(03)3777-1111
〒153-8573 目黒区上目黒2-19-15  　(03)3715-1111
〒144-8621 大田区蒲田5-13-14 　 　(03)5744-1111
〒154-8504 世田谷区世田谷4-21-27 　(03)5432-1111

〒150-8010 渋谷区宇田川町1-1 　(03)3463-1211
〒164-8501 中野区中野4-11-19 　(03)3389-1111
〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1 　(03)3312-2111
〒171-8422 豊島区南池袋2-45-1 　(03)3981-1111
〒114-8508 北区王子本町1-15-22 　(03)3908-1111
〒116-8501 荒川区荒川2-2-3 　(03)3802-3111
〒173-8501 板橋区板橋2-66-1  　 　(03)3964-1111
〒176-8501 練馬区豊玉北6-12-1 　(03)3993-1111
〒120-8510 足立区中央本町1-17-1 　(03)3880-5111
〒124-8555 葛飾区立石5-13-1 　(03)3695-1111
〒132-8501 江戸川区中央1-4-1   　(03)3652-1151

千 代 田
中 央
港

新 宿
文 京
台 東
墨 田
江 東
品 川
目 黒
大 田
世 田 谷

大島町、利島村、新島村、神津島村

三宅村、御蔵島村

八丈町、青ヶ島村

小笠原村

　支庁（島しょ）
大 島

三 宅

八 丈

小 笠 原

渋 谷
中 野
杉 並
豊 島
北

荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

〒190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎2335 　(042)557-0501
〒190-0192 西多摩郡日の出町大字平井2780 　(042)597-0511
〒190-0212 西多摩郡檜原村467-1 　(042)598-1011
〒198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川215-6   　(0428)83-2111

〒100-0101 大島町元町1-1-14 　 　(04992)2-1465

〒100-0301 利島村248  　 　(04992)9-0011
〒100-0402 新島村本村1-1-1   　(04992)5-0240

　町村役場
〒100-0601 神津島村904 　　　　　 　(04992)8-0011

〒100-1301 御蔵島村字入かねが沢  　(04994)8-2121

〒100-1498 八丈島八丈町大賀郷2551-2 　(04996)2-1122

〒100-1701 青ヶ島村無番地 　 　(04996)9-0111
〒100-2101 小笠原村父島字西町 　(04998)2-3111

瑞 穂 町
日の出町
檜 原 村
奥多摩町

大 島 町

利 島 村
新 島 村

神津島村

三 宅 村

御蔵島村

八 丈 町

青ヶ島村
小笠原村

〒100-1212 三宅島三宅村阿古497 
（臨時庁舎）

※税務課直通

〒192-8501 八王子市元本郷町3-24-1 　(042)626-3111
〒190-8666 立川市泉町1156-9 　　 　(042)523-2111
〒180-8777 武蔵野市緑町2-2-28 　(0422)51-5131
〒181-8555 三鷹市野崎1-1-1  　(0422)45-1151
〒198-8701 青梅市東青梅1-11-1 　 　(0428)22-1111
〒183-8703 府中市宮西町2-24 　 　(042)364-4111
〒196-8511 昭島市田中町1-17-1  　(042)544-5111
〒182-8511 調布市小島町2-35-1 　 　(042)481-7111
〒194-8520 町田市森野2-2-22 　 　(042)722-3111
〒184-8504 小金井市本町6-6-3 　  　(042)383-1111
〒187-8701 小平市小川町2-1333　 　(042)341-1211
〒191-8686 日野市神明1-12-1  　(042)585-1111
〒189-8501 東村山市本町1-2-3 　  　(042)393-5111

〒185-8501 国分寺市泉町2-2-18 　(042)325-0111
〒186-8501 国立市富士見台2-47-1 　　 　(042)576-2111
〒197-8501 福生市本町5 　 　(042)551-1511
〒201-8585 狛江市和泉本町1-1-5 　  　(03)3430-1111
〒207-8585 東大和市中央3-930  　 　(042)563-2111
〒204-8511 清瀬市中里5-842 　　　 　 　(042)492-5111
〒203-8555 東久留米市本町3-3-1   　(042)470-7777
〒208-8501 武蔵村山市本町1-1-1 　 　 　(042)565-1111
〒206-8666 多摩市関戸6-12-1 　 　(042)375-8111
〒206-8601 稲城市東長沼2111 　  　(042)378-2111
〒205-8601 羽村市緑ヶ丘5-2-1 　　　 　(042)555-1111
〒197-0814 あきる野市二宮350   　(042)558-1111
〒188-8666 西東京市南町5-6-13 　  　(042)464-1311

八 王 子
立 川
武 蔵 野
三 鷹
青 梅
府 中
昭 島
調 布
町 田
小 金 井
小 平
日 野
東 村 山

国 分 寺
国 立
福 生
狛 江
東 大 和
清 瀬
東久留米
武蔵村山
多 摩
稲 城
羽 村
あきる野
西 東 京

(04994)5-0981

※税務課直通

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

都税証明郵送受付センター
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、都税証
明郵送受付センターへお送りください。
　

■官公庁のご案内
　都税事務所（23区内）

〒101-8520 千代田区内神田2-1-12 　(03)3252-7141
〒104-8558 中央区新富2-6-1 　(03)3553-2151
〒106-8560 港区麻布台3-5-6 　(03)5549-3800
〒160-8304 新宿区西新宿7-5-8 　(03)3369-7151
〒112-8550 文京区春日1-16-21 　(03)3812-3241
〒111-8606 台東区雷門1-6-1 　(03)3841-1271
〒130-8608 墨田区業平1-7-4  　(03)3625-5061
〒136-8533 江東区大島3-1-3  　(03)3637-7121
〒140-8716 品川区広町2-1-36 　(03)3774-6666
〒153-8937 目黒区上目黒2-19-15 　(03)5722-9001
〒144-8511 大田区新蒲田1-18-22 　(03)3733-2411
〒154-8577 世田谷区若林4-22-13  　(03)3413-7111
〒151-8546 渋谷区千駄ヶ谷4-3-15 　(03)5422-8780
〒164-0001 中野区中野4-6-15 　(03)3386-1111
〒166-8502 杉並区成田東5-39-11 　(03)3393-1171
〒171-8506 豊島区西池袋1-17-1 　(03)3981-1211

千 代 田
中 央
港

新  宿
文  京
台  東
墨  田
江  東
品  川
目  黒
大  田
世 田 谷
渋 谷
中 野
杉 並
豊 島

令和7年6月1日現在

　　郵送時の送付先
　　〒112-8787
　　東京都文京区春日1-16-21　都税証明郵送受付センター
取り扱う証明や申請に必要な書類等の詳細は、33ペー
ジをご覧ください。

（都税事務所等一覧）
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市役所

(04994)8-5013

(04996)2-4511

(04998)2-3230

〒183-8549  
府中市宮西町1-26-1
　(042)364-2288

〒194-8540  
町田市中町1-31-12
　(042)728-5111
〒190-0022  
立川市錦町4-6-3
　(042)523-3171

〒187-8533  
小平市花小金井1-6-20
　(042)464-0070

〒198-0036  
青梅市河辺町6-4-1
　(0428)22-1152

八王子都税事務所

府中都税支所

小平都税支所＊

〒192-8611  
八王子市明神町3-19-2
　(042)644-1111

八王子市、
青梅市、
町田市、
日野市、
福生市、
多摩市、
稲城市、羽村市、
あきる野市、
瑞穂町、
日の出町、
檜原村、
奥多摩町

　都税事務所（多摩地域）

＊令和7年度中に移転予定です。詳細が決まりましたら、
東京都主税局ホームページでご案内いたします。

  （注）都税支所では、以下の窓口業務を行っています。
○都税の納税受付
○各種申告書・申請書の受付
○納税証明等の発行
○納付書の発行
○都税に関する一般的な相談 など

立川市、
武蔵野市、
三鷹市、府中市、
昭島市、調布市、
小金井市、小平市、
東村山市、
国分寺市、
国立市、狛江市、
東大和市、清瀬市、
東久留米市、
武蔵村山市、
西東京市

青梅都税支所

町田都税支所

立川都税事務所

令和7年6月1日現在

※税務担当直通

※税務担当直通
 　(04992)2-4423

〒114-8517 北区上十条2-27-1  　(03)3908-1171
〒116-8586 荒川区西日暮里2-25-1 　(03)3802-8111
〒173-8510 板橋区大山東町44-8 　(03)3963-2111
〒176-8511 練馬区豊玉北6-13-10 　(03)3993-2261
〒123-8512 足立区西新井栄町2-8-15  　(03)5888-6211
〒124-8520 葛飾区立石5-13-1 　(03)3697-7511
〒132-8551 江戸川区中央4-24-19 　(03)3654-2151

北
荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川
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※税務担当直通

※行政担当直通

※行政担当直通

〒100-0101 大島町元町字オンダシ222-1

〒100-1102 三宅島三宅村伊豆642 

〒100-1492 八丈島八丈町大賀郷2466-2  

〒100-2101 小笠原村父島字西町  

　区役所
〒102-8688 千代田区九段南1-2-1 　(03)3264-2111
〒104-8404 中央区築地1-1-1 　　 　(03)3543-0211
〒105-8511 港区芝公園1-5-25 　(03)3578-2111
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1  　(03)3209-1111
〒112-8555 文京区春日1-16-21 　 　(03)3812-7111
〒110-8615 台東区東上野4-5-6 　 　(03)5246-1111
〒130-8640 墨田区吾妻橋1-23-20  　(03)5608-1111
〒135-8383 江東区東陽4-11-28 　  　(03)3647-9111
〒140-8715 品川区広町2-1-36 　(03)3777-1111
〒153-8573 目黒区上目黒2-19-15  　(03)3715-1111
〒144-8621 大田区蒲田5-13-14 　 　(03)5744-1111
〒154-8504 世田谷区世田谷4-21-27 　(03)5432-1111

〒150-8010 渋谷区宇田川町1-1 　(03)3463-1211
〒164-8501 中野区中野4-11-19 　(03)3389-1111
〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1 　(03)3312-2111
〒171-8422 豊島区南池袋2-45-1 　(03)3981-1111
〒114-8508 北区王子本町1-15-22 　(03)3908-1111
〒116-8501 荒川区荒川2-2-3 　(03)3802-3111
〒173-8501 板橋区板橋2-66-1  　 　(03)3964-1111
〒176-8501 練馬区豊玉北6-12-1 　(03)3993-1111
〒120-8510 足立区中央本町1-17-1 　(03)3880-5111
〒124-8555 葛飾区立石5-13-1 　(03)3695-1111
〒132-8501 江戸川区中央1-4-1   　(03)3652-1151

千 代 田
中 央
港

新 宿
文 京
台 東
墨 田
江 東
品 川
目 黒
大 田
世 田 谷

大島町、利島村、新島村、神津島村

三宅村、御蔵島村

八丈町、青ヶ島村

小笠原村

　支庁（島しょ）
大 島

三 宅

八 丈

小 笠 原

渋 谷
中 野
杉 並
豊 島
北

荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

〒190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎2335 　(042)557-0501
〒190-0192 西多摩郡日の出町大字平井2780 　(042)597-0511
〒190-0212 西多摩郡檜原村467-1 　(042)598-1011
〒198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川215-6   　(0428)83-2111

〒100-0101 大島町元町1-1-14 　 　(04992)2-1465

〒100-0301 利島村248  　 　(04992)9-0011
〒100-0402 新島村本村1-1-1   　(04992)5-0240

　町村役場
〒100-0601 神津島村904 　　　　　 　(04992)8-0011

〒100-1301 御蔵島村字入かねが沢  　(04994)8-2121

〒100-1498 八丈島八丈町大賀郷2551-2 　(04996)2-1122

〒100-1701 青ヶ島村無番地 　 　(04996)9-0111
〒100-2101 小笠原村父島字西町 　(04998)2-3111

瑞 穂 町
日の出町
檜 原 村
奥多摩町

大 島 町

利 島 村
新 島 村

神津島村

三 宅 村

御蔵島村

八 丈 町

青ヶ島村
小笠原村

〒100-1212 三宅島三宅村阿古497 
（臨時庁舎）

※税務課直通

〒192-8501 八王子市元本郷町3-24-1 　(042)626-3111
〒190-8666 立川市泉町1156-9 　　 　(042)523-2111
〒180-8777 武蔵野市緑町2-2-28 　(0422)51-5131
〒181-8555 三鷹市野崎1-1-1  　(0422)45-1151
〒198-8701 青梅市東青梅1-11-1 　 　(0428)22-1111
〒183-8703 府中市宮西町2-24 　 　(042)364-4111
〒196-8511 昭島市田中町1-17-1  　(042)544-5111
〒182-8511 調布市小島町2-35-1 　 　(042)481-7111
〒194-8520 町田市森野2-2-22 　 　(042)722-3111
〒184-8504 小金井市本町6-6-3 　  　(042)383-1111
〒187-8701 小平市小川町2-1333　 　(042)341-1211
〒191-8686 日野市神明1-12-1  　(042)585-1111
〒189-8501 東村山市本町1-2-3 　  　(042)393-5111

〒185-8501 国分寺市泉町2-2-18 　(042)325-0111
〒186-8501 国立市富士見台2-47-1 　　 　(042)576-2111
〒197-8501 福生市本町5 　 　(042)551-1511
〒201-8585 狛江市和泉本町1-1-5 　  　(03)3430-1111
〒207-8585 東大和市中央3-930  　 　(042)563-2111
〒204-8511 清瀬市中里5-842 　　　 　 　(042)492-5111
〒203-8555 東久留米市本町3-3-1   　(042)470-7777
〒208-8501 武蔵村山市本町1-1-1 　 　 　(042)565-1111
〒206-8666 多摩市関戸6-12-1 　 　(042)375-8111
〒206-8601 稲城市東長沼2111 　  　(042)378-2111
〒205-8601 羽村市緑ヶ丘5-2-1 　　　 　(042)555-1111
〒197-0814 あきる野市二宮350   　(042)558-1111
〒188-8666 西東京市南町5-6-13 　  　(042)464-1311

八 王 子
立 川
武 蔵 野
三 鷹
青 梅
府 中
昭 島
調 布
町 田
小 金 井
小 平
日 野
東 村 山

国 分 寺
国 立
福 生
狛 江
東 大 和
清 瀬
東久留米
武蔵村山
多 摩
稲 城
羽 村
あきる野
西 東 京

(04994)5-0981

※税務課直通

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

都税証明郵送受付センター
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、都税証
明郵送受付センターへお送りください。
　

■官公庁のご案内
　都税事務所（23区内）

〒101-8520 千代田区内神田2-1-12 　(03)3252-7141
〒104-8558 中央区新富2-6-1 　(03)3553-2151
〒106-8560 港区麻布台3-5-6 　(03)5549-3800
〒160-8304 新宿区西新宿7-5-8 　(03)3369-7151
〒112-8550 文京区春日1-16-21 　(03)3812-3241
〒111-8606 台東区雷門1-6-1 　(03)3841-1271
〒130-8608 墨田区業平1-7-4  　(03)3625-5061
〒136-8533 江東区大島3-1-3  　(03)3637-7121
〒140-8716 品川区広町2-1-36 　(03)3774-6666
〒153-8937 目黒区上目黒2-19-15 　(03)5722-9001
〒144-8511 大田区新蒲田1-18-22 　(03)3733-2411
〒154-8577 世田谷区若林4-22-13  　(03)3413-7111
〒151-8546 渋谷区千駄ヶ谷4-3-15 　(03)5422-8780
〒164-0001 中野区中野4-6-15 　(03)3386-1111
〒166-8502 杉並区成田東5-39-11 　(03)3393-1171
〒171-8506 豊島区西池袋1-17-1 　(03)3981-1211

千 代 田
中 央
港

新  宿
文  京
台  東
墨  田
江  東
品  川
目  黒
大  田
世 田 谷
渋 谷
中 野
杉 並
豊 島

令和7年6月1日現在

　　郵送時の送付先
　　〒112-8787
　　東京都文京区春日1-16-21　都税証明郵送受付センター
取り扱う証明や申請に必要な書類等の詳細は、33ペー
ジをご覧ください。

（都税事務所等一覧）

72 73

7574

市役所

(04994)8-5013

(04996)2-4511

(04998)2-3230

〒183-8549  
府中市宮西町1-26-1
　(042)364-2288

〒194-8540  
町田市中町1-31-12
　(042)728-5111
〒190-0022  
立川市錦町4-6-3
　(042)523-3171

〒187-8533  
小平市花小金井1-6-20
　(042)464-0070

〒198-0036  
青梅市河辺町6-4-1
　(0428)22-1152

八王子都税事務所

府中都税支所

小平都税支所＊

〒192-8611  
八王子市明神町3-19-2
　(042)644-1111

八王子市、
青梅市、
町田市、
日野市、
福生市、
多摩市、
稲城市、羽村市、
あきる野市、
瑞穂町、
日の出町、
檜原村、
奥多摩町

　都税事務所（多摩地域）

＊令和7年度中に移転予定です。詳細が決まりましたら、
東京都主税局ホームページでご案内いたします。

  （注）都税支所では、以下の窓口業務を行っています。
○都税の納税受付
○各種申告書・申請書の受付
○納税証明等の発行
○納付書の発行
○都税に関する一般的な相談 など

立川市、
武蔵野市、
三鷹市、府中市、
昭島市、調布市、
小金井市、小平市、
東村山市、
国分寺市、
国立市、狛江市、
東大和市、清瀬市、
東久留米市、
武蔵村山市、
西東京市

青梅都税支所

町田都税支所

立川都税事務所

令和7年6月1日現在

※税務担当直通

※税務担当直通
 　(04992)2-4423

〒114-8517 北区上十条2-27-1  　(03)3908-1171
〒116-8586 荒川区西日暮里2-25-1 　(03)3802-8111
〒173-8510 板橋区大山東町44-8 　(03)3963-2111
〒176-8511 練馬区豊玉北6-13-10 　(03)3993-2261
〒123-8512 足立区西新井栄町2-8-15  　(03)5888-6211
〒124-8520 葛飾区立石5-13-1 　(03)3697-7511
〒132-8551 江戸川区中央4-24-19 　(03)3654-2151

北
荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

80



※税務担当直通

※行政担当直通

※行政担当直通

〒100-0101 大島町元町字オンダシ222-1

〒100-1102 三宅島三宅村伊豆642 

〒100-1492 八丈島八丈町大賀郷2466-2  

〒100-2101 小笠原村父島字西町  

　区役所
〒102-8688 千代田区九段南1-2-1 　(03)3264-2111
〒104-8404 中央区築地1-1-1 　　 　(03)3543-0211
〒105-8511 港区芝公園1-5-25 　(03)3578-2111
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1  　(03)3209-1111
〒112-8555 文京区春日1-16-21 　 　(03)3812-7111
〒110-8615 台東区東上野4-5-6 　 　(03)5246-1111
〒130-8640 墨田区吾妻橋1-23-20  　(03)5608-1111
〒135-8383 江東区東陽4-11-28 　  　(03)3647-9111
〒140-8715 品川区広町2-1-36 　(03)3777-1111
〒153-8573 目黒区上目黒2-19-15  　(03)3715-1111
〒144-8621 大田区蒲田5-13-14 　 　(03)5744-1111
〒154-8504 世田谷区世田谷4-21-27 　(03)5432-1111

〒150-8010 渋谷区宇田川町1-1 　(03)3463-1211
〒164-8501 中野区中野4-11-19 　(03)3389-1111
〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1 　(03)3312-2111
〒171-8422 豊島区南池袋2-45-1 　(03)3981-1111
〒114-8508 北区王子本町1-15-22 　(03)3908-1111
〒116-8501 荒川区荒川2-2-3 　(03)3802-3111
〒173-8501 板橋区板橋2-66-1  　 　(03)3964-1111
〒176-8501 練馬区豊玉北6-12-1 　(03)3993-1111
〒120-8510 足立区中央本町1-17-1 　(03)3880-5111
〒124-8555 葛飾区立石5-13-1 　(03)3695-1111
〒132-8501 江戸川区中央1-4-1   　(03)3652-1151

千 代 田
中 央
港

新 宿
文 京
台 東
墨 田
江 東
品 川
目 黒
大 田
世 田 谷

大島町、利島村、新島村、神津島村

三宅村、御蔵島村

八丈町、青ヶ島村

小笠原村

　支庁（島しょ）
大 島

三 宅

八 丈

小 笠 原

渋 谷
中 野
杉 並
豊 島
北

荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

〒190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎2335 　(042)557-0501
〒190-0192 西多摩郡日の出町大字平井2780 　(042)597-0511
〒190-0212 西多摩郡檜原村467-1 　(042)598-1011
〒198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川215-6   　(0428)83-2111

〒100-0101 大島町元町1-1-14 　 　(04992)2-1465

〒100-0301 利島村248  　 　(04992)9-0011
〒100-0402 新島村本村1-1-1   　(04992)5-0240

　町村役場
〒100-0601 神津島村904 　　　　　 　(04992)8-0011

〒100-1301 御蔵島村字入かねが沢  　(04994)8-2121

〒100-1498 八丈島八丈町大賀郷2551-2 　(04996)2-1122

〒100-1701 青ヶ島村無番地 　 　(04996)9-0111
〒100-2101 小笠原村父島字西町 　(04998)2-3111

瑞 穂 町
日の出町
檜 原 村
奥多摩町

大 島 町

利 島 村
新 島 村

神津島村

三 宅 村

御蔵島村

八 丈 町

青ヶ島村
小笠原村

〒100-1212 三宅島三宅村阿古497 
（臨時庁舎）

※税務課直通

〒192-8501 八王子市元本郷町3-24-1 　(042)626-3111
〒190-8666 立川市泉町1156-9 　　 　(042)523-2111
〒180-8777 武蔵野市緑町2-2-28 　(0422)51-5131
〒181-8555 三鷹市野崎1-1-1  　(0422)45-1151
〒198-8701 青梅市東青梅1-11-1 　 　(0428)22-1111
〒183-8703 府中市宮西町2-24 　 　(042)364-4111
〒196-8511 昭島市田中町1-17-1  　(042)544-5111
〒182-8511 調布市小島町2-35-1 　 　(042)481-7111
〒194-8520 町田市森野2-2-22 　 　(042)722-3111
〒184-8504 小金井市本町6-6-3 　  　(042)383-1111
〒187-8701 小平市小川町2-1333　 　(042)341-1211
〒191-8686 日野市神明1-12-1  　(042)585-1111
〒189-8501 東村山市本町1-2-3 　  　(042)393-5111

〒185-8501 国分寺市泉町2-2-18 　(042)325-0111
〒186-8501 国立市富士見台2-47-1 　　 　(042)576-2111
〒197-8501 福生市本町5 　 　(042)551-1511
〒201-8585 狛江市和泉本町1-1-5 　  　(03)3430-1111
〒207-8585 東大和市中央3-930  　 　(042)563-2111
〒204-8511 清瀬市中里5-842 　　　 　 　(042)492-5111
〒203-8555 東久留米市本町3-3-1   　(042)470-7777
〒208-8501 武蔵村山市本町1-1-1 　 　 　(042)565-1111
〒206-8666 多摩市関戸6-12-1 　 　(042)375-8111
〒206-8601 稲城市東長沼2111 　  　(042)378-2111
〒205-8601 羽村市緑ヶ丘5-2-1 　　　 　(042)555-1111
〒197-0814 あきる野市二宮350   　(042)558-1111
〒188-8666 西東京市南町5-6-13 　  　(042)464-1311

八 王 子
立 川
武 蔵 野
三 鷹
青 梅
府 中
昭 島
調 布
町 田
小 金 井
小 平
日 野
東 村 山

国 分 寺
国 立
福 生
狛 江
東 大 和
清 瀬
東久留米
武蔵村山
多 摩
稲 城
羽 村
あきる野
西 東 京

(04994)5-0981

※税務課直通

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

都税証明郵送受付センター
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、都税証
明郵送受付センターへお送りください。
　

■官公庁のご案内
　都税事務所（23区内）

〒101-8520 千代田区内神田2-1-12 　(03)3252-7141
〒104-8558 中央区新富2-6-1 　(03)3553-2151
〒106-8560 港区麻布台3-5-6 　(03)5549-3800
〒160-8304 新宿区西新宿7-5-8 　(03)3369-7151
〒112-8550 文京区春日1-16-21 　(03)3812-3241
〒111-8606 台東区雷門1-6-1 　(03)3841-1271
〒130-8608 墨田区業平1-7-4  　(03)3625-5061
〒136-8533 江東区大島3-1-3  　(03)3637-7121
〒140-8716 品川区広町2-1-36 　(03)3774-6666
〒153-8937 目黒区上目黒2-19-15 　(03)5722-9001
〒144-8511 大田区新蒲田1-18-22 　(03)3733-2411
〒154-8577 世田谷区若林4-22-13  　(03)3413-7111
〒151-8546 渋谷区千駄ヶ谷4-3-15 　(03)5422-8780
〒164-0001 中野区中野4-6-15 　(03)3386-1111
〒166-8502 杉並区成田東5-39-11 　(03)3393-1171
〒171-8506 豊島区西池袋1-17-1 　(03)3981-1211

千 代 田
中 央
港

新  宿
文  京
台  東
墨  田
江  東
品  川
目  黒
大  田
世 田 谷
渋 谷
中 野
杉 並
豊 島

令和7年6月1日現在

　　郵送時の送付先
　　〒112-8787
　　東京都文京区春日1-16-21　都税証明郵送受付センター
取り扱う証明や申請に必要な書類等の詳細は、33ペー
ジをご覧ください。

（都税事務所等一覧）

72 73

7574

市役所

(04994)8-5013

(04996)2-4511

(04998)2-3230

〒183-8549  
府中市宮西町1-26-1
　(042)364-2288

〒194-8540  
町田市中町1-31-12
　(042)728-5111
〒190-0022  
立川市錦町4-6-3
　(042)523-3171

〒187-8533  
小平市花小金井1-6-20
　(042)464-0070

〒198-0036  
青梅市河辺町6-4-1
　(0428)22-1152

八王子都税事務所

府中都税支所

小平都税支所＊

〒192-8611  
八王子市明神町3-19-2
　(042)644-1111

八王子市、
青梅市、
町田市、
日野市、
福生市、
多摩市、
稲城市、羽村市、
あきる野市、
瑞穂町、
日の出町、
檜原村、
奥多摩町

　都税事務所（多摩地域）

＊令和7年度中に移転予定です。詳細が決まりましたら、
東京都主税局ホームページでご案内いたします。

  （注）都税支所では、以下の窓口業務を行っています。
○都税の納税受付
○各種申告書・申請書の受付
○納税証明等の発行
○納付書の発行
○都税に関する一般的な相談 など

立川市、
武蔵野市、
三鷹市、府中市、
昭島市、調布市、
小金井市、小平市、
東村山市、
国分寺市、
国立市、狛江市、
東大和市、清瀬市、
東久留米市、
武蔵村山市、
西東京市

青梅都税支所

町田都税支所

立川都税事務所

令和7年6月1日現在

※税務担当直通

※税務担当直通
 　(04992)2-4423

〒114-8517 北区上十条2-27-1  　(03)3908-1171
〒116-8586 荒川区西日暮里2-25-1 　(03)3802-8111
〒173-8510 板橋区大山東町44-8 　(03)3963-2111
〒176-8511 練馬区豊玉北6-13-10 　(03)3993-2261
〒123-8512 足立区西新井栄町2-8-15  　(03)5888-6211
〒124-8520 葛飾区立石5-13-1 　(03)3697-7511
〒132-8551 江戸川区中央4-24-19 　(03)3654-2151

北
荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

※税務担当直通

※行政担当直通

※行政担当直通

〒100-0101 大島町元町字オンダシ222-1

〒100-1102 三宅島三宅村伊豆642 

〒100-1492 八丈島八丈町大賀郷2466-2  

〒100-2101 小笠原村父島字西町  

　区役所
〒102-8688 千代田区九段南1-2-1 　(03)3264-2111
〒104-8404 中央区築地1-1-1 　　 　(03)3543-0211
〒105-8511 港区芝公園1-5-25 　(03)3578-2111
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1  　(03)3209-1111
〒112-8555 文京区春日1-16-21 　 　(03)3812-7111
〒110-8615 台東区東上野4-5-6 　 　(03)5246-1111
〒130-8640 墨田区吾妻橋1-23-20  　(03)5608-1111
〒135-8383 江東区東陽4-11-28 　  　(03)3647-9111
〒140-8715 品川区広町2-1-36 　(03)3777-1111
〒153-8573 目黒区上目黒2-19-15  　(03)3715-1111
〒144-8621 大田区蒲田5-13-14 　 　(03)5744-1111
〒154-8504 世田谷区世田谷4-21-27 　(03)5432-1111

〒150-8010 渋谷区宇田川町1-1 　(03)3463-1211
〒164-8501 中野区中野4-11-19 　(03)3389-1111
〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1 　(03)3312-2111
〒171-8422 豊島区南池袋2-45-1 　(03)3981-1111
〒114-8508 北区王子本町1-15-22 　(03)3908-1111
〒116-8501 荒川区荒川2-2-3 　(03)3802-3111
〒173-8501 板橋区板橋2-66-1  　 　(03)3964-1111
〒176-8501 練馬区豊玉北6-12-1 　(03)3993-1111
〒120-8510 足立区中央本町1-17-1 　(03)3880-5111
〒124-8555 葛飾区立石5-13-1 　(03)3695-1111
〒132-8501 江戸川区中央1-4-1   　(03)3652-1151

千 代 田
中 央
港

新 宿
文 京
台 東
墨 田
江 東
品 川
目 黒
大 田
世 田 谷

大島町、利島村、新島村、神津島村

三宅村、御蔵島村

八丈町、青ヶ島村

小笠原村

　支庁（島しょ）
大 島

三 宅

八 丈

小 笠 原

渋 谷
中 野
杉 並
豊 島
北

荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

〒190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎2335 　(042)557-0501
〒190-0192 西多摩郡日の出町大字平井2780 　(042)597-0511
〒190-0212 西多摩郡檜原村467-1 　(042)598-1011
〒198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川215-6   　(0428)83-2111

〒100-0101 大島町元町1-1-14 　 　(04992)2-1465

〒100-0301 利島村248  　 　(04992)9-0011
〒100-0402 新島村本村1-1-1   　(04992)5-0240

　町村役場
〒100-0601 神津島村904 　　　　　 　(04992)8-0011

〒100-1301 御蔵島村字入かねが沢  　(04994)8-2121

〒100-1498 八丈島八丈町大賀郷2551-2 　(04996)2-1122

〒100-1701 青ヶ島村無番地 　 　(04996)9-0111
〒100-2101 小笠原村父島字西町 　(04998)2-3111

瑞 穂 町
日の出町
檜 原 村
奥多摩町

大 島 町

利 島 村
新 島 村

神津島村

三 宅 村

御蔵島村

八 丈 町

青ヶ島村
小笠原村

〒100-1212 三宅島三宅村阿古497 
（臨時庁舎）

※税務課直通

〒192-8501 八王子市元本郷町3-24-1 　(042)626-3111
〒190-8666 立川市泉町1156-9 　　 　(042)523-2111
〒180-8777 武蔵野市緑町2-2-28 　(0422)51-5131
〒181-8555 三鷹市野崎1-1-1  　(0422)45-1151
〒198-8701 青梅市東青梅1-11-1 　 　(0428)22-1111
〒183-8703 府中市宮西町2-24 　 　(042)364-4111
〒196-8511 昭島市田中町1-17-1  　(042)544-5111
〒182-8511 調布市小島町2-35-1 　 　(042)481-7111
〒194-8520 町田市森野2-2-22 　 　(042)722-3111
〒184-8504 小金井市本町6-6-3 　  　(042)383-1111
〒187-8701 小平市小川町2-1333　 　(042)341-1211
〒191-8686 日野市神明1-12-1  　(042)585-1111
〒189-8501 東村山市本町1-2-3 　  　(042)393-5111

〒185-8501 国分寺市泉町2-2-18 　(042)325-0111
〒186-8501 国立市富士見台2-47-1 　　 　(042)576-2111
〒197-8501 福生市本町5 　 　(042)551-1511
〒201-8585 狛江市和泉本町1-1-5 　  　(03)3430-1111
〒207-8585 東大和市中央3-930  　 　(042)563-2111
〒204-8511 清瀬市中里5-842 　　　 　 　(042)492-5111
〒203-8555 東久留米市本町3-3-1   　(042)470-7777
〒208-8501 武蔵村山市本町1-1-1 　 　 　(042)565-1111
〒206-8666 多摩市関戸6-12-1 　 　(042)375-8111
〒206-8601 稲城市東長沼2111 　  　(042)378-2111
〒205-8601 羽村市緑ヶ丘5-2-1 　　　 　(042)555-1111
〒197-0814 あきる野市二宮350   　(042)558-1111
〒188-8666 西東京市南町5-6-13 　  　(042)464-1311

八 王 子
立 川
武 蔵 野
三 鷹
青 梅
府 中
昭 島
調 布
町 田
小 金 井
小 平
日 野
東 村 山

国 分 寺
国 立
福 生
狛 江
東 大 和
清 瀬
東久留米
武蔵村山
多 摩
稲 城
羽 村
あきる野
西 東 京

(04994)5-0981

※税務課直通

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

都税証明郵送受付センター
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、都税証
明郵送受付センターへお送りください。
　

■官公庁のご案内
　都税事務所（23区内）

〒101-8520 千代田区内神田2-1-12 　(03)3252-7141
〒104-8558 中央区新富2-6-1 　(03)3553-2151
〒106-8560 港区麻布台3-5-6 　(03)5549-3800
〒160-8304 新宿区西新宿7-5-8 　(03)3369-7151
〒112-8550 文京区春日1-16-21 　(03)3812-3241
〒111-8606 台東区雷門1-6-1 　(03)3841-1271
〒130-8608 墨田区業平1-7-4  　(03)3625-5061
〒136-8533 江東区大島3-1-3  　(03)3637-7121
〒140-8716 品川区広町2-1-36 　(03)3774-6666
〒153-8937 目黒区上目黒2-19-15 　(03)5722-9001
〒144-8511 大田区新蒲田1-18-22 　(03)3733-2411
〒154-8577 世田谷区若林4-22-13  　(03)3413-7111
〒151-8546 渋谷区千駄ヶ谷4-3-15 　(03)5422-8780
〒164-0001 中野区中野4-6-15 　(03)3386-1111
〒166-8502 杉並区成田東5-39-11 　(03)3393-1171
〒171-8506 豊島区西池袋1-17-1 　(03)3981-1211

千 代 田
中 央
港

新  宿
文  京
台  東
墨  田
江  東
品  川
目  黒
大  田
世 田 谷
渋 谷
中 野
杉 並
豊 島

令和7年6月1日現在

　　郵送時の送付先
　　〒112-8787
　　東京都文京区春日1-16-21　都税証明郵送受付センター
取り扱う証明や申請に必要な書類等の詳細は、33ペー
ジをご覧ください。

（都税事務所等一覧）

72 73

7574

市役所

(04994)8-5013

(04996)2-4511

(04998)2-3230

〒183-8549  
府中市宮西町1-26-1
　(042)364-2288

〒194-8540  
町田市中町1-31-12
　(042)728-5111
〒190-0022  
立川市錦町4-6-3
　(042)523-3171

〒187-8533  
小平市花小金井1-6-20
　(042)464-0070

〒198-0036  
青梅市河辺町6-4-1
　(0428)22-1152

八王子都税事務所

府中都税支所

小平都税支所＊

〒192-8611  
八王子市明神町3-19-2
　(042)644-1111

八王子市、
青梅市、
町田市、
日野市、
福生市、
多摩市、
稲城市、羽村市、
あきる野市、
瑞穂町、
日の出町、
檜原村、
奥多摩町

　都税事務所（多摩地域）

＊令和7年度中に移転予定です。詳細が決まりましたら、
東京都主税局ホームページでご案内いたします。

  （注）都税支所では、以下の窓口業務を行っています。
○都税の納税受付
○各種申告書・申請書の受付
○納税証明等の発行
○納付書の発行
○都税に関する一般的な相談 など

立川市、
武蔵野市、
三鷹市、府中市、
昭島市、調布市、
小金井市、小平市、
東村山市、
国分寺市、
国立市、狛江市、
東大和市、清瀬市、
東久留米市、
武蔵村山市、
西東京市

青梅都税支所

町田都税支所

立川都税事務所

令和7年6月1日現在

※税務担当直通

※税務担当直通
 　(04992)2-4423

〒114-8517 北区上十条2-27-1  　(03)3908-1171
〒116-8586 荒川区西日暮里2-25-1 　(03)3802-8111
〒173-8510 板橋区大山東町44-8 　(03)3963-2111
〒176-8511 練馬区豊玉北6-13-10 　(03)3993-2261
〒123-8512 足立区西新井栄町2-8-15  　(03)5888-6211
〒124-8520 葛飾区立石5-13-1 　(03)3697-7511
〒132-8551 江戸川区中央4-24-19 　(03)3654-2151

北
荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川
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※税務担当直通

※行政担当直通

※行政担当直通

〒100-0101 大島町元町字オンダシ222-1

〒100-1102 三宅島三宅村伊豆642 

〒100-1492 八丈島八丈町大賀郷2466-2  

〒100-2101 小笠原村父島字西町  

　区役所
〒102-8688 千代田区九段南1-2-1 　(03)3264-2111
〒104-8404 中央区築地1-1-1 　　 　(03)3543-0211
〒105-8511 港区芝公園1-5-25 　(03)3578-2111
〒160-8484 新宿区歌舞伎町1-4-1  　(03)3209-1111
〒112-8555 文京区春日1-16-21 　 　(03)3812-7111
〒110-8615 台東区東上野4-5-6 　 　(03)5246-1111
〒130-8640 墨田区吾妻橋1-23-20  　(03)5608-1111
〒135-8383 江東区東陽4-11-28 　  　(03)3647-9111
〒140-8715 品川区広町2-1-36 　(03)3777-1111
〒153-8573 目黒区上目黒2-19-15  　(03)3715-1111
〒144-8621 大田区蒲田5-13-14 　 　(03)5744-1111
〒154-8504 世田谷区世田谷4-21-27 　(03)5432-1111

〒150-8010 渋谷区宇田川町1-1 　(03)3463-1211
〒164-8501 中野区中野4-11-19 　(03)3389-1111
〒166-8570 杉並区阿佐谷南1-15-1 　(03)3312-2111
〒171-8422 豊島区南池袋2-45-1 　(03)3981-1111
〒114-8508 北区王子本町1-15-22 　(03)3908-1111
〒116-8501 荒川区荒川2-2-3 　(03)3802-3111
〒173-8501 板橋区板橋2-66-1  　 　(03)3964-1111
〒176-8501 練馬区豊玉北6-12-1 　(03)3993-1111
〒120-8510 足立区中央本町1-17-1 　(03)3880-5111
〒124-8555 葛飾区立石5-13-1 　(03)3695-1111
〒132-8501 江戸川区中央1-4-1   　(03)3652-1151

千 代 田
中 央
港

新 宿
文 京
台 東
墨 田
江 東
品 川
目 黒
大 田
世 田 谷

大島町、利島村、新島村、神津島村

三宅村、御蔵島村

八丈町、青ヶ島村

小笠原村

　支庁（島しょ）
大 島

三 宅

八 丈

小 笠 原

渋 谷
中 野
杉 並
豊 島
北

荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

〒190-1292 西多摩郡瑞穂町大字箱根ケ崎2335 　(042)557-0501
〒190-0192 西多摩郡日の出町大字平井2780 　(042)597-0511
〒190-0212 西多摩郡檜原村467-1 　(042)598-1011
〒198-0212 西多摩郡奥多摩町氷川215-6   　(0428)83-2111

〒100-0101 大島町元町1-1-14 　 　(04992)2-1465

〒100-0301 利島村248  　 　(04992)9-0011
〒100-0402 新島村本村1-1-1   　(04992)5-0240

　町村役場
〒100-0601 神津島村904 　　　　　 　(04992)8-0011

〒100-1301 御蔵島村字入かねが沢  　(04994)8-2121

〒100-1498 八丈島八丈町大賀郷2551-2 　(04996)2-1122

〒100-1701 青ヶ島村無番地 　 　(04996)9-0111
〒100-2101 小笠原村父島字西町 　(04998)2-3111

瑞 穂 町
日の出町
檜 原 村
奥多摩町

大 島 町

利 島 村
新 島 村

神津島村

三 宅 村

御蔵島村

八 丈 町

青ヶ島村
小笠原村

〒100-1212 三宅島三宅村阿古497 
（臨時庁舎）

※税務課直通

〒192-8501 八王子市元本郷町3-24-1 　(042)626-3111
〒190-8666 立川市泉町1156-9 　　 　(042)523-2111
〒180-8777 武蔵野市緑町2-2-28 　(0422)51-5131
〒181-8555 三鷹市野崎1-1-1  　(0422)45-1151
〒198-8701 青梅市東青梅1-11-1 　 　(0428)22-1111
〒183-8703 府中市宮西町2-24 　 　(042)364-4111
〒196-8511 昭島市田中町1-17-1  　(042)544-5111
〒182-8511 調布市小島町2-35-1 　 　(042)481-7111
〒194-8520 町田市森野2-2-22 　 　(042)722-3111
〒184-8504 小金井市本町6-6-3 　  　(042)383-1111
〒187-8701 小平市小川町2-1333　 　(042)341-1211
〒191-8686 日野市神明1-12-1  　(042)585-1111
〒189-8501 東村山市本町1-2-3 　  　(042)393-5111

〒185-8501 国分寺市泉町2-2-18 　(042)325-0111
〒186-8501 国立市富士見台2-47-1 　　 　(042)576-2111
〒197-8501 福生市本町5 　 　(042)551-1511
〒201-8585 狛江市和泉本町1-1-5 　  　(03)3430-1111
〒207-8585 東大和市中央3-930  　 　(042)563-2111
〒204-8511 清瀬市中里5-842 　　　 　 　(042)492-5111
〒203-8555 東久留米市本町3-3-1   　(042)470-7777
〒208-8501 武蔵村山市本町1-1-1 　 　 　(042)565-1111
〒206-8666 多摩市関戸6-12-1 　 　(042)375-8111
〒206-8601 稲城市東長沼2111 　  　(042)378-2111
〒205-8601 羽村市緑ヶ丘5-2-1 　　　 　(042)555-1111
〒197-0814 あきる野市二宮350   　(042)558-1111
〒188-8666 西東京市南町5-6-13 　  　(042)464-1311

八 王 子
立 川
武 蔵 野
三 鷹
青 梅
府 中
昭 島
調 布
町 田
小 金 井
小 平
日 野
東 村 山

国 分 寺
国 立
福 生
狛 江
東 大 和
清 瀬
東久留米
武蔵村山
多 摩
稲 城
羽 村
あきる野
西 東 京

(04994)5-0981

※税務課直通

令和7年6月1日現在

令和7年6月1日現在

都税証明郵送受付センター
都税の証明等を郵送にて申請される場合は、都税証
明郵送受付センターへお送りください。
　

■官公庁のご案内
　都税事務所（23区内）

〒101-8520 千代田区内神田2-1-12 　(03)3252-7141
〒104-8558 中央区新富2-6-1 　(03)3553-2151
〒106-8560 港区麻布台3-5-6 　(03)5549-3800
〒160-8304 新宿区西新宿7-5-8 　(03)3369-7151
〒112-8550 文京区春日1-16-21 　(03)3812-3241
〒111-8606 台東区雷門1-6-1 　(03)3841-1271
〒130-8608 墨田区業平1-7-4  　(03)3625-5061
〒136-8533 江東区大島3-1-3  　(03)3637-7121
〒140-8716 品川区広町2-1-36 　(03)3774-6666
〒153-8937 目黒区上目黒2-19-15 　(03)5722-9001
〒144-8511 大田区新蒲田1-18-22 　(03)3733-2411
〒154-8577 世田谷区若林4-22-13  　(03)3413-7111
〒151-8546 渋谷区千駄ヶ谷4-3-15 　(03)5422-8780
〒164-0001 中野区中野4-6-15 　(03)3386-1111
〒166-8502 杉並区成田東5-39-11 　(03)3393-1171
〒171-8506 豊島区西池袋1-17-1 　(03)3981-1211

千 代 田
中 央
港

新  宿
文  京
台  東
墨  田
江  東
品  川
目  黒
大  田
世 田 谷
渋 谷
中 野
杉 並
豊 島

令和7年6月1日現在

　　郵送時の送付先
　　〒112-8787
　　東京都文京区春日1-16-21　都税証明郵送受付センター
取り扱う証明や申請に必要な書類等の詳細は、33ペー
ジをご覧ください。

（都税事務所等一覧）

72 73

7574

市役所

(04994)8-5013

(04996)2-4511

(04998)2-3230

〒183-8549  
府中市宮西町1-26-1
　(042)364-2288

〒194-8540  
町田市中町1-31-12
　(042)728-5111
〒190-0022  
立川市錦町4-6-3
　(042)523-3171

〒187-8533  
小平市花小金井1-6-20
　(042)464-0070

〒198-0036  
青梅市河辺町6-4-1
　(0428)22-1152

八王子都税事務所

府中都税支所

小平都税支所＊

〒192-8611  
八王子市明神町3-19-2
　(042)644-1111

八王子市、
青梅市、
町田市、
日野市、
福生市、
多摩市、
稲城市、羽村市、
あきる野市、
瑞穂町、
日の出町、
檜原村、
奥多摩町

　都税事務所（多摩地域）

＊令和7年度中に移転予定です。詳細が決まりましたら、
東京都主税局ホームページでご案内いたします。

  （注）都税支所では、以下の窓口業務を行っています。
○都税の納税受付
○各種申告書・申請書の受付
○納税証明等の発行
○納付書の発行
○都税に関する一般的な相談 など

立川市、
武蔵野市、
三鷹市、府中市、
昭島市、調布市、
小金井市、小平市、
東村山市、
国分寺市、
国立市、狛江市、
東大和市、清瀬市、
東久留米市、
武蔵村山市、
西東京市

青梅都税支所

町田都税支所

立川都税事務所

令和7年6月1日現在

※税務担当直通

※税務担当直通
 　(04992)2-4423

〒114-8517 北区上十条2-27-1  　(03)3908-1171
〒116-8586 荒川区西日暮里2-25-1 　(03)3802-8111
〒173-8510 板橋区大山東町44-8 　(03)3963-2111
〒176-8511 練馬区豊玉北6-13-10 　(03)3993-2261
〒123-8512 足立区西新井栄町2-8-15  　(03)5888-6211
〒124-8520 葛飾区立石5-13-1 　(03)3697-7511
〒132-8551 江戸川区中央4-24-19 　(03)3654-2151

北
荒 川
板 橋
練 馬
足 立
葛 飾
江 戸 川

82



「暮らしの税情報」
（注）税務署で無料配布しているほか、国税局ホームページ

でダウンロードできます。
　ホームページ
＜都　税＞東京都主税局ホームページ
　　　　　https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/
＜国　税＞国税庁ホームページ
　　　　　https://www.nta.go.jp/ 
■その他の不動産に関するご相談は
●賃貸住宅に関する相談、不動産取引の事前相談→賃貸ホットライン
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-4958
●不動産取引（売買・賃貸）のうち、宅地建物取引業法の
規制対象となる内容についての相談→指導相談担当
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5071
●宅地建物取引業者が関与する不動産取引紛争の民事上の法律
相談（弁護士相談・面談予約制）→東京都不動産取引特別相談室
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5015（予約受付）
●新・増・改築をするときの建築確認の申請
区役所（81ページ参照）の建築課
多摩建築指導事務所
建築指導第一課（立川合同庁舎）☎（042）548-2044
建築指導第二課（小平合同庁舎）☎（042）464-2154
建築指導第三課（青梅合同庁舎）☎（0428）23-3423

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調
布市、町田市、小平市、日野市、国分寺市、西東京
市内での建築確認の申請は市役所（82ページ参照）
の建築指導課又は建築開発審査課

■税金に関するご相談は
　電話・面談等
＜都　税＞
○都税事務所の相談コーナー（79、80ページ参照）
○主税局都税相談コーナー　　（03）5388-2925
　新宿区西新宿2-8-1（都庁第一本庁舎22階南側）
＜国　税＞
○国税に関するご質問やご相談は、国税庁ホーム
ページでチャットボット（ふたば）やタックスア
ンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話
相談センターをご利用ください。
○税務署にご用の方は、所轄の税務署（83、84ページ
参照）に電話をおかけいただき、自動音声案内に従い、
「２」番を選択して事前予約の上ご来署ください。予
約のないご相談には対応できない場合があります。
　出版物
○東京都主税局発行
「あなたと都税」、「ガイドブック都税」、「不動産と税金」
「外国語版ガイドブック都税」（英語・中国語・韓国語）
（注）  都税事務所、都民情報ルーム（都庁第一本庁舎3階）で

無料配布しています。
○公益財団法人東京税務協会発行
「地方税ミニガイド2025」（価格：500円（税込））
（注）お問合せは、（公財）東京税務協会（　（03）3228-7998）まで
〇国税庁発行

164-8566
166-8501
167-8506
171-8521
114-8560
116-8588
173-8530
176-8503
178-8624
120-8520
123-8501
124-8560
132-8668
134-8567
192-8565

190-8565

180-8522
198-8530
183-8548
194-8567
191-8520
189-8555

中野区中野2-24-11　住友不動産中野駅前ビル6階
杉並区成田東4-15-8
杉並区荻窪5-15-13 
豊島区西池袋3-33-22 
北区王子3-22-15 
荒川区西日暮里6-7-2 
板橋区大山東町35-1
練馬区栄町23-7
練馬区東大泉7-31-35 
足立区千住旭町4-21　足立地方合同庁舎
足立区栗原3-10-16  
葛飾区立石8-31-6
江戸川区平井1-16-11 
江戸川区清新町2-3-13
八王子市明神町4-21-3 

立川市緑町4-2　立川地方合同庁舎

武蔵野市吉祥寺本町3-27-1
青梅市東青梅4-13-4
府中市本町4-2 
町田市中町3-3-6 
日野市万願寺6-36-2 
東村山市本町1-20-22 

　　   担　　当　　区　　域 郵 便 番 号 所　　　在　　　地 電 話 番 号署　　名
中 野
杉 並
荻 窪
豊 島
王 子
荒 川
板 橋
練 馬 東
練 馬 西
足 立
西 新 井
葛 飾
江 戸 川 北
江 戸 川 南
八 王 子

立 川

武 蔵 野
青 梅
武 蔵 府 中
町 田
日 野
東 村 山

中野区
杉並区のうち阿佐谷・高円寺地区
杉並区のうち荻窪地区
豊島区
北区
荒川区
板橋区
練馬区の一部
練馬区の一部
足立区のうち千住・綾瀬地区
足立区のうち西新井地区
葛飾区
江戸川区の一部
江戸川区の一部
八王子市
立川市、昭島市、国分寺市、
国立市、東大和市、武蔵村山市
武蔵野市、三鷹市、小金井市
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、西多摩郡
府中市、調布市、狛江市
町田市
日野市、多摩市、稲城市
小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

(03)3387-8111
(03)3313-1131
(03)3392-1111
(03)3984-2171
(03)3913-6211
(03)3893-0151
(03)3962-4151
(03)6371-2332
(03)3867-9711
(03)3870-8911
(03)3840-1111
(03)3691-0941
(03)3683-4281
(03)5658-9311
(042)697-6221

(042)523-1181

(0422)53-1311
(0428)22-3185
(042)362-4711
(042)728-7211
(042)585-5661
(042)394-6811

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

○国税に関する一般的なご相談は、国税庁ホームページでタックスアンサーをご覧いただくか、所轄の税務署
に電話をおかけいただき、自動音声の案内に従い、「1」番を選択して電話相談センターをご利用ください。

庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号 庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号

（注）上記のうち供託取扱庁は、本局、八王子支局、府中支局及び西多摩支
　　局です。

令和7年6月1日現在　東京法務局（本局・支局・出張所）

杉　並出張所
　
豊　島　〃
　北　　〃
練　馬　〃
江戸川　〃
城　北　〃
町　田　〃
田　無　〃
立　川　〃

板　橋　〃
〒171-8507
〒114-8531
〒179-8501
〒132-8585
〒124-8502
〒194-0022
〒188-0011
〒190-8524

〒173-0004
〒167-0035 （03）3395-0255

（03）3964-5385
（03）3971-1616
（03）3912-2608
（03）5971-3681
（03）3654-4156
（03）3603-4305
（042）722-2414
（042）461-1130
（042）524-2716 立川市緑町4-2

（立川地方合同庁舎6階）

町田市森野2-28-14
（町田地方合同庁舎）

本 局

登記電話案内室＊

八王子支局
府 中 支 局
西多摩支局
　港　出張所
台　東　〃
墨　田　〃
品　川　〃
城　南　〃
世田谷　〃
渋　谷　〃
新　宿　〃
中　野　〃

〒102-8225

〒192-0046
〒183-0052
〒197-0004
〒106-8654
〒110-8561
〒130-0024
〒140-8717
〒146-8554
〒154-8531
〒150-8301
〒169-0074
〒165-8588

（03）5213-1234（代）
（03）5213-1330（不動産登記）
（03）5213-1337（商業・法人登記）

（03）5318-0261

（042）631-1377
（042）335-4753
（042）551-0360
（03）3586-2181
（03）3831-0625
（03）3631-1408
（03）3774-3446
（03）3750-6651
（03）5481-7519
（03）3463-7671
（03）3363-7385
（03）3389-3379

千代田区九段南
1-1-15（九段第2合同
庁舎）

八王子市明神町4-21-2
（八王子地方合同庁舎1・２階）
府中市新町2-44
福生市南田園3-61-3

品川区広町2-1-36
（品川区総合庁舎）

渋谷区宇田川町1-10
（渋谷地方合同庁舎）

世田谷区若林4-22-13
（世田谷合同庁舎２階）

豊島区池袋4-30-20
（豊島地方合同庁舎）

＊  登記申請に関する一般的な手続の案内は、事前予約制となっておりま
すので、登記電話案内室にお電話をお願いします。

千代田区のうち麹町地区
千代田区のうち神田地区
中央区のうち日本橋地区
中央区のうち京橋地区
港区のうち芝地区・

港区のうち麻布・赤坂地区
新宿区のうち四谷・牛込地区
新宿区のうち新宿地区
文京区のうち小石川地区
文京区のうち本郷地区
台東区のうち下谷地区
台東区のうち浅草地区
墨田区のうち本所地区
墨田区のうち向島地区
江東区のうち城東地区を除く地区
江東区のうち城東地区
品川区のうち品川・大崎・大井・八潮地区
品川区のうち荏原地区
目黒区
大田区のうち大森地区
大田区のうち調布地区
大田区のうち蒲田地区
世田谷区のうち中央部地区
世田谷区のうち北部地区
世田谷区のうち玉川地区
渋谷区

郵 便 番 号
千代田区九段南1-1-15　九段第2合同庁舎1階・2階
千代田区神田錦町3-3
中央区日本橋堀留町2-6-9　
中央区新富2-6-1　

港区芝5-8-1

港区西麻布3-3-5 
新宿区四谷三栄町7-7
新宿区北新宿1-19-3
文京区春日1-4-5 
文京区西片2-16-27 
台東区池之端1-2-22　上野合同庁舎
台東区蔵前2-8-12
墨田区業平1-7-2 
墨田区東向島2-7-14
江東区猿江2-16-12 
江東区亀戸2-17-8
港区高輪3-13-22 
品川区中延1-1-5 
目黒区中目黒5-27-16 
大田区中央7-4-18
大田区雪谷大塚町4-12
大田区蒲田本町2-1-22
世田谷区若林4-22-13　世田谷合同庁舎3階・4階
世田谷区松原6-13-10 
世田谷区玉川2-1-7 
渋谷区宇田川町1-10　渋谷地方合同庁舎

(03)3221-6011
(03)4574-5596
(03)3663-8451
(03)4434-0011

(03)3455-0551

(03)3403-0591
(03)3359-4451
(03)6757-7776
(03)3811-1141
(03)3811-3171
(03)3821-9001
(03)3862-7111
(03)3623-5171
(03)3614-5231
(03)3633-6211
(03)3685-6311
(03)3443-4171
(03)3783-5371
(03)3711-6251
(03)3755-2111
(03)3726-4521
(03)3732-5151
(03)6758-6900
(03)3322-3271
(03)3700-4131
(03)3463-9181

　税務署

麹 町
神 田
日 本 橋
京 橋

芝

麻 布
四 谷
新 宿
小 石 川
本 郷
東 京 上 野
浅 草
本 所
向 島
江 東 西
江 東 東
品 川
荏 原
目 黒
大 森
雪 谷
蒲 田
世 田 谷
北 沢
玉 川
渋 谷

署　　名
102-8311
101-8464
103-8551
104-8557

108-8401

106-8630
160-8530
169-8561
112-8558
113-8459
110-8607
111-8602
130-8686
131-8509
135-8311
136-8505
108-8622
142-8540
153-8633
143-8565
145-8506
144-8556
154-8523
156-8555
158-8601
150-8333

担　　当　　区　　域 所　　　在　　　地 電 話 番 号

東京都のうち大島町、利島村、新島村、神津島村、
三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

76 77

7978

杉並区今川2-1-3
板橋区板橋1-44-6

北区王子6-2-66
練馬区春日町5-35-33
江戸川区中央1-16-2
葛飾区小菅4-20-24

西東京市田無町4-16-24港区東麻布2-11-11
台東区台東1-26-2
墨田区菊川1-17-13

新宿区北新宿1-8-22
中野区野方1-34-1

大田区鵜の木2-9-15

83



「暮らしの税情報」
（注）税務署で無料配布しているほか、国税局ホームページ

でダウンロードできます。
　ホームページ
＜都　税＞東京都主税局ホームページ
　　　　　https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/
＜国　税＞国税庁ホームページ
　　　　　https://www.nta.go.jp/ 
■その他の不動産に関するご相談は
●賃貸住宅に関する相談、不動産取引の事前相談→賃貸ホットライン
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-4958
●不動産取引（売買・賃貸）のうち、宅地建物取引業法の
規制対象となる内容についての相談→指導相談担当
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5071
●宅地建物取引業者が関与する不動産取引紛争の民事上の法律
相談（弁護士相談・面談予約制）→東京都不動産取引特別相談室
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5015（予約受付）
●新・増・改築をするときの建築確認の申請
区役所（81ページ参照）の建築課
多摩建築指導事務所
建築指導第一課（立川合同庁舎）☎（042）548-2044
建築指導第二課（小平合同庁舎）☎（042）464-2154
建築指導第三課（青梅合同庁舎）☎（0428）23-3423

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調
布市、町田市、小平市、日野市、国分寺市、西東京
市内での建築確認の申請は市役所（82ページ参照）
の建築指導課又は建築開発審査課

■税金に関するご相談は
　電話・面談等
＜都　税＞
○都税事務所の相談コーナー（79、80ページ参照）
○主税局都税相談コーナー　　（03）5388-2925
　新宿区西新宿2-8-1（都庁第一本庁舎22階南側）
＜国　税＞
○国税に関するご質問やご相談は、国税庁ホーム
ページでチャットボット（ふたば）やタックスア
ンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話
相談センターをご利用ください。

○税務署にご用の方は、所轄の税務署（83、84ページ
参照）に電話をおかけいただき、自動音声案内に従い、
「２」番を選択して事前予約の上ご来署ください。予
約のないご相談には対応できない場合があります。

　出版物
○東京都主税局発行
「あなたと都税」、「ガイドブック都税」、「不動産と税金」
「外国語版ガイドブック都税」（英語・中国語・韓国語）
（注）  都税事務所、都民情報ルーム（都庁第一本庁舎3階）で

無料配布しています。
○公益財団法人東京税務協会発行
「地方税ミニガイド2025」（価格：500円（税込））
（注）お問合せは、（公財）東京税務協会（　（03）3228-7998）まで
〇国税庁発行

164-8566
166-8501
167-8506
171-8521
114-8560
116-8588
173-8530
176-8503
178-8624
120-8520
123-8501
124-8560
132-8668
134-8567
192-8565

190-8565

180-8522
198-8530
183-8548
194-8567
191-8520
189-8555

中野区中野2-24-11　住友不動産中野駅前ビル6階
杉並区成田東4-15-8
杉並区荻窪5-15-13 
豊島区西池袋3-33-22 
北区王子3-22-15 
荒川区西日暮里6-7-2 
板橋区大山東町35-1
練馬区栄町23-7
練馬区東大泉7-31-35 
足立区千住旭町4-21　足立地方合同庁舎
足立区栗原3-10-16  
葛飾区立石8-31-6
江戸川区平井1-16-11 
江戸川区清新町2-3-13
八王子市明神町4-21-3 

立川市緑町4-2　立川地方合同庁舎

武蔵野市吉祥寺本町3-27-1
青梅市東青梅4-13-4
府中市本町4-2 
町田市中町3-3-6 
日野市万願寺6-36-2 
東村山市本町1-20-22 

　　   担　　当　　区　　域 郵 便 番 号 所　　　在　　　地 電 話 番 号署　　名
中 野
杉 並
荻 窪
豊 島
王 子
荒 川
板 橋
練 馬 東
練 馬 西
足 立
西 新 井
葛 飾
江 戸 川 北
江 戸 川 南
八 王 子

立 川

武 蔵 野
青 梅
武 蔵 府 中
町 田
日 野
東 村 山

中野区
杉並区のうち阿佐谷・高円寺地区
杉並区のうち荻窪地区
豊島区
北区
荒川区
板橋区
練馬区の一部
練馬区の一部
足立区のうち千住・綾瀬地区
足立区のうち西新井地区
葛飾区
江戸川区の一部
江戸川区の一部
八王子市
立川市、昭島市、国分寺市、
国立市、東大和市、武蔵村山市
武蔵野市、三鷹市、小金井市
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、西多摩郡
府中市、調布市、狛江市
町田市
日野市、多摩市、稲城市
小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

(03)3387-8111
(03)3313-1131
(03)3392-1111
(03)3984-2171
(03)3913-6211
(03)3893-0151
(03)3962-4151
(03)6371-2332
(03)3867-9711
(03)3870-8911
(03)3840-1111
(03)3691-0941
(03)3683-4281
(03)5658-9311
(042)697-6221

(042)523-1181

(0422)53-1311
(0428)22-3185
(042)362-4711
(042)728-7211
(042)585-5661
(042)394-6811

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

○国税に関する一般的なご相談は、国税庁ホームページでタックスアンサーをご覧いただくか、所轄の税務署
に電話をおかけいただき、自動音声の案内に従い、「1」番を選択して電話相談センターをご利用ください。

庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号 庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号

（注）上記のうち供託取扱庁は、本局、八王子支局、府中支局及び西多摩支
　　局です。

令和7年6月1日現在　東京法務局（本局・支局・出張所）

杉　並出張所
　
豊　島　〃
　北　　〃
練　馬　〃
江戸川　〃
城　北　〃
町　田　〃
田　無　〃
立　川　〃

板　橋　〃
〒171-8507
〒114-8531
〒179-8501
〒132-8585
〒124-8502
〒194-0022
〒188-0011
〒190-8524

〒173-0004
〒167-0035 （03）3395-0255

（03）3964-5385
（03）3971-1616
（03）3912-2608
（03）5971-3681
（03）3654-4156
（03）3603-4305
（042）722-2414
（042）461-1130
（042）524-2716 立川市緑町4-2

（立川地方合同庁舎6階）

町田市森野2-28-14
（町田地方合同庁舎）

本 局

登記電話案内室＊

八王子支局
府 中 支 局
西多摩支局
　港　出張所
台　東　〃
墨　田　〃
品　川　〃
城　南　〃
世田谷　〃
渋　谷　〃
新　宿　〃
中　野　〃

〒102-8225

〒192-0046
〒183-0052
〒197-0004
〒106-8654
〒110-8561
〒130-0024
〒140-8717
〒146-8554
〒154-8531
〒150-8301
〒169-0074
〒165-8588

（03）5213-1234（代）
（03）5213-1330（不動産登記）
（03）5213-1337（商業・法人登記）

（03）5318-0261

（042）631-1377
（042）335-4753
（042）551-0360
（03）3586-2181
（03）3831-0625
（03）3631-1408
（03）3774-3446
（03）3750-6651
（03）5481-7519
（03）3463-7671
（03）3363-7385
（03）3389-3379

千代田区九段南
1-1-15（九段第2合同
庁舎）

八王子市明神町4-21-2
（八王子地方合同庁舎1・２階）
府中市新町2-44
福生市南田園3-61-3

品川区広町2-1-36
（品川区総合庁舎）

渋谷区宇田川町1-10
（渋谷地方合同庁舎）

世田谷区若林4-22-13
（世田谷合同庁舎２階）

豊島区池袋4-30-20
（豊島地方合同庁舎）

＊  登記申請に関する一般的な手続の案内は、事前予約制となっておりま
すので、登記電話案内室にお電話をお願いします。

千代田区のうち麹町地区
千代田区のうち神田地区
中央区のうち日本橋地区
中央区のうち京橋地区
港区のうち芝地区・

港区のうち麻布・赤坂地区
新宿区のうち四谷・牛込地区
新宿区のうち新宿地区
文京区のうち小石川地区
文京区のうち本郷地区
台東区のうち下谷地区
台東区のうち浅草地区
墨田区のうち本所地区
墨田区のうち向島地区
江東区のうち城東地区を除く地区
江東区のうち城東地区
品川区のうち品川・大崎・大井・八潮地区
品川区のうち荏原地区
目黒区
大田区のうち大森地区
大田区のうち調布地区
大田区のうち蒲田地区
世田谷区のうち中央部地区
世田谷区のうち北部地区
世田谷区のうち玉川地区
渋谷区

郵 便 番 号
千代田区九段南1-1-15　九段第2合同庁舎1階・2階
千代田区神田錦町3-3
中央区日本橋堀留町2-6-9　
中央区新富2-6-1　

港区芝5-8-1

港区西麻布3-3-5 
新宿区四谷三栄町7-7
新宿区北新宿1-19-3
文京区春日1-4-5 
文京区西片2-16-27 
台東区池之端1-2-22　上野合同庁舎
台東区蔵前2-8-12
墨田区業平1-7-2 
墨田区東向島2-7-14
江東区猿江2-16-12 
江東区亀戸2-17-8
港区高輪3-13-22 
品川区中延1-1-5 
目黒区中目黒5-27-16 
大田区中央7-4-18
大田区雪谷大塚町4-12
大田区蒲田本町2-1-22
世田谷区若林4-22-13　世田谷合同庁舎3階・4階
世田谷区松原6-13-10 
世田谷区玉川2-1-7 
渋谷区宇田川町1-10　渋谷地方合同庁舎

(03)3221-6011
(03)4574-5596
(03)3663-8451
(03)4434-0011

(03)3455-0551

(03)3403-0591
(03)3359-4451
(03)6757-7776
(03)3811-1141
(03)3811-3171
(03)3821-9001
(03)3862-7111
(03)3623-5171
(03)3614-5231
(03)3633-6211
(03)3685-6311
(03)3443-4171
(03)3783-5371
(03)3711-6251
(03)3755-2111
(03)3726-4521
(03)3732-5151
(03)6758-6900
(03)3322-3271
(03)3700-4131
(03)3463-9181

　税務署

麹 町
神 田
日 本 橋
京 橋

芝

麻 布
四 谷
新 宿
小 石 川
本 郷
東 京 上 野
浅 草
本 所
向 島
江 東 西
江 東 東
品 川
荏 原
目 黒
大 森
雪 谷
蒲 田
世 田 谷
北 沢
玉 川
渋 谷

署　　名
102-8311
101-8464
103-8551
104-8557

108-8401

106-8630
160-8530
169-8561
112-8558
113-8459
110-8607
111-8602
130-8686
131-8509
135-8311
136-8505
108-8622
142-8540
153-8633
143-8565
145-8506
144-8556
154-8523
156-8555
158-8601
150-8333

担　　当　　区　　域 所　　　在　　　地 電 話 番 号

東京都のうち大島町、利島村、新島村、神津島村、
三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

76 77

7978

杉並区今川2-1-3
板橋区板橋1-44-6

北区王子6-2-66
練馬区春日町5-35-33
江戸川区中央1-16-2
葛飾区小菅4-20-24

西東京市田無町4-16-24港区東麻布2-11-11
台東区台東1-26-2
墨田区菊川1-17-13

新宿区北新宿1-8-22
中野区野方1-34-1

大田区鵜の木2-9-15

84



「暮らしの税情報」
（注）税務署で無料配布しているほか、国税局ホームページ

でダウンロードできます。
　ホームページ
＜都　税＞東京都主税局ホームページ
　　　　　https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/
＜国　税＞国税庁ホームページ
　　　　　https://www.nta.go.jp/ 
■その他の不動産に関するご相談は
●賃貸住宅に関する相談、不動産取引の事前相談→賃貸ホットライン
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-4958
●不動産取引（売買・賃貸）のうち、宅地建物取引業法の
規制対象となる内容についての相談→指導相談担当
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5071
●宅地建物取引業者が関与する不動産取引紛争の民事上の法律
相談（弁護士相談・面談予約制）→東京都不動産取引特別相談室
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5015（予約受付）
●新・増・改築をするときの建築確認の申請
区役所（81ページ参照）の建築課
多摩建築指導事務所
建築指導第一課（立川合同庁舎）☎（042）548-2044
建築指導第二課（小平合同庁舎）☎（042）464-2154
建築指導第三課（青梅合同庁舎）☎（0428）23-3423

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調
布市、町田市、小平市、日野市、国分寺市、西東京
市内での建築確認の申請は市役所（82ページ参照）
の建築指導課又は建築開発審査課

■税金に関するご相談は
　電話・面談等
＜都　税＞
○都税事務所の相談コーナー（79、80ページ参照）
○主税局都税相談コーナー　　（03）5388-2925
　新宿区西新宿2-8-1（都庁第一本庁舎22階南側）
＜国　税＞
○国税に関するご質問やご相談は、国税庁ホーム
ページでチャットボット（ふたば）やタックスア
ンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話
相談センターをご利用ください。
○税務署にご用の方は、所轄の税務署（83、84ページ
参照）に電話をおかけいただき、自動音声案内に従い、
「２」番を選択して事前予約の上ご来署ください。予
約のないご相談には対応できない場合があります。
　出版物
○東京都主税局発行
「あなたと都税」、「ガイドブック都税」、「不動産と税金」
「外国語版ガイドブック都税」（英語・中国語・韓国語）
（注）  都税事務所、都民情報ルーム（都庁第一本庁舎3階）で

無料配布しています。
○公益財団法人東京税務協会発行
「地方税ミニガイド2025」（価格：500円（税込））
（注）お問合せは、（公財）東京税務協会（　（03）3228-7998）まで
〇国税庁発行

164-8566
166-8501
167-8506
171-8521
114-8560
116-8588
173-8530
176-8503
178-8624
120-8520
123-8501
124-8560
132-8668
134-8567
192-8565

190-8565

180-8522
198-8530
183-8548
194-8567
191-8520
189-8555

中野区中野2-24-11　住友不動産中野駅前ビル6階
杉並区成田東4-15-8
杉並区荻窪5-15-13 
豊島区西池袋3-33-22 
北区王子3-22-15 
荒川区西日暮里6-7-2 
板橋区大山東町35-1
練馬区栄町23-7
練馬区東大泉7-31-35 
足立区千住旭町4-21　足立地方合同庁舎
足立区栗原3-10-16  
葛飾区立石8-31-6
江戸川区平井1-16-11 
江戸川区清新町2-3-13
八王子市明神町4-21-3 

立川市緑町4-2　立川地方合同庁舎

武蔵野市吉祥寺本町3-27-1
青梅市東青梅4-13-4
府中市本町4-2 
町田市中町3-3-6 
日野市万願寺6-36-2 
東村山市本町1-20-22 

　　   担　　当　　区　　域 郵 便 番 号 所　　　在　　　地 電 話 番 号署　　名
中 野
杉 並
荻 窪
豊 島
王 子
荒 川
板 橋
練 馬 東
練 馬 西
足 立
西 新 井
葛 飾
江 戸 川 北
江 戸 川 南
八 王 子

立 川

武 蔵 野
青 梅
武 蔵 府 中
町 田
日 野
東 村 山

中野区
杉並区のうち阿佐谷・高円寺地区
杉並区のうち荻窪地区
豊島区
北区
荒川区
板橋区
練馬区の一部
練馬区の一部
足立区のうち千住・綾瀬地区
足立区のうち西新井地区
葛飾区
江戸川区の一部
江戸川区の一部
八王子市
立川市、昭島市、国分寺市、
国立市、東大和市、武蔵村山市
武蔵野市、三鷹市、小金井市
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、西多摩郡
府中市、調布市、狛江市
町田市
日野市、多摩市、稲城市
小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

(03)3387-8111
(03)3313-1131
(03)3392-1111
(03)3984-2171
(03)3913-6211
(03)3893-0151
(03)3962-4151
(03)6371-2332
(03)3867-9711
(03)3870-8911
(03)3840-1111
(03)3691-0941
(03)3683-4281
(03)5658-9311
(042)697-6221

(042)523-1181

(0422)53-1311
(0428)22-3185
(042)362-4711
(042)728-7211
(042)585-5661
(042)394-6811

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

○国税に関する一般的なご相談は、国税庁ホームページでタックスアンサーをご覧いただくか、所轄の税務署
に電話をおかけいただき、自動音声の案内に従い、「1」番を選択して電話相談センターをご利用ください。

庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号 庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号

（注）上記のうち供託取扱庁は、本局、八王子支局、府中支局及び西多摩支
　　局です。

令和7年6月1日現在　東京法務局（本局・支局・出張所）

杉　並出張所
　
豊　島　〃
　北　　〃
練　馬　〃
江戸川　〃
城　北　〃
町　田　〃
田　無　〃
立　川　〃

板　橋　〃
〒171-8507
〒114-8531
〒179-8501
〒132-8585
〒124-8502
〒194-0022
〒188-0011
〒190-8524

〒173-0004
〒167-0035 （03）3395-0255

（03）3964-5385
（03）3971-1616
（03）3912-2608
（03）5971-3681
（03）3654-4156
（03）3603-4305
（042）722-2414
（042）461-1130
（042）524-2716 立川市緑町4-2

（立川地方合同庁舎6階）

町田市森野2-28-14
（町田地方合同庁舎）

本 局

登記電話案内室＊

八王子支局
府 中 支 局
西多摩支局
　港　出張所
台　東　〃
墨　田　〃
品　川　〃
城　南　〃
世田谷　〃
渋　谷　〃
新　宿　〃
中　野　〃

〒102-8225

〒192-0046
〒183-0052
〒197-0004
〒106-8654
〒110-8561
〒130-0024
〒140-8717
〒146-8554
〒154-8531
〒150-8301
〒169-0074
〒165-8588

（03）5213-1234（代）
（03）5213-1330（不動産登記）
（03）5213-1337（商業・法人登記）

（03）5318-0261

（042）631-1377
（042）335-4753
（042）551-0360
（03）3586-2181
（03）3831-0625
（03）3631-1408
（03）3774-3446
（03）3750-6651
（03）5481-7519
（03）3463-7671
（03）3363-7385
（03）3389-3379

千代田区九段南
1-1-15（九段第2合同
庁舎）

八王子市明神町4-21-2
（八王子地方合同庁舎1・２階）
府中市新町2-44
福生市南田園3-61-3

品川区広町2-1-36
（品川区総合庁舎）

渋谷区宇田川町1-10
（渋谷地方合同庁舎）

世田谷区若林4-22-13
（世田谷合同庁舎２階）

豊島区池袋4-30-20
（豊島地方合同庁舎）

＊  登記申請に関する一般的な手続の案内は、事前予約制となっておりま
すので、登記電話案内室にお電話をお願いします。

千代田区のうち麹町地区
千代田区のうち神田地区
中央区のうち日本橋地区
中央区のうち京橋地区
港区のうち芝地区・

港区のうち麻布・赤坂地区
新宿区のうち四谷・牛込地区
新宿区のうち新宿地区
文京区のうち小石川地区
文京区のうち本郷地区
台東区のうち下谷地区
台東区のうち浅草地区
墨田区のうち本所地区
墨田区のうち向島地区
江東区のうち城東地区を除く地区
江東区のうち城東地区
品川区のうち品川・大崎・大井・八潮地区
品川区のうち荏原地区
目黒区
大田区のうち大森地区
大田区のうち調布地区
大田区のうち蒲田地区
世田谷区のうち中央部地区
世田谷区のうち北部地区
世田谷区のうち玉川地区
渋谷区

郵 便 番 号
千代田区九段南1-1-15　九段第2合同庁舎1階・2階
千代田区神田錦町3-3
中央区日本橋堀留町2-6-9　
中央区新富2-6-1　

港区芝5-8-1

港区西麻布3-3-5 
新宿区四谷三栄町7-7
新宿区北新宿1-19-3
文京区春日1-4-5 
文京区西片2-16-27 
台東区池之端1-2-22　上野合同庁舎
台東区蔵前2-8-12
墨田区業平1-7-2 
墨田区東向島2-7-14
江東区猿江2-16-12 
江東区亀戸2-17-8
港区高輪3-13-22 
品川区中延1-1-5 
目黒区中目黒5-27-16 
大田区中央7-4-18
大田区雪谷大塚町4-12
大田区蒲田本町2-1-22
世田谷区若林4-22-13　世田谷合同庁舎3階・4階
世田谷区松原6-13-10 
世田谷区玉川2-1-7 
渋谷区宇田川町1-10　渋谷地方合同庁舎

(03)3221-6011
(03)4574-5596
(03)3663-8451
(03)4434-0011

(03)3455-0551

(03)3403-0591
(03)3359-4451
(03)6757-7776
(03)3811-1141
(03)3811-3171
(03)3821-9001
(03)3862-7111
(03)3623-5171
(03)3614-5231
(03)3633-6211
(03)3685-6311
(03)3443-4171
(03)3783-5371
(03)3711-6251
(03)3755-2111
(03)3726-4521
(03)3732-5151
(03)6758-6900
(03)3322-3271
(03)3700-4131
(03)3463-9181

　税務署

麹 町
神 田
日 本 橋
京 橋

芝

麻 布
四 谷
新 宿
小 石 川
本 郷
東 京 上 野
浅 草
本 所
向 島
江 東 西
江 東 東
品 川
荏 原
目 黒
大 森
雪 谷
蒲 田
世 田 谷
北 沢
玉 川
渋 谷

署　　名
102-8311
101-8464
103-8551
104-8557

108-8401

106-8630
160-8530
169-8561
112-8558
113-8459
110-8607
111-8602
130-8686
131-8509
135-8311
136-8505
108-8622
142-8540
153-8633
143-8565
145-8506
144-8556
154-8523
156-8555
158-8601
150-8333

担　　当　　区　　域 所　　　在　　　地 電 話 番 号

東京都のうち大島町、利島村、新島村、神津島村、
三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

76 77

7978

杉並区今川2-1-3
板橋区板橋1-44-6

北区王子6-2-66
練馬区春日町5-35-33
江戸川区中央1-16-2
葛飾区小菅4-20-24

西東京市田無町4-16-24港区東麻布2-11-11
台東区台東1-26-2
墨田区菊川1-17-13

新宿区北新宿1-8-22
中野区野方1-34-1

大田区鵜の木2-9-15

85



「暮らしの税情報」
（注）税務署で無料配布しているほか、国税局ホームページ

でダウンロードできます。
　ホームページ
＜都　税＞東京都主税局ホームページ
　　　　　https://www.tax.metro.tokyo.lg.jp/
＜国　税＞国税庁ホームページ
　　　　　https://www.nta.go.jp/ 
■その他の不動産に関するご相談は
●賃貸住宅に関する相談、不動産取引の事前相談→賃貸ホットライン
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-4958
●不動産取引（売買・賃貸）のうち、宅地建物取引業法の
規制対象となる内容についての相談→指導相談担当
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5071
●宅地建物取引業者が関与する不動産取引紛争の民事上の法律
相談（弁護士相談・面談予約制）→東京都不動産取引特別相談室
　　住宅政策本部不動産業課内　☎（03）5320-5015（予約受付）
●新・増・改築をするときの建築確認の申請
区役所（81ページ参照）の建築課
多摩建築指導事務所
建築指導第一課（立川合同庁舎）☎（042）548-2044
建築指導第二課（小平合同庁舎）☎（042）464-2154
建築指導第三課（青梅合同庁舎）☎（0428）23-3423

八王子市、立川市、武蔵野市、三鷹市、府中市、調
布市、町田市、小平市、日野市、国分寺市、西東京
市内での建築確認の申請は市役所（82ページ参照）
の建築指導課又は建築開発審査課

■税金に関するご相談は
　電話・面談等
＜都　税＞
○都税事務所の相談コーナー（79、80ページ参照）
○主税局都税相談コーナー　　（03）5388-2925
　新宿区西新宿2-8-1（都庁第一本庁舎22階南側）
＜国　税＞
○国税に関するご質問やご相談は、国税庁ホーム
ページでチャットボット（ふたば）やタックスア
ンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話
相談センターをご利用ください。

○税務署にご用の方は、所轄の税務署（83、84ページ
参照）に電話をおかけいただき、自動音声案内に従い、
「２」番を選択して事前予約の上ご来署ください。予
約のないご相談には対応できない場合があります。

　出版物
○東京都主税局発行
「あなたと都税」、「ガイドブック都税」、「不動産と税金」
「外国語版ガイドブック都税」（英語・中国語・韓国語）
（注）  都税事務所、都民情報ルーム（都庁第一本庁舎3階）で

無料配布しています。
○公益財団法人東京税務協会発行
「地方税ミニガイド2025」（価格：500円（税込））
（注）お問合せは、（公財）東京税務協会（　（03）3228-7998）まで
〇国税庁発行

164-8566
166-8501
167-8506
171-8521
114-8560
116-8588
173-8530
176-8503
178-8624
120-8520
123-8501
124-8560
132-8668
134-8567
192-8565

190-8565

180-8522
198-8530
183-8548
194-8567
191-8520
189-8555

中野区中野2-24-11　住友不動産中野駅前ビル6階
杉並区成田東4-15-8
杉並区荻窪5-15-13 
豊島区西池袋3-33-22 
北区王子3-22-15 
荒川区西日暮里6-7-2 
板橋区大山東町35-1
練馬区栄町23-7
練馬区東大泉7-31-35 
足立区千住旭町4-21　足立地方合同庁舎
足立区栗原3-10-16  
葛飾区立石8-31-6
江戸川区平井1-16-11 
江戸川区清新町2-3-13
八王子市明神町4-21-3 

立川市緑町4-2　立川地方合同庁舎

武蔵野市吉祥寺本町3-27-1
青梅市東青梅4-13-4
府中市本町4-2 
町田市中町3-3-6 
日野市万願寺6-36-2 
東村山市本町1-20-22 

　　   担　　当　　区　　域 郵 便 番 号 所　　　在　　　地 電 話 番 号署　　名
中 野
杉 並
荻 窪
豊 島
王 子
荒 川
板 橋
練 馬 東
練 馬 西
足 立
西 新 井
葛 飾
江 戸 川 北
江 戸 川 南
八 王 子

立 川

武 蔵 野
青 梅
武 蔵 府 中
町 田
日 野
東 村 山

中野区
杉並区のうち阿佐谷・高円寺地区
杉並区のうち荻窪地区
豊島区
北区
荒川区
板橋区
練馬区の一部
練馬区の一部
足立区のうち千住・綾瀬地区
足立区のうち西新井地区
葛飾区
江戸川区の一部
江戸川区の一部
八王子市
立川市、昭島市、国分寺市、
国立市、東大和市、武蔵村山市
武蔵野市、三鷹市、小金井市
青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、西多摩郡
府中市、調布市、狛江市
町田市
日野市、多摩市、稲城市
小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市

(03)3387-8111
(03)3313-1131
(03)3392-1111
(03)3984-2171
(03)3913-6211
(03)3893-0151
(03)3962-4151
(03)6371-2332
(03)3867-9711
(03)3870-8911
(03)3840-1111
(03)3691-0941
(03)3683-4281
(03)5658-9311
(042)697-6221

(042)523-1181

(0422)53-1311
(0428)22-3185
(042)362-4711
(042)728-7211
(042)585-5661
(042)394-6811

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

○国税に関する一般的なご相談は、国税庁ホームページでタックスアンサーをご覧いただくか、所轄の税務署
に電話をおかけいただき、自動音声の案内に従い、「1」番を選択して電話相談センターをご利用ください。

庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号 庁　　名 所　　在　　地 電　話　番　号

（注）上記のうち供託取扱庁は、本局、八王子支局、府中支局及び西多摩支
　　局です。

令和7年6月1日現在　東京法務局（本局・支局・出張所）

杉　並出張所
　
豊　島　〃
　北　　〃
練　馬　〃
江戸川　〃
城　北　〃
町　田　〃
田　無　〃
立　川　〃

板　橋　〃
〒171-8507
〒114-8531
〒179-8501
〒132-8585
〒124-8502
〒194-0022
〒188-0011
〒190-8524

〒173-0004
〒167-0035 （03）3395-0255

（03）3964-5385
（03）3971-1616
（03）3912-2608
（03）5971-3681
（03）3654-4156
（03）3603-4305
（042）722-2414
（042）461-1130
（042）524-2716 立川市緑町4-2

（立川地方合同庁舎6階）

町田市森野2-28-14
（町田地方合同庁舎）

本 局

登記電話案内室＊

八王子支局
府 中 支 局
西多摩支局
　港　出張所
台　東　〃
墨　田　〃
品　川　〃
城　南　〃
世田谷　〃
渋　谷　〃
新　宿　〃
中　野　〃

〒102-8225

〒192-0046
〒183-0052
〒197-0004
〒106-8654
〒110-8561
〒130-0024
〒140-8717
〒146-8554
〒154-8531
〒150-8301
〒169-0074
〒165-8588

（03）5213-1234（代）
（03）5213-1330（不動産登記）
（03）5213-1337（商業・法人登記）

（03）5318-0261

（042）631-1377
（042）335-4753
（042）551-0360
（03）3586-2181
（03）3831-0625
（03）3631-1408
（03）3774-3446
（03）3750-6651
（03）5481-7519
（03）3463-7671
（03）3363-7385
（03）3389-3379

千代田区九段南
1-1-15（九段第2合同
庁舎）

八王子市明神町4-21-2
（八王子地方合同庁舎1・２階）
府中市新町2-44
福生市南田園3-61-3

品川区広町2-1-36
（品川区総合庁舎）

渋谷区宇田川町1-10
（渋谷地方合同庁舎）

世田谷区若林4-22-13
（世田谷合同庁舎２階）

豊島区池袋4-30-20
（豊島地方合同庁舎）

＊  登記申請に関する一般的な手続の案内は、事前予約制となっておりま
すので、登記電話案内室にお電話をお願いします。

千代田区のうち麹町地区
千代田区のうち神田地区
中央区のうち日本橋地区
中央区のうち京橋地区
港区のうち芝地区・

港区のうち麻布・赤坂地区
新宿区のうち四谷・牛込地区
新宿区のうち新宿地区
文京区のうち小石川地区
文京区のうち本郷地区
台東区のうち下谷地区
台東区のうち浅草地区
墨田区のうち本所地区
墨田区のうち向島地区
江東区のうち城東地区を除く地区
江東区のうち城東地区
品川区のうち品川・大崎・大井・八潮地区
品川区のうち荏原地区
目黒区
大田区のうち大森地区
大田区のうち調布地区
大田区のうち蒲田地区
世田谷区のうち中央部地区
世田谷区のうち北部地区
世田谷区のうち玉川地区
渋谷区

郵 便 番 号
千代田区九段南1-1-15　九段第2合同庁舎1階・2階
千代田区神田錦町3-3
中央区日本橋堀留町2-6-9　
中央区新富2-6-1　

港区芝5-8-1

港区西麻布3-3-5 
新宿区四谷三栄町7-7
新宿区北新宿1-19-3
文京区春日1-4-5 
文京区西片2-16-27 
台東区池之端1-2-22　上野合同庁舎
台東区蔵前2-8-12
墨田区業平1-7-2 
墨田区東向島2-7-14
江東区猿江2-16-12 
江東区亀戸2-17-8
港区高輪3-13-22 
品川区中延1-1-5 
目黒区中目黒5-27-16 
大田区中央7-4-18
大田区雪谷大塚町4-12
大田区蒲田本町2-1-22
世田谷区若林4-22-13　世田谷合同庁舎3階・4階
世田谷区松原6-13-10 
世田谷区玉川2-1-7 
渋谷区宇田川町1-10　渋谷地方合同庁舎

(03)3221-6011
(03)4574-5596
(03)3663-8451
(03)4434-0011

(03)3455-0551

(03)3403-0591
(03)3359-4451
(03)6757-7776
(03)3811-1141
(03)3811-3171
(03)3821-9001
(03)3862-7111
(03)3623-5171
(03)3614-5231
(03)3633-6211
(03)3685-6311
(03)3443-4171
(03)3783-5371
(03)3711-6251
(03)3755-2111
(03)3726-4521
(03)3732-5151
(03)6758-6900
(03)3322-3271
(03)3700-4131
(03)3463-9181

　税務署

麹 町
神 田
日 本 橋
京 橋

芝

麻 布
四 谷
新 宿
小 石 川
本 郷
東 京 上 野
浅 草
本 所
向 島
江 東 西
江 東 東
品 川
荏 原
目 黒
大 森
雪 谷
蒲 田
世 田 谷
北 沢
玉 川
渋 谷

署　　名
102-8311
101-8464
103-8551
104-8557

108-8401

106-8630
160-8530
169-8561
112-8558
113-8459
110-8607
111-8602
130-8686
131-8509
135-8311
136-8505
108-8622
142-8540
153-8633
143-8565
145-8506
144-8556
154-8523
156-8555
158-8601
150-8333

担　　当　　区　　域 所　　　在　　　地 電 話 番 号

東京都のうち大島町、利島村、新島村、神津島村、
三宅村、御蔵島村、八丈町、青ヶ島村、小笠原村

○国税に関するご質問や相談は、国税庁ホームページでチャットボット（ふたば）やタックスアンサーをご利用いただくか、ナビダイヤル
（0570-00-5901）に電話をおかけいただき、電話相談センターをご利用ください。

令和7年6月1日現在

76 77

7978

杉並区今川2-1-3
板橋区板橋1-44-6

北区王子6-2-66
練馬区春日町5-35-33
江戸川区中央1-16-2
葛飾区小菅4-20-24

西東京市田無町4-16-24港区東麻布2-11-11
台東区台東1-26-2
墨田区菊川1-17-13

新宿区北新宿1-8-22
中野区野方1-34-1

大田区鵜の木2-9-15

8686
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